
 

 

 

 

 

 

 

資料No.2 

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する 

特別措置法の制定について 



専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法に関する経緯 
 
国会提出前 

○平成２５年１０月１８日 

「国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針」（日本経済再生本部決定） 
 
○平成２５年１２月７日 

国家戦略特別区域法成立 
 
○平成２６年２月１４日 

労働政策審議会建議「有期労働契約の無期転換ルールの特例等について」 
 
○平成２６年２月２０日  

法律案要綱 諮問・答申 
 
第 186 回通常国会 

○平成２６年３月７日 

閣議決定、国会提出（閣法第４８号） 
 
○平成２６年５月２８日 

衆議院厚生労働委員会 提案理由説明 
 
○平成２６年５月３０日 

衆議院厚生労働委員会 質疑① 
 
○平成２６年６月４日   

衆議院厚生労働委員会 質疑②  

採決（可決） 
 
○平成２６年６月５日   

衆議院本会議 採決（可決） 
 
○平成２６年６月２０日   

参議院本会議 継続審査議決 
 
第 187 回臨時国会 

○平成２６年１０月１６日 

参議院厚生労働委員会 趣旨説明 
 
○平成２６年１０月２１日 

参議院厚生労働委員会 質疑① 
 
○平成２６年１０月２３日 

参議院厚生労働委員会 参考人質疑 
 
○平成２６年１０月２８日 

参議院厚生労働委員会 質疑② 

採決（可決） 
 
○平成２６年１０月２９日 

参議院本会議 採決（可決） 
 
○平成２６年１１月１８日 

衆議院厚生労働委員会 採決 
 
○平成２６年１１月２１日 

衆議院本会議 採決（可決）・成立 
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写

労 審 発 第 ６ ４ １ 号

平成２３年１２月２６日

厚生労働大臣

小 宮 山 洋 子 殿

労働政策審議会

会長 諏 訪 康 雄

有期労働契約の在り方について（建議）

本審議会は、標記について検討を行った結果、下記のとおりの結論に達したの

で、厚生労働省設置法第９条第１項第３号の規定に基づき、建議する。

記

別添の労働条件分科会の報告のとおり。
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別添

平成２３年１２月２６日

労働政策審議会

会長 諏 訪 康 雄 殿

労働条件分科会

分科会長 岩 村 正 彦

有期労働契約の在り方について（報告）

本分科会は、標記について、別紙のとおり報告を取りまとめたので、厚生労働大

臣に建議すべきである。
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有期労働契約の在り方について（報告）

有期労働契約の在り方について、労働政策審議会労働条件分科会において平成22

年10月26日以後、17回にわたり検討を行い、精力的に議論を深めてきたところであ

る。

労働契約の期間の定めは、パート労働、派遣労働などを含め、いわゆる正社員以

外の多くの労働形態に関わる労働契約の要素であるが、労働市場における非正規労

働者の割合が増大している中で、有期労働契約の利用に関する明確なルールがない

ことによる問題として、有期契約労働者の立場からは雇止めへの不安や処遇に対す

る不満が多く指摘されている。

また、有期労働契約が雇用機会の確保や業務量の変動への対応に一定の役割を果

たす一方で、労働者の継続的な能力形成や処遇の改善における課題も指摘されてい

る。

こうした有期労働契約の利用に関する課題に対処するためには、有期労働契約の

適正な利用のためのルールを明確化していく必要が高まっていると考えられる。

このような考え方に基づき当分科会において検討した結果、有期労働契約の締結、

更新、終了等に関するルールについて、下記のとおりの結論に達したので、報告す

る。

この報告を受けて、厚生労働省において、次期通常国会における労働契約法の改

正をはじめ所要の措置を講ずることが適当である。

記

１ 有期労働契約の締結への対応

有期労働契約は、合理的な理由がない場合（例外事由に該当しない場合）には

締結できないような仕組みとすることについては、例外業務の範囲をめぐる紛争

多発への懸念や、雇用機会の減少の懸念等を踏まえ、措置を講ずべきとの結論に

は至らなかった。

２ 有期労働契約の長期にわたる反復・継続への対応

有期契約労働者の雇用の安定や有期労働契約の濫用的利用の抑制のため、有期

労働契約が、同一の労働者と使用者との間で５年（以下「利用可能期間」という。）

を超えて反復更新された場合には、労働者の申出により、期間の定めのない労働

契約に転換させる仕組み（転換に際し、期間の定めを除く労働条件は、別段の定

めのない限り従前と同一とする。）を導入することが適当である。

この場合、同一の労働者と使用者との間で、一定期間をおいて有期労働契約が

再度締結された場合、反復更新された有期労働契約の期間の算定において、従前

の有期労働契約と通算されないこととなる期間（以下「クーリング期間」という。）

を定めることとし、クーリング期間は、６月（通算の対象となる有期労働契約の

（別紙）
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期間（複数ある場合にあっては、その合計）が１年未満の場合にあっては、その

２分の１に相当する期間）とすることが適当である。

また、制度の運用にあたり、利用可能期間到達前の雇止めの抑制策の在り方に

ついては労使を含め十分に検討することが望まれる。

さらに、制度導入後に締結又は更新された有期労働契約から、利用可能期間の

算定を行うこととすることが適当である。

なお、この仕組みによる期間の定めのない労働契約への転換が初めて生じ得る

時期から３年を経過した場合において、利用可能期間満了前の雇止めが懸念され

た議論の過程を踏まえ、施行の状況を勘案し、期間の定めのない労働契約に転換

させる仕組みについて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること

とすることが適当である。

３ 「雇止め法理」の法定化

有期労働契約があたかも無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在してい

る場合、又は労働者においてその期間満了後も雇用関係が継続されるものと期待

することに合理性が認められる場合には、客観的に合理的な理由を欠き社会通念

上相当であると認められない雇止めについては、当該契約が更新されたものとし

て扱うものとした判例法理（いわゆる「雇止め法理」）について、これを、より

認識可能性の高いルールとすることにより、紛争を防止するため、その内容を制

定法化し、明確化を図ることが適当である。

４ 期間の定めを理由とする不合理な処遇の解消

有期契約労働者の公正な処遇の実現に資するため、有期労働契約の内容である

労働条件については、職務の内容や配置の変更の範囲等を考慮して、期間の定め

を理由とする不合理なものと認められるものであってはならないこととすること

が適当である。

５ 契約更新の判断基準

有期労働契約の継続・終了に係る予測可能性と納得性を高め、もって紛争の防

止に資するため、契約更新の判断基準は、労働基準法第15条第１項後段の規定に

よる明示をすることとすることが適当である。

６ １回の契約期間の上限等

労働基準法第14条の１回の契約期間の上限については、現行の規制の見直しの有

無について引き続き検討することが適当である。

７ その他

雇止め予告を法律上の義務とすること及び有期労働契約締結時に「有期労働契約

を締結する理由」を明示させることについては、措置を講ずべきとの結論には至ら

なかった。
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改正労働契約法のポイント

Ⅰ 無期労働契約への転換
有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定め
のない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールです。

Ⅱ 「雇止め法理」の法定化
最高裁判例で確立した「雇止め法理」が、そのままの内容で法律に規定されました。
一定の場合には、使用者による雇止めが認められないことになるルールです。

Ⅲ 不合理な労働条件の禁止
有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあることによる不合理な労働条件の相違
を設けることを禁止するルールです。

３つのルール

Ⅱ：平成24年8月10日（公布日） ⅠとⅢ：平成25年4月1日

施行期日
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③無期労働契約

５年

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

④
更
新

１年

←
②
転
換

１年

①
申
込
み

１年 ③無期労働契約

←

④
更
新

←

②
転
換

①
申
込
み

１年

【平成25年4月開始で契約期間が１年の場合の例】

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約
期間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次
の更新以降でも無期転換の申込みができます。

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 H32.4

無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前
の有期労働契約と同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能。

無期転換ルールの概要
○ 有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みによ
り、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルール。
（労働契約法第18条：平成25年4月1日施行）
※ 通算契約期間のカウントは、平成25年４月１日以後に開始する有期労働契約が対象です。平成25年３月
31日以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含めません。
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高年齢者雇用制度の概要

○ 60歳未満の定年禁止
事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上としなければならない。

○ 65歳までの雇用確保措置
定年を65歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）
を講じなければならない。

① 65歳まで定年年齢を引き上げ
② 65歳までの継続雇用制度を導入
（労使協定により基準を定めた場合は、希望者全員を対象としない制度も可）

③ 定年制を廃止

※高年齢者雇用確保措置の実施に係る指導を繰り返し行ったにもかかわらず何ら具体的な取組を行わない
企業には勧告書の発出、勧告に従わない場合は企業名の公表を行う場合がある。

下線部分は、平成25年４月から廃止（平成24年の法改正）。
なお、平成24年度末までに基準を導入していた事業主はその基準を引き続き利用で
きる、１２年間の経過措置（適用できる年齢を段階的に引き上げ）を設けている。

8



平成 25 年 9 月 20 日第１回産業競争力会議課題別会合 

国家戦略特区ワーキンググループ八田座長提出資料 

雇用 

 

 開業率と対内直接投資が低水準にとどまっていることは、我が国の経済再生

に向けて克服すべき重大課題。新たな起業や海外からの進出が拡大してこそ、

よりイノベイティブな産業の創出、切磋琢磨を通じた競争力強化が見込める。 

 このため、新規開業事業者や海外からの進出企業などが、より優れた人材を

確保できるよう、雇用制度上の特例措置を講ずるエリアを設ける。 

 

＜特例措置＞ 

 特区内において 

・開業後５年以内の企業の事業所に対して、（２）（３）の特例措置 

・外国人比率が一定比率以上（３０％以上）の事業所に対して、（１）～（３）

の特例措置 

 

（１）有期雇用 

・契約締結時に、労働者側から、５年を超えた際の無期転換の権利を放棄する

ことを認める。これにより、使用者側が、無期転換の可能性を気にせず、有

期雇用を行えるようにする。 

→ 「労働契約法第１８条にかかわらず無期転換放棄条項を有効とする」旨を規定

する。 

 

（２）解雇ルール 

・契約締結時に、解雇の要件・手続きを契約条項で明確化できるようにする。

仮に裁判になった際に契約条項が裁判規範となることを法定する。 

→ 労働契約法第１６条を明確化する特例規定として、「特区内で定めるガイドライ

ンに適合する契約条項に基づく解雇は有効となる」ことを規定する。 

 

（３）労働時間 

・一定の要件（年収など）を満たす労働者が希望する場合、労働時間・休日・

深夜労働の規制を外して、労働条件を定めることを認める。 

→ 労働基準法第４１条による適用除外を追加する。 

 

＜これに伴う措置＞ 

上記の特例措置に伴い、不当労働行為、契約の押しつけや不履行などがなさ

れることのないよう、特区内の労働基準監督署を体制強化し、労働者保護を欠

くことのないよう万全を期す。 
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平成 25年 10月 4日：国家戦略特区に関する記者ブリーフィング 
国家戦略特区ワーキンググループ 八田座長提出資料 

 

国家戦略特区 雇用についての特区ＷＧ提案 

 

 

１、概要 

・グローバル企業やスタートアップ直後の企業が優秀な人材を集めやすく、 

・また、優秀な人材にとってより働きやすい、制度環境を作る。 

 

（現状では、例えば数年間のプロジェクト対応を前提に、専門人材を有期

契約で迎え入れようとしても、雇用規制が制約。） 

 

２、特例措置の内容 

（１）有期雇用規制の特例 

・現状： ５年を超える更新により、労働者に無期転換権。 

・特例： 特区内の適用対象に限り、「無期転換しない約束」を可能に。 

 

（２）解雇ルールの明確化 

・現状： 裁判になったときの予測可能性が低い。 

・特例： 特区内の適用対象に限り、解雇の要件・手続を契約書面で明確

化（契約内容が特区本部で定めるガイドラインに適合する場合、裁判規

範として尊重されるよう制度化）。 

 

（３）労働時間規制の特例 

 

３、適用対象 

（１）場所：  特区内に限る。（→特区内の監視機能を強化。４、参照） 

 

（２）対象企業：  ①グローバル企業（外国人従業員比率が一定以上） 

          ②スタートアップ直後（５年以内）の企業 に限る。 

 

（３）対象従業員： ①一定の専門資格取得者（弁護士、会計士等） 

          ②修士号・博士号取得者         に限る。 

 

４、特例措置に伴う措置 

上記の特例措置に伴い、不当労働行為、契約の強要や不履行による問題

が生じないよう、特区内の監督機能を強化。 
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国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針（抄） 

 

平成２５年１０月１８日 

 

２．雇用  
 

◇ 特区内で、新規開業直後の企業及びグローバル企業等が、優秀な人材を確保

し、従業員が意欲と能力を発揮できるよう、以下の規制改革を認めるとともに、臨

時国会に提出する特区関連法案の中に必要な規定を盛り込む。 

 

（２） 有期雇用の特例 

・  例えば、これからオリンピックまでのプロジェクトを実施する企業が、７年間

限定で更新する代わりに無期転換権を発生させることなく高い待遇を提示し

優秀な人材を集めることは、現行制度上はできない。 

・  したがって、新規開業直後の企業やグローバル企業をはじめとする企業等

の中で重要かつ時限的な事業に従事している有期労働者であって、「高度な

専門的知識等を有している者」で「比較的高収入を得ている者」などを対象に、

無期転換申込権発生までの期間の在り方、その際に労働契約が適切に行わ

れるための必要な措置等について、全国規模の規制改革として労働政策審

議会において早急に検討を行い、その結果を踏まえ、平成２６年通常国会に

所要の法案を提出する。 

・  以上の趣旨を、臨時国会に提出する特区関連法案の中に盛り込む。 

日本経済再生本部決定 
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国家戦略特別区域法（抄） 

 

附 則 

（検討） 

第二条 政府は、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成

の推進を図る観点から、一定の期間内に終了すると見込まれる事業の業務（高

度の専門的な知識、技術又は経験を必要とするものに限る。）に就く労働者

であって、使用者との間で期間の定めのある労働契約を締結するもの（その

年収が常時雇用される一般の労働者と比較して高い水準となることが見込ま

れる者に限る。）その他これに準ずる者についての、期間の定めのある労働

契約の期間の定めのない労働契約への転換に係る労働契約法（平成十九年法

律第百二十八号）第十八条第一項に規定する通算契約期間の在り方及び期間

の定めのある労働契約の締結時、当該労働契約の期間の満了時等において労

働に関する法令の規定に違反する行為が生じないようにするために必要な措

置その他必要な事項であって全国において実施することが適切であるものに

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置（第三項において「特定

措置」という。）を講ずるものとする。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による検討を行うに当たっては、労働政策審

議会の意見を聴かなければならない。 

３ 政府は、特定措置を講ずるために必要な法律案を平成二十六年に開会され

る国会の常会に提出することを目指すものとする。 

４～６ （略） 
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労働政策審議会令（抄） 

 
○ 労働政策審議会令（平成十二年政令第二百八十四号） 
   
（部会）  
第七条 審議会又は分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。  
２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあって

は、分科会長）が指名する。  
３ 前項の委員のうち、労働者を代表するもの及び使用者を代表するものは、各同数とする。  
４ 第二項の臨時委員のうち、関係労働者を代表するもの及び関係使用者を代表するものは、

各同数とする。  
５ 前項の規定は、第二項の専門委員について準用する。  
６ 部会に部会長を置き、当該部会に属する公益を代表する委員のうちから、当該部会に属

する委員が選挙する。  
７ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。  
８ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する公益を代表する委員又は臨時委員のうち

から部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。  
９ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。）は、

その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。  
 
（議事）  
第九条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の三分の二以上又は労働者関係委員

（労働者を代表する委員及び議事に関係のある臨時委員のうち関係労働者を代表するも

のをいう。）、使用者関係委員（使用者を代表する委員及び議事に関係のある臨時委員のう

ち関係使用者を代表するものをいう。）及び公益関係委員（公益を代表する委員及び議事

に関係のある臨時委員のうち公益を代表するものをいう。）の各三分の一以上が出席しな

ければ、会議を開き、議決することができない。  
２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で

決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  
３ 前二項の規定は、分科会、部会及び最低工賃専門部会の議事に準用する。  
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労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
運
営
規
程 

 
第
一
条 

労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
（
以
下
「
分
科
会
」
と
い
う
。
）
の
議
事
運
営
は
、
厚

生
労
働
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
第
九
条
、
労
働
政
策
審
議
会
令
（
平
成
十
二

年
政
令
第
二
百
八
十
四
号
。
以
下
「
審
議
会
令
」
と
い
う
。
）
及
び
労
働
政
策
審
議
会
運
営
規
程
に

定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
二
条 

分
科
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
（
以
下
「
委
員
等
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
労
働

者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代
表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
七
人
と
す
る
。  

第
三
条 

分
科
会
の
会
議
（
以
下
単
に
「
会
議
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
、
分

科
会
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
又
は
委
員
等
の
三
分
の
一
以
上
か
ら
請
求
が
あ
っ
た
と
き

に
分
科
会
長
が
招
集
す
る
。 

２ 

会
長
又
は
委
員
等
は
、
分
科
会
長
に
会
議
の
招
集
を
請
求
す
る
と
き
は
、
付
議
事
項
及
び
日
時
を

明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

分
科
会
長
は
、
会
議
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
の
ほ
か
、
少
な

く
と
も
七
日
前
ま
で
に
付
議
事
項
、
日
時
及
び
場
所
を
委
員
等
及
び
会
長
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

４ 

前
三
項
の
規
定
は
、
第
五
条
に
規
定
す
る
部
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
四
条 

委
員
等
は
、
分
科
会
長
の
許
可
を
受
け
て
、
代
理
者
を
出
席
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ

し
、
代
理
者
は
、
審
議
会
令
第
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
欠
席
し
た
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。 

第
五
条 

分
科
会
に
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
関
す
る
専
門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
労
災
保
険

部
会
を
、
最
低
賃
金
に
関
す
る
専
門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
最
低
賃
金
部
会
（
以
下
「
部
会
」

と
総
称
す
る
。
）
を
そ
れ
ぞ
れ
置
く
。 

第
六
条 

部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
う
ち
、
労
働
者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代

表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
六
人
と
す
る
。 

第
七
条 

部
会
が
第
五
条
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て
分
科

会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、
分
科

会
の
議
決
を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

第
八
条 

分
科
会
に
、
労
働
時
間
に
関
す
る
専
門
の
事
項
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う
必
要
が
あ
る
と

き
は
労
働
時
間
小
委
員
会
を
、
就
業
規
則
、
退
職
手
当
そ
の
他
の
問
題
に
関
す
る
専
門
の
事
項
に
つ

い
て
調
査
研
究
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
就
業
規
則
等
小
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

第
九
条 

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
部
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が

部
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
小
委
員
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
十
条 

こ
の
規
程
の
改
廃
は
、
分
科
会
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
う
。 

 附 

則 

１ 

こ
の
規
程
は
、
平
成
十
七
年
四
月
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

第
五
条
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
分
科
会
に
、
当
分
の
間
、
有
期
労
働
契
約
の
特
例
に
関
す
る
専

門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
有
期
雇
用
特
別
部
会
（
以
下
「
特
別
部
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。 
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３ 

特
別
部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
う
ち
、
労
働
者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代

表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
四
人
と
す
る
。 
４ 
特
別
部
会
が
附
則
第
二
項
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て

分
科
会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、

分
科
会
の
議
決
を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

５ 

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
別
部
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が
部

会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

15



労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
有
期
雇
用
特
別
部
会
運
営
規
程 

 
第
一
条 

労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
有
期
雇
用
特
別
部
会
（
以
下
「
特
別
部
会
」
と
い
う
。
）

の
議
事
運
営
は
、
厚
生
労
働
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
第
九
条
、
労
働
政
策
審

議
会
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
八
十
四
号
。
以
下
「
審
議
会
令
」
と
い
う
。
）
、
労
働
政
策
審
議

会
運
営
規
程
及
び
労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
運
営
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規

程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
二
条 

委
員
等
は
、
部
会
長
の
許
可
を
受
け
て
、
代
理
者
を
出
席
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、

代
理
者
は
審
議
会
令
第
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
欠
席
し
た
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。 

第
三
条 

こ
の
規
定
の
改
廃
は
、
特
別
部
会
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
う
。 

 附 

則 

こ
の
規
程
は
、
平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
五
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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労
働
政
策
審
議
会
職
業
安
定
分
科
会
運
営
規
程

第
一
条

労
働
政
策
審
議
会
職
業
安
定
分
科
会
（
以
下
「
分
科
会
」
と
い
う

）
の
議
事
運
営
は
、
厚

。

生
労
働
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
第
九
条
、
労
働
政
策
審
議
会
令
（
平
成
十
二

年
政
令
第
二
百
八
十
四
号
）
及
び
労
働
政
策
審
議
会
運
営
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
程

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

第
二
条

分
科
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
（
以
下
「
委
員
等
」
と
い
う

）
の
う
ち
、
労
働

。

、

、

。

者
を
代
表
す
る
も
の

使
用
者
を
代
表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は

各
七
人
と
す
る

第
三
条

分
科
会
の
会
議
（
以
下
単
に
「
会
議
」
と
い
う

）
は
、
会
長
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
、
分

。

科
会
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
又
は
委
員
等
の
三
分
の
一
以
上
か
ら
請
求
が
あ
っ
た
と
き
に

分
科
会
長
が
招
集
す
る
。

２

会
長
又
は
委
員
等
は
、
分
科
会
長
に
会
議
の
招
集
を
請
求
す
る
と
き
は
、
付
議
事
項
及
び
日
時
を

明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

分
科
会
長
は
、
会
議
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
の
ほ
か
、
少
な

く
と
も
七
日
前
ま
で
に
付
議
事
項
、
日
時
及
び
場
所
を
委
員
等
及
び
会
長
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

４

前
三
項
の
規
定
は
、
第
五
条
に
規
定
す
る
部
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
四
条

委
員
等
は
、
分
科
会
長
の
許
可
を
受
け
て
、
代
理
者
を
出
席
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ

し
、
代
理
者
は
、
審
議
会
令
第
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
欠
席
し
た
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。

第
五
条

分
科
会
に
、
雇
用
対
策
基
本
問
題
部
会
、
雇
用
保
険
部
会
及
び
労
働
力
需
給
制
度
部
会
（
以

下
「
部
会
」
と
い
う

）
を
置
く
。

。

２

部
会
の
所
掌
事
務
、
専
決
事
項
並
び
に
部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
数
は
、
別
表
の

と
お
り
と
す
る
。

３

部
会
が
前
項
の
専
決
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て
分
科
会
の
議
決

と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、
分
科
会
の
議
決

を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

４

部
会
の
専
決
事
項
と
し
て
第
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
部
会
の
所
掌
事
務
に
属
す
る
事
項
で

軽
微
な
も
の
の
う
ち
、
分
科
会
長
が
部
会
の
専
決
事
項
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
た
も
の

に
つ
い
て
は
、
当
該
部
会
の
議
決
を
も
っ
て
分
科
会
の
議
決
と
す
る
。

５

前
項
の
規
定
に
よ
り
部
会
が
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
部
会
長
は
分
科
会
長
に
そ
の
旨
を
通
知

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

部
会
に
、
そ
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
特
に
専
門
的
な
調
査
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
専
門
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

７

専
門
委
員
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
専
門
委
員
会
を
置
く
部
会
の
部
会
長
が
当
該

部
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

第
六
条

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
部
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が

部
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

第
七
条

こ
の
規
程
の
改
廃
は
、
分
科
会
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
う
。

附

則

１

こ
の
規
程
は
、
平
成
十
三
年
一
月
二
十
五
日
か
ら
施
行
す
る
。
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２

第
五
条
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
分
科
会
に
、
当
分
の
間
、
高
年
齢
者
雇
用
に
係
る
有
期
労
働
契

約
に
関
す
る
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
調
査
審
議
さ
せ
る
た
め
高
年
齢
者
有
期
雇
用
特
別
部
会
（
以
下

「
特
別
部
会
」
と
い
う

）
を
置
く
。

。

３

特
別
部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
う
ち
、
労
働
者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代

表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
四
人
と
す
る
。

４

特
別
部
会
が
附
則
第
二
項
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て

分
科
会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、

分
科
会
の
議
決
を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

５

特
別
部
会
に
つ
い
て
は
、
第
三
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
四
条
及
び
第
六
条
の
規
定
を
準

用
す
る
。

別
表
（
略
）
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有期労働契約の無期転換ルールの特例等について（報告） 

 

 有期労働契約については、平成 23 年 12 月 26 日労働政策審議会建議「有期労働契約の

在り方について」に基づき、有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えた場合、労働

者の申込みにより無期労働契約に転換するルール（以下「無期転換ルール」という。）の

導入等を内容とする労働契約法の改正等が行われ、平成 25 年４月から全面施行されてい

る。 

無期転換ルールについては、有期労働契約の濫用的利用を抑制し、労働者の雇用の安定

を図ることを目的として導入されたものであり、企業にも積極的に対応する動きが見られ

る。一方で、労働契約法の改正や施行を契機に、契約更新の上限を新たに設ける動きも一

部に見られる。 

また、国家戦略特別区域法（平成 25 年法律第 107 号）附則第２条において、産業の国

際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点形成の推進を図る観点から、高収入かつ高度

な専門的知識等を有する有期契約労働者等を対象に、無期転換申込権発生までの期間の在

り方等について検討を行い、平成 26 年の通常国会に所要の法案の提出を目指すこととさ

れているほか、定年後引き続いて雇用される有期契約労働者に対する無期転換ルールの適

用の在り方を見直すことを求める意見もある。 

こうした状況を踏まえ、労働政策審議会労働条件分科会有期雇用特別部会及び職業安定

分科会高年齢者有期雇用特別部会において、平成 25 年 12 月 25 日以後、５回にわたり集

中的に検討を行った結果、下記の結論に達したので、報告する。 

 この報告を受けて、厚生労働省において、今通常国会における所要の法案の提出をはじ

めとする必要な措置を講ずることが適当である。 

 

記 

 

１ 無期転換ルールの特例について 

(1) 特例の枠組 

 有期労働契約の濫用的利用により、雇用の安定性が損なわれるおそれの少ない、 

① 一定の期間内に完了する業務に従事する高収入かつ高度な専門的知識、技術又

は経験を有する有期契約労働者 

② 定年後引き続いて雇用される有期契約労働者 

について、その能力を十分有効に発揮できるようにするため、それぞれの特性に応

じた適切な雇用管理を実施するとともに、無期転換申込権が発生するまでの期間の

特例を設け、もって国民経済の健全な発展に資することとし、以上の趣旨を法律案

に反映させることが適当である。 

     ただし、いずれの場合にも、労働者保護を図りつつ、個別労働関係紛争を未然に

防止するため、労働契約が適切に行われるような措置を併せて講ずることが必要で
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2 
 

ある。 

 

(2) 特例の対象となる労働者の具体的要件 

① 一定の期間内に完了する業務に従事する高収入かつ高度な専門的知識等を有す

る有期契約労働者の具体的要件 

ア 一定の期間内に完了する業務については、経済のグローバル化の進展等に伴

う企業活動を取り巻く環境の変化を踏まえ、企業内の期間限定のプロジェクト

の業務のうち、高度な専門的知識等を必要とするものを含むこととするなど、

一定の範囲の業務とすることが適当である。 

イ 年収及び高度の専門的知識等の要件については、１回の労働契約期間の特例

の要件として大臣告示「労働基準法第十四条第一項第一号の規定に基づき厚生

労働大臣が定める基準」（平成 15 年厚生労働省告示第 356 号）に定められてい

る内容（一定の国家資格等を有する者や、一定期間の実務経験を有する年収

1,075 万円以上の技術者、システムエンジニア、デザイナー等）を参考に定め

ることが適当である。具体的には、法案成立後改めて労働政策審議会において

検討の上、厚生労働省令等で定めることが適当である。その際、国家戦略特別

区域法において、対象者はその年収が常時雇用される一般の労働者と比較して

高い水準となることが見込まれる者に限ることとされていることに留意する

ものとする。   

 

② 定年後引き続いて雇用される有期契約労働者の具体的要件 

定年に達した後に、同一の事業主又は当該事業主と一体となって高齢者の雇用

機会を確保する特殊関係事業主に、引き続いて雇用される高齢者については、特

例の対象とすることが適当である。 

 

なお、60 歳未満から有期労働契約を反復更新しており、高年齢者雇用安定法に

おける高年齢者雇用確保措置の対象外となる労働者については、引き続き無期転

換ルールにより雇用の安定が図られることが重要である。 

また、就業規則等に一定の年齢に達した日以後は契約を更新しない旨の定めを

している場合、反復継続して契約の更新がなされているときには、期間の定めの

ない雇用とみなされ、定年の定めをしているものと解されることがあり、高年齢

者雇用安定法における高年齢者雇用確保措置の対象となることがあることに留意

するものとする。 

 

(3) 特例の対象となる事業主の具体的要件 

特例の対象労働者が、その能力を有効に発揮するためには、事業主による適切な雇

用管理（※）の実施が求められる。このため、厚生労働大臣は、対象労働者に応じた
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適切な雇用管理の実施に関する基本的な指針を策定することとした上で、当該指針に

沿った対応が取られると厚生労働大臣が認定した事業主に雇用される対象労働者に

ついては、無期転換ルールの特例の対象とする仕組みとすることが適当である。 

また、認定の手続については、労働者の能力を十分有効に発揮できるようにすると

いう特例の趣旨を踏まえた上で、簡素で効率的な仕組みとすることが必要である。 

なお、基本指針については、法案成立後、労働政策審議会においてその具体的な内

容を検討の上、策定することが適当である。 

※ 例えば、（２）①の者については、労働者が自ら能力の維持向上を図る機会の付与、（２）②

の者については、高年齢者雇用安定法の趣旨を踏まえた高年齢者の配置、職務等に関する配慮

等 

 

なお、特に、高年齢者については、事業主が継続雇用制度を導入し、定年後に有期

労働契約によって引き続き雇用する際は、能力など年齢以外を理由として契約を更新

しないことは認められるが、原則 65 歳までは契約更新がされるものであるとの高年

齢者雇用安定法の趣旨を没却することとならないよう適切な雇用管理がなされる必

要がある。 

 

労働者側委員からは、民事法上のルールである無期転換ルールの特例の適用に当た

っては、行政庁の関与は最小限とすることが適当であるとの意見があった。 

 

 

(4) 特例の具体的内容 

(2)及び(3)の要件を満たす事業主と労働者との間の労働契約については、労働契約

法第 18 条の無期転換申込権発生までの期間について、次のような特例を設けること

が適当である。 

① 高収入かつ高度の専門的知識等を有する有期契約労働者については、プロジェク

トの完了までの期間は無期転換申込権が発生しないこととするが、その期間が 10

年を超える場合には、無期転換申込権が発生するものとする。 

  ② 定年に達した後に同一事業主又は特殊関係事業主に引き続いて雇用される高齢者

については、当該事業主に継続して雇用されている期間は、通算契約期間に算入し

ないこととする。 

  

また、特例の対象となる労働者に応じた適切な雇用管理の実施を促進するため、国

は事業主に対して必要な援助を行うこととすることが適当である。 

 

(5) 労働契約が適切に行われるために必要な具体的措置 

有期雇用の特例の運用に当たっては、労使双方に無期転換申込権発生までの期間が
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明確になるようにすることが求められる。また、高収入かつ高度の専門的知識等を有

する有期契約労働者も、特例の対象となる業務以外の業務に従事する場合には通常の

無期転換ルールに従うものであるが、この点を運用上明確にすることが求められる。 

このため、事業主は、労働契約の締結・更新時に、①特例の対象となる労働者に対

して無期転換申込権発生までの期間を書面で明示するとともに、②高収入かつ高度の

専門的知識等を有する有期契約労働者に対しては、特例の対象となる業務の具体的な

範囲も書面で明示する仕組みとするため必要な省令改正を行うことが適当である。ま

た、その際には、モデル労働条件通知書についても必要な見直しを行った上で、その

活用を図ることが適当である。 

   なお、これらの措置や行政窓口での相談を通じた個別労働関係紛争の未然防止が期

待されるが、それにもかかわらず個別労働関係紛争が発生した場合には、労働局のあ

っせん等の個別労働紛争解決制度の活用や労働審判、民事訴訟により、紛争の迅速な

解決が期待される。 

 

２ 改正労働契約法に基づく無期転換ルールの円滑な施行について 

平成 25 年４月から施行された無期転換ルールについて、無期転換申込権が発生する

直前の雇止めについて懸念があることを踏まえ、厚生労働行政において以下の取組を積

極的に進めることが適当である。 

① 無期転換ルールについて、雇用の安定がもたらす労働者の意欲や能力の向上や、企

業活動に必要な人材の確保に寄与することなどのメリットについて十分に理解が進

むよう一層の周知を図るとともに、労働契約法第 19 条に法定化された「雇止め法理」

の内容や適用範囲等についてもあわせて周知を図ること。また、有期契約労働者やそ

の雇用管理の担当者にも内容が行き届くよう、効果的な周知の方法を工夫すること。 

② 有期雇用から無期雇用への転換が円滑に進むよう、無期転換の取組を行っている企

業における制度化の取組等についての好事例や、無期転換を進める際の留意点等をま

とめ、①の取組において活用すること。 

③ 「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」（平成 15 年厚生労働省告示

第 357 号）に規定する雇止めの予告や雇止めの理由の明示など、有期労働契約に関す

る労働基準関係法令の諸規定の遵守の徹底を図ること。 

④ 非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進するため、正規雇用又は無

期転換、人材育成などの取組を行う事業主を支援する助成金の効果的な活用を積極的

に進めること。 

  

 

23



改正労働契約法の周知の取組について

【平成27年度の取組内容（予定）】

○ 働くルールのセミナーの拡充
・ 中小企業や労働者を対象として、平成26年度と同様に、「雇止め法理」
など労働契約に関するルールの周知を目的とした無料のセミナーを開
催することに加え、「無期転換ルール」を主眼としたセミナーを、全国で
合計10回実施。

○ 労働基準監督署・ハローワークにおける周知
・ 労働者や企業向けのリーフレットを配布

○ 広報等の実施
・ 新聞広告や雑誌への記事記載（各３回）、求人情報誌を活用した周知
・ 「多様な正社員」普及・拡大のためのモデル就業規則を通じた周知

○ 実態把握

・ 無期転換の実情及び就業規則の整備状況を把握し、モデル就業規則
の作成に活用するため、アンケート調査を実施

○ 個別企業への支援
・ 無期転換に取り組む企業に、社内制度化に向けた助言・援助を実施
※ 委託事業として、シンクタンク等において実施予定（対象100企業）
※ 無期転換ルールや「多様な正社員」の雇用管理に精通した社会保険労務士等が対応

【平成26年度の取組内容（実績）】

○ 働くルールのセミナーの実施

・ 「雇止め法理」や「無期転換ルール」を含む労働契約に関するルールの
周知を目的とした無料のセミナーを全都道府県で1回以上開催（平成26
年10月～平成27年3月）。主な対象者は中小企業や労働者。

○ 企業における無期転換ルールへの対応に関する検討事例を周知

・ 勤務地や勤務時間等が限定された多様な正社員の導入事例について、
無期転換への対応方針や課題の情報を含めヒアリングし、事例集として
事業主に対し周知（平成26年12月～平成27年3月）
※ 無期転換ルールへの対応について、無期転換を行う場合の転換先、転換後の処遇水準等
の検討状況を調査（1万社に対するアンケート調査、ヒアリングを実施）
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専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法の概要

平成２５年の臨時国会で成立した国家戦略特別区域法の規定等を踏まえ、有期の業務に就く高度専門的知
識を有する有期雇用労働者等について、労働契約法に基づく無期転換申込権発生までの期間（※）に関する特
例を設けるもの。

施行期日 平成２７年４月１日

（※） 同一の使用者との間で有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えた場合は、労働者の申込により、
無期労働契約に転換できる。（労働契約法第１８条）

①特例の対象者
Ⅰ）「５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務」に就く高度専門的知識等を有する有期雇用労働者
Ⅱ） 定年後に有期契約で継続雇用される高齢者

②特例の効果
特例の対象者について、労働契約法に基づく無期転換申込権発生までの期間（現行５年）を延長
→次の期間は、無期転換申込権が発生しないこととする。
①Ⅰの者 ： 一定の期間内に完了することが予定されている業務に就く期間（上限：１０年）
②Ⅱの者 ： 定年後引き続き雇用されている期間

※特例の適用に当たり、事業主は、
①Ⅰの者について、労働者が自らの能力の維持向上を図る機会の付与等
②Ⅱの者について、労働者に対する配置、職務及び職場環境に関する配慮等
の適切な雇用管理を実施

主な内容
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無期転換ルールの特例の仕組み

①計画の作成

・ 対象労働者に応じた適切な雇用管理に
関する事項
例： 労働者が自らの能力の維持向上を図る機会
の付与（高度専門労働者）
配置、職務等に関する配慮（高齢者）

事業主

④有期労働契約の締結

・ 高度専門労働者
一定の期間内に完了する業務に従事
高収入かつ高度の専門的知識等を有する者

・ 定年後引き続いて雇用される者

労働者

②申請

③認定

基本指針

・ 対象労働者に応じた適切な雇用管理
に関する事項 等

（高度専門労働者、高齢者それぞれについて
趣旨に即した多様な事項を例示）

厚生労働大臣

基本指針に沿った対応が
取られると認められれば認定

※契約締結・更新時に労働条件を明示
・無期転換申込権発生までの期間
・特例の対象となる業務（高度専門労働者）
（労働基準法施行規則で対応）

⑤無期転換ルールの特例

☆ プロジェクトの期間中は、対象労働者について
無期転換申込権は発生しない（ただし10年を上限）

開始の日 完了の日

プロジェクト（高度の専門的知識等を必要とする業務）

５年を超える期間

☆ 定年後引き続いて雇用されている期間中は、対象労働者
について無期転換申込権は発生しない

（１）高度専門労働者

（２）定年後引き続いて雇用される者
定年 ６５歳

引き続いて雇用
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専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法 

（平成二十六年法律第百三十七号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、専門的知識等を有する有期雇用労働者等の能力の維持向上及び活用を

図ることが当該専門的知識等を有する有期雇用労働者等の能力の有効な発揮及び活力あ

る社会の実現のために重要であることに鑑み、専門的知識等を有する有期雇用労働者が

その有する能力を維持向上することができるようにするなど有期雇用労働者の特性に応

じた雇用管理に関する特別の措置を講じ、併せて労働契約法（平成十九年法律第百二十

八号）の特例を定め、もって国民経済の健全な発展に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「専門的知識等」とは、専門的な知識、技術又は経験であって、

高度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当するものをいう。 

２ この法律において「有期雇用労働者」とは、事業主と期間の定めのある労働契約（以下

「有期労働契約」という。）を締結している労働者をいう。 

３ この法律において「特定有期雇用労働者」とは、次の各号のいずれかに該当する有期雇

用労働者をいう。 

一 専門的知識等を有する有期雇用労働者（事業主との間で締結された有期労働契約の

契約期間に当該事業主から支払われると見込まれる賃金の額を一年間当たりの賃金の

額に換算した額が厚生労働省令で定める額以上である者に限る。）であって、当該専

門的知識等を必要とする業務（五年を超える一定の期間内に完了することが予定され

ているものに限る。以下「特定有期業務」という。）に就くもの（次号に掲げる有期

雇用労働者に該当するものを除く。） 

二 定年（六十歳以上のものに限る。以下同じ。）に達した後引き続いて当該事業主（高

年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第九条第二項

に規定する特殊関係事業主にその定年後に引き続いて雇用される場合にあっては、当

該特殊関係事業主。以下同じ。）に雇用される有期雇用労働者 

（基本指針） 

第三条 厚生労働大臣は、事業主が行う特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関す

る措置に関する基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本指針に定める事項は、次のとおりとする。 

一 特定有期雇用労働者の雇用の動向に関する事項 

二 事業主が行う特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容に関

する事項 

３ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、労働政策審議

会の意見を聴かなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 
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（第一種計画の認定） 

第四条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主が行う第一種特定有期

雇用労働者（特定有期雇用労働者のうち第二条第三項第一号に掲げる者をいう。次項第

一号において同じ。）の特性に応じた雇用管理に関する措置についての計画（以下「第

一種計画」という。）を作成し、これを厚生労働大臣に提出して、その第一種計画が適

当である旨の認定を受けることができる。 

２ 第一種計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当該事業主が雇用する第一種特定有期雇用労働者（以下「計画対象第一種特定有期雇

用労働者」という。）が就く特定有期業務の内容並びに開始及び完了の日 

二 計画対象第一種特定有期雇用労働者がその職業生活を通じて発揮することができる

能力の維持向上を自主的に図るための教育訓練を受けるための有給休暇（労働基準法

（昭和二十二年法律第四十九号）第三十九条の規定による年次有給休暇として与えられ

るものを除く。）の付与に関する措置その他の能力の維持向上を自主的に図る機会の付

与に関する措置（次項第三号において「有給教育訓練休暇付与等の措置」という。）そ

の他の当該事業主が行う計画対象第一種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理

に関する措置の内容 

三 その他厚生労働省令で定める事項 

３ 厚生労働大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その第一種計画が次の各

号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 前項第一号に規定する特定有期業務が第二条第一項の厚生労働大臣が定める基準に

該当する専門的知識等を必要とする業務であること。 

二 前項第二号及び第三号に掲げる事項が基本指針に照らして適切なものであること。 

三 前号に定めるもののほか、有給教育訓練休暇付与等の措置その他の当該事業主が行う

雇用管理に関する措置の内容が計画対象第一種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇

用管理に関する措置として有効かつ適切なものであること。 

 （第一種計画の変更等） 

第五条 前条第一項の認定に係る事業主（以下「第一種認定事業主」という。）は、同項の

認定に係る第一種計画を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認定を受けなければ

ならない。 

２ 厚生労働大臣は、前条第一項の認定に係る第一種計画（前項の規定による変更の認定が

あったときは、その変更後のもの。以下「第一種認定計画」という。）が同条第三項各

号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

３ 前条第三項の規定は、第一項の認定について準用する。 

（第二種計画の認定） 

第六条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主が行う第二種特定有期

雇用労働者（特定有期雇用労働者のうち第二条第三項第二号に掲げる者をいう。次項第

一号において同じ。）の特性に応じた雇用管理に関する措置についての計画（以下「第
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二種計画」という。）を作成し、これを厚生労働大臣に提出して、その第二種計画が適

当である旨の認定を受けることができる。 

２ 第二種計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当該事業主が雇用する第二種特定有期雇用労働者（以下「計画対象第二種特定有期雇

用労働者」という。）に対する配置、職務及び職場環境に関する配慮その他の当該事業

主が行う計画対象第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の

内容 

二 その他厚生労働省令で定める事項 

３ 厚生労働大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その第二種計画が次の各

号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 前項各号に掲げる事項が基本指針に照らして適切なものであること。 

二 前号に定めるもののほか、前項第一号に掲げる配置、職務及び職場環境に関する配慮

その他の当該事 業主が行う雇用管理に関する措置の内容が計画対象第二種特定有期

雇用労働者の特性に応じた雇用管理 に関する措置として有効かつ適切なものである

こと。 

 （第二種計画の変更等） 

第七条 前条第一項の認定に係る事業主（以下「第二種認定事業主」という。）は、同項の

認定に係る第二種計画を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認定を受けなければな

らない。 

２ 厚生労働大臣は、前条第一項の認定に係る第二種計画（前項の規定による変更の認定が

あったときは、その変更後のもの。以下「第二種認定計画」という。）が同条第三項各号

のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

３ 前条第三項の規定は、第一項の認定について準用する。 

 （労働契約法の特例） 

第八条 第一種認定事業主と当該第一種認定事業主が雇用する計画対象第一種特定有期雇

用労働者との間の有期労働契約に係る労働契約法第十八条第一項の規定の適用について

は、同項中「五年」とあるのは、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別

措置法（平成二十六年法律第百三十七号）第五条第二項に規定する第一種認定計画に記載

された同法第二条第三項第一号に規定する特定有期業務の開始の日から完了の日までの

期間（当該期間が十年を超える場合にあっては、十年）」とする。 

２ 第二種認定事業主と当該第二種認定事業主が雇用する計画対象第二種特定有期雇用労

働者との間の有期労働契約に係る労働契約法第十八条第一項の規定の適用については、定

年後引き続いて当該第二種認定事業主に雇用されている期間は、同項に規定する通算契約

期間に算入しない。 

 （援助） 

第九条 国は、第一種認定計画に係る計画対象第一種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇

用管理に関する措置を講ずる第一種認定事業主に対して、必要な助成その他の援助を行う

よう努めるものとする。 
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 （指導及び助言） 

第十条 厚生労働大臣は、第一種認定事業主又は第二種認定事業主に対し、第一種認定計画

又は第二種認定計画に係る措置の的確な実施に必要な指導及び助言を行うものとする。      

 （報告の徴収） 

第十一条 厚生労働大臣は、第一種認定事業主又は第二種認定事業主に対し、第一種認定計

画に記載された第四条第二項第二号若しくは第三号に掲げる事項又は第二種認定計画に

記載された第六条第二項各号に掲げる事項の実施状況について報告を求めることができ

る。 

 （適用除外） 

第十二条 この法律は、国家公務員及び地方公務員並びに船員法（昭和二十二年法律第百号）

の適用を受ける船員については、適用しない。  

２ この法律は、同居の親族のみを使用する事業については、適用しない。 

 （権限の委任）  

第十三条 この法律に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、

その一部を都道府県労働局長に委任することができる。  

２ 前項の規定により都道府県労働局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところ

により、労働基準監督署長に委任することができる。  

 （厚生労働省令への委任) 

第十四条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のための手続その他この法律の施

行に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次条及び附則第六条の

規定は、公布の日から施行する。 

 （施行前の準備） 

第二条 厚生労働大臣は、この法律の施行前においても、第三条第一項から第三項までの規

定の例により、基本指針を定めることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により基本指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

３ 第一項の規定により定められた基本指針は、この法律の施行の日（以下「施行日」とい

う。）において第三条第一項から第三項までの規定により定められた基本指針とみなす。 

 （経過措置） 

第三条 特定有期雇用労働者であって施行日前に労働契約法第十八条第一項に規定する通

算契約期間が五年を超えることになった者に係る同項に規定する期間の定めのない労働

契約の締結の申込みについては、なお従前の例による。 

 （社会保険労務士法の一部改正） 

第四条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 
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別表第一第二十号の二十四の次に次の一号を加える。 

二十の二十五 専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法（平成二十

六年法律第百三十七号） 

 （厚生労働省設置法の一部改正） 

第五条 厚生労働省設置法（平成十一年法律第九十七号）の一部を次のように改正する。 

第九条第一項第四号中「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法（平成四年法律第

九十号）」の下に「、専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法（平成

二十六年法律第百三十七号）」を加える。 

 （政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。 
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第 186 回通常国会及び第 187 回臨時国会 会議録

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案関係部分 抜粋

平成 26 年 5 月 30 日 衆議院厚生労働委員会
○後藤委員長 これより会議を開きます。

内閣提出、専門的知識等を有する有期雇用労働者
等に関する特別措置法案を議題といたします。

この際、お諮りいたします。
本案審査のため、本日、政府参考人として内閣官

房日本経済再生総合事務局次長赤石浩一君、内閣府
大臣官房少子化・青少年対策審議官岩渕豊君、厚生
労働省労働基準局長中野雅之君、職業安定局雇用開
発部長内田俊彦君の出席を求め、説明を聴取いたし
たいと存じますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○後藤委員長 御異議なしと認めます。よって、そ
のように決しました。

―――――――――――――
○後藤委員長 これより質疑に入ります。

質疑の申し出がありますので、順次これを許しま
す。中島克仁君。
○中島委員 おはようございます。みんなの党の中
島克仁です。

朝一番に質問、めったにないことなのでちょっと
緊張しておりますが、よろしくお願いいたします。

本日は、専門的知識等を有する有期雇用労働者等
に関する特別措置法案に対する審議でございまして、
私からも何点か御質問をさせていただきたいという
ふうに思います。

有期労働契約については、平成二十四年の労働契
約法改正によって、有期労働契約が五年を超えて反
復更新された場合、労働者の申し込み等により無期
労働契約に転換させる仕組み、いわゆる無期転換ル
ールが導入されております。

昨年の十二月に成立した国家戦略特別区域法附則
第二条において、産業の国際競争力の強化及び国際
的な経済活動の拠点形成の推進を図る観点から、高
収入かつ高度な専門的知識等を有する有期契約労働
者などを対象に、無期転換申告権発生までの期間の
あり方について検討を行うというこの宿題を受けて、
本案にて、五年を超える一定期間内に完了すること
が予定されている高度専門労働者、定年後の高齢者
については定年後引き続き雇用されている期間は、
無期転換申告権が発生しないとする労働契約法の特
例を認める、そのような趣旨というふうになってお
ります。

こうした特例措置を定めた理由、またその意義に
ついて、改めて大臣の御見解をお尋ねしたいと思い
ます。
○中野政府参考人 御指摘がございましたように、
昨年の臨時国会で成立いたしました国家戦略特別区
域法附則第二条におきまして、五年を超える一定の
期間内に完了することが予定されている業務につく
高度な専門的知識を有する労働者につきまして、労
働契約法十八条の通算契約期間のあり方、また、労

働契約が適切に行われるために必要な措置等につい
て、労働政策審議会において検討を行い、所要の法
律案を平成二十六年の通常国会に提出することを目
指す旨が規定されていたところでございます。

これを受けまして、労働政策審議会において検討
を行い、高度の専門的な知識を有する有期雇用労働
者については、一定の期間内に完了するプロジェク
トに従事することを繰り返しながらキャリアアップ
を図るケースもあると考えられ、みずから能力の維
持向上を図ることを容易にするために必要な措置を
行うこと等により、その能力を有効に発揮すること
ができること、また、定年後の高齢者につきまして
は、定年後も雇いどめされることなく同一の事業主
等に継続して雇用されることで、それまでに培って
きた知識、経験等を活用することができ、引き続き
労働参加しながらその能力を有効に発揮することが
できることから、特例の対象とすることとしたとこ
ろでございます。

本法案の特例を通じまして、対象となる労働者の
能力の維持向上や活用を図ることにより、労働参加
の拡大を通じ、活力ある社会の実現につながるもの
と考えております。
○中島委員 慎重に議論を進めていただきたいと思
います。

続いて、本則に戻りますが、本法律案の対象とな
る労働者、その要件についてお尋ねをしたいと思い
ます。

対象労働者となる要件として、プロジェクト型の
業務につくこと、二つ目に専門的知識等を有するこ
と、そして一定以上の年収を得る者の三点が大きく
ございます。

専門性と年収という二つの切り口から対象労働者
の範囲を定めていることは、妥当なことだと私も思
います。どこまで高いレベルの専門性を求めるのか、
どの程度の額を年収要件とするかによって、対象労
働者の範囲は大きく異なると思います。

本法案では、労働契約期間に関する現行の特例要
件を参考に、有する能力の専門性として、高次の学
位や資格の取得者、年収要件としては一千万円以上
としていると理解をしておりますが、そのような対
象労働者が何万人程度、そして労働人口の何％を占
めると見込んでいるのか、お尋ねしたいと思います。
○中野政府参考人 高度専門職の専門的知識や年収
等の具体的な要件は、ただいま先生からも御指摘が
ありましたように、法案成立後、労働政策審議会の
検討を経て省令等で定めることとしておりますので、
現時点でその人数を見通すことは困難でございます
が、統計データ、平成二十三年有期労働契約に関す
る実態調査によりますと、高度技能活用型、こうい
うくくりで見ましたところ、全体の三・六％。それ
からまた年収要件も、これはこれから議論して決め
ることでありますが、このデータでは年収一千万円
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以上というくくりがございまして、ここで見ますと
全体の二・一％。

そして、現在の有期契約労働者、平成二十五年で
千四百四十二万人でございますので、これをもとに
推計いたしますと、約一万一千弱となります。この
うち五年を超えるプロジェクトに従事する者が、今
回の法案の特例の対象になり得ると考えているとこ
ろでございます。
○中島委員 全体数からいきますと、大変慎重なス
タートだなと。スタートとしてはこれでいいのか悪
いのかというところもあると思いますが、今後、施
行状況をしっかりと評価していっていただきたい。

専門性の基準や年収額について、今回、法律でな
く省令等で定めることとしたことで、施行状況を踏
まえた適時適切な見直しも道が開かれているという
ことだとは思いますが、施行後は、しっかりとした
レビューに基づく見直し、検討を行っていただきた
いと考えますが、いかがでしょうか。
○中野政府参考人 この法律の施行に当たりまして
は、この特例が事業主に適切に利用されるよう、特
例の趣旨や内容につきましてわかりやすく周知を行
いますとともに、施行状況をしっかり把握してまい
りたいと考えているところでございます。
○中島委員 今回は、恐らく二〇二〇年のオリンピ
ック対応、これが直接の契機であったんだと思いま
す。そのために、今回の法案ではプロジェクト型の
業務に対象が限定されている。

しかしながら、本来は、無期転換権によって保護
すべき労働者の範囲を真剣に考えて、その結果に基
づき措置すれば足りると言える部分もあるのではな
いかというふうにも思います。プロジェクト型の業
務であることは、無期転換権から除外するための十
分条件ではあったとしても、必要条件ではないとも
思われます。

この辺について、どのように考えていますでしょ
うか。
○中野政府参考人 昨年の臨時国会で成立いたしま
した国家戦略特別区域法附則二条におきましては、
五年を超える一定の期間内に完了することが予定さ
れている業務につく高度な専門的知識等を有する労
働者について、検討を行うように規定されていたと
ころでございます。

この国家戦略法、ただいま申し上げた部分を踏ま
えて、それを含めて今回法案化しております。した
がいまして、五年を超える一定の期間内にプロジェ
クトが完了することが予定されている業務につく高
度な専門家を対象としているということでございま
す。
○中島委員 今も言ったように、本来、無期転換権
から除外するための大事な部分というのは、今回オ
リンピックが契機になっておるということで、そこ
が中心になっている。

今法律案、おおむね、こんなことを最初から言っ
ていいかわからないんですが、私は賛成の立場でご
ざいまして、そういったことからいって、若干かみ
合わせが悪いようなところがあるのかなというふう
にも感じるんですね。

特例の二番目に定年退職後の高齢者が入っている
ことと、国家プロジェクトとして五年以上七年とか
八年設定されたものに対するものと、本来、雇用状
況、冒頭にも言ったように、時代のニーズに沿った、
資するものになっているかというと、若干、ちょっ
とぎこちないなということは印象としてあります。
今後の労働市場のグランドデザインを担う厚労省と
して、しっかりとその問題意識は共有していただき
たいな、そのようにも思います。

先ほどもございましたように、産業競争力の強化
に関する実行計画において、本案を産業競争力強化
法に定める重点施策と位置づけておるということで
すが、本案の特例を認めることが、具体的に競争力
の強化や我が国の経済再興にどのような役割を果た
すと考えているのか。例えば、ＧＤＰ比でいけばど
のくらいのものを見込んでおるのか、お尋ねしたい
と思います。
○中野政府参考人 本法案が対象とする高度の専門
的な知識等を有する有期労働者及び定年後の高齢者
につきまして、その特性に応じた雇用管理を図ると
ともに、無期転換申込権発生までの期間特例を設け
ることによりまして、雇用の安定を損なうことなく
その能力を一層有効に発揮することができると考え
ております。

この特例を通じまして、なかなか今、先生御指摘
がありましたが、ＧＤＰ比が幾ら向上するというよ
うな試算は難しいかとは考えてはおりますが、こう
いう労働者の能力の有効発揮や労働参加の拡大を通
じまして、活力ある社会の実現につながることから、
競争力の強化や経済成長にも資するものと考えてい
るところでございます。
○中島委員 先ほども申し上げましたが、今法律案
では、労働人口がどのくらいかというのは正確には
わからないということでございましたが、大変慎重
なスタートとなるということですけれども、これか
らの労働市場を考えたときに、人材の能力を高め、
先ほど申したように最大限に発揮できるように、ぜ
ひしっかりと取り組んでいただきたいというふうに
思います。
○後藤委員長 次に、井坂信彦君。
○井坂委員 おはようございます。結いの党の井坂
信彦です。

本日は、専門的知識等を有する有期雇用労働者等
に関する特別措置法の中身について、二十分間質疑
をさせていただきます。

まず、この法案は、先ほどもありましたけれども、
国家戦略特区法の附則の二条を踏まえたもので、実
際、この法案の目的にも、専門的知識を有する有期
雇用労働者に能力を発揮してもらい、これが日本の
経済発展になるんだ、こういうふうに書いてある法
律であります。

ここまではわかるんですが、この法律に突然、定
年後の高齢者のルールも加わっているわけです。こ
の高齢の有期雇用労働者を無期転換ルールの適用除
外とすることは、本法律の目的及びその立法事実と
も言える特区法附則二条とどのような関係があるの
か、まず参考人にお伺いをいたします。
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○中野政府参考人 定年後の高齢者に関しましては、
御指摘のとおり、国家戦略特別区域法に検討を行う
旨が規定されているわけではございませんが、本件
につきまして議論を行いました労働政策審議会にお
いて、使用者側から検討要請があったところでござ
いまして、同審議会の検討課題となったところでご
ざいます。

この高齢者につきましては、雇用管理措置をとる
ことによってその能力を有効に発揮してもらう、そ
の意味で、高度専門知識を有する労働者と同様な手
法、それから、その能力の有効発揮、それがひいて
は活力ある経済社会につながる、こういう共通点が
ございますので、その意味で、審議会においても一
緒に議論し、それから、その結論も考慮し、おおむ
ね妥当ということでなったわけでございます。

このような経緯を踏まえまして、定年後の高齢者
につきましても、今般の法案による特例の対象者と
しているところでございます。
○井坂委員 経緯の御説明はわかりましたが、やは
りいま一つ釈然としないのは、この高齢者のルール
というのは、本当に定年後に雇わなければいけない
中で、実際、適用除外をしないと非常におかしなこ
とになってしまうということで追加された今回の二
番目のルールではないかなと思います。

そこで、お伺いをいたしますが、前回の労働契約
法改正の際に、こういったことは予見できなかった
のか。あるいは、高齢の有期雇用労働者に対しても
無期転換ルールを例外なく適用することに、前回の
労働契約法改正の際にはしたわけですが、そのとき
は何か議論がなかったのか。何でこういうふうに前
回はなってしまったのかということについて、大臣
にお伺いをしたいと思います。
○田村国務大臣 二十四年の労働契約法の改正にお
いて、今、高齢者の問題に関して、私自身、委員会
で議論があったかどうか、ちょうど我々野党であっ
たわけでありますが、それは定かな記憶がないんで
す。ただ、いろいろな議論の中で、交渉の中で、高
齢者の方々が無期転換すること自体は、やはりちょ
っと理屈としておかしいのではないか、こういう議
論もやっておりました。

つまり、定年もそうなんですけれども、言うなれ
ば、一回リタイアされて、その後、第二の職業人生
を歩まれる方々に、無期転換というようなもの、一
つ、六十五歳というものを考えるとすれば、七十以
降、六十歳という方もおられるかもわかりませんが、
今、継続雇用も含めて引き延ばしている最中であり
ますので、どうなんだろうという議論はしたんです
が、やはりこの労働契約法というものは、年齢で差
別することなく、全ての方々に対して適用するべき
ではないかというような御議論の中において、高齢
者も含めて、このような形で、通算五年無期転換と
いうようなルールにしたわけであります。

今般は、適用除外ではないわけでありまして、あ
くまでも特例という形を組んでおります。それは、
言うなれば、雇用管理の計画を認定された企業にの
みこれが特例として適用されるわけであります。

今までずっと企業で働いてこられて、いろいろな

ノウハウ、働き方もそうでありますし、知識も蓄積
をされておられる、そういう高齢者の方々のお力を
おかりしようという形の中において、もちろん、雇
用管理というものには配慮をいただく。例えば職務
でありますとか配置というものは、やはり加齢に伴
うものもございますので、そういうところには配慮
をしていただきながら、その能力を生かしていただ
くということを考えた場合に、これは適切ではない
のかということでございまして、このような特例と
いうものを設けさせていただいたということでござ
います。
○井坂委員 適用除外というのは確かに言い過ぎで、
こういう特例の道もつくるという本法律であります。

私は、今回、平成二十四年に労働契約法を改正し
て、またすぐにこうして別ルートが必要となってく
るというのは、やはり当時の議論がどうだったのか
なというふうに多少疑問に思うところがあります。
もし、当時議論がされていて、当時はこういうルー
ルは必要ないということになって、また今すぐこう
いうことが必要になったのであれば、やはり当時の
議論をもう少ししっかりするべきだったのではない
かなと思いますし、当時野党だったとおっしゃいま
したけれども、野党側からそういう意見が出ていた
のは、やはりこれは政府側も一定耳をかす必要があ
ったのではないか。

逆に申し上げれば、この委員会質疑でも、我々野
党側がいろいろと建設的なことや懸念も申し上げて
おりますので、それはそれで随時真摯に取り入れて
いただきたいなと改めて思う次第であります。

さて、特例だということで、特例措置認定の取り
消しのルールについて伺います。

この雇用管理が計画どおり実施されていないと大
臣が認めるときに、「認定を取り消すことができる。」
というふうに、大変、持って回ったような曖昧な言
い方になっております。私は、これは、取り消しの
基準の明確化及び取り消しの義務化、こういったこ
とが必要ではないかなというふうに思いますが、い
かがでしょうか。
○田村国務大臣 委員がおっしゃられたのは、第五
条の二項の第一類の認定計画と、それから第七条の
二項にあります第二類の認定計画のお話だというふ
うに思います。

これは、要するに、適切な雇用管理をしていなけ
れば「取り消すことができる。」というふうになっ
ておるわけでありまして、今おっしゃられたのは、
取り消さなければならないというか、取り消すとい
うふうにもう断言した方がいいんじゃないか、「で
きる。」というのは幅があり過ぎるのじゃないか、
多分そういうような趣旨でよろしいのでしょうか。
（井坂委員「はい」と呼ぶ）

これに関しては、仮にやられていない場合、助言
指導をするわけでありまして、それで改善されると
いうことがあるわけでありますから、改善されれば、
それは取り消すということもしないわけであります。

ただし、悪意を持ってやっている場合には、それ
はもういきなり取り消さざるを得ないということも
あるわけでございまして、そこは、適切な雇用管理
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というものをどのような形で、やってこれなかった
のかということも勘案しながら、助言や指導で改善
されるのであるならば、取り消すところまでは至ら
なくてもいいであろうということも含めて、幅を持
たせておるわけでございますので、御理解いただけ
ればありがたいというふうに思います。
○井坂委員 最後の「できる。」ということは、確
かに、必ず取り消さなければいけないというのは厳
し過ぎだという答弁でありますが、その前に私が申
し上げた、大臣が認めるときというふうに書いてあ
るのは、ここにもやや恣意性を感じるわけですけれ
ども、これは特に問題ないでしょうか。
○田村国務大臣 大体、この手の法律はそのような
書きぶりになっておりまして、別に意図があるわけ
ではございません。
○井坂委員 取り消しのルールについて今伺ってお
りますが、雇用管理が計画どおり実施されていない
ということが、そもそもどうやって把握をされるの
かということについても、法律ではよくわからない
部分があります。

雇用管理が計画どおり本当に実施されているのか
どうか、この把握の手段についてはどのようなもの
がありますでしょうか、参考人に伺います。
○中野政府参考人 事業主が作成いたします雇用管
理に関する措置の計画につきましては、まず、厚生
労働大臣は、計画の実施状況について事業主から報
告を求めることが可能となるような仕組みになって
おります。

さらに、法案成立後、労働基準法施行規則を改正
いたしまして、労働契約の締結、更新に際しまして、
本法案における特例の対象となる労働者につきまし
て、無期転換申込権発生までの期間等を書面で明示
することを認定を受けた事業主に義務づける方針に
ついて、議論いたしました労働政策審議会において
労使のコンセンサスを得ているところでございます。

このため、計画と実態が合致していないケースに
ついては、対象となる労働者等からの指摘を通じて
把握することも可能な仕組みになっているというふ
うに考えておるところでございます。
○井坂委員 報告を求めることができる、それから
もう一つは、労働契約の際に、事業主は労働者にこ
ういうルールでやりますよということで、労働者側
がちゃんと書面でそれを確認できるように義務づけ
るので、労働者側が、あれ、書面と今自分がやられ
ていることが違うなと気づけば、労働者が自発的に
それを労基署かそちらの方に通報するということで
実態が把握できる、こういう御説明でありました。

まず、一点目の報告に関してなんですけれども、
事業主からの報告の徴収という規定はあるわけであ
りますが、しかし、その事業主が報告をしなかった
場合の罰則規定や、あるいは、うその報告をした場
合の対応措置などはないのかということについて、
重ねて参考人に伺います。
○中野政府参考人 確かに、御指摘のとおり、罰則
等の仕組みは設けておりませんが、先ほど御答弁申
し上げました仕組みによりまして、対象となる労働
者等から計画と実態が合致していない、こういう指

摘があれば、行政といたしまして、事業主から状況
を確認いたしますので、その結果を踏まえて認定を
取り消すことも可能でありますので、罰則という規
定を設けなくても労働者保護を確保することは可能
であるというふうに考えているところでございます。
○井坂委員 先ほど、把握手段といって、真っ先に
報告を求めることができるんだとおっしゃいました
が、しかし、その求めに事業主が応じなくても、あ
るいは、うその報告を出してきても、それに対して
は、政府側としては何ら実効的な手段を持たないと
いうことでよろしいでしょうか。
○中野政府参考人 虚偽の報告を出したりしてくる
ような事業主の場合、多くのケースが、労働者も何
らかの契約と実態が合っていないということで行政
に対して指摘してきて、もめるケースだと思います。

そういう場合は、行政が事業主に事情聴取したり
して実態把握に努めますので、そうすることにより
まして計画の認定を取り消せば、今回の特例の法的
効果は生じない、通常のルールに戻るということの
サンクションが事業主に対して与えられるような、
事実上のサンクションがそういう形で適用されるこ
とになりますので、このような仕組みによって、先
生御懸念のような点は対処できるものと考えている
ところでございます。
○井坂委員 実効性についてやや疑問を感じますが、
労働者側がきちんと、書面と自分がされていること
が違うからおかしいと気づいて、言ってきた場合は、
そういうふうなことが適正に行われるということだ
と思います。

もう一点伺いますが、今度、また別の話ですけれ
ども、事業主は高度専門職に対する能力の向上機会
を与える、それに対してさらに国が助成をする、こ
ういう仕組みも本法律に含まれております。私は、
これに関しては、本当にこういったことがそもそも
必要なのかなというふうに疑問を持っております。

と申しますのは、やはり本法律、高齢者の話は別
にして、特に第一種と呼ばれている高度専門職とい
うのは、まさにこういう労働法制のある種の規制緩
和の対象とされている高度の専門職は、高い年収で、
事業主といわば対等な立場で本当に労働契約が結べ
る強い労働者だという見込みのもとに、規制の緩和
がされているというふうに考えるわけです。

そういう、いわば強い労働者、高度の専門性を持
っている労働者に、またわざわざ法律で、事業主が
能力の向上機会を与えるとかトレーニングの機会を
与える、さらにそれを政府が助成までしてバックア
ップする。ここまでする必要があるのかというふう
に疑問に思うわけでありますが、その点、大臣、い
かがでしょうか。
○高鳥大臣政務官 井坂委員にお答えいたします。

第一種計画の認定を受ける事業主は、特例の対象
となる高度な専門的知識等を活用する有期契約労働
者につきまして、その能力を維持向上させる機会の
付与等の措置を講ずる必要がございます。

こうした労働者の特性に応じた雇用管理に関する
措置が適切に行われるためには、国による助成等の
援助が効果的であるということから、法案第九条で
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は、国は援助等に努めることとしたものでございま
す。

なお、助成等の支援策の具体的な内容につきまし
ては、法案成立後、必要な措置を検討してまいりた
いと考えております。
○井坂委員 中身は今後考えるということでありま
すけれども、高度の専門職に維持向上ということが
本法案に入っておりますけれども、私は、やはり先
ほど申し上げたように、この件に関しては、本当に
そんなことを、それはやる事業主があってもいいで
すけれども、別にそんなこと、法律に書き込むこと
なのかなというふうに感じるわけであります。

むしろ、先ほど申し上げたような、きちんと雇用
管理が計画どおり実施されているかどうかのチェッ
クとか罰則とか、そちらの義務の方でしっかり縛っ
て、やる。一方で、高度専門職は、事業主や国がど
うこうする対象ではない強い労働者、だからこそ規
制の緩和を一定許される、こういうたてつけがむし
ろ自然ではないのかなというふうに私は感じるわけ
でありますけれども、その辺の価値観は、大臣、い
かがでしょうか。
○田村国務大臣 今回の制度の一つの趣旨は、高度
な知識を持っておられる方々、専門知識等々を生か
して、なぜ五年たって無期転換しないかというのは、
そのようなプロジェクトの期間がある中において、
そこで働く方々が、さらに、働くことによってその
専門的な知識や能力を高めていただき、さらに次の
新しい仕事の方に移っていただく、そういうような
趣旨が入っておるわけでありまして、やはり能力を
高めていただかなきゃならぬわけであります。

そこで、先ほど、私、第一類と言いましたが、第
一種でありますけれども、一種の計画、これを受け
た企業の中において、やはり、企業としては、持っ
ている専門知識等々、これに対しての維持向上を図
るような機会を付与する、要するに、そういうよう
な措置を講じなければならないわけでありますから、
それに対して国が一定の助成をするというものは、
それが円滑に進むものであろうという考え方である
わけであります。

ただ、新しい制度を用意するわけではなくて、キ
ャリア形成助成金というのがございますので、今ま
である制度を、若干拡充はしますけれども、そうい
う中において対応していこうという考え方でござい
ますので、今まである制度の中において後押しがで
きるのであるならば、それはそれとして資するので
はないかということでございます。

やり過ぎではないかというお話がありますけれど
も、もともとは、やはり、能力を高めていただいて、
さらに発揮していただこうということが趣旨の中に
あるわけでございます、この制度は。その点を御理
解いただければありがたいというふうに思います。
○井坂委員 終わりますが、本当に高度、専門性で
高収入の労働者まで、こういう厚生労働省のいわゆ
る職業訓練行政の対象であるのかなという疑問があ
りますので、また来週の水曜日もこの件を議論させ
ていただきたいというふうに思います。

どうもありがとうございました。

○後藤委員長 この際、暫時休憩いたします。
○後藤委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

質疑を続行いたします。足立康史君。
○後藤委員長 次に、重徳和彦君。
○重徳委員 日本維新の会の重徳和彦です。

きょうは、専門的知識等を有する有期雇用労働者
等に関する特別措置法案につきまして議論をさせて
いただきたいと思います。二十分間いただきました
ので、よろしくお願いいたします。

この法案、昨年の臨時国会で成立しました国家戦
略特区法の規定を踏まえてということで、アベノミ
クスで言うところの第三の矢、国家戦略特区の目玉
となる一つの重要な法案だというふうに受けとめて
おりますが、その法案をよくよく見てみても、中身
がさっぱりわからないんですね。これは何か、肝心
なところは全部、厚生労働大臣が定める基準とか、
基本方針だとか、厚生労働省令とかいうのがいっぱ
い出てきて、具体的な姿がなかなか見えてこないと
いう状況です。

それで、まず、その前提としまして、資料一で配
付をしておりますが、五年間の有期雇用を超えたら、
それは自動的に、無期の申請をすれば無期雇用に転
換できるんだよ、こういうルールがもともとあるん
だけれども、今回、そこの例外を設けるというわけ
ですが、そのスキームが、まず事業主が計画をつく
って、大臣に申請をして、大臣が認定をすると、そ
ういった特例的な、五年を超える有期雇用契約がで
きますよ、こういうことで、これは非常に重要な労
働法制に対する例外だと思うんです。

ですが、ちょっと調べましたところ、この法案を
つくるに至るまで、役所の中で労働政策審議会とい
うのがありまして、そこの合同部会で検討が行われ
てきているんですね。事業主が計画をつくって、認
定を受けて、契約を締結する、このスキームの前例
として、例えば、ことし二月の合同部会で、中小企
業労働力確保法とこれは同じスキームだよ、こうい
う前例もあるので同じような形でこういったルール
を決めることができるんじゃないか、こういうよう
な議論が行われているようなんです。

ところが、この中小企業労働力確保法と言われる
前例となるものは、確かに、事業主が計画をつくっ
て、申請をして、認定を受ける、ここまでは同じな
んですが、その法的効果というのは、単に、国から
助成金を受けられます、こういうものなんですよね。

だから、事業主が助成を受けるための仕組みとし
て計画の認定を受ける、これはあるでしょう。だけ
れども、それを前例として、計画を出して認定を受
けたら、重要な労働契約、労働規制に対する例外を
認めることができますよ、これは何か、手続と法的
効果のバランスが、前例がありますというその仕組
みとは、ちょっと余りにもバランスが悪いんじゃな
いかなと思いますが、いかがでしょうか。
○中野政府参考人 今回の法案の検討に当たり、労
働政策審議会におきまして、厚生労働大臣が基本的
な指針を策定した上で、これに沿った対応がとられ
ると大臣が認定した事業主に雇用される労働者につ
いて、無期転換ルールの特例の対象とするという今
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回の法案の仕組みについて、具体的なイメージが湧
くようにという指摘がございましたことから、同様
の仕組みとなっている、ただいま先生御指摘になり
ました中小労確法の例を紹介したところでございま
す。

ただ、中小労確法は、確かに、認定をした後いろ
いろな助成措置をするということではありますが、
それに加えて、委託募集の特例という、いわば労働
市場の中でのルールのようなものにつきまして、本
来は許可が必要なものを届け出でいいとか、こうい
うようなルールを変更する部分もあるということで、
その点も踏まえて紹介したところでございます。

さらに、今回の特別措置法のように、労働契約法
という民事ルールにつきまして行政機関による認定
により特例が生じる例として、借地借家法の特例に
当たるマンション建替え円滑化法や、民法の特例に
当たる港湾法についてもあわせて紹介したところで
ございます。

いずれにいたしましても、無期転換ルールの趣旨
が損なわれることのないよう、公労使各側の議論を
経て、議論を取りまとめたというものでございます。
○重徳委員 一応、今の説明で大体理解できました
けれども、できるだけ今後も、中での検討につきま
しては、適切な前例を使って行っていっていただき
たいということを指摘させていただきたいと思いま
す。

それで、法案の中身に入っていきます。
まず、国家戦略特区の法律を受けて今回の法律が

できているわけですが、資料の二でおつけしており
ますが、国家戦略特区の附則第二条で、対象となる
労働契約の収入、賃金の面に関して、「その年収が
常時雇用される一般の労働者と比較して高い水準と
なることが見込まれる者に限る。」このように書い
てあります。

ですから、高所得の契約を結んでいる人が、五年
を超えて七年とか十年とかいう場合が対象なんだろ
うなというふうに思って、今回の法案もあわせ読ん
だところ、今回の法案には、賃金が「厚生労働省令
で定める額以上である者に限る。」としか書かれて
おりません。つまり、常時雇用される一般の労働者
と比較して高い水準とか、そういうところまで法案
には今回書き込まれていないんですね。だから、法
律を見てもわからないんですよ。

これは、なぜこのような法案の構成になっている
んでしょうか、規定になっているんでしょうか。
○中野政府参考人 今回の対象者の年収要件につき
ましては、具体的な額を定めるものでありますこと
から、今後の経済社会情勢の変化によって必要な場
合には改定をしなければならないものであるため、
厚生労働省令で定める額というふうにしているとこ
ろでございます。

年収要件を含めました高度の専門的知識、技術、
経験の具体的な要件については、労働基準法十四条
に基づく一回の労働契約期間の特例の対象となって
おります、一定の国家資格等を有する者、一定期間
間の実務経験を有する年収一千七十万円以上の技術
者、システムコンサルタント、デザイナー等を参考

に、法案成立後、改めて労働政策審議会において検
討するということが合意されておりまして、年収要
件についてはこのような水準をベースに検討してい
く方針でございまして、これらのことについては、
労働政策審議会で労使の共通理解に即したものでご
ざいます。

いずれにいたしましても、直接的に、確かに先生
御指摘のように、年収要件の前に規定は具体的には
書いておりませんが、経緯からすれば、国家戦略特
区法の附則に基づいた形で高い水準にあるというこ
とは、趣旨からして当然のことであるという前提で、
明確には規定しない、こういうことでございます。
○重徳委員 書かなくてもわかるだろうから書いて
いない、言ってみればこういう御答弁ですね。これ
はやはり、書けるものは書くべきだと思います。

全部省令に委ねているわけですから、読んだだけ
では、幾ら以上、どのぐらい以上の水準なのか全然
わからないわけですから、そこは定性的であれ何で
あれ書かなければ、国家戦略特区法に基づいてつく
られた法案だといっても、この法案は恒久的な特別
措置法だと思いますので、やはり、これは十年後、
二十年後に読んでもどういう趣旨の法律かわからな
ければ、すぐこの趣旨が損なわれるようなことだっ
てあり得なくはない。つまり、役所の判断一つでこ
の条件が変わってきちゃうわけですから、ここは重
要なところだと思いますので、ぜひ再考いただきた
い、こう思います。

それから次に、第一種計画というものが法律上あ
ります。これは、専門的知識を有する有期雇用労働
を事業者と労働者との間で契約を結ぶ際の前提とな
る計画、これを第一種計画というふうに法律上定義
がされております。この計画に記載すべき事項とし
て、この法案には三つ規定があります。

一つは、「業務の内容並びに開始及び完了の日」
とあります。その業務の内容が計画に書かれたら、
これは、今度は、厚生労働大臣が定める基準に該当
しなければならないというふうに書かれてもおりま
す。では、その厚生労働大臣が定める基準とは何か
というと、専門的な知識、技術または経験というと
ころまでは法定されているんですが、そこから先は
全部役所で定めるということになっているんですよ
ね。

だから、本当に、基準と書いてあるだけで、内容
は基準に合わなきゃいけない。その基準というのは、
専門的な知識、技術、経験というものにさえ合って
いればいいかのような法律上の書きぶりなんですが、
これは具体的にはどのような基準を定めるんでしょ
うか。
○中野政府参考人 特例の対象となる労働者がその
能力を有効に発揮するためには、事業主による適切
な雇用管理の実施が求められるわけでございまして、
本法案におきましては、厚生労働大臣が労働者の特
性に応じた雇用管理に関する基本指針を策定するこ
ととした上で、事業主が作成する雇用管理措置に関
する計画が基本指針に照らして適切なものであるこ
とが認定要件、こういう仕組みでございます。

基本指針におきましては、有期雇用労働者の雇用
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動向に関する事項や、事業主が行う有期雇用労働者
の雇用管理に関する措置の内容に関する事項につい
て定めることとしておりまして、具体的には、今後、
労使も参画した労政審において策定することとして
おります。

その上で、第一種計画において記載する高度専門
知識を有する有期契約労働者の特性に応じた雇用管
理に関する措置については、法文の条文上例示させ
ていただいておりますのは、いわゆるセミナー等の
「教育訓練を受けるための有給休暇の付与」でござ
いますが、そのほか、そのための経費の援助や、始
業、終業時刻の変更とか、あるいは残業の免除とか、
勤務時間の短縮などが考えられるものと思っている
ところでございます。

そのような形で、このような制度を今後具体化し
ていって、適正な雇用管理措置等をとる計画を出し
てくる事業主については認定を行う、こういうこと
で対応したいと思っております。
○重徳委員 今の御答弁を聞いても、わかる方はさ
っぱりいらっしゃらないと思うんですね。

要は、今後、労政審で検討するということであっ
て、法案上定められている例示というのが、三つと
私が言いましたうちの二つ目のところに、「教育訓
練を受けるための有給休暇の付与」、これが例示さ
れているだけで、何だかわからないんですよ。

さらに、今、第一種計画に盛り込むべき三つのう
ちの三つ目に関しては、「その他厚生労働省令で定
める事項」ですから、本当に丸投げですよ。だから、
こういう法案のつくり方というのは、私はいかがな
ものかと思います。法律を読んでも中身がさっぱり
わからない。

繰り返しになりますけれども、本当にまともな運
用ができるかどうか、これも、これから労使間のい
ろいろな話し合いを経て検討する。それから、これ
までの経緯も労政審でいろいろと議論されてきた、
これを踏まえていますとか国家戦略特区法を踏まえ
ていますとか、そういうことでは、この法案そのも
のに何も定めていないことを認めるようなものだと
思うんですね。だから、この法案だけ読んでも、中
身が全然わからないんです。

ですから、これは労働者保護という観点もありま
すし、それからもう一つは、先ほど足立委員からい
ろいろと指摘をさせていただきましたように、これ
から労働力のあり方についても、さまざまな、多様
な働き方についても議論をしていく必要があると思
うんです。だけれども、その都度その都度、法案を
見ても空っぽで、あとは全部、大臣が定める基準だ
の省令だの、そういうものに委ねます、あとは労政
審でしっかり議論しますとか、そんなことでは民意
を代表する国会での議論が成り立たないと思うんで
すね。そういう趣旨で私は本日指摘をさせていただ
いております。

まして、今回の労働契約法十八条、要は承諾みな
しの特例ですね、五年を超える者が無期転換に、申
し出れば転換できる、このルールに対する重要な例
外を設けるわけですから、こういう重要な特別措置
法案の審議に当たって、何でも丸投げだ、聞いてみ

なきゃわからない、聞いてみてもわからない。
こういう答弁でどんどんと法案審議が進んでいく

ということについて、大臣、どのように認識をされ
ていますか。法案でもっともっと具体的に定めて、
国会審議にきちんと付して、政治家同士の議論をす
るべきではなかろうかと思うんですが、大臣、いか
がな認識をお持ちでしょうか。
○田村国務大臣 対象でありますけれども、先ほど
来出ております労働基準法の第十四条、要は、ここ
で言っております高度な知識だとか技術だとか経験
とは一体何ぞやということに関しては、労働基準法
第十四条に規定されております一回の労働契約期間
の特例の対象となっております、一定の国家資格を
有する者、また、一定の実務経験を有する者の中で
年収が一千七十五万以上の、例えばでありますけれ
ども、システムコンサルタントでありますとか技術
者でありますとかデザイナー、こういうものを参考
にさせていただくわけであります。

これは労働政策審議会で検討いただくと言うと、
委員が、それは余り、その中でどう変わるのかわか
らないじゃないか、一緒じゃないだろうとおっしゃ
られると思いますが、参考という意味では、そのよ
うな形で労働基準法の十四条等々の対象者を参考に
させていただくということであります。その上でお
決めをいただく。

あわせて、労働政策審議会においての建議、これ
は二月に発表されたわけでありますけれども、この
建議の中において共通理解という形で即したもので
あるわけでありまして、そういう意味では、労使と
もに、これはそのような形の中でこれから議論して
いこうということで合意を得ておるということであ
ります。

雇用管理等々の仕方、基準に関しましても、これ
は方針等々をこれから議論するわけでありますが、
これも労働政策審議会の中で御議論をいただきたい
というふうに思っておりますが、対象等々がはっき
り言って大臣告示で決まること自体、国会でこんな
ものは決めるべきだというお話でありますが、先ほ
ど申し上げました労働基準法第十四条に言う労働契
約期間の特例の範囲というのも大臣告示で決めてお
るわけでございまして、決してこの法律が特異なわ
けではございません。

そういう意味では、労働基準法に合わせてこのよ
うな形にさせていただいておるということで御理解
をいただければありがたいと思います。
○重徳委員 前例がありますからというぐらいの御
答弁だと思うんですね。これは役所の言い分だと思
うんですよ。労基法も同じような定め方ですよとい
うことなんですけれども、基本となる制度に対する
例外を法律でつくるわけですから、やはりこれは特
別措置法なわけですから、別に並びのようなことば
かりじゃなくて、もっと特化した定め方だって、工
夫は幾らでもできると思います。

それから、労使の間で合意されて共通理解になっ
ているといっても、国会の中での共通理解、合意に
ならなければ、それはやはり本来の法律をつくるプ
ロセスとしての必要条件を満たしていないと私は思
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います。
ですから、このような最近の法案審議、ずっと私

は苦言を申し上げておりますけれども、前回の地域
医療介護法案、抱き合わせ十九本の審議のあり方と
かこの法案のつくり方とか、もう本当に国会をない
がしろにするような法案の提出の仕方だと私は思い
ます。このような、今本当に衆参両院とも与党が多
数を占めているこういう状況であればあるほど、特
に厚生労働省は最近緩んでいると言われているわけ
ですから、もっと厳しい姿勢で臨んでいただきたい
と思います。

あとは、最後に、これから長時間働いても残業代
ゼロじゃないか、こういうキャンペーンを張られが
ちなホワイトカラーエグゼンプションと言われるも
のの検討だとか、多様な働き方、こういったいろい
ろな労働法制についても議論をしていかなければな
らないと思います。

やはり、企業に対する忠誠心を持って長時間残業
をするスタイルが、私は日本においてずっと定着し
ているんだと思うんです。もっともっと専門職を、
専門的な自分の仕事というものを追求するような働
き方に転換をしていく必要があると思います。全部
を全部ひっくり返すわけにはいかないかもしれませ
んが、それがひいては女性の働きやすい職場にも結
びついていくと思います。

いずれにしても、こういった労働法制の転換とい
うのは非常に大きな批判にさらされがちな改革だと
思います。そのときに、繰り返しになりますが、国
会において、きちんと法律上、国会議員が議論でき
るような中身の法案を今後も作成して提出をしてい
ただくことを要望いたしまして、質問を終わらせて
いただきます。

ありがとうございました。
○後藤委員長 次に、高橋千鶴子君。
○高橋（千）委員 有期については次にやりたいと
思います。終わります。
○後藤委員長 午後一時から委員会を再開すること
とし、この際、休憩いたします。
○後藤委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

質疑を続行いたします。大西健介君。
○大西（健）委員 あとの細かいところは山井先生
がやられると思いますので、私はここから法案の方
に移っていきたいと思うんですけれども、この法案
も一緒なんです。

法案も、ここで、有期雇用の無期転換ルールの特
例が認められている高度専門職というのは、具体的
な範囲については全部省令に委任されてしまってい
るんです。だけれども、本来、与えられるはずの民
事上の権利を制約するわけですから、対象は限定す
べきなんです。

ところが、この限定についても、今想定されてい
るという話で聞いている、例えば博士の学位を有す
る者といっても、今は高学歴ワーキングプアみたい
な話があるわけですから、博士号を持っていたら誰
でもいいのかみたいなことになったら、それでもち
ょっと緩いんじゃないかな。あるいは、年収要件も、
現在は一千七十五万円以上の者というのが想定され

ているようですけれども、これも、さっき言ったよ
うに、将来的にまた下げられていく可能性があるん
です。

ですから、限定的に入れてという話なんですけれ
ども、将来、この無期転換ルールの特例もどんどん
なし崩し的に拡大していくんじゃないかという懸念
があるんですけれども、この懸念に対して、大臣、
どのようにお答えになりますでしょうか。
○田村国務大臣 高度の専門知識、また技術、経験、
こういうものの要件は何であるかということであり
ますが、これは、労働基準法第十四条の一回の労働
契約期間、これの特例の対象であります、今言われ
た例えば一定の国家試験、こういうものを有する者、
また、一定期間の実務経験を有し、年収一千七十五
万円以上の、例えば、技術者でありますとかシステ
ムコンサルタントでありますとかデザイナー、こう
いう方々を参考に、労働政策審議会の中で御議論を
いただいていくということであります。

今、一定の国家資格等々を持っていてもそれだけ
ではという話がございましたが、この特区法の中に
おいては年収要件をかけることになっておりますの
で、これは、先ほど申し上げました一千七十五万円
をベースに検討をしていくということになろうとい
うふうに思います。

いずれにいたしましても、これは労政審の建議の
中において、労使の共通理解ということで進めてお
るわけでございまして、そのようなもとにおいて御
議論をいただくということでございます。

一千七十五万がこれから下がっていくのではない
かというようなお話もございましたが、基本的に、
今、そのような形で法律を出させていただいておる
わけではないということであります。
○大西（健）委員 何でそういうことを心配するか
というと、例えばこの有期雇用の特例も、昨年の秋
の臨時国会で、議員立法ではありますけれども、研
究競争力開発強化法ということで、もう、一回穴を
あけちゃっているんです。今回、こうやってまた高
度専門的知識を有する者と、それから、当初はその
特区法には想定されていなかった、定年後に継続雇
用される高齢者に対象を拡大する。やはりなし崩し
的に、段階的に広がっていっているんです、穴が。
ですから、そういうことが起きるんじゃないかとい
うことを心配しているんですね。

その部分が集団的自衛権と似ているなと私は思う
んですけれども、もう一つ集団的自衛権の議論と似
ているなと思うのが、なぜ今やらなきゃいけないの
か、その理由がよくわからない。

まず、この法案について言うと、第一に、労働契
約法の十八条の無期転換ルール、これは昨年四月に
やっと施行になったばかりなんです。これからなん
です。ですから、企業も今後対応を決めると言って
いるし、無期転換ルールの運用についてはこれから
事例が蓄積されていく。そういう意味では、現時点
では、法改正する立法事実というのが積み重なって
いないんじゃないか。

第二には、具体的なニーズ。この法律改正をしな
ければ行うことができないという不都合なケースと
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いうのが、いまいちイメージできない。
例えば、特区法にもオリンピックのことが言われ

ていますけれども、五年だと七年後のオリンピック
に対応できないと言っているけれども、それは一年
ごとの細切れの有期契約を五回更新しようという前
提に立っているからであって、七年という期間の有
期労働契約を一回締結するということだってできる
わけです。そういう意味では、これをやらないとで
きないんだという具体的なケースというのがイメー
ジできない。

今これをやらなきゃいけない、その理由をわかり
やすく説明していただきたいんです。
○田村国務大臣 国家戦略特区法の附則第二条にお
きまして、五年を超える一定の期間内に完了するこ
とが予定される業務につく高度な専門知識等を有す
る労働者、これに関して、労働契約法第十八条の通
算契約期間のあり方、さらには労働契約が適切に行
われるために必要な措置、こういうものに対して労
政審で検討を行い、所要の法律案を平成二十六年、
通常国会に提出することを目指す旨が規定されてい
るわけであります。

でありますから、なぜ必要かといえば、そのよう
な声が上がってきておるということでございまして、
今般の法律改正に向かっての流れが出てきておると
いうことであります。

もう一方で、定年後、そのままその会社にお勤め
になられる方々に関しては、やはり事業主側から、
ちょうどこれから、要するに、六十一から六十五に
継続雇用をされるわけであります。すると、六十五
を超えた後にさらに継続をする場合に、この五年と
いうものがかかってくるわけでございまして、それ
は雇いどめをせざるを得なくなってくる。一回定年
はされたにしても、せっかく優秀な、能力のあられ
る方々をそこで雇いどめするというのは、なかなか
忍びないところがあるということで、やはり必要性
というものをお訴えになられてきておるわけであり
ます。

でありますから、オリンピックは余り関係ないと
いいますか、甘利大臣がおっしゃられましたが、一
例であるわけでありまして、決してオリンピックが
あるから今回提案をさせていただいたわけではあり
ません。

例えば、海外プラントなんかで働かれる専門知識
をお持ちの方々、こういう方々なども対象になって
くるんだろうと思います。一発の契約を延ばせばい
いじゃないかというお話もございますけれども、そ
れまでに早くプロジェクトが終わる場合もあります
し、いろいろなことが起こるわけでございます。そ
ういう意味からいたしますと、やはりそこはある程
度自由に使える、フレキシビリティーがあった方が
いいのではないかという形の中において、今回のよ
うな提案をさせていただいておるわけであります。

いずれにいたしましても、これは労働政策審議会
でおおむね妥当というようなことがされたというわ
けでありまして、我々としては今国会に提出をさせ
ていただいたわけであります。
○大西（健）委員 今の答弁を聞いていても、海外

プラントという話は出てきましたけれども、最初に
言われたのは、特区法にそう書いてあるから出てい
るんだと。何か具体的なニーズというのがやはりイ
メージできないんですよ。

それと、労政審は認めている。それはそうですよ。
労政審は何で認めているかというと、恐らく、余り
実際のニーズはないから影響はないだろうと思って
いるんですよ。

つまり、なぜかというと、これは臨時国会で成立
した特区法の規定を受けているんですけれども、あ
のときに、特区の中と外で労働関係の法令の適用の
違いが出るのはおかしいんじゃないか、だから、こ
の部分については全国規模の規制改革事項にすると
言ったんですね。だから、あそこで大々的に特区法
をつくって、その内部に雇用の柱を立てて、その二
つの柱のうちの一つとしてこれを立てた以上、やは
りメンツとしては何か法律を出さなきゃいけないと
いうから出したんですけれども、実際には、私は、
限定すればするほど、一体、これがなければできな
いというニーズが本当にあるんだろうかということ
を思わざるを得ないというふうに思っています。

最後に、本法律案では、無期転換ルールの特例を
受けようとする事業主が、対象となる労働者に応じ
た適切な雇用管理に関する措置について計画を策定
して、大臣に申請をするということになっているん
ですけれども、その申請に当たって、本来認められ
るべき労働者の権利を制約するものである以上は、
あらかじめ労働者の意見を聞くべきじゃないか。

例えば、事業主が計画の申請を行う際に、過半数
労働組合等に対して意見聴取を行うことを義務づけ
てはというような御提案がありますが、これについ
てはどのようにお考えになりますでしょうか。
○高鳥大臣政務官 お答えをいたします。

事業主の計画申請に当たりまして、過半数労働組
合等の意見を聞くことにつきましては、労政審にお
きまして、労働側は積極的に求める一方、使用者側
からは法律上の義務を設けるということにつきまし
ては反対があった事項でございまして、最終的には
法律上の要件としては盛り込まれていないものでご
ざいます。

過半数労働組合等の意見聴取につきましては法律
上の要件にはなっておりませんが、認定に係る手続
に際しましてどのような対応が望ましいかにつきま
しては、法案成立後、改めて労使双方の御意見をお
聞きしつつ、引き続き検討することといたしており
まして、具体的には労政審で改めて御議論いただく
べき内容と考えております。
○大西（健）委員 今の御答弁では、法律上は書け
なかったけれども、手続として何とかしたいという
ふうに受けとめましたけれども、ぜひ期待を申し上
げたいと思います。

この法律というのは労働契約法の特例を定めるも
のですけれども、なぜ労働契約法があるか。それは、
普通の民法上の契約だと対等関係だけれども、労働
契約というのは使用者側と労働者が非対称な関係に
ある、労働者の方が弱いからこういう労働契約法と
いう特別な法律があるわけですね。
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私は、今の安倍政権の労働政策には、この基本的
な政策が抜けてしまっているんじゃないか。つまり、
やはり、事業主の都合を優先するんじゃなくて、労
働者の声をとにかくよく聞いて、労働者側に立って
考えていただくということを、労働時間規制のこと
についてもそうですし、ほかのことについてもぜひ
お願いをして、私の質問を終わります。

ありがとうございました。
○後藤委員長 次に、山井和則君。
○後藤委員長 次回は、来る六月四日水曜日午前八
時五十分理事会、午前九時委員会を開会することと
し、本日は、これにて散会いたします。

平成 26 年 6 月 4 日 衆議院厚生労働委員会
○後藤委員長 これより会議を開きます。

内閣提出、専門的知識等を有する有期雇用労働者
等に関する特別措置法案を議題といたします。

この際、お諮りいたします。
本案審査のため、本日、政府参考人として内閣官

房日本経済再生総合事務局次長赤石浩一君、内閣府
大臣官房審議官木下賢志君、厚生労働省労働基準局
長中野雅之君、職業安定局長岡崎淳一君、職業安定
局派遣・有期労働対策部長宮川晃君、職業安定局雇
用開発部長内田俊彦君、職業能力開発局長杉浦信平
君、雇用均等・児童家庭局長石井淳子君の出席を求
め、説明を聴取いたしたいと存じますが、御異議あ
りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○後藤委員長 御異議なしと認めます。よって、そ
のように決しました。

―――――――――――――
○後藤委員長 質疑の申し出がありますので、順次
これを許します。足立康史君。
○足立委員 私の質問を終わります。ありがとうご
ざいました。
○後藤委員長 次に、高橋ひなこ君。
○高橋（ひ）委員 自由民主党の高橋ひなこです。

厚生労働委員会でこのように質問の機会をいただ
いたことに心から感謝を申し上げ、専門的知識等を
有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案につ
いて質問をさせていただきます。

この法案は、有期の労働契約について、契約が繰
り返し更新され、通算五年を超えた場合に、労働者
の申し込みによって無期労働契約に転換できるとい
う、いわゆる無期転換ルールの特例を定める内容に
なっています。

この無期転換ルールは、有期雇用で働く方々は、
正社員と比べると、雇用が不安定、賃金が低い、能
力開発機会が乏しいといった問題点があり、何より
も、継続的に働きたい方々にとっては、次回は更新
できるかどうかという不安を払拭して、労働者が安
心して働き続けることができる社会の実現のために
制定されたものです。無期転換申込権が発生する五
年を超える前の雇いどめの問題はありますが、有期
契約労働者の方々の雇用の安定のために、無期転換
ルールは必要かつ有効なルールであると思います。

一方で、有期契約労働者の中には、例えば、定年
まで無期雇用であった方が、定年後に同じ企業で有
期契約の再雇用となって、それまでの経験や能力を
生かして活躍されているケースがあります。

このようなケースでは、労働者の雇用の安定が確
保されるのであれば、企業にとっても働く側にとっ
てもウイン・ウイン、どちらもいいという状況にな
るわけですから、このようなケースには無期転換ル
ールを適用しないという選択肢があっていいと思い
ます。そうしなければ、第二定年を設けるケースが
ふえて、第二定年到達により一律に雇用が終了する
ということになり、その年齢を超えてもまだまだ働
ける、働きたいと思っている側と、もっと働いても
らいたい企業側の雇用機会を失うということにもな
ります。

また、昨年の臨時国会では、議員立法によって、
研究開発力強化法と大学教員等任期法の改正が行わ
れ、大学や研究開発法人の研究者や教員などを対象
に、無期転換申込権が発生するまでの期間を十年に
するという特例が設けられ、ことしの四月から施行
されています。

私の大学は、芸術学部で、特異な分野なんですが、
日本と世界にも発信している先輩の方々が月に一度
来てくださって、後輩のためにしっかりとした授業
や、また、皆さんに、こういう経験が生かせる、そ
して、世界で活躍する舞台、いろいろなことを教え
たいと。これが前々回では、必ず五年後に雇用しな
さいということになると、そういう世界で活躍をし
ている方の授業がやっていけなくなるという学部長
からの要望がありました。

こういうことに前回の臨時国会では対応していた
だいたということで、本当にありがたいと思ってい
るんですが、こうした中で今回の法案が提出されて
いることを踏まえて、質問に入らせていただきます。

有期契約労働者にもさまざまなタイプがある中で、
この法案において、一定の期間に完了するプロジェ
クトに従事する高度専門労働者と、定年後の高齢者
の二つを無期転換ルールの特例の対象としている理
由をお知らせいただきたいと思います。
○中野政府参考人 無期転換ルールにつきましては、
有期労働契約の濫用的な利用がもたらす雇いどめを
めぐる課題を抑制し、雇用の安定を図るという制度
の趣旨を踏まえれば、原則として全ての有期労働者
に適用することが必要であると考えております。

一方、本法案が対象とする有期雇用労働者につき
ましては、その特性に応じた雇用管理を図りますと
ともに、無期転換申込権発生までの期間の特例を設
けることによりまして、雇用の安定を損なうことな
く、その能力を有効に発揮することにつながると考
えております。

具体的には、高度の専門的な知識等を有する有期
契約労働者につきましては、一定の期間内に完了す
るプロジェクトに従事することを繰り返しながらキ
ャリアアップを図るケースもあり、その能力の維持
向上を図るために必要な措置を行うこと等によりま
して、その能力を有効に発揮することができると考
えられます。
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また、定年後の高齢者につきましては、定年後も
同一の事業主等に継続して雇用されることで、それ
までに培ってきた知識、経験等を活用することがで
き、その能力を有効に発揮することができると考え
ております。

このため、これらの労働者につきまして、本法案
の特例の対象としたところでございます。
○高橋（ひ）委員 ありがとうございます。

働く側も、雇用する側も、ともに都合のいい形が
つくれるのであれば、それにまさることはないとい
うふうに思っております。

有期雇用労働者の中には、さまざまなプロジェク
トに参加して働くことを繰り返しながらキャリアを
重ねるという方もおり、今回の特例で高度専門労働
者を対象とすることは、働き方が多様化する中で選
択肢をふやすということになり、経済の活性化につ
ながるというふうに考えております。

そこで、確認のため基本的な質問をさせていただ
きますが、この法案による特例の対象となる高度専
門労働者とは、具体的にどのような方々が該当する
のでしょうか。
○中野政府参考人 高度の専門的知識、技術または
経験の具体的な要件につきましては、労働基準法十
四条に基づく一回の労働契約の期間の特例の対象と
なっております、一定の国家資格を有する者や、一
定期間の実務経験を有する年収千七十五万円以上の
技術者、システムコンサルタント等を参考に、法案
成立後、改めて労働政策審議会において検討するこ
ととなっております。

また、国家戦略特別区域法では、対象者全員に年
収要件を課すこととされておりまして、この要件に
つきましては、千七十五万円をベースに労働政策審
議会において検討していくこととしております。

これらは、本年二月の労働政策審議会の建議で示
された考え方に沿った労使の共通理解でありまして、
無期転換ルールの趣旨に反して対象者が必要以上に
拡大することはないと考えております。
○高橋（ひ）委員 今、年収が千七十五万円をベー
スということで、かなり限られたものになると思い
ますので、特例ができる際に抜け道ができるという
心配もないのではないかと安堵しております。

さて、現在、我が国が直面している少子高齢化社
会では、若者も女性も高齢者も、働くことを希望す
るあらゆる方々が、持っている能力や可能性を最大
限発揮して活躍できる社会をつくらなければなりま
せん。全員参加型の社会を実現するためには、非正
規雇用から正規雇用へのキャリアアップ支援が必要
でしょうし、仕事と家庭を両立させるための支援、
高齢者の雇用機会の確保も必要です。

取り組むべき課題は大変多いわけですが、特に、
超高齢化社会を迎えるに当たり、高齢者が企業で意
欲を持って生き生きと働ける社会を目指していかな
ければならないと誰もが思っていることと思います。

そこで、この法案による特例の活用も含め、まず、
高齢者が活躍できる雇用の機会を確保していくため
に、厚生労働省はどのように取り組んでいらっしゃ
るのかをお聞きしたいと思います。

○内田政府参考人 お答えいたします。
先生御指摘のとおり、年齢にかかわりなく、意欲

と能力に応じて働くことができる生涯現役社会の実
現に向けて、高齢者が活躍できる雇用の機会を確保
することは重要であると考えてございます。

このため、厚生労働省といたしましては、平成二
十五年四月から施行されました改正高齢法に基づく
六十五歳までの雇用確保、あるいは、高年齢者の新
たな雇い入れや高年齢者の雇用環境の整備を行う事
業主に対する助成、あるいは、シルバー人材センタ
ーの活用による多様な就業機会の確保などに取り組
んできたところでございます。

今後とも、これらの施策を着実に実施いたします
とともに、法案が成立した際には、この特別措置法
の周知に努めまして、その活用も含めた企業におけ
る継続的な雇用の促進を通じて、高年齢者の多様な
就業ニーズに応じた雇用就業機会を確保してまいり
たいと考えてございます。
○高橋（ひ）委員 ありがとうございます。

くれぐれも、高齢者の方々が年金をもらうまで元
気に働ける、こういう環境づくりにさらにお力添え
をお願いしたいと思います。

先ほど申し上げましたが、五年間できちんと雇用
してくださいとなると、学生たちに最高の教育がで
きないような場合もある。また、五年になる前にち
ょっとやめてもらいたいですというような、こうい
うことも企業がやってしまう可能性もある。でした
ら、企業側にも推進策をお示しして協力を呼びかけ
るという必要性を感じております。

この労働契約法に基づく無期転換ルールや今回の
特例についても、企業側が正しくルールを理解して
もらわなければならないというふうに思っておりま
す。この点について厚労省はどのように取り組んで
いかれるのかをお知らせいただきたいと思います。
○中野政府参考人 無期転換ルールは、有期労働契
約の濫用的な利用がもたらす雇いどめをめぐる課題
を抑制し、雇用の安定を図るためのものでありまし
て、使用者にはその趣旨を十分に御理解いただくこ
とが必要であると考えております。

無期転換ルールへの企業の対応を見ますと、五年
を超えて反復更新する有期契約労働者について、約
四割の企業では何らかの形で無期契約にしていくと
しておりますが、約一五％の企業が通算五年を超え
ないように運用していくとしており、四割弱の企業
が対応方針をいまだ決めていないというのが実態で
ございます。

また、労働政策審議会の建議におきましては、無
期転換ルールについて、人材の確保に寄与すること
などのメリットについて十分理解が進むよう一層の
周知を図ること、正規雇用または無期転換、人材育
成などの取り組みを行う事業主を支援する助成金の
効果的な活用を積極的に進めること等とされており
ます。

このため、無期転換ルールやこの法案に基づく特
例につきましては、事業主への一層の周知に努めま
すとともに、有期契約労働者の正規雇用化や無期転
換などの取り組みを行う事業主を支援するため、キ
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ャリアアップ助成金の活用等を積極的に進めてまい
る所存でございます。
○高橋（ひ）委員 大変重要なことだと思うんです。

今、キャリアアップ助成金というお話が出ました
が、よろしければ、これについてもうちょっと具体
的に、そして、恐縮ですが、こういうことを活用し
て、企業側にもメリットをお示ししながら、しっか
りと企業のサポートをしていただければと思います。
もしよろしければ、もうちょっと、今お話しいただ
いたキャリアアップ助成金についてお知らせいただ
けますでしょうか。
○中野政府参考人 キャリアアップ助成金でござい
ますが、正規雇用転換に対する助成あるいは人材育
成に対する助成、それから処遇改善に対する支援等
がございますが、例えば正規雇用等転換への助成で
ありますと、要件といたしましては、有期雇用労働
者を正規雇用等に転換または直接雇用するというこ
とでございますが、有期から正規に転換させた場合、
一人当たり五十万円を事業主に助成金として支給す
る、こういうようなものでございます。
○高橋（ひ）委員 やはり企業側にもしっかりとし
たサポートをし、また働く側にもサポートをして、
そして、私たち働く者も健康を管理しながらしっか
りと仕事をしていく、こういう心構えも必要だと思
います。このような助成金があるということは大変
ありがたいと思いますので、ぜひいろいろな方々に
周知をしていただきながら、企業側にもサポートし
ていただければと思います。ありがとうございます。

さて、現今、非正規雇用が増加しているというこ
ともお聞きしますが、この中には、若者のフリータ
ー、家事、育児、介護などの理由により自分の都合
のよい時間に働きたいという女性パート労働者、そ
して定年退職後に有期契約の形態で働く高齢者など、
さまざまな形が望まれます。

働き方が多様化する中で、労働者のニーズを見る
と、パートや派遣を希望してみずから選択している
方々がいる一方で、本当は正社員になりたいんだけ
れども、なることができずに、不本意に非正規雇用
になっていらっしゃる方もあります。

総務省の労働力調査によりますと、非正規雇用の
全体に占める不本意非正規の割合は、全体平均では
一八・九％、二十五から三十四歳では三〇・七％と
特に高くなっています。若者に不本意非正規が多い
実態がこの調査から見えてきます。

働き方が多様化する状況の中、非正規雇用イコー
ルよくないことということでは決してないというふ
うに思いますが、非正規雇用によって雇用の不安定
な若者が多いことが、結婚や子育ての見通しを立て
にくくして、それが少子化の一因になっているとも
考えられます。不本意に非正規雇用で働き続ける若
者が正規雇用につけることを促進するということは、
我が国の社会全体にとって大変重要な課題だと思い
ます。

自民党としても、ことしの四月に、未来をつくる
若者の雇用、育成について総合的に対策を行うよう、
若者雇用対策に関する提言を取りまとめたところで
あります。

そこで、質問ですが、意欲ある若者が不本意な非
正規から正規雇用になることができるようにするた
め、厚生労働省はどのように取り組んでいらっしゃ
るか、お聞かせいただきたいと思います。
○内田政府参考人 お答えいたします。

先生御指摘のとおり、非正規雇用が現在まで増加
傾向にございます。若年層につきまして見ますと、
二十年ほど前に比べまして、十五歳から二十四歳で
非正規雇用の割合が大幅に上昇してございますし、
二十五歳から三十四歳で不本意で非正規雇用になっ
ている者の割合が他の年齢層と比べて高くなってい
ること、まさに先生の御指摘のとおりでございます。

そのため、次世代を担う若者について、安定した
雇用を確保するとともに、正規雇用を希望する非正
規雇用労働者の正規雇用化やキャリアアップの支援
に取り組んでいくことが重要であると考えてござい
ます。

厚生労働省といたしましては、全国の新卒応援ハ
ローワークなどにおける新卒者等の安定就労に向け
た支援、また、フリーター等を支援するわかものハ
ローワークの拠点の拡充、さらに、今お話がござい
ました、拡充されたキャリアアップ助成金やトライ
アル雇用奨励金による支援等を実施していくことと
してございます。

また、非正規雇用労働者である若者等の中長期的
なキャリア形成を支援するため、雇用保険制度の見
直しを行ったところでもございます。

さらに、先生からお話がございましたように、本
年四月には自民党から、また、五月には公明党さん
からも若者雇用対策についての提言をいただいてい
るところでございまして、法的整備も含めて、社会
全体が責任を持って若者雇用対策に取り組む体制を
検討することが必要と考えているところでございま
す。
○高橋（ひ）委員 ぜひよろしくお願いしたいと思
います。
○高橋（ひ）委員 ありがとうございます。

厚労省が進めるさまざまな雇用政策に、この法案
は重要だと思っております。ぜひ通ることを祈りな
がら、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。
○後藤委員長 次に、輿水恵一君。
○輿水委員 さて、ここで、今回、専門的知識等を
有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案が提
出されました。この中で、会社を定年退職された方
に対して、有期雇用の無期転換権というものは今回
発生しないと。この点については、私も理解はでき
るんですね。高齢者になって無期というよりは、や
はり有期の中で自分の体力とか体調に合わせながら
仕事をしていく、そういったあり方はあるのかなと
いうふうに思います。

その上で、今度は、専門的な高度な知識を有する
皆様が有期雇用労働者として働き続けて、今回、五
年から十年、無期転換申込権の発生までの期間が長
くなったということで、そして、この間、みずから
能力の維持向上を図る機会もしっかり付与した上で
そういったことを認めましょうということなんです。

37
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今イノベーションを進められて、専門的な知識を
持った方であれば、将来のために、早目に有期から
無期、あるいは正社員にしながら、自分の会社で人
材を育てていきたい、またさらに、この中で能力を
向上させていっていただきたい、雇用者側からはそ
んな思いもするわけで、実際、具体的にどのような
方が、そういった五年を十年にすることによって、
仕事が続けられる、また、自分自身の意思も十分通
すことができるような働き方になるのかについてお
聞かせ願えますでしょうか。
○中野政府参考人 高度専門職の具体的な事例につ
きましては、例えば、新商品の開発や新興国との販
路の開拓のために、企業内で一定の期間に限ったプ
ロジェクトを立ち上げることはあると考えておりま
して、こうしたプロジェクトのために雇用される有
期契約労働者に該当するケースがあるのではないか
と想定しております。

また、今回の法案策定に当たって実施した企業ヒ
アリングにおきましては、例えば、一定の期間を要
する海外でのプラント建設にかかわる専門家等につ
いてもニーズがあるのではないかという意見も聞い
ているところでございます。

こういう方々につきましては、その持つ専門的な
高度専門知識でございますが、これは常に経済社会
の変化に見合ったものになるようにしていくことが
必要でありますので、常にブラッシュアップするこ
とが重要になると考えております。

こういう観点から、条文上も例示しておりますが、
例えば、セミナー等の教育訓練を受けるために、事
業主には有給休暇の付与をしていただくとか、ある
いはそのための経費を援助するとか、そういう教育
訓練を受けやすくするために、始業、終業時刻を変
更したり、場合によっては勤務時間の短縮によりま
して、そういう自己啓発の機会など、こういうこと
を雇用管理に関する措置として事業主にとっていた
だく、こういうことをあわせてこの法体系の中では
組み込んでいるところでございます。
○輿水委員 ということは、そういったプラントな
んかは、五年というよりは十年くらい、ある程度か
かってくる、そういった方に対して十年くらいの契
約の中でしっかりと仕上げていただく、そういった
ものを意識した上での今回の延長という形になると
いうふうに理解したいと思います。ありがとうござ
います。

そして、先ほど、千七十五万円でしたか、そうい
った仕切りもあるということで、それなりの能力と
かまた人脈を持って仕事をしていく、仕上げていく、
そういった方が今回の対象になるということで理解
をさせていただきます。ありがとうございます。

その上で、やはり今後、そういった方ばかりが日
本にいるわけではなくて、各現場で、確かに高度な
知識を持っている方、もうちょっと短期間で結果を
出して、さらに次のその企業にとって新しい開発に
挑むという、十年ではなくてもうちょっと短期間の
中でのサイクルもあると思うんですけれども、そう
いった方がいつまでも有期雇用であるよりは、より
安定した、またモチベーションも高くなるような、

しっかりとした正規雇用への転換というのが非常に
大事になるのかなというふうに思っております。

そして、まさに先ほども出たんですけれども、キ
ャリアアップ助成金などをしっかりと周知徹底しな
がら、そういった全ての方が五年以上かかるような
プロジェクトをやっているわけではないと思います。
最近、製品等のライフサイクルもどんどん短くなっ
て、開発期間も早く、そして、すぐ次のものを出さ
なければ、コスト競争になってしまっては日本の産
業もなかなかもたないということで短縮されている
中で、人材の正規雇用化ということをしながら、し
っかりとした育成を企業の中で進められるような、
そして、安定した製品開発の道を開いていくことも
大事だと思うんですけれども、この点についての見
解をお聞かせ願えますでしょうか。
○岡崎政府参考人 非正規のいろいろな働き方の
方々がふえていくという中で、もちろん非正規の働
き方を望んでおられる方もいるわけでありますが、
やはり不本意で非正規で働いている方々も相当多い
というのは事実であります。

そういう方々をできるだけ安定した雇用、いわゆ
る正規雇用あるいは無期雇用に転換していくという
ことは非常に重要だというふうに思っておりますし、
先生おっしゃいますように、やはり、非正規の方と
正規の方を比べますと、企業が行っている能力開発
等々でも相当差があるというのも事実でございます。
そういった意味におきまして、正規を望んでいる
方々についてできるだけ正規雇用にして、能力開発
をしていけるようにしていくというのが非常に重要
だというふうに思っております。

その過程におきましては、先生からも御指摘があ
りましたけれども、キャリアアップ助成金につきま
しては、この三月から助成額をそれぞれ一人当たり
十万円増額する等々の改正もしております。

せっかくそういう形で制度を拡充しておりますの
で、これをしっかり周知して、非正規の方を正規に
していただくという努力を企業にお願いしていきた
いというふうに考えております。
○輿水委員 ぜひ、そういった取り組みもあわせて
お願いをしたいと思います。
○後藤委員長 次に、山井和則君。
○後藤委員長 次に、中根康浩君。
○中根（康）委員 民主党の中根康浩です。

有期雇用の法案についての質問も通告をいたして
おりますが、議論があっちこっち行ってもあれなの
で、今の残業代ゼロの問題について引き続き、通告
順を変えて、まず質問をしていきたいと思います。
○後藤委員長 次に、柚木道義君。
○柚木委員 民主党の柚木道義でございます。きょ
うもよろしくお願いいたします。

まず、冒頭は、有期雇用の特措法のことについて
伺いたいと思います。

今回、私、この後ちょっと高齢者雇用のこととも
絡むものですから、高齢者の無期転換ルールの特例
措置について、まず、冒頭伺います。

六十五歳以上の無期転換ルールに特例を設けると
いうことであれば、これは大臣に伺うんですが、希
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望者全員のまずは六十五歳までの雇用確保が大前提
だと思います。それがないままに特例措置を講ずる
というのは、適切とは言えないと思うわけでござい
まして、高齢者雇用安定法の趣旨を踏まえた上で、
この本特措法に、雇用確保措置を講ずるということ
を指針などに明記いただきたいと思いますが、大臣、
いかがでしょうか。
○田村国務大臣 改正高齢法で、御承知のとおり、
六十五歳までは雇用確保措置を講ずると、これは企
業に義務づけられておるわけであります。もちろん、
定年をなくす、六十五歳まで定年を延長する、継続
雇用で六十五歳まで段階的につないでいく、こうい
うようなことを行うことが義務になっておりますの
で、そういう意味では、改正高齢法の中でしっかり
と明記をされておるということであります。
○柚木委員 これは確認の意味で聞いているわけで
ありまして、この特例措置については、実際に、今
申し上げましたような六十五歳までの雇用確保を図
るために、第二種計画において、その雇用確保を確
実にするための措置の内容について記載すべきであ
るという考えに基づいて、先ほどの質問をお聞きし
たということでございます。

この間のやりとりを聞いていますと、今後、細部
において労政審等の議論で詰めていくということで
ございますので、ぜひ、この第二種計画の中に、今
申し上げたような六十五歳までの安定雇用確保につ
いての措置内容を記載するなど、しっかりとした御
対応をいただきたいと思うんですが、もう一遍御答
弁をお願いできますか。
○田村国務大臣 契約更新基準に、改正高齢法の趣
旨を没却することのないような、するような事例が
ある場合は、是正に向けた必要な助言は行ってまい
りますので、そのようなことがないように、しっか
りと我々としても対応してまいりたいというふうに
考えております。
○柚木委員 ぜひ、しっかりとした御対応をお願い
したいと思うんです。

実は、この後ちょっと年金の財政検証のことを伺
うんですが、まさに高齢者雇用と視点としても非常
にかかわる部分、そういった視座を持ちながら伺い
たいと思います。

けさの新聞各紙、昨晩のニュース等も、年金のこ
の財政検証一色と言ってもいいような、やはり国民
の皆さんの老後の最大の関心事とも言えるこの年金
の問題。

けさのそれぞれ各紙を見ておりましても、例えば、
これは日経の有識者コメントで、日本総研の西沢研
究員は、やはり労働力や生産性の前提が高過ぎる、
こういったコメント。まさにバブルのころの経済に
戻るような、この八パターンの一番いいものなんか
は。なおかつ、法人減税とか成長改革とかも全部実
現した前提で出てきているもの。もっと言うと、逆
に、最悪シナリオは、積立金が枯渇するなど年金は
百年安心ではないというメッセージが伝わってくる、
こういうコメントもされております。

別の朝刊、これは東京新聞で、駒村先生のコメン
トも出ていますね。厚労省は五勝三敗だから、この

八パターンですね、大丈夫と言うかもしれないが、
楽観してはだめ、八ケースの平均値は所得代替率四
八パー程度、しかも高成長のケースは経済前提が大
甘と。

同様のコメントがずっと有識者から出ている部分
がございます。

私も、これはきのう説明を受けました。この中に
たくさん資料も、きのう本当に急遽の御説明をいた
だいてありがたかったわけですが、聞けば聞くほど、
今回の、百年安心どころか、むしろ百年安心撤回試
算ではないか、私は率直にそのように思いました。

やはり、全要素生産性という非常に重要な、ＴＦ
Ｐというこの数値も、過去二十年以上、バブル期以
降一度も達成していないような上昇率で経済前提を
一番いいものを立てていたり、本来、中立的、客観
的な見通しを示すべき年金財政検証の役割を果たし
得ていない。

ＧＰＩＦの運用の見直しも今後あるわけですが、
これについても、本当にこういうものを盛り込んだ
ものを、プラスの要因として前提のように入れてい
るというのもどうなのかと思いますし、賃金上昇率
も非常に高い。直近の実質賃金上昇率がマイナス
三・一％と出ていますが、二〇一四年度のこの検証
ではマイナス一・六％で、半分程度でしか試算もし
ておりません。

きのうの報道等でも、私もこれは本当にどうかな
と思いましたが、所得代替率五〇％が達成される五
つのケースですね。きょう、今いませんけれども、
まさに長妻委員が前回の検証のときに、非常に運用
利回りが高過ぎると、これは四・一パーだったわけ
ですが。

そういう議論があったにもかかわらず、今回、一
番いいもの、四・二パーで百年近く推移すると。こ
れでいけば、二〇三〇年には株価三万八千円、これ
はバブル期の最高値のころ、そして、しかも、この
ままいったら日経平均十二万円になるとか、こんな
こと本当に推計する意味があるのか、実現可能性が
あるのかということを思うわけですよ。十年間の国
債金利というのも二・二六％ですね、この間の。だ
から、ちょっと、今回余りにも楽観過ぎると思うわ
けであります。

その上で伺いますが、冒頭、高齢者の無期転換ル
ールの特例措置についても伺ったのは、前回の質疑
の中で、年金の受給開始年齢、選択制といえども七
十五歳というようなお考えも田村大臣はお示しにな
ったわけですが、まさにこの受給開始年齢の、今回
のオプション試算の話にもなるわけですが、引き上
げとか、納付年数も基礎年金四十年から四十五年に
五年延長とか、マクロスライドをデフレ下でも発動
とか、いろいろ出てきているわけですが、とりわけ
重要なのは高齢者雇用の議論だと私は思うんです。

ですから、今回仮に、オプション試算、今後、法
改正も、政府・与党内でも議論が始まると聞いてい
ますが、例えば、六十五歳までの高齢者雇用確保措
置、法定義務化、先ほどそういう視点から質問した
わけですが、仮に七十とか七十五歳とかいうような
形で受給開始年齢引き上げの議論が行われるとする
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ならば、まさに高齢者雇用安定法を改正して、そし
て、雇用の受け皿整備なくして年金受給開始年齢の
延長はあり得ないと。

そもそも、私、今の時点で七十五歳という議論が
出てくることに違和感がありますが、最低でもこの
雇用確保について、例えば高齢者雇用安定法改正と
かも視野に議論をするという必要性があると思いま
すが、大臣、どういう御認識でいらっしゃいますか。
○田村国務大臣 先ほど、私、契約更新基準に没却
しないような事例と言いました。没却するような事
例でございまして、全く逆の話でございましたので、
ここは訂正をさせていただきますので、よろしくお
願いいたします。

財政検証なんですけれども、委員おっしゃられた、
まあ平均という話は余り意味がないので、それぞれ
を見た中において、八つあるうちの三つは所得代替
率五〇％を切るということで五勝三敗、こういう話
もありましたが、それ自体に余り意味があるとは思
いませんけれども。

あえて申し上げれば、前回と、ＴＦＰ一・〇、そ
れから労働市場への参加、これが同じようなものは
どれかというと、前回の五〇・幾つというのを示し
た真ん中の例がケースＥに当たるということでござ
いまして、今回はそういう出し方はしませんでした。

というのは、いろいろなパターンというものを考
えなきゃならぬ。しかも、四・一％という運用利回
り、目標が高いという話もございましたので、今回、
スプレッドというような出し方で出させていただき
ました。

ここは、前回のいろいろな御意見も踏まえて、本
来、実質的に必要な運用利回りがどうなんだという
ことをお示しした方がわかりやすいだろうというこ
とで示させていただいたわけでありまして、前回い
ろいろといただいたそういうような御意見も参考に
しながら、今回は、八つに分けて、しかも、このよ
うな形で出させていただいたということであります。

今言われた点で申し上げれば、年金七十五歳とい
うのは、毎回言っておりますが、選択であります。
何度も言います、誤解を招かないように。でありま
すから、今、六十五歳から一律に引き上げることは
考えていないわけであります。将来どうなんだとい
うことは、将来であるからわからないわけでありま
すけれども、今は六十五歳から一律に上げることは
考えていないわけであります。

高齢者法等々に合わせて今まで六十五歳という措
置をしてきたわけでありますが、これをさらに引き
上げるということは、そのときそのときの状況に応
じて、あり得ないことではないわけでありますが、
今それも含めて検討をしておるわけではございませ
んので、そのような御議論を今私自身がここでさせ
ていただくということは、差し控えさせていただき
たいというふうに思います。
○柚木委員 慎重な御答弁の中にも、大臣、多少正
直に本音も言われているわけですね。

この受給開始年齢引き上げの議論、もちろん、急
に七十五ということではないわけですが、七十とか
いろいろな、今後、オプション試算の議論の中で、

当然、私は、政府・与党内、来年の国会以降になる
んでしょうか、法律改正の議論が起こるときには俎
上に上ってくるんだと思うんですね。ですから、そ
ういった高齢者雇用安定法の改正というのは、この
間、まさに、年金の受給開始年齢とある意味パラレ
ルで改正も行われてきておりますから、そこは、私
はそういう議論になっていくんだろうというふうに
推察するわけです。

あり得ないことではないという御答弁でもありま
すので、逆に、本当に雇用の確保なくして受給開始
年齢引き上げというのはあってはならないというぐ
らいの認識で、私は、今の段階で、引き上げが選択
制であってもどんどん議論が出てくることは、この
後、国民年金、基礎年金の議論もしますが、非常に
違和感があるということを前提としつつも、これは
しっかり雇用確保措置とパラレルの議論をお願いし
ておきたいと思います。

あり得ないことではないということですから、将
来、それがどのタイミングであるのか、政府・与党
内で、まさに、このオプション試算の議論を受けて
年金法改正等の議論がされるときには、そういった
議論も俎上に上ってくるということだと理解をしま
すが、しっかりとお願いをしておきたいと思います。

それから、今回の財政検証の中でも非常に大きな
論点、問題点、大臣もそこは御認識をいただけてい
ると思いますが、国民年金、基礎年金部分の今後の
見通しでございます。

六万四千円満額受給の部分が、今後、私たちもき
のうちょっと、パーセンテージではなしに額でどれ
ぐらいに減るんだという話もしたわけですが、四万
円、四万五千円とかいう報道もありました。最大四
割ぐらいの減少を見込むということであれば、もは
や最低保障機能を果たし得ない、これは有識者のコ
メントでもございます。

そういうこともあって、私は、先ほど、オプショ
ン試算ということを盛んに申し上げているわけです
が、オプション試算、はっきり言えば、もちろん将
来の世代に責任を持つという議論は必要ですが、非
常に負担増メニューにもなるわけでございます。そ
うであるならば、なおさら、低年金、高齢者の方ほ
ど所得格差、健康格差も大きくなる中で、この基礎
年金部分、国民年金部分への対応をどう考えるかと
いうのをセットで議論していただかなければならな
いと思いますが、大臣、どう対策をとっていくお考
えですか。
○田村国務大臣 それも含めてまずやっていただい
たのは、低年金者に対しての対応、福祉的な給付と
いうことでありまして、年金生活者支援給付金、こ
れはもう法律が通っているわけでありまして、消費
税の一〇％導入と同時にスタートしていく。これは
結構大きなことだと思います。

それから、これをどう見るか。所得代替率で見て
おります。所得代替率では、御承知のとおり、賃金
の上昇というものに着目いたしております。

賃金で今幾らぐらいになるかというお話がありま
したが、当然、賃金の上昇率で割り返す場合と物価
上昇率で割り返す場合と違うわけでありまして、物
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価上昇率で割り返した場合には、今の名目金額とい
うものと実態はそれほど変わらない数字が出てくる
わけであります。

どう見るか。そこはちょっといろいろとこれから
分析もしなきゃなりません。物価というものがその
方の生活の質を担保するということであれば、物価
で割り返したその金額というもので生活されること
が実態であるのでありましょう。一方で、賃金上昇
率という、現役世代の受ける恩恵というものも年金
世代の方々も同じように受けると考えるならば、そ
れは今の所得代替率というような形の中で、下がる
部分というものをどう判断するんだということにな
るでありましょう。

そういうことも含めて、検討会でどうあるべきか
ということは議論をしていく。つまり、高齢者の方々
の老後の生活の質というものをどの基準で見るかと
いうことも含めて、御議論をいただけるものだとい
うふうに思っております。
○柚木委員 これは、今後しっかり国会の中で議論
をしていかなければいけないと思います。

有識者の中には、当然、まさに高齢者雇用の有無
も含めて、年金の本格受給までの少額の生活保障の
新たな機能を考えるべきじゃないかというようなコ
メントを、これは小塩先生ですけれども、されてお
られますし、私もこの間、マクロスライドの発動の
あり方とか、あるいは総合合算制度で、出の方でい
ろいろな工夫が、高療制度のきめ細やかな拡充など
のようなスキームも利活用しながら考えていくべき
だということを提案させていただいていますので、
これについてはぜひ丁寧な議論を今後もさせてくだ
さい。
○柚木委員 こういう中での議論があるということ
を明確に申し上げておいた上で、もう時間が来まし
たので、最後にお願いだけして終わります。

今回、この特措法の方の議論は有期労働者ですね。
この有期労働者の方々、非正規労働者の方々が、特
に女性支援とか安倍政権は言われているわけですが、
育児休業とか介護休業とかを非常にとりづらい今の
現実が、データを四ページから六ページ目におつけ
しておきましたので、こういった方々もちゃんと育
休、介護休なども取得して、ワーク・ライフ・バラ
ンスが可能になるような、そういったことをぜひ今
後の、実は、育介法の法施行五年後の見直し規定が
あります。来年がそれに当たりますから、ニーズ調
査なども含めてやっていただくことを検討をお願い
して、私の質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。
○後藤委員長 午後一時から委員会を再開すること
とし、この際、休憩いたします。
○後藤委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

質疑を続行いたします。清水鴻一郎君。
○清水（鴻）委員 次に、今議題に上がっています
専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特
別措置法の概要ですね。

これは、僕もある程度意味はわかるんですけれど
も、今、労働契約法第十八条、通算五年を超えた場
合には労働者の申し込みによって無期労働契約に転

換できるということがまだスタートしたばかりです
よね。もちろん、だから、現実にそういうことを行
使といいますか、そういう申し出を受けたこともな
いし、そういうことも現実に起こっていないわけで
すよね。

その中で、早くも、いわばこれでは支障を来す可
能性があるというようなことも踏まえて、最大十年
ということをめどに有期雇用でいけるという、もう
一つ、定年後というのはまたちょっとニュアンスが
違うので、これはまた後ほどお伺いすることにして、
この法律をつくろうとされる主な目的といいますか
趣旨というのは、皆さんも聞いておられますが、も
うこれに対して質問することはないと思うので、改
めてちょっとお伺いしたいなと思います。
○中野政府参考人 本法案の目的でございますが、
本法案は、有期契約労働者のうち、高収入かつ高度
の専門的な知識等を有する有期契約労働者、それか
ら、先生がまた改めて言われましたが、定年後に継
続雇用される有期契約の高齢者、この二者につきま
して、その能力の維持向上や活用を図ることが労働
者の能力の有効な発揮や活力のある社会の実現のた
めに重要であることに鑑みて、特別な措置を講ずる
ことによりまして、国民経済の健全な発展に資する
ということが本法案の目的でございます。

具体的には、これらの有期契約労働者について、
その特性に応じた雇用管理に関する特別措置と、労
働契約法における無期転換申込権が発生するまでの
期間の特例を設ける、こういうものでございます。
○清水（鴻）委員 おっしゃることはすごくわかる
んですけれども、人生、十年というのはかなりの大
きな期間ですよね。

恐らく働ける期間というのは、もちろん何歳から
働くかというのはいろいろありますけれども、一般
的に、二十二とか二十三で大学を出ました、少し社
会経験を積んで、ここで言う、もしこれに該当する
ということになれば、それなりのキャリアがあると
いうことですよね。収入がある、高収入だ、あるい
は高度な技術、高度専門的な知識があるとなると、
天才とか特別な人は別かもしれませんけれども、常
識的に考えれば、やはり大学を卒業して、そこまで
十年ぐらいはかかっちゃうんじゃないかなと。

収入もあるし高度な専門的知識を身につけている、
そうすると、三十五とか四十とか、そこから十年と
いうプロジェクトに入るわけですね。それで、十年
で有期雇用ということになりますよね。これはやは
り働く人にとってはきついと思いませんか、どうで
すか。
○中野政府参考人 高度な専門的知識を有する有期
雇用労働者、そのような形態で働く方の中には、一
定期間内に完了するプロジェクトに従事することを
繰り返しながらキャリアアップを図るケース、こう
いうことも考えられるわけでございまして、そうい
う形態で働くことによってみずからの能力の発揮、
維持向上を図る、こういう形態の働き方をする方も
おられることが見込まれるということで、今回のよ
うな特別措置法を提案しているところでございます。
○清水（鴻）委員 わかりますよ。わかりますけれ
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ども、でも、人生の中でいい時期はそんなに長くな
いんですよ。三十五から四十五、十年間、また次の
プロジェクトに引っ張られる、そのときに、四十五
から引っ張られたら次は五十五ですよ。

そんなに、人間、いつまでもすごく若く元気で優
秀で、体力もというわけにはいかないわけですよ。
その大事な時期、十年間である種の雇いどめになる
よりは、やはりそこでプロジェクトでしっかりやる、
その後はそこでまた指導者的な立場になる、そうい
うものがなければ現実的にはなかなか厳しい。むし
ろ、ある意味では、これは優秀な人にとってもなか
なか厳しい選択肢になるんじゃないかと思うんです
よ。どうですか。
○中野政府参考人 今申し上げましたような形態で
働く方が全てずっと有期契約で渡り歩いていかなけ
ればならないというわけではございませんで、もち
ろん、そういうプロジェクトに従事したことによっ
てその会社に見込まれて、ある特定の会社で無期雇
用に転換することもあり得るわけでございます。

今回の法案は、あくまでも選択肢といいますか、
そういう有期プロジェクト、しかもそれが五年を超
える形で行われるような形を、いわばエンプロイア
ビリティーといいますか、職を渡り歩く、キャリア
を積み重ねるような能力を、その能力は常にブラッ
シュアップしなければなりませんので、そういうこ
とを事業主に雇用管理措置として支援することを要
件としつつ、そのような形で働き続けるというのも、
一つのあり方として、選択肢としてあり得るという
道を開くための法案というふうに理解していただけ
ればと思うところでございます。
○清水（鴻）委員 でも、それだったら、五年以上
たてば別に従来の法律でも、五年たって、本人が有
期でやりたいと。十年のプロジェクトに入っていて、
その間でもう五年たった、六年目、七年目に入った。
だけれども、この十年間のプロジェクトが終わった
らまた新たなところでやろうという人は、それはそ
れで、十年間の有期で終わったらいいわけですよ。

だけれども、五年済んで、六年、七年、そのプロ
ジェクトの終わりに達するところで、やはりここで
もう常用雇用、いわゆる無期限の雇用に変えてもら
いたいと思ったときに、これではできないわけでし
ょう。

もともとの法律も、五年を超えたら確実に縛られ
ますよ、あなたはもうここで無期限ですよというこ
とでなくて、自分のチョイスで申し込んで、ここで
働きたいということを申し出れば、それは無期にし
ますよという法律じゃないんですか。

働き方をチョイスしてもらえるといっても、もと
もとの法律でそういうチョイスができるじゃないで
すか。その方がその人にとってもずっと安心、安全
じゃないですか。
○中野政府参考人 先生のおっしゃる点は、労働者
の側から見れば、もちろんわかるわけです。御指摘
のとおりだと思います。

ただ、一方において、労働契約関係は使用者サイ
ドと結ぶわけでございますから、使用者サイドから
すれば、そういう無期転換権が発生しないような形

態であればもっと雇う、こういう人を雇いたいとい
うニーズも一定の場合はあるわけでございますので、
そういう道を開くことによって雇用機会が広がる、
そういうチャンスが広がるということもあり得るか
と思います。

いずれにせよ、そういう形態をとるのは、先生お
っしゃるとおり、働く人にとって非常に厳しい環境
下で働くわけでございますので、そういう環境下に
おいてもいわばやっていけるぐらいの高度な専門的
知識を持っている人、しかも年収要件もかなり高目
のところを今後審議会で議論して決めていただこう
と考えておりますが、そういう層。

すなわち、先ほども少し申し上げましたが、非常
にエンプロイアビリティーが高く、渡り歩けるよう
な、したがって、その人をこういう特例の対象とし
ても雇用が不安定になることを抑制できる層という
ことで、また、そういうチャンスを開くことが能力
の有効発揮につながる、そういうケースに限ってこ
のような特例を設けよう、こういう趣旨でございま
す。
○清水（鴻）委員 そうすると、むしろ使用者側に
立って、やはり高度専門的な知識もあって給料もそ
こそこ取る人を、仮に十年なら十年のプロジェクト
では雇えるけれども、そのままではもうさすがに、
高い給料で、そこそこ年もいくし、使えないなと。
使用者にとっては割と便利な法律だな、そういう感
じですかね。労働者にとってはなかなか厳しいなと。

もちろん、次がある人はいいですよ。でも、人間
というのは三十五とか四十でとまりませんよ、年を
とっていきますから。年をとっていったら、どこで
も嫌がられる。僕も年をとって嫌がられているんで
すけれども、そうなるんですよ。

だから、それはやはり労働者サイド、まあ、僕は
使用者さんの気持ちもわかりますよ。だけれども、
自分の会社で十年間そういうプロジェクトをしっか
りやった人間なら、それはコストの問題は、年俸の
問題は、大きなプロジェクトを抱えているときの年
俸と同じかどうかは別ですけれども、雇用という点
について、やりたいと、ここでその後のフォローも
やっていきたいという場合に、その道はあってもい
いんじゃないか。

その人がみずから、ヘッドハンティングじゃない
ですけれども、そういうのがあって、いや、もう新
たな道を行く、もちろんそれはそれで全然自由です
けれども、五年を超える、そういうものについては
それぐらいのことがなかったら、やはり人間やって
いけないんじゃないかなと思うんですけれども、ど
うですか。
○中野政府参考人 我々、この制度は、決して使用
者サイドだけでなく、そういう一定の高収入の高度
専門知識労働者の人にとってもかえってチャンスが
広がるという、双方にとってメリットがある仕組み
であろうかと考えております。

もちろん、当該プロジェクトに従事することによ
って、その企業に、ずっとここで無期雇用で働いて
ほしいということであれば、本人もそれを望めば、
そういう道は当然あっていいと思っておりますし、
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そういう選択はできる形になっております。
ただ、そういう形よりも、一社に、一つのところ

にとどまらず、いろいろなプロジェクトを渡り歩く
ことによってみずからの能力も高めていく、そうい
うチャンスを渡り歩きたいという人たちもいるわけ
でございまして、そこを想定して、このような道も
つくるような仕組みの法案を提案している、こうい
うことでございます。
○清水（鴻）委員 今、何か、できる道もあるとお
っしゃったけれども、できる道はないですよね、使
用者側が拒否すれば。ないですよね。ないでしょう。
残る道もあるというのは間違いですね。ないですよ
ね。いや、もう時間がないですから。ない。今の、
残る道もあるというのは間違いですよね。今答弁さ
れた中で、残る道もあると。
○田村国務大臣 限られたプロジェクトの中で働か
れる方でありまして、要は、その能力を生かすとい
う意味では、その職種がなければ、なくなってしま
えば、仮にその会社にいたって違う仕事をせざるを
得ないわけですね、その人は。

そうじゃなくて、その仕事をやりたい方、しかも
専門職種というところに実はフォーカスしますから、
当然高い評価を受けた待遇を受ける方でありまして、
そこが終われば、ずっと続けるとすれば、違う仕事
をやりながらもうちょっと低い待遇でその会社に残
るというような、そういう選択になる可能性がある
わけでありますから、その専門的に高い評価をして
もらう仕事を次も続けていきたい、その間自分の能
力も高めていきたい、こういう働き方の方々を対象
にこのような制度設計というものを考えておるわけ
であります。
○清水（鴻）委員 わかりました。

ただ、非常に能力はあるけれども、あるプロジェ
クトで活躍されたけれども、その人が今路頭に迷っ
ているというようなことが起こると、やはり余りよ
くないなと思いますし、想定されている職種も、博
士号とか、博士号の学位なんて今あったってなくた
って余り関係ないですよ。僕は一応医学博士だけれ
ども、それで何にも飯が食えませんしね。それから、
公認会計士さん、医師、歯科医師さん、獣医師さん、
弁護士さん、一級建築士さん、税理士さん、薬剤師
さん、社労士さん、不動産鑑定士さん、弁理士さん
とか、なかなか開業しても飯が食えない職種もある
んですよ。だから、そういうことを、ちゃんと現実
的なところを見て対応していっていただきたいなと
思う。

それから、いわゆる高齢者の問題ですけれども、
高齢者の方が、あるＡ社というところに勤められて
いて、Ａ社でそのまま、仮に六十歳定年で五年間働
かれて、今度六十六歳になった場合でも、いわゆる
五年超えるけれども無期限への申し出はできない、
そういうことなんですよね、この法律は。そして、
逆に言えば、六十歳までＡ社におられて、六十歳を
超えて六十一歳からＢ社に入られて、それから一年
ごとでも有期で更新されて、これが五年を超過して
いった場合は、その方は、仮に六十歳定年として、
六十六歳でもこの行使をできる、そういう理解でい

いんですね。
○中野政府参考人 御指摘のとおり、本法案の特例
の対象となる高齢者は、定年後、同一事業主または
特殊関係事業主に引き続いて雇用され、高齢者雇用
確保措置の期間を経て、すなわち、六十歳の場合で、
仮に一年契約であれば六十五歳を超えて、その後も
同一の事業主のもとにいる有期契約労働者でござい
ます。

したがいまして、今申し上げた以外の一般の高齢
者については、通常の有期契約労働者と同じ取り扱
いになるということでございます。
○清水（鴻）委員 確かに、Ａ社におられた、Ａ社
の子会社に行かれた、あるいは関連の何かに行かれ
た、これは継続して見るという基本になっています
よね。だけれども、現実に、六十歳で定年になられ
ました、必ずしもそのＡ社に残るわけじゃないです
よ。有用な人ですから、有用な人であれば、例えば、
具体的に、違うところでその力を発揮してくれと言
ってくる。

だけれども、さすがに、六十一歳から六十五歳、
まだお元気なので働いて、一年契約だけれども自動
更新みたいな形で、特別問題がなければ、それで六
十五歳になって、六十六歳になったら今度、突然無
期限にしろと言われると、実際に雇うところは、そ
の人が有能であっても、やむを得ず六十四・五歳ぐ
らいのところで切らないと仕方なくなりますよ。

僕自身が、そういう六十歳で定年になられた方を
実際雇用して、非常に優秀だから、今は五年、六年
と、体力もある場合やっていただいていますよ。だ
けれども、今度から、もしそこで無期限にしてくだ
さいと言われたら、これはちょっとさすがに、六十
六、七になられた方を無期限にということになると、
これまた考えざるを得ない。

ということは、六十四、五歳までに、五年未満に
いわゆる雇いどめをしなきゃいけないことになると
実際思うんですけれども、現実問題としてどうなん
でしょう。
○田村国務大臣 先生の問題意識、わかります。た
だ、今回の法律は、これは特例ということでござい
まして、今までずっとその会社で継続雇用されて、
六十五歳まで雇用措置という形でつながった方、こ
ういう方々は、その会社で今まで培ってきた経験、
それから能力、いろいろなものがありますから、そ
のまま働いた場合、雇いどめをなるべく受けないで、
特例という形で有期を繰り返せるというような形、
特例にしたわけであります。

先生の言われておるようなパターンの問題意識は
あるんですが、ただ、一方で、そうなれば特例じゃ
なくなるわけでありまして、その場合には高齢者は
適用除外。そうすると、やはり年齢でこのような形
で差別をするというのは問題があるのではないかと
一方で御議論がある中において今般は対象にはなら
なかったわけでありまして、今回、特例というよう
な範疇でございますので、このような形で提案をさ
せていただいているということで御理解をいただけ
ればありがたいというふうに思います。
○清水（鴻）委員 時間が来ましたのであれなんで
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すけれども、ちょっとそこで検討していただきたい
のと、一般の官庁とかが六十歳定年ですけれども、
民間の我々はもう六十五歳を取り入れているんです
よ。六十一歳から来られても、六十五歳までは逆に
雇用する、うちの定年は六十五だと。それで五年間
継続するんですよね、有期契約というのかどうか知
らないですけれども。その場合でも、やはり、では
六十六から行使されると、ほかの人の定年から今度
はまた働き出すというような矛盾が起こるので、そ
の辺のところは、大臣、ちょっと工夫をしていただ
けませんか。

また、もし僕の理解に間違いがあるんだったら、
後に説明に来ていただけませんか、そういう場合は
どうなんだということを。今申し上げましたように、
一般官庁とかで六十歳で定年になられた、うちの会
社に来られた、そして六十五歳がうちは定年なので
五年間たった、その時点で、そこから例えば無期限
になるというようなことではなくて、そこからもま
だお体が元気であればあと一年、二年働いていただ
きたいと思うけれども、そういうケースの場合、現
実にはどんな扱いになるのか、また教えていただけ
ればと思います。

この法律も、若干まだまだ難しいところがあると
思いますので、今後、運用する中でよりよくなるよ
うにということを願いまして、私の質問を終わらせ
ていただきます。

ありがとうございました。
○後藤委員長 次に、井坂信彦君。
○後藤委員長 次に、高橋千鶴子君。
○高橋（千）委員 日本共産党の高橋千鶴子です。

最初に伺いたいのは、本法案は、労働契約法第十
八条の特例が中心となった法案であります。なぜ、
労働契約法の一部改正ではなく、特措法として提案
されたのでしょうか。
○中野政府参考人 昨年の臨時国会で成立いたしま
した国家戦略特区法附則第二条におきまして、労働
契約法第十八条に定める通算契約期間のあり方に加
えまして、労働契約が適切に行われるために必要な
措置についても検討を行って、所要の法律案を平成
二十六年の通常国会に提出することを目指すことと
されたところでございます。

これを受けまして、本法案では、対象となる労働
者について、労働契約法十八条の特例を設けるだけ
でなく、労働者の特性に応じた雇用管理に関する措
置についての計画を事業主が作成し、厚労大臣が定
める基本指針等に照らして適切なものとして厚労大
臣の認定を受けた場合、特例の対象となる仕組みと
しているところでございます。

こうした内容を一体的に規定するため、労働契約
法の改正ではなく、対象となる有期契約労働者に関
する特別措置法という法形式をとったものでござい
ます。
○高橋（千）委員 余り答えにはなっていないかと
思うんです。経過はもうみんなが承知のことであり
ますけれども、だからといって、なぜ特措法なのか。
私は、このつくりからいうと、むしろ時限立法にし
た方がいいんじゃないかと思っているんです。

なぜかというのを続けて質問したいと思うんです。
労働契約法の第十八条は、ずっと議論されている

ように、有期雇用契約を二回以上反復して五年以上
たった場合、労働者の申し込みによって無期雇用に
転換するみなし規定を置いているわけであります。

昨年の臨時国会、研究開発促進法の改正並びに大
学の教員等の任期に関する法律の改正が、文部科学
委員会によって審議をされ、成立をいたしました。
大学の研究職に限って、同様の無期転換ルールの特
例を図るものでありました。

十一月二十九日、衆議院文部科学委員会で、我が
党の宮本岳志議員の質問に対し、提出者は、「これ
はそもそも、通常の民間企業の雇用とは違う、大学
や研究開発の現場という特殊な性格を持った現場に
限定をした話でございます。」こう答えています。

そこで、さらに、資料の一枚目の上段にあるよう
に、今言った発言を担保する形になっているんだと
思うんですが、この委員会は附帯決議をしているん
ですね。その一で、「本法で労働契約法の特例措置
を講じたことは、あくまで例外であることを踏まえ、
その趣旨に反して他の職種にも適用されることがな
いよう十分留意すること。」「二 雇用労働政策の
決定や法律の制定改廃は、労働政策審議会の議を経
るというこれまでの原則を変更しないこと。」

だから、よく解釈すれば、あくまで例外なんだか
ら労働契約法という名前を使いたくないというのが
皆さんの中にもあるのかもしれない。だけれども、
これはおかしいですよね。そもそも文部科学委員会
はこの法案の所管ではありません。自分たちは労政
審も経ずに勝手に特例措置を決めながら、これはあ
くまで例外であって、ほかの職種については適用す
るなと言っているじゃないですか。今後は、やると
きはちゃんと労政審を開いて決めなさいと。

大臣、これはおかしく思いませんか。
○田村国務大臣 どの法案をどの委員会に付託する
かというのは国会がお決めになることでございます
ので、政府として、それに対して物を申すというの
は適当でないというふうに思っております。

今般の法律は、中身を見ましても、研究開発力強
化法というものを議員立法で改正されているという
こと、それから、先ほど委員もおっしゃられました
けれども、研究というような分野で活躍される方々
というのは、一般の民間の企業とは異にする働き方
というような形もあるわけでございまして、そうい
うところを鑑みながら、労政審に対しては経過や法
案の概要というものを説明するということであった
わけであります。

ただ、我々も、労働というもの、雇用というもの、
こういうものに関するいろいろな法律の改正等々、
これに関しては、大きな制度改正も含めて、労働政
策審議会のもとで御議論をいただくことが前提であ
るということは変わっていないわけでございまして、
これからもそういうような方針で対応してまいりた
いと考えております。
○高橋（千）委員 まず、国会が決めることだとお
っしゃいましたけれども、それは仮に、今言ったよ
うに、研究職である大学の特殊な場面についての特
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例措置であるという仕切りを、政府としてやったん
ならいいんですよ。閣法だったら閣議決定ですから、
大臣がその閣議決定に責任を持つじゃないですか。
所管は文部科学委員会であっても、関係する厚労大
臣として認めますということで閣議決定をして案を
出すわけでしょう。

だけれども、これは、そういうのを抜きにして、
議員立法ですから、やはりそこは、議員立法で国会
が決めたんだからそれはできるんだといったら、幾
らでも例外をつくれちゃいますよ。名前は、特措法
であったり、基本法であったりして、労契法はさわ
っていないという形をとりながら、穴をあけること
ができちゃいますよ。私は、こういうことはやはり
安易にやるべきではないと指摘をしたい、このよう
に思います。

しかも、今御自分で、民間企業とは違うと、これ
は提案者が答弁したことですけれども、言っておき
ながら、今議論しているのは民間企業の契約法の話
をしているわけですから、そこで、ここだけ違うの
よということでやっているこの仕組みについて、や
り方について、やはり私は異を唱えるべきだ、この
ように思います。

そこで、契約法は昨年四月に施行されたばかりで
す。実際に無期転換ルールが初めてできるとしても、
五年後、二〇一八年、平成三十年なわけですよね。
そうすると、労働契約法は、そもそも、今読んだ資
料の下の段に検討規定がついています。政府は、附
則第一項ただし書きに規定する規定の施行後八年を
経過した場合において、その施行の状況を勘案しつ
つ検討を加え、必要があると認めるときは、必要な
措置を講ずるということで、検討規定を置いていま
すよね。

五年たたないと無期転換というのは生まれないん
だ、生まれてから三年たって状況を見て検討しまし
ょうねと言っているわけでしょう。だから、まだ実
績もなく、しかも検討規定もあるのに、なぜ今、特
例なんですか。
○田村国務大臣 労働契約法第十八条、これの施行
後でありますけれども、国家戦略特区ワーキンググ
ループにおきまして議論がなされまして、部内で検
討をいろいろとやってきたわけであります。これに
関しましては、一定の高度専門労働者に関して、国
会に対して法案を提出するようにというような旨の
内容でございまして、労働政策審議会で御議論をい
ただいて、高度な専門知識を持っておられる方々、
さらには高齢者等々、これは継続しての話でありま
すけれども、こういう部分も、これは事業主の方か
らお話があって、一定の合意を得た上で、今般のよ
うな形で法案提出という形になっておるわけであり
ます。

無期転換ルールというものは、この精神は維持し
つつ、特例という形で、今般出させていただいてお
るということでございますので、無期転換ルールの
趣旨、精神というものを曲げておるわけではないと
いうことでございまして、特例という形の中におい
て、今般、このような対応をさせていただいておる
ということであります。

なお、施行後に関しましては、またそれは一定の
検証をしながら、その影響というものに関してはし
っかりと我々としても検証してまいりたいというふ
うに思います。
○高橋（千）委員 本来なら、見直し規定まで置い
ているものを、国家戦略特区法で、特例をつくるこ
と、またその期限まで決められたわけですよね、今
国会でやりなさいと。これは労政審をちゃんと開い
て決めなさい、そこまで縛られたということでは、
私は、この成り立ち自体が非常に乱暴な議論だと指
摘をしたいと思うんですね。

それで、国家戦略特区ワーキンググループの八田
座長提案では、特区内の適用対象に限り、無期転換
しない約束を可能にするということを言っているん
ですね。これは十月四日のペーパーなんですけれど
も、どういうことかというのを、九月二十日の産業
競争力会議課題別会合の中でもう少しわかりやすく
言っているんです。要するに、五年たって無期転換
が発生するときに云々ではなくて、契約を締結する
ときに、五年を超えた際の無期転換の権利を放棄す
ることを認める、これにより、使用者側が無期転換
の可能性を気にしないで有期雇用を行える、こうい
うことを言っているわけです。だから今から決めて
おけと言っているようなものですよね。

これは明確に否定されたと思いますが、確認をし
ます。
○中野政府参考人 今先生御指摘のような議論があ
ったことはそのとおりでございまして、そのような
議論を経て、昨年秋の臨時国会で国家戦略特別区域
法が成立し、その附則によりまして、今般出すよう
な内容の法律を今通常国会に出せということでござ
いましたので、今般、我々が提案しておりますよう
に、高度の専門知識を有する有期契約者であって一
定の年収要件をクリアするもの、それから定年後引
き続き雇用される高齢者について特例対象にすると
いう内容としたものでございます。
○高橋（千）委員 聞いたことに答えていないでし
ょう。契約を締結するときに、最初から無期転換の
権利を放棄するということはしないと明確に否定し
たはずですよねということを確認したいんです。
○中野政府参考人 そういう意味では、そういう考
えは否定した上で、今国会に提出している法案内容
になっているものというふうに承知しております。
○高橋（千）委員 承知をしておりますって、厚労
省がきちっと特区法の中で、ちゃんと答えているわ
けでしょう。それをちゃんと言ってくださいよ、な
ぜだめなのかということを。
○中野政府参考人 そのときの議論でも我々申し上
げておりましたのは、あらかじめ放棄しないと契約
を結んでもらえないということで、本当に自由意思
のもとでそのようなことができるかどうかに問題が
あるということで、我々はそのような法制度をつく
るべきでないという主張を議論してきた経緯がござ
います。
○高橋（千）委員 「労使の交渉力の格差を背景と
して使用者が事実上その権利放棄を強要する状況を
招きかねず、労働契約法十八条の無期転換のルール
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の趣旨を没却するものであり、こうした有期契約労
働者の意思表示は、公序良俗に反して無効と解され
る」、このように特区法の審議の中で厚労省がお答
えになっています。

やはりこれを厚労委員会に残さなければ、特区の
議論じゃないんですよ、そこが大事なんだと。絶え
ずこれは、この先々を見越しての提案がされている
という背景がある中で、きちっと形を残しておくと
いうことが大事なのではないかということで、重ね
て指摘をさせていただきました。

そこで、大臣に、私、通告していなくて申しわけ
ないんですが、大臣が述べたことについて一言言い
たいことがあります。悪い意味ではないですので、
大丈夫です。

九月二十七日の第一回産業競争力会議フォローア
ップ分科会、言ってみれば厚労大臣が集中砲火みた
いな、有期雇用、解雇ルール、労働時間法制の雇用
三本柱、まあ医療もありましたけれども、集中的に
規制緩和を迫られたという中で、大臣が踏みとどま
っているのではないかと私は思っております。

そのときに八田座長から、グローバルな企業が有
期労働者を五年過ぎても雇いたいし、本人もそうし
たいと思っているのに、正規雇用で長く雇うことは
できないからと五年を前に解雇された、こういう事
例を紹介して、事前に五年を延ばせると、今言った
議論ですよ、今言ったように最初から決めておけば、
誰も損しないじゃないかと発言があって、大臣は、
本人も納得して事業主も納得しているんだったら、
申し込まなければ無期転換にならないんだから、五
年を超えても有期のままでいいという返事でしたよ
ね。

これはまさに正解なわけですよ。何でこんなこと
であの方たちは議論しているのかと思わず言いたく
なるんですが。

もっと言えば、何で、まだ五年たっていないのに、
五年を前に解雇するのか、これは便乗雇いどめだと
突っ込みたいところでありますが、余りにも労働法
の成り立ちを無視した議論をし過ぎです。しかも、
そもそも解雇規制に対しても、判例法理自体を、裁
判所が立法するわけでないなどと否定をしている。

幾ら何でも、大臣、これは譲ってはなりません。
これは応援の意味で質問していますが、一言どうぞ。
○田村国務大臣 どこに行っても集中砲火を浴びて
おりまして、大変つらい立場でもあるんですが。

それは私の素直な厚生労働大臣としての気持ちと
いいますか、まあ当たり前の話なんですけれども、
それを申し上げただけでございまして、今もってそ
のときの考え方が変わっているわけではございませ
ん。
○高橋（千）委員 しっかりとお願いをしたいと思
います。

ただ、呼ばれなければ困るという議論がさっきか
らされているわけですが、最後は大臣同士で決める
ことだということをおっしゃっていましたので、最
後までしっかりと頑張っていただきたいと思います。

そこで、特例の対象となるのは、三十日の委員会
で、約一万一千人という答弁があったわけでありま

すよね。これはどういうことかというと、国家戦略
特区で示された年収要件一千万円以上は大体二・
一％、高度技能活用型は三・六％、これは掛けなき
ゃいけないわけですよね。そうすると、全体の〇・
〇六％にすぎないわけです。

ただ、この方たちが全て五年を超すプロジェクト
に従事するわけではないから、さらに絞られること
になるのではないか。

もともと、有期契約は原則三年を上限とする、そ
れを例外的に五年と認める人たちが、今話題となっ
ている高度の専門的知識を有する労働者なわけです
よね。ですから、もともと例外として認められてい
る方たちなんですから、同じように、あらかじめオ
リンピックのような期間の決まっている事業として、
七年なら七年という契約を認めるというように、こ
の特例の世界で対応すればいいんじゃないでしょう
か。
○中野政府参考人 ただいま先生の御指摘は、一回
の契約で、恐らくそういう御趣旨だと思いますが、
今回の法案で特例の対象とするのは、有期契約を繰
り返して五年を超えて一定の期間に終了するプロジ
ェクトに従事する、こういうケースでございますの
で、プロジェクトのそれぞれの進捗状況等によって
適切に能力を発揮するためには、そのような種類の
類型の働き方も必要であろうということでこの特例
措置を提案している、こういうことでございます。
○高橋（千）委員 私は、本当に期限が決まってい
る、そしてその人材が必要である、そうであれば、
こういうことも可能だよねということを確認しまし
た。

もう一度。
○中野政府参考人 一回の契約では、労働基準法に
よりますと、十四条で、三年が原則、それで一定の
高度専門家は五年というのは、先ほど先生御指摘が
あったとおりでございます。

それで、一定の事業について、終期がある場合、
例えばダム工事などが典型でございますが、そうい
う事業の終了で、場所的概念としてその事業がなく
なるようなケースにつきましては、その事業の完了
までの有期契約、それは五年を超えても有効と解さ
れるような規定は労働基準法にございますが、この
法案で提案しておりますような形のものは、新たな
法的枠組みをつくらないとできないものというふう
に考えているところでございます。
○高橋（千）委員 私が言っているのは、まず、終
期が決まっているのにはそういう対応ができる、だ
けれども、やはり細切れ雇用、要するに、一回の七
年という雇用ではなくて、一年契約を結んでいって、
成果を見ながら、そういう気持ちがあるから、これ
ではうまくないんだということをおっしゃっている
んだと。わかるんです、それは。

だけれども、さっきから言っているように、〇・
〇六％掛けるさらに何％かのレアケースであるわけ
だから、そこだけのために本当にこういう法律をつ
くるんだろうか。本当に必要であれば特例でちゃん
と認めればいいだけであって、これをやはり、最初
は限定的なんだけれども、法案成立後につくられる
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省令で、年収要件や業務というのは結局省令に委ね
ることになりますから、広げることになりませんか。
○中野政府参考人 省令に委ねる高度専門知識、技
術または経験の具体的な要件につきましては、現在、
労基法十四条に基づく、先ほどもちょっと議論にな
りました、一回の労働契約期間の特例の対象の高度
専門家の例を参考に、法案成立後、労政審において
検討することとしておりまして、その際には、対象
者全員に年収要件を課すこととしておりまして、こ
れは一千七十五万円をベースに検討。

いずれも、こういう考え方につきましては、本年
二月の労政審建議で示された労使の共通理解に即し
たものでありますので、対象者が必要以上に拡大す
るような事態を招くことはないというふうに考えて
おります。
○高橋（千）委員 そうすると、これも見なければ
確実だという担保はされない、法定をしていない限
りはということを指摘したいんです。

次に、一定の期間の終期を契約書に明示するのか、
つまり、何年とか終わったときという表現ではなく
て、いついつという、何月とか、そういうふうな表
現なのかというのを確認します。

仮にそれが十年後だったとして、十年後の何月何
日と日付が明記されたとしても、そこまでずっと雇
用が約束されたことは意味しませんよね、確認をし
たい。
○中野政府参考人 まず、高度専門職を対象とする
第一種計画においては、プロジェクト等の業務の開
始日、御指摘の終了の日を記載する必要がございま
す。

それから、同時に、法案成立後、紛争を未然に防
止する観点から、労働基準法施行規則を改正いたし
まして、認定を受けた事業主は、特例の対象となる
労働者に対しまして、労働契約の締結、更新に際し、
無期転換申込権発生までの期間等を書面で明示する
ことを義務づける方針については、労働政策審議会
でコンセンサスを得ているところでございます。

無期転換申込権発生までの期間は、あくまでも有
期労働契約を反復更新してきた通算契約期間であり
ますので、御指摘のように、十年間の雇用が保障さ
れるという意味ではないということでございます。
○高橋（千）委員 改めて大臣に聞きたいんです。

さっきの答弁でもそうだったように、結局、終期
があるものだと言っていて、しかも、終期を書いて
いても、そこまで確実に雇用が約束されたものでは
ない。つまり、契約はやはり更新を重ねていくわけ
ですよね。

そうすると、その細切れの反復更新が、今までは
五年、五年も繰り返されたんだから無期転換しよう
ねという議論をしてきたのに、それが倍になるかも
しれない。つまり、不安定な時期がさらに続くこと
になるわけですよね。そういうことについて、どの
ようにお考えですか。
○田村国務大臣 今もお話ありましたけれども、高
度な専門知識でありますとか、技術でありますとか、
また経験、要は、一定の国家資格でありますとか一
定の経験に基づいた、例えば、年収要件もあります

けれども、システムコンサルタントでありますとか
デザイナーだとか技術者、こういう働き方の方々が
プロジェクトの中で働かれる、そのプロジェクトが
なくなれば、そもそも、自分がやりたい、働く仕事
自体がなくなるわけでありまして、にもかかわらず、
長期の労働契約という話になると、違う仕事をやら
ざるを得ないわけであります。

本人は、その専門職種で、自分でスキルアップを
しながら、ブラッシュアップをしながらより高い能
力をつけていきたいという方々が対象であるわけで
あります。そのために、その能力に適したような雇
用管理の措置をしなければならないということでご
ざいますから、そのような意味で、企業は、一方で、
例えばセミナーを受ける等々あれば、そういうもの
に対しての支援でありますとか、また、自己啓発の
ための休暇等々も含めてとっていただくというよう
な対応もしていただかなきゃならぬわけであります。

そういうことを含めますと、やはり、そういう方々
が選ぶような形態の働き方だというふうに御理解を
いただければありがたいというふうに思います。
○高橋（千）委員 別に、さっきの、大臣が産業競
争力会議で議論をしたように、お互いが納得すれば
という議論だってあるように、これだって、終期が
あるんだ、仕事が決まっているんだというのがわか
っているのであれば、無期雇用にしたとしても、本
人は、ここでやめたいと言う権利はあるわけです。
労基法にちゃんと労働者の権利は認められておりま
す。また、使用者側だって、仕事がなくなったんだ
ということで、合理的な理由があれば、それは解雇
ということだってあり得るわけですよね。

それを、そこは避けたい、そこは避けたいけれど
も、一年間の契約更新はやはりやっていくんだとい
うことでは、それは、延びた期間が、プロジェクト
が終わるまでの間安心できるという意味ではないと
いうことが言いたいわけですよ。それは事実ですよ
ね。
○田村国務大臣 あくまでもプロジェクトというも
のにこれは着目しております。例えば、それ以外に
もその会社に同じような職種があって、そこで働い
ている方々がおられる場合もある。しかし、これは
あくまでプロジェクトということにおいて雇用をし
ておるわけでございます。

そういう点に着目しているところから、そのまま、
先ほど言いましたように、一回の労働契約の延長と
いうようなもの、こういうものの特例でありますけ
れども、これなんかの場合も、実際問題、そこに職
場がなくなるからそのような形があるわけでありま
して、今回の場合は、同じ職場であってもプロジェ
クトというものを組んだときに、そのような形が使
えるのを、どう工夫して新たな働き方として特例を
つくるかということでございます。

そのような観点から考えれば、雇う側にしてみれ
ば、やはりプロジェクト。御本人も初めはプロジェ
クトですけれども、その職種がその会社のどこかに
あるという場合になれば、そこでまたいろいろな問
題が起こってくるわけであります。ですから、若干、
先ほど私が申し上げたのとは違った形態であるので
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はないかというふうに考えております。
○高橋（千）委員 ですから、使用者の側にだけ解
雇というリスクを負わなくてもいい、その上で、都
合のいい時間だけ雇うことができる、そういう側に
立った議論じゃないか。お互いによければ、本人だ
ってそのときにやめることができるんだからという
ことを指摘しているんですよね。プロジェクトだか
らいいんだという議論ではないし、本人の不安が消
えないということは、消えないというか、これまで
よりもふえるということは、やはり指摘をしなくち
ゃいけないなと思うわけです。

本来は、さっき言っているように、三年という期
限があり、あるいは例外だと五年という期限が労基
法であるわけだけれども、それを長期に反復雇用し
てきたことを是正するのが目的だったはずなわけで
す。

だけれども、前回の労働契約法の改正というのは、
半年間のクーリング期間を置けば、五年を超えても
実は雇用できるということが出されたわけですよね。
しかも、必ずしも半年ではない。つまり、一年間の
契約であれば半分で半年なんだけれども、もっと短
い契約であればその半分でよいということ。つまり、
六カ月の契約であれば三カ月でいいということで、
細切れ雇用をすれば、細切れを重ねていけば、要す
るに、ちょっと休めばまたずっと有期で雇うことも
可能だ。そこまで変えちゃっているんですよ、今回
の契約法というのは。

その上さらに特例まで必要ないじゃないかという
ことを重ねて聞きたいんですが、どうですか。
○中野政府参考人 クーリング期間の御指摘につい
ては先生御指摘のとおりでございますが、今回の法
案における特例は、クーリングを行わず、同一の使
用者のもとで有期労働契約を繰り返し更新した場合
における無期転換申込権発生までの期間について、
特例を設けるものでございます。

こうした特例が設けられなければ、プロジェクト
の終期が不確実な場合もある中で、プロジェクトの
進捗状況や成果に応じて高度専門職を雇用し、その
能力発揮を前提とした事業遂行を確保することは困
難であると考えられます。また、クーリングにより
労働契約を締結しない期間を設けることは、事業継
続や雇用の安定の観点からも問題を生ずることにな
ろうかと思います。

このため、本法案による労働契約法の特例は、一
回の有期労働契約の期間を定めるものではなくて、
労働者の特性に応じた能力発揮ができるよう、適切
な雇用管理に関する特別の措置とあわせて、無期転
換申込権発生までの期間の特例を設ける、こういう
ものでございます。
○高橋（千）委員 時間が来たので、残念ながら言
い切りにしますけれども、ですから、そういう指摘
もあって、さまざまだけれども、しかし、みなし規
定というものを残した。だから、その様子を見まし
ょうということで見直し規定を入れたんじゃないで
すか。それをやってもみないうちに、一人も無期転
換をされていないうちにこの特例が始まるというこ
とが、私はどうしても承服できません。

前回の法律をつくったときに、三割、三百六十万
人が無期転換になるであろうということが言われて
あったんですね。事業所の調査の中で、四割の企業
が何らかの形で無期にしていきたいと答えています
し、そのうち一％は、もう契約の最初から無期にす
ると答えています。非常に前向きだと思うんですよ
ね。

つまり、本当に必要であれば、別に五年を待たず
に無期転換をすればいいのであって、そういう努力
をしているところがあれば、まさにそういうところ
にこそ応援をするべきだと思います。

今の労働行政をめぐる議論は、原則は先送りして
例外は前倒し、いつの間にか例外が原則になる、こ
ういう傾向が非常に強いと思って、重ねて、許され
ない、反対であるということを指摘して、終わりた
いと思います。
○後藤委員長 次に、阿部知子君。
○阿部（知）委員 阿部知子です。

きょうは、中島委員を初め与野党の委員の皆様並
びに委員長に特別の御配慮をいただきまして、三十
分、質問時間をいただきました。ありがとうござい
ます。

なるべくこの法案に即してお尋ねをしたいと思い
ますが、この法案の審議にあっては、やはり今の安
倍内閣の考えられる労働法制全般の、私は改悪だと
思いますが、改革、その船がどこに行くのかという
見通しがないままに、山井委員がお尋ねになった残
業代ゼロ、そう言うかどうかは別として、労働時間
の規制を外すということで、これはかなり大きな改
正になることであります。

過労死などの問題も含めて、我が国では、ＩＬＯ
の一号条約が八時間というところですから、それに
始まって、時間規制は一切、実は国際法上では批准
していないわけで、労働基準法の三十二条で、一応、
労働時間規制のところにありますけれども、逆に言
うと、時間規制がちゃんとやられていれば過労死は
起こらなかったはずである中で、さらに時間規制を
外そうということで強い反対があるんだと思います。

今問題になっている有期雇用の問題は、私はこれ
は永遠の有期雇用と名づけて、何を言っているかと
いうと、やはり、これだけ有期で頑張れば次は無期
になるかもしれないと期待をしながらみんな頑張っ
て、でも、それがどんどんどんどん遠のいていく、
そうした永遠の有期法になりかねないと思います。
もう一つ、派遣法の改正もあって、これは何でも派
遣と。もう何でもかんでも派遣。

これだけそろうと、一体、我が国は、ワーク・ラ
イフ・バランスと呼ばれているけれども、どんなワ
ークの仕方を理想として、そこでライフ、生活との
兼ね合い、あるいは、どんな生活を理想としてワー
クとの兼ね合いをするのかがもっと明確でないと、
国民には非常に、ただ単に労働規制がずたずたにさ
れていっているという暗い未来しかイメージできな
いと思います。

よく言われるオランダ・モデルなどは、ワークシ
ェアして、パートの働き方でお互い家庭生活を重要
視する。そういうふうに進むのか、あるいは、ここ
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で言われる能力のいいとこ取りをして、どんどんそ
こで逆にスピードアップして、それを使い尽くして
いくのか。本当に根本に立ち返って考えていただき
たいなと思います。

質問の一点目は、果たして、この無期契約をある
意味で放棄させる労働契約法の十八条の例外、枠外、
らち外とすることは、労働者にとってはどんなメリ
ット、この法案はそもそも労働者にとって何が売り
なんでしょう、何がメリットでしょう、大臣に伺い
ます。
○田村国務大臣 先ほど来申し上げておりますとお
り、いろいろな経済の環境が変わってきまして、プ
ロジェクトでいろいろな仕事をする分野がふえてま
いりました。これは、国内企業が海外へ行って、プ
ロジェクトで仕事をする場合もあります。ある意味、
国際競争力という意味からすれば、世界と競い合っ
ている部分もあるのかもわかりません。経済が高度
化する中でいろいろなプロジェクトもできておる。

そのプロジェクトというもので、日本でそれをし
っかりと雇用に結びつけていこうと思うと、そのプ
ロジェクトという中においての働き方、本来ならば
会社をつくればいいのでありましょう。会社をつく
って、その仕事が終わればその時点で会社がなくな
るということになれば、そこで働いている方々は、
当然、自然とその時点で労働契約はなくなるわけで
ありますが、そういうことがなかなか頻繁にはつく
れないという中において、プロジェクトという働き
方の中において、専門的な知識というもの、また、
能力というものを生かしたい方々がおられる。

企業の中で、他の働き方というものを選ぶわけで
はなく、その専門職の中で頑張ろうと言われる方々
が、自分の能力をブラッシュアップしながら、また、
それを伸ばせる機会を得ながら、そのようなプロジ
ェクトの中において力をつけられて、また違うプロ
ジェクト等々に移られる、もしくは、それを恒久的
にやられておる企業があれば、そこに正規社員とし
て、高まった能力をもとに雇用されるという方もお
られるでありましょう。

でありますから、そういうような意味での働き方
という意味で、今般、特例として提案をさせていた
だきました。

ちなみに、商品開発でありますとか、海外への販
路の開拓でありますとか、また、海外プラント、こ
ういうところでニーズがあるというようなお話は
我々も聞いております。
○阿部（知）委員 名づけてプロジェクト転々法案
ということかもしれません。

さっき清水委員の御質問にもありましたけれども、
最も労働者としての能力がある例えば三十歳から四
十歳、この十年をそのプロジェクトにはまったとし
て、その後、どこかに八そう跳びできるかどうかと
いうことは、本当に運よくそういうプロジェクトが
そこにあればいいですけれども、今大臣は、そうい
う事案もございますというふうにおっしゃったやに
聞きましたが、私は、そういうふうにおっしゃるな
ら、せめて、さきの平成二十四年の改正のときに厚
生労働省がなさった実態調査、こんなに厚い、労働

者側と企業側、両方にアンケートを大変に細かくと
っているんですね、立法背景、ニーズがどこにある
んだろうかということを実態調査すべきだと本当に
思います。

この法案は、さきの改正がまだ一回も実施されて
いないのに、急に、五年での無期転換をまたさらに
遠くするよと言っていることであります。

大臣にお願いがあります。
そのような長期のプロジェクトのニーズはどのく

らいあるのか、これを、事業主側でも構いません、
あるいは労働者側は、五年で有期はもういい、なる
べく無期になりたい、はっきり言って無期になりた
いという方の方が大半です。全部とはもちろん申し
ません。そうなると、一体どんなものを念頭に置い
て、実態を、背景を言っていられるのか。これに次
ぐ第二次実態調査をなさっていただきたいんですが、
いかがでしょう。
○田村国務大臣 この対象となる高度な専門能力を
持っておられるそういう方々とはどういう対象者か
というのは、先ほど来お話ししておりますが、労働
基準法第十四条の、一回の労働契約期間の特例、こ
ういう方々を参考にして労政審で話をするわけであ
ります。

ここは、国家資格等々を持っている、それから、
一定の経験年数があって云々というところで、一定
の経験年数があって云々のところは、一千七十五万
だったと思いますけれども、所得要件を設けており
ます。

これも参考でありますが、今般は、その所得要件
は全部にかけるということでありますから、かなり
の高収入をもらっておられる方が対象でありますか
ら、やはりそもそもが、それなりの能力を持って、
専門的な力を持っておられる方であるわけでありま
して、そういう意味からいたしますと、そういう方々
は今どれだけおられるのかといえば、それは何万人
もおるわけではないと思いますが、一方でそういう
働き方がふえてきておるということは、これは委員
も、今の日本の国の働き方、特に海外といろいろな
ものを競争力で争っている中においては、御理解い
ただけるんだと思います。

そういう意味で、かなり交渉力のある方であると
いうことは御理解をいただく中において、その能力
を高めることによって今度は、それを専門でやって
いるところに、当然のごとく、有能な方々はうちで
ずっとやってほしいという話にもなってくるわけで
ございまして、御本人が能力をつけていく中で次の
ステージというものに上られる、そういう働き方だ
というふうに御理解をいただければありがたいと思
います。
○阿部（知）委員 大臣の、こうあってほしいとい
う思いはわからないではありません。

私がお願いしたのは、現状、そういうプロジェク
トが実態として、ニーズとしてどのくらいあるのか
を把握した方がいいですよと。これは、さきに申し
ました二十三年九月に出された報告書のときは、事
業所も労働者も調べているんですよ。労働者は何年
くらい有期を続けたいか、あるいは事業所はどう考
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えているか等々、本当にそんなプロジェクトがある
のかどうかということでお尋ねをいたしました。

次の質問に行かせていただきます。
これは、基本指針をつくって、基本計画をつくっ

て、個別の労働者との労働契約を結ぶという法の体
系をとっております。基本指針には労政審がかかわ
りますし、基本計画も、それにのっとったものであ
ると厚生労働大臣が、あるいは労働基準監督署がで
しょうか、認定をされて、でも、実際にそこにはま
ってみた労働者にとって、これはやはりちょっと話
が違うんじゃないかと思ったときは労働基準監督署
に言っていく、そこで初めて、そのプロジェクト自
身が本当にこの労働契約法の中身に合っているのか
どうかがチェックされるという枠を持っています。

でも、逆に言うと、厚生労働省としては、労働者
が、おかしいよ、これは違うんじゃないのと言い出
さない限り、みずからプロジェクトの成り行きなり、
これはちょっと違う方向じゃないかというようなこ
とをチェック、検証する機能は全くありません。労
働者が言い出せるかというと、例えば不満を言った
有期労働者に対して、かなり何回も、頻回に起こっ
ていることですが、次の契約をしないとか、ここが
有期労働者の弱いところであります。

そうなると、こういう枠組みをつくられるのであ
れば、厚生労働省、大臣が、プロジェクトの成り行
きを、単に報告を受け、あるいは労働者から争議が
上がってきただけじゃなくて、むしろ、経過をきち
んとチェックするような前向きな、監査とまでは申
しませんが、きちんと立ち入るとか検討するとかな
さったらどうでしょうか。いかがでしょう。
○中野政府参考人 事業主が作成いたします雇用管
理に関する措置の計画については、厚労大臣は、計
画の実施状況について事業主から報告を求めること
が可能となっております。

また、労働基準法施行規則を改正いたしまして、
認定を受けた事業主は、特例の対象となる労働者に
対しまして、労働契約の締結、更新に際しまして、
無期転換申込権発生までの期間等を書面で明示する、
ですから、自分はいつ無期転換申込権が発生するか
ということがわかるような形、そういうことを義務
づける方針について、労働政策審議会でコンセンサ
スを得ております。

ですから、こういうことを通じて、労働者から申
し出があれば、労働基準監督署に権限を落とします
が、そこで実態に合わなければ認定を取り消すこと
ができます。取り消した場合は効果が原則に戻りま
すので、そうした手段によって労働者保護は図れる
というふうに考えています。
○阿部（知）委員 局長、わかっていて重要な部分
をはぐらかしたんだと思いますが、労働者が言って
いかなければ事態がおかしくなっているということ
が発見できない仕組みじゃおかしいよと私は言いた
いんですね。

今の御答弁は、突き詰めれば、労働者が労働基準
監督署に、これはちょっと最初の計画とも違うし、
指針とも違っているんじゃないのと言い出さない限
り、事は何も起こらないんですよ。五年を十年にす

る、これだけの長い期間の、そして、あくまでも十
八条に特例を設けたものに対して、もう少しチェッ
ク機能が働くべきであるという指摘であります。

これは大臣も、きょう指摘させていただきますの
で。こんなやり方で本当に、さっき言った、労働者
は言い出しづらいんです。それが、有期の立場の現
実的に一番弱いところであります。だって、次の契
約を期限切れで切ればいいんですから。そういうこ
ともあるんだということも含めて、ここは、厚生労
働省がきちんと厚生労働行政にのっとってチェック
する機能を持つべきだということを指摘させていた
だきます。

次に、大臣の最初のお話ですと、これはキャリア
アップしていくんだからということで、あるいは年
収も一千万円以上なんだからということで、それだ
け聞けばいいと思いきや、私はどういう事態を想定
するかというと、実は有期と無期で一番違うのは、
年収要件が少々高くても、ちなみに、正社員より有
期の人の年俸が高いのは、この調査によれば二割だ
と言われますね。でも、それはよく考えてみると、
諸手当、住宅手当とかもろもろ手当がありますけれ
ども、その差はどうなんだ。あるいは、福利厚生は
どうなんだ。あるいは、例えば学会などの出張があ
るとします、そのときの旅費は誰が出すのか。有期
で、あなたのキャリアアップのためなんだから、あ
なたが全部持ちなさいよ、おおむねそうなります。

本当にその人のキャリアアップに何にお金がかか
るかというと、学会だって、国際学会いろいろあり
ます。行って、アップ・ツー・デートに自分の能力
や知見を高めなければ、とてもこなせない仕事も多
いでしょう。そうなったとき、単に年俸、年収だけ
で比べられない。もろもろの手当、福利厚生、ある
いは研究、研修にかかわる費用などの大きな負担が
生じるのが有期なんです。これは研究者の間でも多
く、このことは大学でも指摘をされております。

今回、それをまた民間にまで広げるわけですから、
これはもしかして不利益取り扱い、相違じゃないで
すか、正社員と有期との。ほかの人には福利厚生が
ある、あるいは手当がある、学会に行くときも費用
を出してくれる、でも有期だったら出さないという
のは変ですよね。不利益に当たりませんか。どうで
しょう。
○中野政府参考人 先生ただいま御指摘の点は、労
働契約法二十条の問題であろうかと思いますが、二
十条におきましては、職務の内容でありますとか人
材配置の状況、そういうところを勘案した上で、有
期契約労働者であることによって不合理な取り扱い
をしてはならないという趣旨でございますので、
個々の実態ごとに判断をしなければなりませんので、
一概に、今御指摘の点がどうこうというのはなかな
かお答えするのが難しいというのが現状でございま
す。
○阿部（知）委員 そんなのじゃキャリアアップも
できませんよ、一概にとか言っているんじゃ。いや、
そういうのは積極的に出しましょうと。それは、有
期労働者の個人の財産になるようなスキルアップで
も、それをも援助しましょうというならば少しはメ
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リットはありますよ。でも、一概には言えませんと
いう場合は、大体出しませんということなんですね。

本当に、現実をどれほど調査されたでしょう。各
会社は、有期の職員の、さっき言った単純な出張旅
費でもいいです、学会の研修費用でもいいです、あ
るいは三カ月短期留学するときの、もちろん有給で
行かれるんでしょうけれども、それでも費用は全然
違うんですね、正社員で行く場合と。それだけ差が
あるから、少々の年俸の多さなんて実は吹っ飛んじ
ゃうんですよ。それで、プラス十年で一番人生の旬
をそこに使う。

これは日本の労働市場にとって何がマイナスかと
いうと、中堅の最も優秀な労働者のノウハウを会社
側に蓄積できないだけじゃなくて、その人材を安定
的に開花させることができないということでもあり
ます。一概に、一般的に言わないで、実態がどうな
っているか調べてごらんになればいいです。

私は、これは大学の研究者も同じだと思います。
研究、自分に与えられる費用が少ないから、今、薬
剤会社とのいろいろな問題があります。特に学会出
張などは大変です。有期の職員だった場合はもっと
です。

そういう現状があるので、こういうふうに永遠の
有期にしないで、無期転換してきちんとキャリアア
ップしていただきたいと思います。

大臣、今の点について現状を把握する、いかがで
すか。
○田村国務大臣 どういうことを想定されているの
か、なかなかイメージしづらいんですが、プロジェ
クトの中で、自分のところの研究者とか専門職の方
も入っている、外からそういうような有期での専門
職も入れているというようなことをイメージされて
いるのかもわかりませんが。

そもそも、その会社の中での能力アップのための
いろいろな研修費等々を含めて、学会ということが
あるのかどうかはちょっと私はわかりませんが、そ
の会社の人材活用の仕組みの中において、ずっとそ
の方がおられる中においてつけられた能力というも
のを会社に還元されるというようなことであれば、
言われたように、学会の旅費まで出るのか私はよく
わかりませんが、何らかのものはあるのでありまし
ょう。

一方で、このような形でプロジェクトの中で働か
れる方に関しては、その中において、その方に対し
てのいろいろな能力開発のための措置というものは
対応いただかなきゃならないということで、そうい
うものを雇用管理の措置の中に入れていただく。こ
れは、あえて言えば労働契約法二十条で言う不合理
な労働契約の相違というもの、この範囲の中におい
てどう考えるかという話になってこようというふう
に思います。

それとは別に、今回の場合は、要は、そのような
雇用管理の措置というものを置いて、持っておられ
る能力の特性に合わせて、それを磨くための対応と
いうものを求めておるわけでございますから、その
ように整理をしていただければありがたいというふ
うに思います。

○阿部（知）委員 私が言いたいのは、それだった
ら、正規の職員としてさまざまな研修の機会をフル
に担保された方が、本当に能力ある中堅の、あるい
はこれから未来を開くような労働者並びに研究者が
生まれると思います。
○後藤委員長 以上で本案に対する質疑は終局いた
しました。
○後藤委員長 これより討論に入ります。

討論の申し出がありますので、これを許します。
高橋千鶴子君。
○高橋（千）委員 私は、ただいま議題となりまし
た専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する
特別措置法案に対し、日本共産党を代表し、反対の
討論を行います。

反対する第一の理由は、労働契約法の無期転換申
込権に特例を設ける理由が存在しないからです。

有期契約労働者は千四百四十二万人にまで拡大し、
契約更新を繰り返しながら、雇いどめの不安にさら
されています。無期転換申込権は、こうした雇用の
安定を求める労働者の願いに応えて、仕事が継続し
ているにもかかわらず有期契約を繰り返すような、
有期労働契約の濫用的な利用を抑制するために創設
されたはずです。

その適用は昨年の四月一日以降の有期労働契約か
らとされたため、今の段階で無期転換申し込みが行
われた事例は生まれていません。実績もないうちか
ら、なぜ特例を設ける必要があるのでしょうか。無
期転換申込権への企業の対応状況に関する調査では、
四割の企業が何らかの形で無期契約に転換していく
と答えており、こうした流れを促進することこそ求
められています。

第二は、特例の対象が拡大する懸念が大きいから
です。

法案は、対象労働者の範囲について、高度専門的
知識等を有する、一定額以上の年収を要件とするな
ど、あたかも限定されるかのように言いますが、そ
の具体的な内容は省令で定めるとされており、省令
を変更すれば対象を大幅に拡大できる仕組みとなっ
ています。

そもそも、今回の特例措置は、無期転換の可能性
を気にせず有期雇用を行えるようにしたいという財
界の要求から出発したものであり、到底認められま
せん。

第三は、定年後に有期契約で継続雇用される高年
齢者を無期転換申込権の対象外とすることは、働く
高年齢者の雇用を一層不安定にするからです。

六十歳から六十四歳の雇用される高年齢者の約六
割が非正規であり、その六割から七割が、就業する
理由として経済上の理由を挙げています。こうした
実態からすれば、継続雇用される高年齢者にも安定
した雇用の確保が必要なのは当然です。

最後に、本法案は、労働政策立法は三者構成の労
働政策審議会で協議するという国際的な大原則を踏
みにじり、国家戦略特別区域法の附則第二条で、無
期転換権が発生する期間のあり方、今国会への法案
提出など、立法内容や法案提出時期まで指定し労政
審に押しつけるという異常なやり方で提出されまし
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た。また、その内容も、全ての有期雇用契約労働者
に付与された無期雇用転換の権利を行政の裁量で制
限するものであり、断固認められません。

以上を述べ、反対討論とします。（拍手）
○後藤委員長 以上で討論は終局いたしました。
○後藤委員長 これより採決に入ります。

内閣提出、専門的知識等を有する有期雇用労働者
等に関する特別措置法案について採決いたします。

本案に賛成の諸君の起立を求めます。
〔賛成者起立〕

○後藤委員長 起立多数。よって、本案は原案のと
おり可決すべきものと決しました。

お諮りいたします。
ただいま議決いたしました法律案に関する委員会

報告書の作成につきましては、委員長に御一任願い
たいと存じますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○後藤委員長 御異議なしと認めます。よって、そ
のように決しました。
○後藤委員長 次回は、来る六日金曜日午前八時五
十分理事会、午前九時委員会を開会することとし、
本日は、これにて散会いたします。

平成 26 年 10 月 21 日 参議院厚生労働委員会
○委員長（丸川珠代君） ただいまから厚生労働委
員会を開会いたします。

委員の異動について御報告をいたします。
昨日までに、小見山幸治君、木村義雄君、武見敬

三君及び三原じゅん子君が委員を辞任され、その補
欠として西村まさみ君、長峯誠君、馬場成志君及び
石田昌宏君が選任されました。
○委員長（丸川珠代君） 政府参考人の出席要求に
関する件についてお諮りをいたします。

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する
特別措置法案の審査のため、本日の委員会に、理事
会協議のとおり、厚生労働省労働基準局長岡崎淳一
君外九名を政府参考人として出席を求め、その説明
を聴取することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○委員長（丸川珠代君） 御異議ないと認め、さよ
う決定いたします。
○委員長（丸川珠代君） 専門的知識等を有する有
期雇用労働者等に関する特別措置法案を議題といた
します。

本案の趣旨説明は既に聴取をしておりますので、
これより質疑に入ります。

質疑のある方は順次御発言を願います。
○津田弥太郎君 民主党の津田弥太郎です。

本日から、専門的知識等を有する有期雇用労働者
等に関する特別措置法案に対する審議が始まりまし
た。

先週木曜日に行われました大臣所信に対する質疑
の際に指摘をいたしましたが、この法案は民主党政
権下の平成二十四年、第百八十回通常国会において
成立をしました労働契約法改正に穴を空けるもので
あります。

当時、私は担当政務官でありまして、いわゆる非
正規労働者の多くに共通する特徴として、労働契約
に期間の定めがある、すなわち有期雇用であるとい
う実態がございました。今でもそうであります。し
かも、この一回の労働契約期間というものが大変短
い細切れになっている。したがって、正社員と比べ
て雇用の不安定さ、それから待遇の格差、それから
職業能力形成の不十分さ、これらが課題となってお
ったわけであります。何とかして有期労働者が安心
して働き続けられる社会の実現を図らなければなり
ません。そういう思いで労政審で議論を行い、公労
使三者の一致によって有期労働契約が五年を超えて
反復更新された場合、労働者の申込みにより無期労
働契約に転換させる仕組み、いわゆる無期転換ルー
ルを創設することになったわけであります。

今回、こうした無期転換ルールに二つの例外を設
けようとするわけでありますが、冒頭に、この無期
転換ルールそのものの意義はいささかも変わってい
ないのかどうか、大臣にお伺いします。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今、津田委員からお話
ございましたように、平成二十四年の労働契約法の
改正で今御指摘の無期転換ルールというものを導入
をしたわけでありますが、これは有期労働契約の濫
用的な利用を抑制して雇用の安定を図るということ
を目的に導入をされたものでございます。

今回の法律は、今お話がありましたように、二つ
の例外に限ってのみの話でありまして、労使の代表
が入った労政審で検討結果を得て、それに基づいて
無期転換ルールの趣旨に反しない範囲で、一つは高
度の専門的な知識等を有する有期雇用労働者、そし
て二つ目は定年後に継続雇用される有期契約の高齢
者、この二つのジャンルに対象を限定をいたしまし
て特例を設けるものでございまして、無期転換ルー
ル自体の趣旨を変更するものではございません。

また、事業主が特例の対象となる労働者の特性に
応じた雇用管理に関する措置についての計画、この
計画を作成して、厚生労働大臣の認定を受けなけれ
ば特例の対象としてはならないという仕組みでもあ
り、無期転換ルールの意義や位置付けは、今先生お
っしゃったように、何も変わらないということでご
ざいます。
○津田弥太郎君 それでは、そのような状況におい
て、なぜ今回の法改正が政府から提案されるに至っ
たか。

これ、御案内のとおり、この法案は昨年の臨時国
会において、本委員会ではなくて内閣委員会で成立
をしました国家戦略特区法の附則第二条に基づく対
応ということになるわけですが、当然ながら、突然
に特区法の附則が定められたわけではありません。
そこには背景がある。そもそも、そのきっかけは、
産業競争力会議のワーキンググループが特区内の一
定の企業に対し三つの特例措置を認めることを検討
したことだというふうに承知をいたしております。

この三つの特例措置というのは、今出ている有期
雇用、それから解雇のルール、それから労働時間、
この三つなんですね。この有期雇用については、有
期の労働契約締結時に、労働者側から五年を超えた
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際の無期転換の権利放棄を認めるということで最初
提案があったわけであります。

まあ産業競争力会議のメンバー、ああいうメンバ
ーでありますから、労働者側から事前に権利放棄す
ることのどこが悪いんだということを言いそうな人
ばっかりであります。ところが、これに対し厚生労
働省は、労働者側からの権利放棄であっても認めら
れないとの見解を産業競争力会議の特区ワーキング
グループに示したんです。

どのような論拠によってそのことを示したのか、
山本副大臣、御説明ください。
○副大臣（山本香苗君） 御説明させていただきま
す。

個々の企業と有期契約労働者の交渉力に格差があ
る中で、有期契約労働者にあらかじめ無期転換申込
権を放棄させるルールを認めるということは、雇い
止めによって雇用を失うことを恐れる労働者に対し
て使用者が無期転換申込権の放棄を強要する状況を
招きかねず、労働契約法第十八条で定められた無期
転換ルールの趣旨を没却してしまうものと考えてお
ります。

このため、厚生労働省といたしましては、有期契
約の締約時に労働者からの無期転換申込権の事前放
棄を認めることは適切ではないのではないかという
説明を行わせていただいたところであります。
○津田弥太郎君 そのとおりです。

厚生労働省は、先ほどの三つの特例措置全体に関
し、そもそも雇用分野は特区にはなじまないんだと
いう見解を産業競争力会議のワーキンググループに
示したわけです。その理由についても、山本副大臣、
分かりやすく説明してください。
○副大臣（山本香苗君） 続けて答弁させていただ
きますが。

おっしゃったとおり、雇用分野の基本的なルール
である労働基準法や労働契約法等におきましては、
一部の地域や企業を対象として試行的にルールを適
用除外したり、また特例措置を講ずるということに
つきましては、国民の勤労権を法の下で平等に保障
する必要性や企業間の公正な競争条件を確保する観
点から慎重に検討すべきものであると考えておりま
して、そうした趣旨につきまして種々説明をしてき
たところでございます。

一方で、国家戦略特区は成長戦略の重要な柱でも
ございまして、雇用分野において産業の国際競争力
等を支える労働者が意欲や能力を発揮できるように
していく観点から、政府としてどのような対応が可
能かどうかということで関係省庁と検討を重ねてま
いりまして、今般の検討になった、今回の結果にな
った、対応策になったということでございます。
○津田弥太郎君 つまり、労働側からの無期転換権
の事前放棄は認められないということ、そして、そ
もそも雇用分野は特区になじまないということ、ど
ちらも当時の厚生労働省の主張はもっともなんです。

大臣にお伺いします。先週木曜日の私の質問に対
し、大臣はこのような答弁をされました。大臣の答
弁の、私じゃないですよ、大臣が言ったこと。私も
今、厚生労働大臣という立場を頂戴した以上は、こ

の目的も使命も責任もやはり厚生労働行政の実現の
ためにやるということですから、産業競争力会議に
対しても是々非々でやっていく。是々非々というこ
とをおっしゃいました。

この大臣の答弁を踏まえるならば、先ほどの厚生
労働省の二つの主張、すなわち、労働者側からの無
期転換権の事前放棄は認められないということ、そ
して、そもそも雇用分野は特区になじまない、この
二つ、塩崎大臣の下でも変わることはないというこ
とでよろしいですね。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど引用していただ
きました前回の質疑の際の私からの答弁は、そのと
おりでございます。そして、今、この無期転換ルー
ルの趣旨を没却する危険性については、認識は今、
山本副大臣からお示しをしたとおりで、国家戦略特
区をめぐります議論の際に厚生労働省として申し上
げたことは先ほどの副大臣の御答弁したとおりで、
現在でも変わらないものだというふうに思っており
ます。

一方で、本法案は、こうした中で、国家戦略特区
が成長戦略の重要な柱だということは先ほど山本副
大臣から申し上げましたけれども、政府としてどの
ような対応が可能かという観点から関係大臣間で真
摯に協議を重ねた結果を踏まえたものだと思ってお
ります。

基本的には、労働基準法とか労働契約法とか、言
ってみれば労働政策の基本的な法律については、や
はりこれは全国一律に国民の権利として与えられる
ものが基本でありまして、また、企業間の公正な競
争条件を確保するという観点も先ほどの答弁のとお
りでありますので、今後とも厚生労働大臣として、
国民が安心して働き、そして意欲や能力を十分に発
揮して、それで経済社会の発展に貢献できるように、
私としても厚生労働行政に励んでまいりたいという
ふうに思っております。
○津田弥太郎君 そういう答弁で結構であります。

そこで、その厚生労働省がそういうふうに言った
ものだから、産業競争力会議はどうしたか。事前放
棄ではなくて、一定の労働者について無期転換権行
使の例外とする、そして、そのような対応を一部の
地域ではなくて全国に行うと。こういう戦術の方向
転換をしたわけでありますが、これ冒頭に指摘した
とおり、昨年の臨時国会で成立した特区法の附則第
二条にそのことが明記をされてしまいました。本当
にしつこいと思います。

具体的には、三つの内容が附則には書かれている
わけです。その中の一つが、検討に当たって「労働
政策審議会の意見を聴かなければならない。」とい
うものであります。この「聴かなければならない。」
という文言、これは労働基準法第九十条、就業規則
の作成、変更の際の労働者の意見聴取義務と同じ書
きぶりであります。つまり、単に形式的に聞きおく
こともあり得ると誤解されかねません。

一方で、厚労省のホームページ、労働分野の法律
改正等については、労働政策審議会における諮問、
答申の手続が必要というふうに書かれているわけで
あります。そして、先週の木曜日、塩崎大臣もこの
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ように発言されました。厚生労働省は労働政策審議
会を基本にしてここで審議をして政策をつくってい
く、労働法制の見直しについては労働政策審議会で
議論を尽くすというふうに塩崎大臣はおっしゃった
わけであります。この答弁は、ＩＬＯの精神を踏ま
えた大変大事な内容であります。

そこで、お尋ねをします。「労働政策審議会の意
見を聴かなければならない。」という文言の持つ意
味、これは単に形式的に聞きおくということでは認
められず、ただいま御紹介した大臣の答弁や、厚労
省のホームページに記載されたとおりの役割を労政
審が果たすことになる、今回の法改正についても労
政審はそのような役割を果たした、そういう認識で、
大臣、よろしいですね。
○国務大臣（塩崎恭久君） 国家戦略特別区域法の
附則第二条で今先生御指摘の検討規定があるわけで
ありますが、その対象となっております無期転換ル
ールの通算契約期間の在り方等が労働法制における
重要な事項であるということから、具体的な制度設
計につきましては労政審でこの意見をしっかりと聴
くということを併せて規定したものだと思っており
ます。

こうした経緯を踏まえて、今回の法案の検討に当
たりましては、昨年末から労政審で六回、特別部会
を設けて御議論をいただきました。労政審の労働条
件分科会有期雇用特別部会という特別部会をつくり
まして、そこで六回にわたって御議論いただいて建
議をいただいたということで、具体的な法案の内容
を決定をいたしまして、今回提出をさせていただい
たということでございます。

このように、今回の法案の内容は、公労使が参加
しております労政審で十分な議論を経て、労使の実
態に即した内容になっているものというふうに認識
をしております。
○津田弥太郎君 そうしますと、この特区法の附則
第二条第三項との関係、ここが問題になってくるわ
けです。この附則第二条第三項には、「政府は、特
定措置を講ずるために必要な法律案を平成二十六年
に開会される国会の常会に提出することを目指すも
のとする。」と書かれておりました。仮に、この「目
指すものとする。」という言葉が限りなく法案の提
出という結果を意味することになると、労政審の役
割というのは極めて小さなものになるわけです。

つまり、今回の法案については、結果的に公労使
三者の意見がまとまったからよかったんです。労政
審の諮問を行った場合に、完全に意見が対立したと
か、あるいは公労使が一致してそんな法律は要らな
いというようなケースが出てくる可能性も可能性と
してはあるわけです。その際に、既に立法府におい
て法案の提出が決まっているのだから労政審が何を
言おうと関係ないというふうになりますと、これは
労政審の意見は聞きおくだけになるわけであります。

その意味で、今後のこともあるので、特に来年が
危ない、確認をさせていただきたいと思います。

この「目指すものとする。」という意味。厚生労
働省として、状況を丁寧に労政審に説明し、法案提
出に向けたプロセスとして労政審における審議を行

い、可能な限りその取りまとめを目指す、取りまと
めを目指すということで、言い換えれば法案提出と
いう結果を確約したものではなかったということ、
そういう理解で、大臣、よろしいでしょうか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほどの特区の法律の
附則の二条の検討規定は、昨年の十月に日本経済再
生本部、政府のですね、ここで決定をいたしました
国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針の
内容を法案化したものでございます。

検討方針におきましては、所要の法案を提出する、
提出するというふうになっておりましたが、国家戦
略特別区域法の規定においては、同様の規定の先例
も踏まえまして、例えば、これ平成二十五年のプロ
グラム法ですか、持続可能な社会保障制度の確立を
図るための改革の推進に関する法律の第四条の六項
にも、「政府は、第四項の措置を平成二十九年度ま
でを目途に順次講ずるものとし、このために必要な
法律案を平成二十六年に開会される国会の常会に提
出することを目指すものとする。」と、こんなふう
な書きぶりをしているわけでありますけれども、御
指摘のとおり、法案の提出を目指すものとするとい
うふうに今回の法律にはなっているところでござい
ます。

いずれにしても、特別措置等の具体的な内容につ
いては、今もお話し申し上げたように六回の労政審
での議論を重ねて、そして、それに結論を得て対応
するということに関しては検討方針と同様であって、
厚生労働省としてはこれらを踏まえて労政審での議
論をお願いし、本法案の提出に至ったということで
ございます。
○津田弥太郎君 ちょっと分かりにくい。

これ、目指すものとするというのは、それはそれ
で私はやむを得ないと思います。ただ、この労政審
の議論は、言ってみれば縛られて結論ありきで議論
しろということでは、これは困るわけです。そこは、
それは目指すんだけれども、そのことを前提にして
議論をしていただきたい、しかしその結論について
は労政審の議論に任せるということでなければ労政
審の意味がなくなっちゃうわけですね。そこはきち
っともう一回答弁してください。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生おっしゃるとおり、
目指すものとするということになると、目指さない
といけないわけですね。目指すためにはいろいろや
らなきゃいけないと。その大事なステップがこの労
政審での議論ということで六回やらさせていただい
たわけでありまして、民主主義の国で、私ども自公
政権はステップを大事にするということでもござい
ますので、こういった基本的なルールの例外規定を
設けるというようなことは大変重要なことでありま
すから、労政審の中で議論を尽くして、その上で法
律を作るということで、今回もそうさせていただい
ているということでございます。
○津田弥太郎君 私の理解は、労政審で自由に討議
をしていただいた結果、今回は法案提出になったけ
れども、その結果として労政審ではこれは難しいよ
という場合になったら、それも尊重されるというふ
うにおっしゃったというふうに理解をいたしました。
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それでは、そうした法案提出の背景を踏まえて、
具体的な質問になるわけですが、高階政務官にお聞
きしたいんですが、この有期労働者の無期転換権を
定めた労働契約法の改正は、昨年の四月一日に施行
されて一年七か月。ということは、一年の契約して
その後五年とか、半年やって半年やってその後また
五年とかと、そういう人はもう、つまり五年を超え
る契約を結んだことになるわけですが、この無期転
換を果たした労働者が存在をしても、非常に少ない
かもしれませんが、おかしくはないわけであります。
実際に申込みを行って労働契約が無期に転換した労
働者は何人いますか。
○大臣政務官（高階恵美子君） 委員御指摘のとお
り、昨年四月に施行されました無期転換ルールにつ
きましては、通算契約期間のカウントが始まったと
ころでございまして、これまでのところ無期転換し
た労働者数については把握をされてございません。

しかしながら、無期転換ルールによる期間の算定
の対象となる有期労働契約は昨年四月以降に締結し
たものに限られておりますとともに、有期労働契約
の多くが、これ、サンプル調査では八五・一％の方
が一年以内ということに設定されている。この現状
に鑑みれば、無期転換ルールによりまして無期転換
した労働者が多数になるとは想定されていないとこ
ろでございます。
○津田弥太郎君 いろいろおっしゃいましたけれど
も、把握をされておらない。

これ、厚生労働省として、前回の労働契約法の改
正により何人の労働者が無期転換権を手に入れたか
ということは把握をしていないわけですね。現時点
では一人の労働者も無期転換をしていない可能性が
高い。おっしゃるように、せいぜい一年ぐらいの期
間の契約ですから、まだ一年七か月ですから、そう
いうことになるわけです。

そういう状況の中で、早くも無期転換に例外を設
ける、つまり、この法改正による、言ってみれば結
論がどんな状況が出ているのかも検証ができない中
で例外をつくるということが今提案されているわけ
であります。

実は、この労働契約法の無期転換権について、今
回の法案とは別に、皆さん御案内のとおり、研究開
発力強化法及び大学の教員等の任期に関する法律の
二つの法改正が議員立法で行われて、もう今年の四
月から例外が設けられているわけです。加えて、今
回、高度専門労働者と定年後引き続いて雇用される
者についても例外とされようとしている。私は、こ
れ本当に危機感を持っているわけであります。

労働契約法は、我が国における労働分野の制定法
の中で基本法の一つを成すものであります。そうし
た重要な法律に例外がどんどん設けられている。こ
れ、気が付いたときは無期転換ルールの対象となる
労働者がむしろ限定的になっていくんじゃないか。
派遣のときもそうでした。極めて限定的な業種に限
っていたのが、もうすぐ衆議院で議論が始まるよう
でありますけれども、どんどん広がっていく。これ
は本当にそういう形でいいんだろうか。私は本当に
疑問に思うわけです。

大臣に確認します。この無期転換ルールの例外、
これ以上は絶対に増やさない、そういう確約してい
ただけますか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほどお話し申し上げ
たように、この労働契約法の無期転換ルールという
のは雇用に関わる本当に基本的なルールでございま
す。

こういったものについては、労政審で、現場の実
態を熟知しておられる労使の両サイドの御意見をし
っかりと踏まえた上でやるということで、先ほど申
し上げたように、六回の特別部会での議論を経て今
回の法律になったわけでありますが。

今回、二つのジャンルが対象になるわけでありま
すけれども、この二つ目の高齢者の方につきまして
は、むしろこの労政審の中から意見が出てきて加わ
ったもので、むしろ特区の方で議論が行われたのは
第一番目のジャンル、特別にエクスパティーズを持
っていらっしゃる方々の話だったわけですね。とこ
ろが、労政審で議論を委ねたところ、実は高齢者に
ついても、本当はこういうふうに、今回のような御
提案申し上げているようなことをやった方がいいと
いうことが出てきた上でこのような法律になってい
るということであります。

そういうことで、本法案の内容のベースとなった
労政審の建議は、現時点での労使双方の意見を幅広
く提示をしていただいた上で議論を重ねて取りまと
めたものでありまして、本法案に盛り込んだ内容の
ほかには新たな特例の対象を検討はしておりません。
○津田弥太郎君 分かりました。これ以上は増やさ
ないということを確約していただきました。

それでは、今回新たな例外として提案された二つ
の類型のうち、高度専門労働者についてお尋ねをし
ます。

この類型の労働者に関して、法案の第二条で年収
に関する縛りを設けているわけでありますが、岡崎
局長、該当する部分を読み上げてください。
○政府参考人（岡崎淳一君） この法案におきまし
て、専門的知識等を有する有期雇用労働者の賃金に
つきまして、第二条第三項第一号で規定されており
ます。具体的には、「事業主との間で締結された有
期労働契約の契約期間に当該事業主から支払われる
と見込まれる賃金の額を一年間当たりの賃金の額に
換算した額が厚生労働省令で定める額以上である者
に限る。」という規定でございます。具体的には、
これに基づいて厚生労働省令を定めることになって
おります。
○津田弥太郎君 お答えいただいたとおり、条文上
は、この年収要件は厚生労働省令で定める額以上と
いうふうになっているだけなんです。定量的にも定
性的にも何らの手掛かりがない。ところが、労政審
の議論あるいは通常国会で行われた衆議院の議論に
よれば、年収が一千七十五万円以上である者を想定
しているということが明らかになっているわけであ
ります。恐らく、この法案が成立した場合、実際に
もそのようになるんだと思います。

であるならば、やはり条文においても少なくとも
定性的な記述をすべきであったと私は思うんです。
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ここ大変重要なところなんです。この点は、衆議院
において維新の党の重徳議員も主張されていたとお
りであります。私は、この年収要件について国家戦
略特区法の附則第二条や労政審の議論を踏まえるな
らば、本来はこのように記載すべきであったと考え
るんです。読み上げます。常時雇用される一般の労
働者の一年間当たりの賃金の額の一般的な水準を相
当程度超える額であって、厚生労働省令で定める額
以上の額、これが正しい記述の仕方ではないかとい
うふうに思うんです。

山本副大臣、これ法案を提出した厚生労働省とし
ても、条文には書いていないだけで、気持ちは今私
が言ったとおりであるというふうに言っていただけ
ますか。
○副大臣（山本香苗君） 基本的な認識は同様であ
ると思っておりますが、おっしゃったとおり、二条
三項の第一号におきましては、高度専門職の年収要
件について厚生労働省令で定める額とされておりま
す。

国家戦略特別区域法では、年収が常時使用される
一般の労働者と比較して高い水準になることが見込
まれる者に限ると規定されています。また、労政審、
この二月に取りまとめた労政審の建議でも、国家戦
略特別区域法において、対象者はその年収が常時使
用される一般の労働者と比較して高い水準となるこ
とが見込まれる者に限ることとされていることに留
意するものとするとなっております。

また、労政審の建議の中では、労働基準法十四条
に基づく一回の労働契約の期間の特例に係る一定の
対象者の年収要件とされている一千七十五万円を参
考に、法案成立後改めて労政審において検討するこ
ととされておりまして、こうしたことを踏まえて、
年収要件につきましては法案成立後、労政審におい
てしかるべき水準をきちんと念頭に置いて検討され
るものだと認識しております。
○津田弥太郎君 気持ちは同じであると素直に言っ
ていただいていいんですよ、全然構わないですよ、
厚生労働省はそういうふうに考えているんですから。

さて、この年収要件について更にお尋ねをしたい
と思います。

厚生労働省令によって年収換算で一千七十五万円
以上ということになったといたします。そうします
と、先ほど高階政務官からも答弁ありましたが、こ
の年収要件について条文上は「見込まれる」となっ
ているわけであり、締結された労働契約上どのよう
に規定されたかということだと思いますが、この確
認が第一点。それから、関連して、海外プロジェク
トにおいて外貨建てで賃金が支払われる場合の換算
レート、これがどうなるかが第二点。そして、あく
までも契約時に見込まれたとしても、実際にその額
が支払われなかった場合にどうなるか、これが第三
点。最後に、成果給的な賃金になっていた場合は、
あくまでも一千七十五万円プラスアルファという契
約内容になっていないといけないということなのか
どうか、これが第四点。

まとめて岡崎局長。
○政府参考人（岡崎淳一君） 労働契約法につきま

しては、民事法規でございますので、最終的に紛争
が生じましたら司法判断ということになりますが、
私どもの考え方としましては、今労働基準法第十四
条におきまして同じような形で年収要件を定めてお
ります。それの際の解釈、運用が参考になるという
ふうに考えているわけでございます。

その際に、見込まれるということでございますが、
これにつきましては、個別の労働契約でありますと
か、あるいは就業規則等におきまして具体的な額を
もって支払われることが約束されているということ
でございます。そして、それが支払われることが確
実に見込まれるということで、解釈例規を出してい
るところでございます。こういう考え方の下に、こ
れを参考に運用されるべきだというふうに考えてい
ます。

一切減額されてはならないかということにつきま
しては、この解釈の中で、労働者の側の事由におき
まして休業、欠勤等があったような場合につきまし
ては減額されても見込まれるの範囲内だろうという
ふうにはなっておりますが、それ以外の使用者側の
理由でということについては、ちゃんとやっていた
だかなければいけないということになるというふう
に思っています。

外貨建て等の場合につきましては、今後の対応と
いうことにもなりますが、私ども今考えております
のは、やはり日本円の換算でしっかりやっていただ
くということが基本であろうというふうに思ってい
ますし、成果給の場合につきましても、最低でもそ
の決められた年収額を上回るということが何らかの
形で確保されているということが基本になるだろう
というふうに考えております。
○津田弥太郎君 第三点、答弁なかったんですけど。
○政府参考人（岡崎淳一君） 三点目は、要するに
労働者側の事由等で、欠勤等で支払われなかった場
合につきましては見込まれるの範囲に入りますが、
それ以外の場合にはというふうにお答えいたしまし
た。
○津田弥太郎君 分かりました。

この高度専門労働者には、年収要件以外に、そも
そも高度の専門的知識等を有するかどうかというこ
とが要件になるわけであります。この点について、
高度専門労働者が関わるプロジェクトが厚労大臣の
認定を受けているということと、当該労働者自身が
高度専門的知識を有しているということの二つが必
要になるわけです。先ほどの年収要件以上に抽象的
な判断基準になり、労使間でトラブルが生じること
も考えられるわけであります。

一般的なケースで法務省にお尋ねします。
ある有期労働者が、最初に雇入れされたときには

特措法に基づく特例の適用はなく、契約を反復更新
して五年超となれば無期契約に転換できると期待を
しておりました。ところが、特措法が成立をして、
採用二年目に事業主が厚労大臣から認定を受けて、
当該労働者も特例の対象となってしまった。当該労
働者は、自分の業務が特例の適用対象となることに
ついて納得できず、契約期間が五年超となった時点
で事業主に無期転換を申し込み、事業主がこれを認
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めないので民事訴訟を提起をし、期間の定めのない
労働契約上の地位を有することの確認を求めたとし
ます。

この訴訟において、労働者が自分の従事する業務
が特例適用対象とされたことに関して憲法違反や公
序良俗その他の強行法規違反という主張をすること
が考えられるわけですが、その場合、裁判所は判断
を回避することになるのか、それとも、これらの主
張について判断する判決を下さなければならないか
どうか、お答えください。
○政府参考人（金子修君） 委員の御質問は、有期
雇用契約を締結している労働者が、労働契約法第十
八条の適用を前提とした雇用契約上の地位の確認の
訴えを提起したような事案、これを念頭に置かれて
いると思います。

このような事案におきまして、当該労働者が、こ
の法案の成立、施行によりまして労働契約法第十八
条に基づく期間の定めのない労働契約への転換が認
められなくなったとして、憲法違反あるいは公序良
俗その他の強行法規違反を理由に無効の主張をする、
これ自体は可能なことかと思います。

次のお尋ねの憲法判断を行うか否かという点です
が、最終的には個別具体的な事案において裁判官が
判断されることでありますけれども、一般論として
申し上げれば、裁判の結論を出す上で憲法判断をす
る必要があるという場合には、しかるべく憲法判断
がされることになるというふうに思います。

また、民法九十条の公序良俗違反のような強行法
規違反の主張がされた場合につきましても、これに
つきましても最終的には個別具体的な事案において
裁判官が判断されることではありますけれども、実
質的に憲法違反の主張となっている場合はともかく、
ある法律そのものが民法九十条の公序良俗違反等と
して無効になるということは通常考えられないと考
えております。
○津田弥太郎君 それでは、労働者が憲法違反や強
行法規違反の主張をすることには無理があると考え
て、ほかの対応を目指したといたします。その際、
前提としてお尋ねをするんですが、厚労大臣のこの
認定というのは行政処分性を有するかどうか、高階
政務官、端的にイエス、ノーでお答えください。
○大臣政務官（高階恵美子君） 厚生労働大臣が認
定することによって一定の法律の特例効果が生じる
ことから、本法案による厚生労働大臣による計画の
認定についても行政処分性を有するものと考えてご
ざいます。
○津田弥太郎君 そうすると、自分の従事する業務
を特例適用対象とされたことについては合理性がな
いと考える有期労働者にとっては、二つの選択肢が
考えられることになるわけです。一つは、プロジェ
クトの認定そのものを行政訴訟で争う、もう一つは、
プロジェクトの認定そのものは争わないものの、プ
ロジェクトに携わる労働者の中には単なる事務員と
いった存在もあるわけですから、自らが特例対象か
どうかを民事訴訟で争う。

法務省、こういう理解でよろしいでしょうか。
○政府参考人（金子修君） ある労働者と事業主と

の間の労働契約につきまして本法案第八条第一項が
適用されるための要件が、今先生御指摘のとおり、
当該事業主が第一種計画の認定を受けていること、
それから、当該労働者が第一種特定有期雇用労働者
に該当すること、この二点であろうと思いますので、
そのことを前提にお答えします。

労働者がこの第八条第一項の適用がないと主張す
る方法としましては、今二つの要件、このいずれか
がないということを主張することとなると思われま
す。そうしますと、それぞれの要件に対応して、委
員御指摘のとおり二つの方法があるというふうに思
っております。若干敷衍しますと、まず、特定有期
業務が専門的知識を必要とするものではないなどと
主張しまして、厚生労働大臣のした第一種計画の認
定の違法、これ行政処分と今お話がありました、こ
れを争う方法が考えられます。具体的には、労働者
が行政事件訴訟として当該認定の取消し訴訟を提起
し、行政処分である厚生労働大臣の認定の違法性を
争うというようなことが考えられます。

次に、労働者が、自らが専門性のない事務的な業
務に従事しているにすぎない、したがって自分は第
一種特定有期雇用労働者ではないので、この法案の
八条一項に規定する特例は適用されないなどと主張
する方法が考えられます。これは、具体的には、労
働者が例えば事業主に対する期間の定めのない労働
契約上の地位の確認を求める民事訴訟におきまして
そのような主張をするということが考えられると思
います。
○津田弥太郎君 そのとおりだという答弁でござい
ます。

そうすると、今回の法案は、労働者にしてみると
選択肢が狭められ、一方で使用者側にしますと選択
肢が増える、そういう法案なんですね。現行法の下
で、労働者は有期雇用を五年超更新しても、その会
社に縛られたくない、自由に転職してキャリアアッ
プをしたいと考えれば、無期転換権を行使しなけれ
ばいいんです。必ず無期にならなければならないと
いうわけではない。しかし、今回の法改正により、
高度専門労働者についてはそうした選択肢が閉ざさ
れることになるわけです。

私は、その意味で、計画中に定められる雇用管理
に関する措置、これが極めて重要であると考えるわ
けです。この法案の第四条の文言は極めて抽象的で
はありますが、法案が成立したならば、厚労大臣が
定める基本方針の内容についても労政審でしっかり
と議論が行われるものだと思っております。

その際、大臣として意識をしていただきたいのは、
この高度専門労働者にとって今回の法改正が一方的
に権利を失うだけの内容になってはならない。やっ
ぱり何かないとね。これ、そこを踏まえた基本方針
にしなきゃいけないですよね。大臣、そう思いませ
んか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生御指摘の、厚労大
臣がこの法律成立後に基本方針を定めるということ
になっていて、この中での事業主が計画に定める雇
用管理に関する措置というものの中身が大変大事だ
ということを今御指摘をされました。特例の対象と
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なる労働者がその能力を有効に発揮するためには、
事業主による当然適切な雇用管理の実施が求められ
るわけであります。

このため、今回の法律では、高度専門労働者と定
年後に引き続き雇用される労働者、それぞれの特性
に応じて事業主が実施する雇用管理に関する措置に
ついて、厚生労働大臣は基本方針を策定するという
ことになっているわけであります。

この基本方針は、個々の事業主が作成する雇用管
理に関する措置についての計画が適切なものである
か否かを判断する上での基準となる重要なものであ
り、その具体的な内容については法案成立後に当然
労政審でしっかりと議論をして、それを踏まえて策
定をしていくということにならないといけないと思
います。
○津田弥太郎君 ですから、大臣として、この高度
専門労働者が権利を失うわけですから、やっぱりそ
こに対する配慮というのをやってくださいというこ
とを私はお願いしているわけで、そこはちゃんと意
識してください。うんうんとうなずいていただきま
した。

高階政務官にお聞きしたいんですが、このもう一
つの類型、定年後引き続いて雇用される者について、
法案の第二条に定義規定があります。個別事例にお
いて恐らく問題となるのは、この「定年に達した後
引き続いて」という、この「引き続いて」という意
味。これ、六十歳で定年となった場合、再雇用まで
の間に若干の空白期間が生じることもあるわけです
よね。そうした期間の問題をどう取り扱うか。期間
は短くても、この間に当該事業主や当該特殊関係事
業主以外との雇用があった場合、さらには一旦雇用
保険の失業等給付などが行われた場合どうなるか。
これらの点に関して現時点で厚労省はどのような見
解を有しているか、お答えください。
○大臣政務官（高階恵美子君） 本法案の特例とな
る定年後に有期契約で継続雇用される高齢者につき
ましては、定年に達した後に同一の事業主、又は親
子法人等の高年齢者雇用安定法に基づきます特殊関
係事業主に引き続いて雇用されていることが必要で
ございます。定年後に特殊関係事業主に雇用され、
再度定年前の企業に戻ったような場合につきまして
も、定年前の企業において引き続き雇用されている
ものとして特例の対象となり得るものでございます。

なお、定年後に有期雇用に至るまでの期間につい
ては、個別の事情に応じて総合的に判断されるもの
と考えておりますが、例えば、雇用管理の事務手続
上の必要性や、労働者との間で一定期間後から有期
雇用契約を開始する旨の約束をしていること等によ
り、定年退職の日から有期労働開始まで一定の期間
があるような場合につきましても特例の対象として
認められるものと考えてございます。
○津田弥太郎君 ありがとうございました。

恐らくいろんな事例が今後出てくるだろうと思い
ます。やはり的確に判断をしていただいて、ある面
では労働者の立場を尊重していただくような形で方
針を出していただければいいのではないのかなと。
権利を奪うわけですから、そういう配慮を是非して

いただきたいというふうにお願いしておきたいと思
います。

様々な課題があるわけですが、冒頭に指摘をしま
したとおり、今回の法改正、この産業競争力会議の
ワーキンググループ、そして特区法の附則第二条、
こういう経過を踏まえたものであります。ただし、
特区法の附則では、そもそも今回例外となる二つの
類型のうち念頭に置かれていたのは高度専門労働者
のみ。先ほど塩崎大臣がおっしゃったように、定年
後引き続いて雇用されるという方については、労政
審で使用者側から提案をされたというふうに承知を
いたしております。ですから、産業競争力会議は定
年後の人は言っていなかったんですね。言っていな
かったことをあえてまた加える必要も私はないと思
うんですが、その辺はまあ様々な経過があったんだ
ろうと思います。

それで、こういう経過を踏まえるとすると、二月
十四日の労政審の建議、建議が出されておるわけで
す、二月十四日に。公労使三者が一致して求めた内
容、これ、大臣として極めて重く受け止めていただ
きたいというふうに思うんです。この公労使三者が
一致して求めた建議の内容は、読み上げます。

なお、特に高年齢者については、事業主が継続雇
用制度を導入し、定年後に有期労働契約によって引
き続き雇用する際は、能力など年齢以外を理由とし
て契約を更新しないことは認められているが、原則
六十五歳までは契約更新がされるものであるとの高
年齢者雇用安定法の趣旨を没却することとならない
よう適切な雇用管理がなされる必要がある、これが
建議でございます。

これ、大臣、この件に関して、現行の施策以上に
実効性を有する新たな施策をこれ本当に早急に検討
していただく必要があると思いますが、いかがでし
ょう。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今先生読み上げていた
だきましたこの建議、二月十四日の建議でございま
すが、高齢者については、建議に書かれているとお
り、高年齢者の雇用安定法の趣旨を没却することと
ならないような適切な雇用管理がなされることが重
要であるということを我々も考えているところでご
ざいます。

適切な雇用管理を確保するためには、今回御審議
をいただいております法案では、事業主が対象労働
者の雇用管理に関する措置についての計画、この計
画を作成してこれを認定する仕組みとしているわけ
でありまして、この計画に沿った措置が講じられる
ということが大事で、講じられていない場合にはハ
ローワークにおいて是正に向けた助言や指導などを
徹底し、高年齢者雇用安定法の趣旨を踏まえた適切
な雇用管理の実施をこのことによって確保していき
たいというふうに考えておるところでございます。
○津田弥太郎君 難しくおっしゃらなくていいんで
すよ。要は、高度の方もそれから定年後の方も権利
を奪われるわけですから、やはり定年後の方につい
ては六十五歳までの継続雇用ということはより力を
入れて取り組んでいかなきゃいけないわけでありま
す。そこはやはりしっかり施策の中で具体的にその
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ことを推進していただきたいということで、これは
現場でしっかり対応していただくということになる
だろうと思いますが、そのことを意識してやってい
ただきたいということをお願い申し上げておきたい
と思います。

○薬師寺みちよ君 みんなの党の薬師寺みちよでご
ざいます。

津田先生の本当に強いお言葉を受けまして、私も
質問を作ってまいりましたけれども、ちょっと一瞬
恐怖も覚えました。実は、みんなの党は、今回の専
門的知識を有する有期雇用労働者がその有する能力
を維持向上することができるようにというこの制度
自体に反対ではございません。この最終目的として
は大変いいものだというものに仕上がっているとい
うことを言わせていただきます。

しかし、この法案というものは、私自身が実は二
つ大きな懸念を抱いております。

まず第一点目。雇用というものは、一国二制度を
認めないというスタンスを今まで日本、政府の皆様
方は取り続けていたということを、私は実は構造改
革特区調査評価委員を七年間やらせていただきまし
て、そこがいつもいつも大きな壁であったというこ
とを経験してまいりました。その結果、雇用特区と
いうものが生まれずに、今回のように弊害が様々懸
念されているにもかかわらず、検証も行われず全国
展開に至ったというこの経緯、私としては納得がま
いりません。ここは尊敬する津田先生とは主張が真
っ向から反対をするんですけれども、私も、構造改
革特区の中で大変いい事例というものも、ケースも
生んでまいりましたので、ここはしっかり主張をさ
せていただきたいと思っています。

二点目でございます。二点目は、今回、労働政策
にもかかわらず、事前に労政審の議論を経ず法制化
を決定したというこの抜け道が、今後、産業競争力
会議や国家戦略特区の議論によって生まれてしまう
こと、この二点を大変懸念をいたしておりますので、
まず国家戦略特区の特別法の方にもう立ち戻って質
問させていただきたいと思います。

資料一を御覧ください。これは、先ほどから津田
先生からの議論にもございましたけれども、国家戦
略特別区域法の中の附則第二条を抜き出したもので
ございます。

国家戦略特区制度におきまして現場の声を充実さ
せたいということで、多くの自治体若しくは団体か
らヒアリングを受けたということは、私、ホームペ
ージの方でも確認をさせていただきました。今回の
提案というものは、国家戦略特区第一次提案、二十
五年の八月十二日から九月十一日の期間で募集をし
た中に入っていたものだと。そして、応募団体数が
二百四十二団体、提案数は百九十七件あったという
ふうに私承知をいたしております。

では、今回のこの法案に至るまでの提案内容、そ
して提案者について教えていただけますでしょうか、
お願いいたします。
○政府参考人（富屋誠一郎君） お答え申し上げま
す。

今御指摘がありましたように、昨年八月から九月
にかけて国家戦略特区について募集をいたしました
提案、この中で有期雇用に係る規制緩和につきまし
ては十八の提案者から八件の提案がございました。
その中で具体的な例を挙げますと、福岡県等からは
雇用期間が五年を超える研究者の無期労働契約への
転換義務の適用除外、あるいは京都府、京都大学等
からは研究者、高度技術者等の有期雇用期間の制限
緩和についての提案がなされております。それ以外
にも、民間団体等からも提案がなされたところでご
ざいます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

民間の皆様方、若しくは都道府県の皆様方のニー
ズがあったということを今ここで説明していただけ
たかと思います。

では、第二点目といたしまして、この附則第二条
が付された理由というものについて教えていただけ
ますでしょうか。
○政府参考人（富屋誠一郎君） この附則の内容に
つきましては、先ほど申し上げました提案に基づき
まして、国家戦略特区ワーキンググループあるいは
産業競争力会議におきまして規制改革事項等の検討
を行いまして、その検討の結果が平成二十五年の十
月十八日の日本経済再生本部決定ということで結実
をしております。その同本部決定の中には、この決
定内容とともに、今回のこの附則に書かれているよ
うな内容について法案に盛り込むというようなこと
も併せて決定しているところでございます。

このような検討の経緯ですとか、またこの規定は、
国家戦略特区の目的であります産業の国際競争力の
強化、あるいは国際的な活動拠点の形成というもの
に資するものでもあるということも踏まえまして、
特区法の附則二条として規定したものでございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございました。

では、雇用、労働に関わるこの附則第二条が付さ
れるに当たりまして、先ほど津田先生も何回もおっ
しゃいました、労政審の意見を聴取なさいましたか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 国家戦略特別区域法
につきまして、その前に日本経済再生本部におきま
して国家戦略特区における規制改革事項等の検討方
針というのが定められております。それに基づいて
閣議決定、国会に提出されたわけでございますが、
検討方針が十月十八日、それから閣議決定が十一月
五日でございますが、その間であります十月三十日
にこの検討方針につきまして審議会におきまして御
報告をいたしまして、労使の意見を聴取したところ
でございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

では、この附則第二条において労政審の意見を聴
かなければならないということにもなっているかと
思いますが、その労政審の議論、まずこの法案提出
の是非というものを議論したのか、それとも法案提
出ありきで内容の審議を行ったのか、どちらなのか
教えてください。
○副大臣（山本香苗君） お尋ねの件でございます
けれども、先ほどもございました議論の中で、特別
区域法の附則第二条におきまして労政審の意見を聴
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かなくてはならないことということが明記されたわ
けでございます。

こうした経緯を踏まえまして、今回の法案の検討
に当たりましては、昨年末から労政審に設置した特
別部会で六回議論していただいて、今年の二月にそ
の建議をまとめていただいて、それを踏まえて法案
要綱というものが策定され、審議会の諮問、答申を
経て本法案を国会に提出したところでございます。

このように今回の法案の内容というのは、公労使
が参画するこの労政審で十分議論されて、労使の実
態を踏まえた内容となっていると認識しております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

では、これまで雇用法制に関して、閣法において
労政審の議論を経ずに提出されたものというものは
ございますでしょうか、教えてください。
○国務大臣（塩崎恭久君） これまで労働政策審議
会の建議やあるいは答申を経ずに立法された例も皆
無ではございません。最近の例では、内閣提出法案
で労政審に対して報告するにとどまったものとして、
次世代育成支援対策推進法、前通常国会において成
立をした改正法については労政審での審議を経てい
ますが、その最初の制定時及び平成二十一年の改正
時ですね、この間のときは経ていぬわけであります。

しかし、基本的には、やはり労働関係の法律案と
いうのは、先ほど来申し上げているように、基本的
に労政審の議論をいただいて、その上で決めていく、
立案するということが今後ともの姿勢であるという
ふうに申し上げたいと思います。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

私も、労政審の議論、議事録を読ませていただき
ました。しかし、今回は法案提出ありきであって、
本当にこれは、私としては、今後、皆様方、今御答
弁いただきましたように、聴取をしながら、いつも
津田先生がおっしゃいますような公労使三者のしっ
かりとした議論の中、いい政策としていかなければ
ならないものが、今回、大きな力がお上の方から降
ってきて、何だかそれによって法案が既に、もう成
立するから仕方なくその内容を詰めてくれというよ
うな形の議論だというふうに私は受け止めておりま
す。

ですから、こういうことが、先ほども言ったよう
に抜け道となって、いろんなことが、本当の慎重な
議論を尽くさなければならない、しかし、我々のよ
うなこの委員会の中でもなかなか議論されないまま
多くのことが出ていってしまうような、こんなこと
があっていいものかと、私は大変これに関しては憤
って読ませていただいた内容でございます。

特に、津田先生などが先ほども申されましたけれ
ども、この雇用という問題は、全国皆様方、本当に
確保して安全を担保していかなければならない。私
も医療分野でございますけれども、多くの医療分野
の中でも雇用を確保するのは大変でございます。そ
ういう雇用の確保の中でも、安全で安心に働いてい
ただくためにも、とても国としてももうこれは危機
管理、安全保障の一環だとして考えてもよろしいか
と思います。

そういうものがやはり我々の目の触れないところ

でいきなり特区法の中で出てきて附則に付された、
そのことによって法案ありきで安易にこのような法
律に落とし込まれたということは今後あってはなら
ない。だから、ここで重々私としては、今回の法案
提出に至った経緯というものは私としては抗議をし
たいというふうに考えております。

では、私は次の問題に移らせていただきます。
今回、附則ならば特区に関するというものであっ

たはずなんですけれども、全国でまず実施すること
が適当という内容がこの附則に入ったということ自
体がちょっと理解できないんですけれども、済みま
せん、御説明いただけますでしょうか。
○政府参考人（富屋誠一郎君） 御指摘の有期雇用
の特例につきましては、先ほど申し上げましたが、
国家戦略特区における規制改革事項等を検討した結
果、日本経済再生本部におきまして次のように書か
れております。全国規模の規制改革として労働政策
審議会において早急に検討を行い、その結果を踏ま
え、平成二十六年通常国会に所要の法案を提出する
と、こういう方針が経済再生本部で決定されており
まして、あわせて、この趣旨を特区関連法案に盛り
込むということも併せて決定されております。

こういった検討の経緯を踏まえまして、附則第二
条一項にその旨を規定させていただいたものでござ
います。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

余りちょっとここに時間を取られますと次の特区
のことが聞けなくなってしまいますので、次に移ら
せていただきたいと思いますけれども。

今まで総合特区、そして構造改革特区というもの
が、政府の皆様方から生み出していただいたものな
んですけれども、特にこの雇用特区というものが生
まれることはございませんでした。雇用法制に関し
まして全国一律でならなければならないという根拠、
大臣の方からお聞かせいただきたいんですけれども、
お願いいたします。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど来繰り返し申し
上げているように、雇用分野の基本的なルールであ
る労働基準法とか労働契約法とか、こういうものに
つきましては、一部の地域や企業を対象として試行
的にルールを適用除外したり特例措置を講ずること
については、国民の勤労権を法の下で平等に保障す
るという必要性とか、あるいは企業間の公正な競争
条件を確保する観点から、慎重に検討すべきものだ
ということを先ほど津田先生の御質問にもお答えを
申し上げたところでございます。

厚労省としては、国家戦略特区に関する議論の中
でもそうした旨を説明してまいったところでござい
ます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

では、雇用法制に関し、全国一律で実施されてい
ない事例というもの、もしございましたら、政務官、
教えてください。
○大臣政務官（高階恵美子君） 法定労働時間や労
働安全衛生といった労働条件に関する基本的なルー
ルについて、地域によりその適用に差を設けている
という事例は承知してございません。
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なお、地域別最低賃金につきましては、最低賃金
法第九条第二項によりまして、地域における労働者
の生計費及び賃金等を考慮して定めることとされて
おりまして、同一のルールに基づき全国各地域にお
いて設定されているところでございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。私も最
低賃金についても調べておりましたんですけれども、
地域によって違う。

さらに、もう一点、資料の二に付させていただい
ておりますけれども、農業等に従事する高齢者の就
業時間、これは今回の国家戦略特区において規制緩
和がなされたというふうに理解いたしておりますけ
れども、これは全国一律というような就労体系では
ないと理解してよろしいですか。政務官、ちょっと。
じゃ、大臣の方から、済みません、お願いいたしま
す。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今御指摘がございまし
たが、今般の国家戦略特区において検討しておりま
す農業等に従事する高齢者の就業時間の柔軟化につ
いては、具体的にはシルバー人材センターの事業の
業務範囲を定める規定についての特例ということの
理解でございます。シルバー人材センター事業につ
きましては、高年齢退職者の生きがいの充実とか福
祉の増進に資するものということで、それに加えて、
民業圧迫あるいは一般の労働者の雇用の場を妨げる
ことのないよう、高年齢者の雇用安定法においてそ
の業務範囲を定めております。

しかし、今般の特例においては、民業圧迫等が生
じにくい地域についてのシルバー人材センターの業
務の範囲を拡張することとしたものでございまして、
したがって、本件は、一部の地域におけるシルバー
人材センターの事業の業務範囲の拡張であって、労
働条件などのような雇用分野の基本的なルールに影
響を与えるというようなものではないという理解で
ございます。
○薬師寺みちよ君 私とちょっと少し見解が違いま
すけれども、これは地域によって少し格差を付けて
しまうようなものでもある。この地域では働く時間
が、こちらの地域ではまた働く時間が違うものが設
定されるということですよね、大臣、いかがでしょ
う。
○政府参考人（広畑義久君） 働き方でございます
けれども、高齢者でございましても登録型派遣で四
十時間の雇用を、働くことができるわけでございま
すので、雇用者として見ますと日本全国どこでもで
きるんですが、先ほど大臣から御答弁申し上げまし
たようにシルバー人材センターの業務、シルバー人
材センターの業務としては特例ということでござい
ます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございました。

最低賃金も地域によって違って、結局、業務とし
て、今回業務時間というものも地域によって違うと
いうことの特例を認めたということですよね。です
ので、その地域によって違うものも様々生まれてき
ている。

その中で、特区で規制緩和を行っていく意義とい
うものはどういうものなのか。そして、全ての規制

緩和というものをいきなり全国展開しないという理
由を、済みません、教えていただけますでしょうか。
○政府参考人（富屋誠一郎君） 私ども、平成二十
六年の二月二十五日に国家戦略特区の基本方針とい
うのを閣議決定しておりますけれども、その中のち
ょっと記述を紹介させていただきますと、特区制度
というのは、全国的には実現が困難な規制改革であ
っても、特定の要件を満たす区域を限定することに
より、規制改革を実現してきた制度でありますが、
従来の特区制度によっても十分に実現できなかった
規制改革、いわゆる岩盤規制について、その規制改
革を実行するための突破口として、国家戦略特区を
創設したものであるというようなことが記述されて
おります。このような特区制度を御理解いただけれ
ばと思います。

なお、国家戦略特区において措置された規制改革
事項につきましては、その効果を定期的に評価する
ことによりまして将来的に全国展開することも想定
しておる仕組みでございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

先ほど岩盤規制という言葉が出てきましたけれど
も、我々特区で関わっていた者の岩盤省庁というの
は厚労省であったということなんですね。なかなか、
どんなに交渉しても医療や介護の分野というものは
特区を認めていただけなくて大変苦労してまいりま
したけれども、今回も、国家戦略特区、まずは地域
でトライアルをし、そしてそれを、良ければ全国展
開をすると。そのスキームは以前と変わらないかと
思いますけれども、全国展開の道筋というものはも
う既に描けているのかどうか、教えてください。
○政府参考人（富屋誠一郎君） 国家戦略特区の進
め方について申し上げます。

先ほど御紹介しました基本方針におきまして、国
家戦略特区において措置された規制の特例措置につ
きましては、その実施状況について適切な評価を行
って、その評価に基づきその成果を全国に広げてい
くことが必要であるというような考え方をそもそも
示しております。

その上で、国家戦略特区の進捗状況につきまして
は国家戦略特区会議において定期的に評価を行って、
その結果について内閣総理大臣に報告をすることと
しておりまして、その評価結果につきましては国家
戦略特区諮問会議において検討していただくことに
なっております。特区で具体化された規制改革等に
つきましてもこの中で評価することを考えておりま
して、国家戦略特区諮問会議において、総理主導の
下で関係大臣とともにオープンな議論やその効果、
問題点の検証を行った上で、将来的に全国展開する
ことも想定をしておるということでございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

今お答えいただきましたように、特区の制度の中
には、定期的に評価を行い、様々な進捗状況そして
効果、それから、もし弊害が起こっていないかとい
うチェックも、そういう機構が働いております。

じゃ、今回のこの制度の中で、入口では厳しく事
業主の計画をチェックをいたしますけれども、事後
のチェックは行わないんでしょうか、教えてくださ
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い。
○政府参考人（岡崎淳一君） この制度に関して、
最初の段階で厚生労働大臣の認定というのがござい
ます。ただ、それ以外に、認定された後につきまし
て、厚生労働大臣が当該事業主に対して必要な指導、
助言を行うという法律案の第十条の規定、あるいは
計画認定を受けた事業主から必要な報告を受けるこ
とができるという法案の第十一条の規定がございま
す。

法律成立後、施行の段階におきましては、これら
の規定も使いながらフォローアップについても対応
をしていきたいというふうに考えております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

もしも今回いただいた提案というのを国家戦略特
区で実施したのであればと、たらればで考えてみま
しても、一定の期間特区内で実施した後に、経済波
及効果や活用状況その他の効果、弊害などについて
も調査、評価され、弊害がないのであれば全国展開、
弊害がある、若しくは利用されないのであれば廃止
という道も考えられるということですよね。

やはり、今回の規制緩和において様々な御提案を
いただいている、その御提案を、やっぱり大事な宝
でございますので、今回でも、できたら私は雇用特
区というものをつくり、懸念材料を払拭した後に全
国展開をするという、本来の特区制度にのっとった
丁寧なプロセスを踏んでいただきまして、国民の理
解も進めていただきたいなというふうなことを今回
の法案を見てまず真っ先に考えました。

今日は、ちょっと中身ではなくその入口の部分に
ついて議論をさせていただきましたので。

ありがとうございました。
○山口和之君 みんなの党の山口和之でございます。

今回の有期雇用特措法案の中で、無期転換ルール
の特例、その中でも、定年後も引き続いて雇用され
る者というものがありますけれども、そのことによ
って雇い止めが減るという前提の下に質問させてい
ただきます。

資料一を見ていただきたいんですけれども、資料
一、「高年齢者の高い就業意欲」という資料ですが、
これを見ますと、六十五歳以上まで働きたいと回答
した人が約九割、これは二〇〇八年ですね、六十五
歳以上まで働きたい人が九割です。要介護者、元気
高齢者の比率を見ますと、要介護高齢者は大体二割
ぐらい、あとの八割は元気高齢者ということになっ
ておりますので、そういった意味から、この九割の
方が、働けるうちは働きたいという方が一番多いん
ですけれども、そういった方がいることは当たり前
のような気がします。

また、資料の二を見ていただきたいんですが、資
料の二を見ていただきますと、就業したいという理
由なんですが、どちらかというと、生きがい、社会
参加のためというよりは、生活の糧を得るためとい
うことなので、その辺についてはちょっといろいろ
あるかもしれませんけれども、いずれにしても、生
活の糧を得て、それで生きがい、社会参加があって、
あと、健康でいたいから、健康にいいからというよ
うな回答が複数回答で得られております。

そういうふうに考えていきますと、経済的に働き
たいという人も多いんですけれども、そうした状況
に対する意味でも、今回の特措法において高齢者が
継続して働きやすい環境を整備するということは、
とても自分としてはよい方向なのではないかと考え
ております。そのことについて大臣の見解を伺いた
いと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生御指摘のように、
高齢者が引き続いて働くというのは大変すばらしい
ことだと思います。

高齢者の六十五歳までの雇用機会の確保について
は、高年齢者雇用安定法で制度が整備をされている
わけでありまして、今回の特措法におきましては定
年後引き続いて雇用される高齢者を特例の対象とす
るということで、六十五歳時点で雇い止めされるこ
となく、六十五歳以降も継続して雇用が図られる環
境整備に資するものであると考えておりまして、高
齢者の労働参加の拡大やそれから企業における継続
的な雇用を通じて、活力ある社会を実現することに
つながるのではないかというふうに考えております。
○山口和之君 ありがとうございます。
○東徹君 維新の党の東徹でございます。

今回、有期の業務に就く高度専門知識を有する有
期雇用労働者等について、労働契約法に基づく無期
転換申込権発生までの期間に関する特例を設けると
いうことですけれども、この労働契約法十八条には、
同一労働者との間で有期労働契約が繰り返し更新さ
れて通算五年を超えた場合は、労働者の申込みによ
り無期労働契約に転換できるということになってお
ります。

その特例の対象者でありますが、一つは、五年を
超える一定の期間内に完了することが予定されてい
る業務に就く高度専門的知識等を有する有期雇用労
働者、二つ目は、定年後に有期契約で継続雇用され
る高齢者ということで二つあるわけですけれども、
先ほどから山口委員の方からも話がありましたが、
定年後に有期契約で継続雇用される高齢者、これは
非常に分かるのかなというふうに思っておりまして、
これからの少子高齢社会をやっぱり乗り切っていく
ためには、やっぱり年齢に関係なく高齢であっても
働くことのできるやっぱり環境をつくっていくとい
うことが非常に大事だというふうに思っております。

そんなところで、高齢者については非常に大事な
のかなと。定年を超えても、それは五年を超えて無
期となったら、それはなかなか雇用者側としてもな
かなか厳しく判断するんじゃないのかなというふう
なところで分かるのは分かるんですが、その高度専
門職についてなんですけれども、今回なぜその高度
専門職を特例の対象とするのか、この点について、
特措法の提出理由と併せて、まずお伺いしたいと思
います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今先生御指摘のように、
今回の特措法として特別な扱いをするのは二種類、
二分野あって、高齢者については先生も御納得とい
うことでございますが、この高度の専門的知識等を
有する労働者につきましては、一定の期間内に完了
するプロジェクトに繰り返し従事しながらキャリア
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アップを重ねるケースといったことも考えられると
いうふうに思います。

こうした労働者が自ら能力の維持向上に取り組む
ことを支援をする、そして、その能力をプロジェク
トの中で有効に発揮できるようにするため本法案に
おきまして無期転換ルールの特例等の対象としたと
ころでございまして、こうした特例を通じて高度専
門職の新たな働き方の下で活躍が進んでまいります
と企業活動の更なる活性化が図られるんじゃないか、
そして産業の更なる発展と活力ある社会経済の実現
に資するのではないかというようなことで、今回、
この高度専門職につきましては無期転換ルールの特
例を与えようというふうになったというふうに理解
をしております。
○東徹君 この高度専門職についてなんですけれど
も、これも先ほどから言われておりますが、国家戦
略特区法附則二条に基づいて定められているもので、
その具体的な範囲については、労働政策審議会で議
論を経て厚生労働省令で定めるとのことというふう
になっております。この点、衆議院厚労委員会でも、
議論の中でも、労働基準法第十四条の労働契約期間
の特例の対象者を参考に、法案成立後、労働政策審
議会で議論すると、当時、前大臣もこう答弁されて
おります。

この高度専門職としての特例の対象となる人、先
ほど大臣の方からも一定の期間のプロジェクトとい
うふうな話がありました。国会の審議の中でも何か
オリンピックの話もよく出ておりまして、でも、オ
リンピックもそんなに五年を超えて、今はもう二〇
一四年ですからあと六年ぐらいしかないわけですけ
れども、どれだけいるのかな、そんなにいるのかな
というふうに考えるわけでありまして、この高度専
門職としての特例となる、対象となる人、どのよう
な人が想定され、どの程度いるというふうに想定し
ているのか、この点についてお伺いしたいと思いま
す。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど高度専門職の具
体的な事例ということでございましたが、企業に対
するヒアリング結果を見ますと、例えば新規事業化
の試行、検証のためのプロジェクト、受注案件や事
業展開に応じたプロジェクトにおいて、例えば法務
あるいは財務、こういったところのスペシャリスト
等の高い専門性を持つ働く方へのニーズが見られて
おりまして、本法案が施行されればこうしたニーズ
に応えることができるのではないかというふうに考
えているところでございます。

また、高度専門職の専門的知識や年収等の具体的
な要件というのは、先ほど来お話が出ておりますよ
うに、法案成立後に労政審の検討を経て省令等で定
めることになっておりまして、現時点でその人数を
正確に見通すということはなかなか困難だというふ
うに思いますが、平成二十三年度の有期労働契約に
関する実態調査、個人調査でありますが、によりま
すと、有期契約労働者全体のうち高度技能活用型と
呼ばれている方々は三・六％でございまして、その
うちさらに年収一千万円以上の者というのは、その
また二・一％ということになっております。

平成二十五年現在の有期契約労働者が一千四百四
十二万人ということをベースに考えますと、高度技
能活用型で、なおかつ年収一千万円以上の者を推計
いたしますと約一万一千人弱となりまして、このう
ち今申し上げた五年超のプロジェクトに従事する者
が今回の特例の対象になり得るというふうに考える
ところでございます。
○東徹君 ある程度、それぐらいの人数はいるじゃ
ないかというふうなことだと思うんですが。

それで、今度は高度専門職に該当する人の範囲の
ことについてお伺いしたいと思うんですが。

この高度専門職に該当する人の範囲については厚
生労働省令で定めるということは、その時々の経済
情勢にも合わせて、理由などを付けて厚生労働省の
一存でその範囲を変更することもできるのではない
のかというふうに思います。なぜこの高度専門職の
範囲を本特措法に書き込むのではなくて厚生労働省
令で定めることとするのか、まずその見解をお伺い
したいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 高度専門職の対象の
基本的な考え方につきましては、法案の二条一項に
おきまして、「専門的な知識、技術又は経験であっ
て、高度のものとして」ということで考え方は示し
たところでございます。しかしながら、これにどう
いうものが当たるかということにつきましては、技
術の進歩とか、あるいはそういうことに関わっての
資格制度の状況とか、いろんなことによって変わっ
てくる部分もあるのではないかというふうに思って
います。

現に、今回、審議会で参考にするということにな
っております労働基準法第十四条の方におきまして
も、基本的な考え方は法律で書いてありますが、具
体的には省令で定めるという形になっている。やは
り、こういうものを定めるということにつきまして
は、法律で全部書き切るというのはなかなか難しい
んではないかというふうに考えております。

それから、厚生労働省の一存というお話がありま
したが、これにつきましてはきちんと労働政策審議
会におきまして労使の議論を経てということにして
おりますので、決して厚労省が勝手にということで
はなくて、現場の実態をよく知っております労使に
しっかりと御議論いただいた上で決めていきたいと
いうふうに考えております。
○東徹君 それでは、厚生労働省として、具体的に
どういった場合に高度専門職の範囲を変更するとい
うことを想定しているのか、また、その対象者の変
更に対する内規なんかを定めるのか。その点につい
て、ちょっと具体的にお聞かせいただければと思い
ます。
○政府参考人（岡崎淳一君） まず、これから具体
的に定める段階でございますので、まず労政審での
建議の中にありますように、基準法十四条の例を参
考にしながら、労使にしっかりと議論していただく
と。その後、いろんな状況が変化して、見直しをど
うするかということにつきましては、これはむしろ
労使の方からいろんな御意見があったり、その他状
況の変化ということで御提案等があれば見直すとい
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うことになるかと思いますが、現時点におきまして
厚生労働省で、じゃ、こういう場合ということを具
体的に定めるということは予定していないところで
ございます。
○東徹君 分かりました。

では、続いて、本法案の特例で対象者とされてい
る高度専門職ですけれども、高い年収で事業者と対
等な立場で交渉ができることということを想定でき
るというふうなこともこれまでの議論の中であった
と思うんですが、無期転換ルールという規制を緩和
することができるということも考えられます。

そのような高度専門職の方に、この特措法上、教
育訓練を受けるための有給休暇の付与ということが
盛り込まれているわけですけれども、そもそもこう
いう高度専門職の方というのはそういう能力向上の
機会というものが要るのかなというふうに思うわけ
ですが、無期転換ルールの特例の対象とするのでは
ないのか、特措法上の能力向上の機会の付与を義務
付けている理由について伺いたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回の対象につきま
しては、高度の専門性とそれから年収要件というこ
とで、使用者との交渉能力等についても一定の水準
の方ということでは考えているところではございま
す。

しかしながら、一方で、一定の期間内に完了する
プロジェクトで経験を積みながら次のステップアッ
プをしていくということを想定しているわけであり
ますので、それらの方々につきましても、その時点
ではそれなりの能力を持っているということであっ
たとしても、やはりステップアップをしていくため
には、次を目指した能力開発の機会というのは、あ
る意味、こういう方々にとっては重要ではないかと。
これは、労政審の中でどういう方を認めていくかと
いう要件の中で議論された結果でございますので、
私どももそういう考え方に基づきまして、今回、そ
の計画の認定の際の考え方としてそういうことを要
件に法案に入れてきていると、こういうことでござ
います。
○東徹君 なかなかその辺のところがよく分かりに
くいところでありまして、先ほど塩崎大臣の方から
も、例えば法務とか財務とかのそういった専門職の
方というふうな話がありました。そういった方々と
いうのは、今更能力向上のための教育訓練を受ける
ということは余り考えられないんじゃないのかなと、
こういうふうに思うわけですね。

この能力向上の機会の付与については、キャリア
形成助成金という既存の制度を拡充することで対応
するということでありますけれども、どの程度の予
算を掛けて、どのような効果をこれによって出そう
としていくのか。余計ますますちょっと分かりにく
いなというふうに思っておりまして、元々高度専門
職の方々がキャリア形成助成金という既存の制度を
使って能力を向上していく、ちょっとこの辺、非常
に分かりにくいんですが、これはどういうことです
か。
○政府参考人（岡崎淳一君） 例えば、弁護士資格
を有している方であっても、様々に法務の世界も変

わっていくというふうなことがあると思っておりま
して、そういう中で最新の状況をきちんと研修を受
けていくということはあり得るんではないかと。そ
れがどういうものかということについては、専門職
でありますので、それぞれの方々が選んでやってい
くということが中心だろうというふうには思ってお
ります。

そういう中で、キャリア形成助成金の話もありま
す。これにつきましては、どちらかというと会社の
方で提供するということでありますので、これを使
われるようなことも想定しながら、あるいは、より
自己研さんということにつきましては、別のやり方
を含めて、むしろ休暇を与えるということで対応で
きるという方もいると思います。そこのところは、
全員がキャリア形成助成金ということではなくて、
それぞれの方々の状況に応じて事業主がしっかりと
した支援をしていくということを考えております。

その中で、キャリア形成助成金が適切な方につき
ましては、これはどういう方々か、これから審議会
で決めていくわけでございますので、そういった状
況を見ながら支援の在り方は具体的には検討してい
きたいというふうに考えております。
○東徹君 ちょっと質問の中で、そのキャリア形成
助成金という制度、拡充するということで、どの程
度予算を掛けていくんですかというふうなこともち
ょっと聞かせていただいたんですが、その点につい
て、ちょっと抜けていると思うんですが。
○政府参考人（岡崎淳一君） キャリア形成助成金
自体は、一般の労働者の方を含めて全体の制度とし
てはできているものでございます。このうち、今回
の対象になる方々がどのくらいで、どのくらいの方
が利用するかどうか等につきましては、具体的に審
議会の中で対象を決めていく中で支援の在り方を考
えていく、その中で必要な予算等についても考えて
いきたいと。要するに、現時点で想定しているとい
うことではないということでございます。
○東徹君 非常に分かりにくいのは、一方では、一
定期間のプロジェクトをやるために法務とか財務と
かのもう本当にスペシャリストの人たちが対象だと
いうようなことである一方、もう一つは、やっぱり
教育向上のための有給休暇の期間があるとか、その
中でキャリア形成助成金を使って勉強していくとい
うふうなことなんですよね。何か非常にこれは矛盾
しているような感じがするんですが、ここは非常に
納得しないんですが、何かちょっと、どうなんでし
ょう、そこは。
○政府参考人（岡崎淳一君） ここは、いろんな方々
が、あるいはいろんな専門職種があると思います。
弁護士の世界は弁護士の世界で、最新の法令あるい
は裁判例等々の中でどういう考え方が適切かどうか、
財務の世界でも、いろいろ会計基準の話もあると思
います。

そういったものを、キャリア形成助成金という形
にならない場合も多いと思いますが、そういう学会
とか研究会とか、そういった中でそういったものに
キャッチアップするようなことを、そのためには、
やっぱり休みを取れるということはある程度必要で
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はないかというふうに思っていますので、したがい
まして、キャリア形成助成金だけということではな
くて、休暇の取得とか、始業時間、終業時間の配慮
とか、そういったことを含めて、その専門職に適し
た能力開発の支援を事業主の方にしていただく、こ
ういう考え方になっているということでございます。
○東徹君 今回、この特措法案が成立した場合であ
りますけれども、来年の四月一日にこれは施行され
るということになっております。非常にこれ、余り
時間がないんじゃないのかなというふうに思ってお
りまして、法案成立後、無期転換ルールの特例の対
象者のこれは範囲を、これを労働政策審議会で審議
していくわけですから、ある一定の時間も必要にな
ってくるというふうに思っておりますし、この労働
政策審議会では十分その対象者を範囲を詰めていく
わけですけれども、どのような形でこれが審議され
ていくのか、スケジュール感、そしてまた、審議会
で決定された内容をどのように周知するのか、二点
併せてお伺いしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 対象者につきまして
は、法案成立後、もう一回しっかりと審議会では議
論をしていただく必要があるというふうには認識し
ております。

ただ、一方では、建議の段階である程度労使の委
員の中で共通の理解もあるところでございます。

そういった中で、できるだけスムーズに審議会の
中で結論を得るように努力したいということと、や
はり周知は重要だというふうに思っていますので、
これは決まり次第、全国的に説明会を開催する等の
中でしっかりとした周知に努めてまいりたいという
ふうに考えております。
○東徹君 その全国的に説明会というのは、どうい
ったところで、どういうふうに説明会を行っていく
のか、もう少しちょっと伺いたいと思います。
○委員長（丸川珠代君） 時間ですので、簡潔にお
願いします。
○政府参考人（岡崎淳一君） 少なくとも、各県で
はしっかりとやっていきたいというふうに考えてお
ります。
○東徹君 時間ですので、終わらせていただきます。
ありがとうございました。
○小池晃君 日本共産党の小池晃です。

今回の法案は、有期労働契約が通算して五年を経
過した場合に労働者の申込みによって期間の定めの
ない雇用に転換する、いわゆる無期転換権を十年に
延長する特例をつくると。しかし、そもそもこの無
期転換権というのは、有期労働契約の反復更新の下
で生じる雇い止めに対する不安を解消し、働く方が
安心して働き続けることができるようにするためと
いうことで制定されているわけで、言わば有期から
無期へ、非正規から正社員へ、本当に数少ない仕組
みですよ。数少ないルートですよ。それに穴を空け
てしまう。

しかも、この五年後の無期転換ルールというのは
去年の四月に始まったばかりで、施行後一年半しか
たっていないわけですから、これ改正効果がまだ出
てきていない。先ほど高階政務官も、そういった形

で無期になった人は把握していないというふうに答
弁もされました。労政審でも、無期転換ルールを見
直すべき立法事実すらつかめていない中で、一方的
に見直し提案があったと批判されているわけです。

厚労省に聞きますが、これまでの労働法で、成立
した法律が実際にその効果を現す前にその法律を改
定する、こんなことはありましたか。
○政府参考人（岡崎淳一君） これまでの労働関係
法令、成立したものについて見ますと、今回のよう
な形で本格的な効果が出ていない段階で改正してい
るという例はございませんでした。

ただ、今回、別途、労働者派遣法改正法案が提出
されておりますが、これにつきましては施行の効果
が及ぶ前の制度改正事項も含まれているということ
でございます。
○小池晃君 実施されるのを待たずに例外つくる、
規制緩和を進めるというのは、私は本当に拙速過ぎ
ると思うし、はしなくも派遣法ということをおっし
ゃった。派遣法はそうなっているわけですね。

結局、最近の厚生労働省の法案の作り方というの
は、こんなことを平気でどんどんどんどんやるとい
うふうになってきているんじゃないだろうか。国会
の審議をやっぱり軽んじるものだと思いますよ、こ
れは、やり方そのものが。

しかも、この本法案では、無期転換権を十年まで
付与しない対象を年収要件などを大臣告示で変更で
きるというふうになっているわけです。先ほどから
労政審でやる、労政審でやるというふうにおっしゃ
るわけですが、例えば年収一千万円超のうち高度の
専門知識というふうになると三・六％、労働者数で
一万一千人程度なのが、五百万円超にすると同じ調
査で一〇・四％と約五倍になる。かなり違うわけで
すね。私、少なくとも、これを国会審議を経ずに変
えるようなことをやっていいんだろうかというふう
に思うんですよ。

先ほど局長は、労基法の十四条もそうなっていま
すというふうにおっしゃった。ただ、その労基法の
十四条というのは、これは有期雇用契約の上限を三
年から五年等に延長するものですよね。一方で、今
回の措置というのは、これは無期転換権という労働
者の権利を全国規模で奪うわけですよ。そういう意
味では、これは労働者の権利に非常に関わる、一層
厳格にすべきものであることは私は間違いないと思
うんです。

大臣、せめてこの要件をやはり国会審議が必要な
法律要件にすべきだったんじゃないですか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 高度専門職の具体的な
要件のうち、この高度の専門的知識、技術又は経験
につきましては、労働基準法第十四条に基づく一回
の労働契約の期間の特例の対象を参考にして、法案
成立後改めて労政審において検討することとしてお
ります。こうした本年二月の労政審の建議で示され
た考え方の枠内で検討を行うことは労使の共通理解
であるため、対象が一定の範囲を超えて拡大するお
それはないというふうに考えているところでござい
ます。

先ほど触れた労働基準法第十四条におきましても、
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具体的な対象者の要件は下位法令に委任をされてお
りまして、こうした先例と比べても、省令等に委任
することに問題はなく、国会承認を求めることは必
要ないものというふうに考えております。
○小池晃君 いや、だから、私さっき言ったみたい
に、労基法十四条をそのままこれに当てはめるのは
おかしいんじゃないですかと。こういう労働者の権
利を奪うようなもの、しかも労政審、労政審とおっ
しゃる。それはもう当然やらなきゃいけないけれど
も、それは当然ですよ。

しかし、これだけやっぱり労働者の権利に関わる、
せっかくその権利を拡大する法律を作って、実施も
していないうちにこれをまた例外作るという。だっ
たらば、その要件ぐらいは厳格にする、ただ単に労
政審で議論するだけではなくて、やっぱり国会承認
事項にする、せめてそのくらいしないと、これはど
んどんどんどんこの穴が広がっていくということに
なるんじゃないかということを大変懸念をしている
わけです。それは、先ほどからもそういう指摘、相
次いでいると思うんですね。

私、やっぱり、そもそもこの法案は出発点がおか
しいというふうに思います。国家戦略特区法の附則
の二条で、これを、必要な措置を講ずるとして、法
律の中に、特定措置を講ずるために必要な法律案を
平成二十六年通常国会に提出することを目指すと。
こんなの異常ですよ、やっぱり。全く関係のない内
閣委員会で作る法律で厚生労働委員会で議論すべき
法律の提出時期まで示していくと。

これは、やり方には労政審の労働側委員からも、
国家戦略特区ワーキンググループというのは、これ
は労使の代表入っていないわけですから、政府が示
した御都合のいい人だけ集めて仲よしグループでや
った結論でしょう、これ、結局。これは非公開の会
議ですよね。そこで見直し方針が決定されてこうい
うふうに進んできていることは極めて遺憾であると、
私も本当にそう思います。

日本はＩＬＯ条約百四十四号を批准をして、公労
使三者構成で労働政策立法をやるという大原則、そ
れは先ほどからも大臣もそれは変えないとおっしゃ
っているけれども、でも、特区法で個別労働法に対
して次期通常国会までに成案を得るようというふう
に枠を決めてやるようなやり方したら、幾ら労政審
でやりますといったって、これはあらかじめその結
論を拘束する、出口は示すということになっちゃっ
ているわけですよ。私は、大臣はきちんと議論した、
六回やった、六回やったと言うけれども、これでは
労政審は通過儀式になってしまいますよ。これでい
いんですかと。

大臣、こういう労働政策立法のやり方を私は今後、
厚生労働省としては絶対に許すべきではないという
ふうに思いますが、いかがですか、大臣。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど来御説明申し上
げているように、プロセスは先生の御指摘になった
点がもちろんあるわけでありますけれども、この国
家戦略特別区域法附則第二条において、一定の期間
内に完了する業務に就く高度な専門的知識等を有す
る労働者を対象に、労働契約法第十八条の通算契約

期間の在り方等について労働政策審議会で検討を行
って、所要の法律案の提出を目指す旨が規定をされ
ているということに対して先生は今御指摘をされて
いるわけですね。

今回は、戦略特区ということについての問題提起
から、それを受けて労政審で議論をしたという格好
でありますが、労政審で、先ほど申し上げたように、
特別部会をつくって六回やってきた。それは当然、
労使が入って集中的に検討を行ってもらって、そし
てその結果として法律の形ができてきたという格好
でありまして、その間、国家戦略特区法の検討規定
の範囲にとどまらずに、使用者側からは定年後の高
齢者についても労働契約法の特例を検討すべきとい
う提案が出てきたり、あるいは労働者側からは労働
契約法の無期転換ルールの円滑な施行についても検
討すべきというふうなことも意見として出されまし
て、それらの課題への対応の在り方についても併せ
て検討を行った上で建議を取りまとめていただいて、
その上で本法案の提出をその建議を受けて行ったも
のでありまして、あらかじめ枠がはめられていると
いう御指摘は、今のこういった追加的な提案、それ
も法律にそれがなるという形でもっているわけであ
りますから、枠がはめられて事前的に行われている
という御指摘は当たらないんじゃないかなというふ
うに思います。
○小池晃君 いや、当たりますよ、当たります。

これ、僕は、僕が怒るんじゃなくて厚生労働省が
怒らないといけないと思いますよ。こんなやり方と
いうのは、厚生労働省は一体何のためにあるのかと。
内閣府、内閣府といったって、結局何か財界代表が
内閣府の皮かぶっているような、まあ、そこまで言
うとちょっとあれですけれども、そういうところだ
ってあるわけだから、それはやっぱり厚生労働省が
こんなやり方したら、けしからぬと蹴飛ばすぐらい
じゃなきゃ厚生労働省の存在意義ないですよ。私は、
やっぱりこういうやり方をこれからどんどんどんど
んやるようなことをやっちゃいけないと。

この法案についても、やっぱり出どころが本当に
大問題だということは申し上げたい。引き続きちょ
っとまた質問の機会もあるので、法案の中身につい
ては引き続きやりたいと思うんですが。
○福島みずほ君 先ほどから、専門的知識を有する
有期雇用労働者の件で、そもそもこのやり方そのも
のが問題だというふうに指摘がされていて、私もそ
のとおりだと思います。特区でやるべき問題ではあ
りませんし、労働法制は強行法規ですから、特区や
あるいは例外規定を設けるということそのものが根
本的に間違っているというふうに思います。無期雇
用転換忌避を先取りした雇い止めが起きているので
はないか。現在の個別労働紛争相談の内訳や雇い止
めの比率を言ってください。
○政府参考人（岡崎淳一君） 無期転換ルールの導
入後に企業の状況を調査いたしております。まだ効
果が生じるのが五年後ということで対応を決めてい
ないという企業もありますが、一部、五年未満での
雇い止めも考えているという企業が一五％であった
ということであります。一方で、今回の法律を契機
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にしまして、むしろ無期契約にしていくというとこ
ろが四割ということでございます。

ただ、一方では、一五％という企業がそういうお
答えをしているということでございますが、これに
つきましてはいろんな形で企業に対しまして無期雇
用の、いろんな形での多様な正社員とか無期雇用の
効果につきまして周知をする中で、できるだけそう
いう方向に持っていくように努力していきたいとい
うふうに考えております。
○福島みずほ君 先ほどから、専門的知識を有する
有期雇用労働者の件で、そもそもこのやり方そのも
のが問題だというふうに指摘がされていて、私もそ
のとおりだと思います。特区でやるべき問題ではあ
りませんし、労働法制は強行法規ですから、特区や
あるいは例外規定を設けるということそのものが根
本的に間違っているというふうに思います。無期雇
用転換忌避を先取りした雇い止めが起きているので
はないか。現在の個別労働紛争相談の内訳や雇い止
めの比率を言ってください。
○政府参考人（岡崎淳一君） 無期転換ルールの導
入後に企業の状況を調査いたしております。まだ効
果が生じるのが五年後ということで対応を決めてい
ないという企業もありますが、一部、五年未満での
雇い止めも考えているという企業が一五％であった
ということであります。一方で、今回の法律を契機
にしまして、むしろ無期契約にしていくというとこ
ろが四割ということでございます。

ただ、一方では、一五％という企業がそういうお
答えをしているということでございますが、これに
つきましてはいろんな形で企業に対しまして無期雇
用の、いろんな形での多様な正社員とか無期雇用の
効果につきまして周知をする中で、できるだけそう
いう方向に持っていくように努力していきたいとい
うふうに考えております。○福島みずほ君 せっか
くこの委員会で無期雇用転換を決めたのに、それが
実効性が出る前にもう雇い止めが起きていると。平
成二十五年のあっせん申請内容の内訳、雇い止めは
五百四十八件、全体の九・〇％。九・〇％は雇い止
めの占める比率としては過去最高です。個別労働紛
争相談の内訳、平成二十五年で雇い止めは一万二千
七百八十件、全体の四・三％。

つまり、法律がせっかく作ったにもかかわらずと
いうか、作る前に、五年前にもう雇い止めを行うと
いうことが今頻発をしています。そういう状況の中
で、今度はこれに風穴を開けるというか例外規定を
設けることはやっぱり納得がいかないというか、ど
うしてこういう人たちがこの例外として認められる
のか全く分かりません。

毎年、年収要件の設定を幾らにするのか、厚生労
働省令を変えることによって幾らでも引き下げられ
る仕組みになっているのは問題ではないですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 法律上、年収要件に
つきましても設けるということになっておりますし、
建議の段階で一定の審議会での共通認識もございま
す。そういう中で、今後、省令、告示等を定めてい
くことにしておりますし、先ほど来答弁しておりま
すように、労政審の中で現場の実態を踏まえたしっ

かりとした議論の中でやっていくということで、こ
れをすぐに引き下げるというようなことは全く考え
ていないということでございます。
○福島みずほ君 引き下げるじゃなくて、年収要件
そのものが法律に書いていないので、幾らでもなる
じゃないですか。

これってホワイトカラーエグゼンプションと一緒
で、年収一千万、いや、今一千七十五とか言われて
いますが、八百万、七百万、六百万、五百万、どん
どんダンピングされていくことだってあり得るわけ
で、じゃ、何で年収要件が高い人はこの有期雇用契
約の例外になり得るんですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回の、五年を超え
るプロジェクトに従事する方で、かつ高度の専門性
と年収要件と、そういう方々につきましては、そう
いうプロジェクトの中で技術、技能を磨く中で次の
職場を求めていくと。一方で、企業の方ではそうい
う人材を確保できる。そういう全体の判断の中で今
回の制度ができているわけでございまして、そうい
う中で濫用に当たらないための要件として年収要件
が定められているということでございます。
○福島みずほ君 ホワイトカラーエグゼンプション
のときもさっぱり分からないけれども、年収要件が
高いと何で例外規定になるのか分からないんですね。
しかも、労基法十四条の特例一だと農水業などの技
術者、システムエンジニアなど入っていますが、何
でこれ、こういう人たちも入るわけですか。

つまり、何が問題かといえば、法案見る限り専門
的知識とか、何も分からないわけですよ。そうする
と、何で農水業で何なのとか、どうしてそういう人
たちは有期雇用の例外規定になるのか。何でなんで
すか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 具体的には、今回法
案が成立した後に審議会で再度議論するということ
でございますが、法案を出す前の建議の段階で、労
使の議論の中では労働基準法の第十四条にある方々
をある程度参考にしてと。その中に先生が今おっし
ゃったような方々も入っているということでござい
ますが、今回は今回で、労働基準法十四条とはまた
違う規定でございますので、それを参考にしつつも
労政審の中で再度議論していただくと。そういう中
で必要な方々を対象にしていくということを考えて
いるところでございます。
○福島みずほ君 こういう例外規定は認められませ
んし、さらに、年収と専門職についてよく分からな
いまま法案を成立させることは大問題だと思います。

以上で質問を終わります。
○委員長（丸川珠代君） 午後一時三十分に再開す
ることとし、休憩いたします。
○委員長（丸川珠代君） ただいまから厚生労働委
員会を再開いたします。

委員の異動について御報告をいたします。
本日、長峯誠君及び馬場成志君が委員を辞任され、

その補欠として木村義雄君及び高野光二郎君が選任
されました。
○委員長（丸川珠代君） 休憩前に引き続き、専門
的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措
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置法案を議題とし、質疑を行います。
質疑のある方は順次御発言を願います。

○滝沢求君 自由民主党の滝沢求でございます。
今回の特措法について、私の地元青森県民の視点

を交えながら進めてまいりたいと思うんです。関係
者の方々、また一般の方々にこの法案の趣旨が十分
理解できるように質問をさせていただきたいと考え
ておりますので、よろしくお願いいたします。

青森県における有効求人倍率は、今、全国平均が
〇・九七倍に対しまして青森県の場合は〇・七二倍、
非常に厳しい雇用情勢でございます。そういう厳し
い中においても、地域活性化、そしてまた雇用創出、
少しでも雇用を生み出そうと様々な施策を進めてい
るところでございます。

そして、今、安倍政権も地方再生に立ち上がりま
した。まさに今国会は地方創生国会、地方の持つ地
域資源を生かしながら、そして地域活性化を図りな
がら雇用を生み出そうと全庁挙げて今取組が始まっ
たわけでございます。やはり、私は、地方にとって
雇用対策というのは最も重要な課題だと、そう受け
止めております。大臣の地元もまさに同じではない
でしょうか。それらを踏まえながら質疑を進めさせ
ていただきます。

有期労働契約、例えば一年、二年といった有期契
約が反復して更新され五年を超えた場合、労働者は
申し込むことにより契約期間の定めのない労働契約、
すなわち無期労働契約に転換することができる仕組
みとなっております。このいわゆる無期転換ルール
は、平成二十四年、労働契約法改正により導入され
たものでございます。さらに、平成二十五年に成立
した国家戦略特別区域法の規定などにより、産業の
国際競争力強化、国際的な経済活動の拠点形成の推
進を図る観点から、高度な専門的知識などを有して
おり、かつ一定の水準より高い年収である有期労働
契約者などに対して、労働契約法に基づく無期転換
の申込権が発生するまでの期間などについて検討を
加えることとなっています。そして、この法案では、
有期業務に就く高度に専門的知識を有する有期雇用
労働者などについて、労働契約法に基づく無期転換
申込権が発生するまでの期間に関して特例を設ける
といったことになっているわけであります。

そこで、まず初めに、この法案の必要性、またそ
の持つ意味、意義について、大臣にお考えを伺いた
いと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生から今、青森の現
状を踏まえながらこの法案の審議をしていただける
ということで、大変有り難く思っておるところでご
ざいます。

確かに今、地方創生が安倍内閣としても大変な大
きな柱で、地方の再生なくして日本の再生なしとい
うことで、この厚労分野でもやれることは全てやっ
ていかなきゃいかぬのかなというふうに思っており
ますので、また先生の御指導よろしくお願いいたし
たいと思います。

昨年の臨時国会で成立いたしました国家戦略特別
区域法附則第二条において、五年を超える一定の期
間内に完了することが予定されている業務に就く高

度な専門的知識等を有する労働者を対象にいたしま
して、労働契約法の第十八条の通算契約期間の在り
方、それから労働契約が適切に行われるために必要
な措置などにつきまして労政審で検討を行って、所
要の法律案の平成二十六年度通常国会への提出を目
指す旨がこの特区法で定められておったわけでござ
います。

これを受けまして、労政審で検討を行って、その
結果、有期雇用労働者のうち高収入かつ高度で専門
的な知識等を有する者、それから定年後継続雇用さ
れる高齢者、この二つのジャンルにつきまして、そ
れぞれを特例の対象とする本法案を前通常国会に提
出したものでございます。

本法案によりますこの無期転換ルール、今先生が
御指摘のこのルールの特例を通じて、対象となる有
期雇用労働者の能力の維持あるいは向上、そしてま
た経済におけるその活用を図るとともに、労働参加
を拡大いたしまして活力のある社会の実現を図って
いく、経済の再生を図っていくということにつなが
ることを期待をしたものでございます。
○滝沢求君 ありがとうございます。

やはり労働者側も、そしてまた雇用する側も、両
者が納得いった形で多様化に対応する動きが進めら
れることが大切でないかと、重要ではないかと私は
思っております。

ここからは少し法案の具体的な内容についてお伺
いをいたします。

特例の対象となる労働者の要件について伺います。
一定の期間内に完了する業務に従事する高収入かつ
高度な専門的知識を有する有期契約労働者が対象の
ようでございますが、具体的にどのような方が対象
となるか。資格や職業なども例に挙げてお答えいた
だければと思います。

あわせて、この法案で特例の対象となる人数につ
いてもお聞かせ願いたいと思います。試算でも構い
ませんので、よろしくお願いいたします。
○政府参考人（岡崎淳一君） この高度専門職に当
たる方々につきましては、法案の成立後に審議会の
議を経まして定めていくということになっておりま
す。その際、これ、法律を出す前の審議会の建議に
おきまして、労働基準法第十四条による特例の対象
になっている方々を参考にしながら議論しようとい
うことになっておりました。

具体的にこの労働基準法第十四条の特例の対象を
見ていきますと、一つはいわゆる国家資格等を有す
る方々で、具体的には公認会計士とか弁護士とか一
級建築士、こういう方々が入ります。もう一つは一
定の実務経験を有する技術者等でありますが、技術
者、システムコンサルタント、デザイナー等が含ま
れております。また、基準法の特例の中では年収が
千七十五万円ということで決められているというこ
とでございます。したがって、これを参考に今後審
議会で更に議論するということでございます。

対象年収要件につきましては、これにつきまして
は、今申しましたように、労働基準法の方の特例に
おきまして千七十五万円という数字がございますの
で、審議会ではこれをベースに検討していくという
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ことになっているということでございます。
具体的にじゃどのくらいいるかということでござ

いますが、これは推計になるわけでありますが、平
成二十三年に有期労働契約に関する実態調査を行い
ました。個人の調査でございます。これによります
と、有期契約労働者全体の中で高度技能活用型とい
うふうに分類される方が三・六％でございました。
また、年収一千万以上の方はそのうちの二・一％と
いうことでございました。

平成二十五年の有期契約労働者は千四百四十二万
人でございますので、この割合を掛け合わせますと、
大体一万一千人弱ということでございます。ただ、
このうち五年を超えるプロジェクトに従事する方々
が対象になりますので、一万一千人のうちそういう
方々が対象になるということだというふうに考えて
おります。
○滝沢求君 続けます。

次に、事業主が無期転換ルールの特例を受けるた
めにはどのような手続、手順で進めていけばいいの
か、伺います。

また、労政審の建議では、無期転換ルールの円滑
な施行について、非正規雇用労働者の正規雇用又は
無期転換、人材育成などの取組を行う事業主を支援
する助成金の効果的な活用を積極的に進めることと
なっておりますが、この助成金について具体的にど
のような検討が進められているのか、そしてどのよ
うに活用されていくのか、伺います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 無期転換ルールの特
例を受けるための要件としましては、そういうよう
なプロジェクトをやっている方々のうちでしっかり
とした労働者に対する雇用管理の計画を作っていた
だくということが求められております。この計画を
作る中で、その労働者の方々の雇用管理がしっかり
している、濫用にわたらないようにしていくという
ことを確保しようというものでございます。

具体的には、厚生労働大臣がこの雇用管理の措置
につきまして基本指針を定めることになっておりま
して、その指針に基づきまして厚生労働大臣が認定
を行うということになっております。したがって、
事業者としては、その指針を見ていただいて、しっ
かりとした計画を作って厚生労働大臣に申請してい
ただくと、こういうことになるということでござい
ます。

高度専門職の方々につきまして、こういういろん
な有期のプロジェクトを幾つか経験する中でキャリ
アアップをしていくということを想定しております
ので、その期間中におきましても、新たな技術とか
新たな状況につきましてのいろんな研修会とか研究
会みたいなものがあるというふうに理解しておりま
すが、そういったところで新たな知識を得ていただ
くというふうなことも非常に重要じゃないかという
ふうに思っていますので、事業主はそういう雇用管
理の中でしっかりと、休暇を付与するとか、そうい
う研究会に出られるような支援をするというような
ことでありますとか、あるいは教育訓練経費の援助
等を含めて、そういったこともしっかりやっていた
だくということを考えているということでございま

す。
また、国の支援としましては、現行でも正規職員

になるための助成制度はありますが、更にこの制度
を運用するために必要なものがあるのではないかと
いうふうにも考えておりますので、その辺の支援措
置につきましては、これも審議会の中で具体的なも
のを決めるのと同時に御議論いただきまして、審議
会での御議論を踏まえまして、より具体的な支援策
については更に検討したいというふうに考えている
ところでございます。
○滝沢求君 先ほど、特例となる対象、高度の専門
知識等を有する労働者の範囲について伺いました。

時代の要請や科学技術の進歩により特例の対象と
なる範囲が変わり得ることはあり得ることだと私は
思います。一方で、この対象者が際限なく拡大して
いくのではないかといった懸念がなされております。
この点についてどのようにお考えになっているか、
大臣に伺いたいと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今先生御指摘の、特例
の対象者が拡大するんじゃないかという御指摘でご
ざいました。

高度の専門的知識、技術又は経験の内容とか、あ
るいは年収の水準といった具体的な要件につきまし
ては、先ほど御説明したように、労政審の建議で示
された考え方を踏まえて、法案成立後に労政審で検
討を行うことが労使の共通の理解だというふうに思
っています。対象者が労使のコンセンサスを超えて
拡大することは私どもはないというふうに思ってい
ます。

将来においての話が先ほど御提起がございました
が、こうした対象者の範囲の在り方はすぐれて労政
審でやはり議論をするべきであって、雇用の現場の
実態を現場で分かっていらっしゃる労働側あるいは
使用者側、こういった方々の意見を踏まえて決定を
するものであり、この対象者の範囲が必要以上に、
つまり労使の想定している以上に拡大をすることは
ないというふうに考えております。
○滝沢求君 大臣、くれぐれもこの点に関しては十
分配慮していただきたいと思います。

次に進みます。雇い止めについて伺いたいと思い
ます。

青森労働局の平成二十五年度の個別労働紛争解決
制度の運用状況を拝見しますと、民事上の個別労働
紛争に係る総件数二千八百十四件のうち雇い止めは
百二十六件となっております。遡ってみても、常に
一定の割合を占めている状況であります。この法案
の場合においても、無期転換申込権が発生する前の
雇い止めが生じる可能性があると思いますが、そう
ならないようにどのような対策を考えているのか、
伺いたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 前回の労働契約法の
改正の中で、五年を超えた場合の無期転換ルール、
無期転換の申込権を認める制度ができました。この
法律ができた中で、五年未満の段階で雇い止めをす
る企業が増えるのではないかというような御議論も
ありました。

今回、労働契約法の改正法が施行された中で、企
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業の実情とアンケート調査を行ったものがございま
す。それによりますと、まだ方針を決めていないと
いうところが四割弱あったわけでありますが、五年
を超えて反復更新する有期契約労働者につきまして
は、約四割の企業では無期契約に転換していくとい
うような回答がございました。また、無期への転換
によりまして長期勤続、定着が期待できるとか、働
く意欲を増大できるといったメリットを挙げている
企業も多かったという状況ではございます。

ただ、一方では、この同じ調査の中で、五年を超
えない範囲内で有期契約を運用していくというよう
な企業が一五％あったということも事実でありまし
て、こういう企業は転換権が生じる前に雇い止めを
行う可能性があるのではないかという、この懸念は
否定できないというふうに考えております。

私どもは、できる限りやはり無期に転換していた
だく、無期契約の方が基本になっていくということ
が重要だろうというふうに考えておりまして、この
点につきましては、契約法の周知でありますとか、
あるいは無期契約のメリットとかそういったものを、
いろんなセミナーでありますとか、あるいは求人企
業等への周知でありますとか、監督署、ハローワー
ク等を含めまして、いろんな形で企業に周知する中
で、できるだけ雇い止めの問題が生じないような形
になるように努力していきたいと、こういうふうに
考えているところでございます。
○島村大君 自民党の島村大でございます。本日は
このような機会をつくっていただき、ありがとうご
ざいます。

今日は、午前中から、今回の専門的知識等を有す
る有期雇用労働者等に関する特別措置法案ですか、
法案のいろいろな御質問がありました。いろいろと
御質問ありましたけど、我々は、午後からは、この
法案がいかに、先ほど話がありましたように、国民
のため、また労働者のため、使用者のため、国のた
めになるかということのお話を、是非とも今見てい
ただいているネットの方々にも大臣の方からお話を
していただければ有り難いと思っております。

ちょっと質問の順番を変えさせていただきまして、
大臣の方からちょっと、済みません、お答えをいた
だきたいんですけど、今回何回もお話がありました
ように、平成二十五年の四月に、日本経済再生本部
の下に置かれました産業競争力会議において国家戦
略特区の創設が新たに民間議員から提出されたとい
うことで、国家戦略特区のワーキンググループが設
置され、このワーキンググループは世界で一番ビジ
ネスしやすい環境をつくるというミッションの下に
行われたと言われております。

私は、この世界で一番ビジネスしやすい環境をつ
くるということは非常によろしいことだと思います
し、私も神奈川県として、神奈川県は国家戦略特区、
全県させていただきましたけど、このようなビジネ
スしやすい環境をつくるということは、私は非常に
いいことだと思っています。

ただ、その中で、有期労働者の契約期間五年の延
長を、このワーキンググループでは一度はその特区
の中でやるということのお話がなされ、厚労省がし

っかりとこれに対応していただき、これを全国一律
でやるんだということで差し戻していただき、この
ような流れになって今回になっているということを
聞いております。

このような中で、やはりいろんな、いわゆる産業
競争力会議、それから労政審、それから厚労省、そ
れからいわゆるそういう皆様方の立場からこの法案
はしっかりと私は今回できたと思っているんですけ
ど、さて、この法案が、今回のこの特措法が、民間
企業等において特定有期雇用という形で無期転換ル
ールを伴わない、いわゆる専門知識を持っている方
は人材活用を無期に転換しないで活用できるように
なったということですけど、先ほどお話ししました
ように、これが今後この日本の産業にどのように発
展するのか、また国民にとって、使用者や労働者に
とってどのようなプラスになるのかを大臣の方から
お話を聞かせていただければ有り難いです。よろし
くお願いします。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生今お話ありました
ように、元々、国家戦略特区という中から問題提起
が行われて、それを労政審で受け取って、その中で、
単に専門的な知識を有する労働者だけではなくて、
高齢者についてもむしろ無期転換せずに有期のまま
でいくということを、特に定年後についてやるとい
うことの方が柔軟だというようなことになってきた
わけでありますが、大きなフレームワークでいえば、
やはりいろいろな働き方をしたいと思っていらっし
ゃる方々がおられるし、いろいろな言ってみれば働
きを期待をする経営者側の方々もいるということで
あって、日本の経済は本当に複雑多岐にわたって、
今まさに再生をすることによってまた世界に冠たる
日本の経済ということでいこうとして日本の経済の
再生を最優先に今図っているわけでありますが、そ
ういう中で出てきたというのがまず第一の押さえる
べきところではないかなというふうに思います。

この一定の期間内に完了するプロジェクトへの従
事を繰り返しながらキャリアアップをしたいという
ような人もたくさんおられるわけでありまして、こ
うした働く方々が自ら能力の維持向上に取り組むこ
とを支援し、その能力をプロジェクトの中で有効に
発揮できるようにするために、本法案において無期
転換ルールの特例等の対象としたところでございま
す。

実際、この高度専門職についての企業のニーズを
ヒアリングをしてみたところ、具体的な事例として、
例えば海外の高額な案件を受注契約する場合に、国
際法とか現地の慣行などを踏まえて条件を吟味でき
るような各国の法務、財務の専門家を有期雇用で活
用するといったケースが考えられるのではないかと
いった声が確認をされました。つまり、国際展開を
する企業にとっては、様々な特殊なやっぱり技術を
持った、知識を持った人たちを駆使して、言ってみ
ればみんなのチームワークで会社の言ってみれば戦
略を進めていくというようなためにこういうような
ことが求められるということではないかと思ってお
ります。

こういった特例を通じて、こうした高度の専門的
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知識を有する労働者の活用が進んでいくことによっ
て、今申し上げたような企業の活動の活性化あるい
は競争力の強化ということで、また御指摘のように、
産業の更なる発展と活力ある社会の実現に資するの
ではないかというふうに考えているところでござい
ます。
○島村大君 大臣、ありがとうございます。心強い
答弁をいただきました。是非ともやはりこれを、日
本の産業が更に発展するように、いろいろと細かい
点もあるかもしれないですけれども、やはりそれは
それとして大きな視点で進めていただきたいと思っ
ています。

○島村大君 詳しくありがとうございます。
ちょっともう少し深くお聞きしたいんですけど、

今お話ありましたように、例えば海外からのグロー
バル企業がこの特区の中で企業を始めたいと、また
日本でも新規にベンチャー企業みたいのを始めたい
と話があった場合に、この専門的知識を有する有期
雇用労働者に関する特措法案に関しましては、海外
からの方に対してはどのように考えているか。要す
るに外国人ですね、外国人の方がもしこのような資
格、今当てはまる資格で、この日本の企業に対して
プラスになると、また、日本人の雇用を創出するよ
うな専門的知識を持った外国の方が、日本でこの特
区の中のグローバル企業なり、いわゆるベンチャー
企業で働きたいという場合には、この方々に対して
はどういうお考えか。どうでしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 日本の労働法制につ
きましては、基本的には内外人問わずに適用される
ということでございますので、日本の企業あるいは
日本の国内に設置されました外国企業の拠点であり
ましても、日本法の適用という、事業所であるとい
うことであれば、これは基本的に日本法が適用され
ると。したがいまして、そこで働く外国人の方につ
きましても、日本で働く限りにおきましてはその適
用があるという前提になります。

その際に、今回の有期雇用の特例法も同じように
適用になりますので、例えば外国企業が日本に拠点
を設けるに際しまして五年を超えてプロジェクト方
式でまず進出するというような場合、例えば六年、
七年といったような場合につきましてはこの特措法
の適用の対象になると、こういうことになるという
ことでございます。
○島村大君 ありがとうございます。

確認ですけど、これは専門的知識を有する有期雇
用労働者に対してのお話でいいんですよね。はい、
ありがとうございます。

もし、今お話ありましたように、この専門的知識
を有する方々で、海外の方もたくさん優秀な方がい
ると思います、その方々が日本に来て、今お話しし
ましたように、日本の企業がより発展する、グロー
バル企業が発展する、また日本のためにプラスにな
る、日本の雇用を相当創出するような方の場合には、
例えば、今後の考え方です、まだ多分それはそこま
で煮詰めていないと思いますけど、そういう方々を、
今度は入管ですね、入管させるときに、何か少しス

ムーズに入管をさせるとか、そういうことを今後考
える余地があるか。

これは、済みません、厚労省じゃないと思います
けど、そういうお考えを少し持っているかどうかと
いうのを、もしありましたら教えていただきたいと
思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） これについては、直
接の担当でないので恐縮でございますが、現在の考
え方としましては、外国人の方でも高度技能、高度
の外国人の方については積極的に受け入れたいとい
うのが基本方針になっております。その中で、高度
人材ポイント制というのが既に法務省の方で運用し
ておりまして、一定の基準、ポイントを付けており
まして、例えばビジネススクールを出ていたら何点
とか、年収が高ければ何点とか、そのポイントが高
い方につきましては一定の優遇措置をとって、でき
るだけそういう方々に日本に入っていただくという
政策は既に取っているところでございます。

厚生労働省としましても、これについては、やは
り全体として日本の雇用を広げていくためには必要
だろうということで、法務省とも協力しながら、そ
ういう対象の企業に対しまして周知をしながら、こ
の制度の活用についても普及に取り組んでいると、
こういう状況でございます。
○島村大君 前向きな答弁ありがとうございます。

○長沢広明君 公明党の長沢広明です。
今日は、もうこの有期雇用の特措法案で質疑がず

っと繰り返されてきておりまして、かなり重なる面
もありますけれども、あくまでも確認すべきことは
きちんと確認していきたいというふうに思いますの
で、よろしくお願いしたいと思います。

有期雇用で働く方々については、パート、アルバ
イト、契約社員、嘱託、あるいは派遣の方とか、今
非常にいろいろなタイプが広がっているというふう
に言っていいと思います。正社員と比べれば、雇用
が不安定で賃金が低い、あるいは自分の能力を開発
するチャンスに乏しいと、こういった問題が長年ず
っと指摘をされてきました。いわゆる雇い止めとい
うような不安に常に直面をし、なおかつ年次有給休
暇とかいわゆる正当な労働者としての権利、これを
行使するということがやはりどうしても抑制されて
いるというような課題がある。

こういう中で、平成二十四年の八月に改正労働契
約法が、これができまして、いわゆる、我が党も賛
成しましたけれども、契約期間の定めのある有期労
働契約について、通算五年を超えた場合に無期転換
できるというルールが二十五年の四月から導入され
たと。これは雇い止めの不安を少しでも解消するた
めと、こういうことで使われてきました。有期雇用
労働者の雇用の安定のために必要なルールだと、こ
ういうふうに思って私どもも賛成をして、無期転換
ルールが行われたわけです。

今回、有期雇用労働者について無期転換ルールの
一部、これを特例を定めるということになります。
その理由が、昨年の十二月に成立した国家戦略特区
法の附則第二条、産業の国際競争力の強化及び国際
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的な経済活動の拠点の形成の推進を図る観点から、
無期転換ルールの特例を検討すると、こういうこと
になりました。

これ、ちょっと流れを一回ずっと確認しましたけ
れども、やっぱりどうしてももう少し説明が要るん
じゃないかと。特に、高度専門的知識を有する有期
雇用労働者について、無期転換ルールの特例を定め
るということにどういう必要性があるのかというこ
と、この必要性と、それから、先ほど大臣も少し触
れられていましたが、じゃ、働いている人にとって
はどういうメリットがあるのか、使用者側にとって
はどういうメリットがあるのか。労働者にとっての
メリット、使用者にとってのメリット、それぞれき
ちんと説明をする必要があると思いますので、よろ
しくお願いしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回、法案を提出す
るまでの経緯は今もう先生が言っていただいたとお
りでございます。その中で、国家戦略特別区域法の
附則を受けまして、労政審で具体的な議論を行った
わけであります。

その中で、議論した中で、この特例をつくる際の
具体的な必要性、あるいは企業、あるいは労働者の
メリットは何かということでございますが、一つは
企業横断的にキャリア形成を図るような労働者、こ
ういう方々がいろんなプロジェクトで活躍する機会
を拡大していくと。そういう中で、幾つかのそうい
うプロジェクトに参加することを通じまして、その
方の技術、知識が高まっていく、労働者側にもメリ
ットがある場合があるのではないかということ。そ
して、一方、プロジェクトを行う企業につきまして
も、やはりより高度な人材を確保してそのプロジェ
クトをしっかりやっていくということが必要だろう
と。

国家戦略特区の方はこの二番目の方を中心に必要
性が議論された結果でありますが、審議会の議論の
中で、労働者側のメリットもあるのではないか。た
だ、そのためには仕組みも必要だというようなこと
で、計画認定等もあるわけでありますが、そういう
全体の議論の中で今回御提案させていただいたと、
こういうことでございます。
○長沢広明君 いわゆる高度専門知識を有する労働
者というこの範囲、非常に狭い範囲の人たちで、し
かもプロジェクト、六年とか七年とかというプロジ
ェクトにも参加しやすくするという、しかも、そう
いう人たちが次のまた仕事に移るときに移りやすい
ように、その中でキャリアアップできるための準備
もその期間に同時にできるようにということを備え
ているという、ちょっとある程度非常に範囲の狭い
話なので、説明が非常に難しいというふうに思いま
す。なかなか理解されない面があると思いますが。

もう一点、国家戦略特区の附則第二条にある、産
業の国際競争力の強化、そして国際的な経済活動の
拠点の形成の推進、こういう点で具体的にどういう
効果があると思われているのか、説明をお願いした
いと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 国際的な企業の拠点
をつくっていくといった場合、特に外国企業等で、

まず日本に進出する場合にプロジェクト方式で拠点
を設けるというようなことも考えられるのではない
かと。そういった場合に、五年以内であれば現行の
労働契約法の中で対応ということもあるわけであり
ますが、その拠点を設けて具体的なプロジェクトを
やる場合に、六年、七年、八年と、プロジェクトに
よって期間が違うだろう。より長い、より大きなプ
ロジェクトで外国企業が日本に進出していただくと
いうようなことのためには今回の特例が役に立つの
ではないかというふうに思っているところでござい
ます。

具体的に企業のニーズ等を聞いた中でも、例えば
海外の高額案件を受注、契約するような場合に、五
年よりは少し長い契約もある、そういった場合に、
現地との、国際法あるいは現地の慣行等、いろんな
専門家が必要になる、そういう方々の有期雇用が必
要ではないかというようなことでありますとか、あ
るいは日本に進出する企業の拠点という意味では、
ライフサイエンス関係の製品の拠点を設けるといっ
た場合に、やはり長い、五年ではできない、やや長
いステージ、期間のものが必要だと。そういった場
合に、その専門分野の必要な人材が要るというよう
な場合もあるのではないか。これは企業からの具体
的なヒアリングの中の話でありますが、そういった
ようなメリットがあるのではないかというふうに考
えているところであります。
○長沢広明君 次に進みます。

定年後引き続き雇用される高齢者もこの特例の対
象となっていると。私、これは非常に重要だという
ふうに思っております。今も、定年までは無期雇用
であった方が定年後に同じ企業で有期雇用の再雇用
として、結構一年一年で契約をされている、非常に
多いですね。それまでの経験、能力を生かして継続
して働けるという意味では、これは会社の方にとっ
ても働く側にとっても非常にメリットが大きいとい
うふうに思います。

これで労働者の雇用の安定もある程度確保される、
企業は優秀な人材を確保できると、こういうことで
はいいわけでありまして、それが五年続くと今度は
無期転換ルールになってしまう。無期転換になると
いうと、なかなかこれも企業もそれに対応しにくく
なるということがあるので、これまた六年目、七年
目と、こうやって働き続けられるというふうになる
のは私は非常にいい、選択肢が増えるという意味で
非常にいい視点ではないかというふうに思っており
ますが、そもそもこの国家戦略特区法の附則第二条
が今回の問題になっているわけですけれども、改正
のきっかけになっているわけですが、国家戦略特区
法の附則の方には定年後の高齢者というのは書いて
いないわけですね。検討の対象にはなっていないわ
けです。

定年後の高齢者についてこの特例の対象にすると
いうようなことは、どういう経緯で議論されてこの
話が入っているのか。定年後の高齢者を無期転換ル
ールの特例の対象とする理由とその効果について、
改めて説明をお願いしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 国家戦略特別区域法
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につきましては、これは産業の国際競争力の強化で
ありますとか国際的な経済活動の拠点の形成と、こ
ういう観点からの議論だけがなされて、その中で労
働契約法との関係で特例について検討が必要だと、
その部分だけ書かれたわけでございます。

したがいまして、審議会につきましては、それを
契機として議論するということになったわけでござ
いますが、やはり労使で議論していく中ではいろん
な論点が出てくる。その中で、今回、労働契約法の
この部分の特例の議論をする中で、使用者側の委員
からは、高齢者雇用安定法の改正も同時期に施行さ
れてきたわけでございますが、そういう中で定年後
の高齢者について継続雇用をしていった流れの中で、
むしろ特例を設けた方がより高齢者の雇用の確保に
なるのではないかと、こういう問題提起がされまし
て、それ以外、労働側からの問題提起もあったわけ
でございますが、それらにつきましては公労使の審
議会の合意の中で論点に加えたと、こういうことで
ございます。

では、どういうメリットがあるかということでご
ざいますが、定年までは無期雇用で働いてきた、そ
して、今高齢者雇用安定法の中で六十歳を超えて六
十五歳までは少なくとも継続雇用、定年を延長する
か、少なくとも継続雇用してくださいということ。

それで、一年ごとに五年間やっていくと六十五で
そこでぴったりなわけでございますが、一方で、や
っぱり企業の側からしても、六十五歳で辞めていた
だくには、ややもう少し活躍できる方がいるんじゃ
ないかと。労働者の方も、働けるのであれば同じと
ころで働きたいと、こういうことになるわけでござ
いまして、その場合に、そこで無期に転換するとな
ると労使それぞれいろんな問題が生じる場合もある
ということで、そこのところについては特例にした
方がいいのではないかと、労使の議論の中でそうい
うことになって、今回もう一つの特例を提案したと、
こういうことでございます。
○長沢広明君 非常に私、この定年後の高齢者に対
する特例というのは、そういう使い勝手という意味
では非常にいいことだと思いますので。しかし、一
律ということではなく、やはり働き方の選択肢、こ
ういうふうにやっぱりしていくことが必要かなとい
うふうに思います。

今日一日この議論をされてきまして、ずっと続い
ているのは、やはり無期転換ルールが、いわゆる無
期転換するようにせっかくしたのに骨抜きになって
いくのではないかという不安、懸念でございます。
昨年の臨時国会でも、今日も指摘がありましたが、
議員立法でこの研究開発力強化法とかあるいは大学
教員等任期法の改正で、ある程度対象を絞った研究
開発法人の研究者とか教員とか、そういうことを対
象に無期転換申込権が発生するまでの期間を十年に
する特例というものが、これは議員立法ですけれど
も、多くの党の賛成でできたわけです。

これも、やはりこの有期雇用を効果的に利用する
独自のキャリアパスがあるという、こういう特殊な
事情があって多くの党で賛成したものでございます。
今回また無期転換ルールについてこの特例が設けら

れると。こういう特例、特例という形で、結果的に
ルールが骨抜きになっていくのではないかという不
安の声、これがあるわけでございます。

それで、大臣、今日一日のこの審議を通して、質
問者としては私が今日最後でございますので、この
法案が無期転換ルールを骨抜きにするものではない
ということをもう一度確認をさせていただきたいと
いうふうに思いますので、ここで皆さんが安心でき
るように、すぱっとお願いしたいと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 結論からいえば、あく
までも無期転換ルールというのが雇用契約法の原則
であって、基本的にはこのルールが適用されるとい
うことが我が国で守らなければいけないルールだと
いうこと、法律でありますから、そういうことだと
思います。

ただ、今回の場合には、それを骨抜きにしないよ
うな形での特例扱いというのを考えているわけであ
って、そのために、まず第一に対象となる働く人た
ちのグループを二つに限って認め、それぞれにまた
要件を課していくということでもございますし、そ
れから、事業主がこの特例の対象となる労働者の特
性に応じた雇用管理に関する措置について計画を作
らなければいけませんし、それに対して厚生労働大
臣が認定をしなければいけないと。

そういう形で特例を限定していくわけでありまし
て、そういう中で無期転換のルールが決してこのル
ールの趣旨に反しない今回の扱いだということを皆
様方には御理解をいただきたいというふうに思いま
す。
○長沢広明君 適切な事業主による適切な雇用管理、
これをしっかりするということと、それを行政がき
ちんと認定をする、こういう条件付での特例という
ことになっているということで、野方図に特例を適
用するというわけではないということをきちんとは
っきりさせていただきたいと思います。

あと、論点、ちょっと続けて聞きますが、いわゆ
る労働基準法第十四条の要件として厚労大臣が定め
た大臣告示を参考にして、いわゆる高度専門職の範
囲について、年収が一千七十五万円を下回らないも
のと、こういうふうに労基法の大臣告示ではなって
いる。これは参考になるということで、今日もずっ
と議論がございます。じゃ、そもそもこの千七十五
万円というのはどういう算定根拠ではじき出された
ものなのか、お答えいただきたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） これにつきましては、
労働基準法の改正、平成十五年の改正でございます
が、その際の附帯決議におきまして、自ら労働条件
を決めるに当たり、交渉上、劣位に立つことのない
労働者に限定するという中で、年収要件をどうする
かという議論をしたわけでございます。

審議会の場で、人事院の職種別民間給与実態調査
でありますとか、あるいは厚生労働省で行っており
ます賃金構造基本統計調査、これらの調査のデータ
を参照しながら議論したわけでありますが、どのレ
ベルかということで、やはり課長級相当以上である
ことが必要ではないかと、係長級というのでは、や
ややはり低いのではないかということと、それから、
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その課長級の中でも年収としてある程度高いという
ところが必要だろうということで、その統計データ
の中で課長級の年収のデータで上位四分の一に入る
という水準を基準にしようと、労使の間で結局そう
いうことになりまして、その計算で出てきた数字が
千七十五万円ということでございます。技術職の課
長級の上位四分の一というのが考え方の基本になっ
てございます。
○長沢広明君 ちょっと質問をはしょります。

特区法の附則第二条では、一般の労働者と比較し
て高い水準の年収と、こういうふうに要件とするこ
とが明記されておりますけれども、一般の労働者と
比較して十分に高い水準であるという必要が私ある
と思いますが、どう捉えますか。十分にと。
○政府参考人（岡崎淳一君） 十分という言い方か
どうかというのはありますが、そういうことも含め
て労使の間でどの水準が今回の特例として必要かと
いうことで考えていただくと。その場合には、千七
十五万円というのが一つの参照基準でありますが、
そういったことを含めて御議論していただければと
いうふうに思っているということでございます。
○長沢広明君 一応申し上げておきます。十分に高
い水準であることが求められると思います。

高度の専門的知識等の要件ということについては
今日もいろいろ議論になっていますが、もう一度確
認させていただきます。このいわゆる労基法十四条
に求める大臣告示にある内容よりも高度専門知識等
の要件が狭まることはあるのか、対象労働者の範囲
が必要以上に拡大することへの一定の歯止めがある
のかということについてお答えいただきたいと思い
ます。
○大臣政務官（高階恵美子君） 高度専門職の具体
的な要件のうち高度の専門的知識、技術又は経験に
つきましては、労働基準法第十四条に基づく一回の
労働契約の期間の特例の対象、すなわち一定の国家
資格等を有する者、一定期間の実務経験を有する年
収一千七十五万円以上の技術者等を参考にいたしま
して、法案成立後、改めて労働政策審議会において
検討をさせていただくということにしております。

こうした本年二月の労政審における建議で示され
た考え方の枠内におきまして検討を行う、このこと
は労使の共通の理解でございまして、対象者がこう
した共通理解の範囲を超えて狭まること、あるいは
拡大することはないと考えてございます。また、将
来にわたりましても、こうした対象者の具体的な範
囲は、労働政策審議会におきまして雇用の現場の実
態を熟知した労使の意見を踏まえて決定するもので
あり、対象者の範囲が必要以上に拡大することはな
いと考えてございます。
○長沢広明君 高齢者についても具体的な範囲の問
題があります。

この特例の対象となる高齢者の範囲、これ定年後
の高齢者については、定年後引き続いて同じ事業主
か特殊関係事業主に雇用される場合に対象が限定さ
れています。それはどういう考えによるものなのか。
この法案により特例の対象となる高齢者の数はどの
程度の数に上るのか、どう見込んでいるか、伺いた

いと思います。
○政府参考人（広畑義久君） お答え申し上げます。

この法案の特例の対象となります高齢者は、先ほ
ど委員御指摘のとおり、定年後、同一の事業主又は
特殊な関係にある事業主に引き続いて雇用され、高
年齢者雇用安定法で義務付けられました六十五歳ま
での雇用確保措置の期間を経て、その後も同一の事
業主に雇用されている有期契約労働者でございます。
こうした労働者の方につきましては、引き続き有期
の雇用契約を続けても雇用の安定を大きく損なうこ
となく、むしろ経験等を生かしましてその能力を有
効に発揮することができることから、特例の対象と
してございます。

一方、これ以外の一般の高齢者につきましては、
通常の有期契約労働者と同様の雇い止めの不安を抱
えておりまして、雇用の安定を図る必要性が高いと
思っております。このため、特例の対象にはせず、
無期転換ルールを原則どおり適用するものでござい
ます。

次に、特例の対象となる高齢者の数のお尋ねにつ
きましては、定年後に継続雇用されている高齢者の
働き方が企業の制度あるいは高齢者個々人の選好が
様々でございますので、正確な推計は困難でござい
ます。

ちなみに、高齢法に定める措置を超えて、定年後、
引き続き六年以上雇用できる制度を導入しておりま
す企業は、従業員三十一人以上で見たところ、昨年
の、平成二十五年のいわゆる六・一報告でございま
すが、全体の八・六％、約一万二千社でございます。
少なくとも、これらの企業におきましては対象者が
生ずるものと考えております。
○長沢広明君 今御説明あったとおり、高齢者の働
き方に合わせて今回対象が限定をしているというこ
とでございます。大臣、高齢者が安心して働くこと
ができる環境、この整備を引き続き進めていただく
ようお願いしたいというふうに思っております。

この高齢者雇用については、高年齢者等の雇用の
安定等に関する法律によって一定の雇用確保措置が
とられているということでございます。平成二十四
年には法律を改正して、継続雇用を希望する全ての
者について六十五歳までの雇用を確保するという措
置もとられてまいりました。ただ、六十五歳以上に
なっても働いている場合があり、そして元気なうち
はもっと働きたいという希望も非常に強いわけであ
りまして、この法案による特例対象者以外の高齢者
の雇用安定についても引き続き重要な課題として取
り組んでいただきたいと思います。

この法案の特例を活用することも重要ですけれど
も、高齢者が活躍できる雇用の機会をより一層確保
していくため、厚生労働省としてどのように取り組
むのか、大臣のお考えを伺いたいと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど来、話が度々出
ておりますように、今高齢社会の中で大変有能な、
しかし六十五のいわゆる定年を迎えられた方で、会
社の方も働いてもらいたいなと思いながら、一方で
御自身ももう少し働きたいと。しかし、フルの、無
期転換をするというほどではないというようなこと
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もたくさんあるので、今回の新たな特措法によりま
す高齢者の働き方というのも、有力な働き方の一つ
として、これからは法律が成立をいたせば広まって
くるんではないかなというふうに思うわけでありま
す。

先生御指摘のように、希望者は今六十五まで雇用
が確保できるという高年齢者雇用安定法が成立をい
たしまして、一つの言ってみればハードルを越えた
んだろうと思います。もちろん、それについてのハ
ローワークによります個別の企業に対する指導とい
うものも、間違いなく希望者が雇っていただけるよ
うにしていくということが一つ。

それから、高年齢者の新たな雇入れや高年齢者の
雇用環境の整備を行う事業主に対しては助成をして
おります。これは、一人当たり五十万円の助成、中
小企業の場合には九十万円の助成ということでやっ
ておりますし、それから、環境整備をした場合につ
いては費用の二分の一、中小企業は三分の二を助成
するというようなこともやってきているわけであり
ます。

それから、ハローワークにおけます高齢者の就労
支援というものももっと幅広くやっていかなきゃい
かぬなというふうに思っているわけでございまして、
その他もろもろ考え得る政策はできる限り取り込む
ということで、引き続いて高齢者の雇用就業機会の
確保を進めて元気な高齢社会をつくっていきたいな
というふうに私どもとしても思っているところでご
ざいます。
○長沢広明君 是非よろしくお願いしたいと思いま
す。

この法案によって特例が設けられるということで
ございますが、その特例の対象というものはこの法
案の中でも限定されている。細かい部分、これから
審議されるということで、具体的なところはこれか
らという問題はありますけれども、大事なことは、
平成二十四年の改正労働契約法で決められた無期転
換ルール、大半の労働者にとっては原則どおりこの
改正労働契約法の無期転換ルールが適用され続ける
ということであります。この改正労働契約法でつく
った無期転換のルールをきちんと適切に回転させて
いくこと、動かしていくこと、これが逆に今求めら
れているというふうに思うんですね。

そういう意味では、この無期転換ルールを始めと
する改正労働契約法をしっかり周知していく、その
引き続き周知を図っていくことが必要だというふう
に考えるので、その点についてのお考えと、それか
ら同時に、有期雇用の労働者について無期転換申込
権が発生する直前の雇い止めの問題、これに対する
労働者の不安を解消するために厚労省としてどう取
り組んでいくか、大臣のお考えを伺って、終わりに
したいと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 御指摘のように、いわ
ゆる無期転換というのが原則だということでござい
まして、改正労働契約法の内容については、使用者
にその趣旨を十分御理解をいただくように引き続き
周知を図っていくことが厚生労働省としても大変重
要な役割だというふうに御指摘のとおり思っている

ところでございます。特に、労政審の建議において
も、無期転換申込権の発生前の雇い止めの懸念を踏
まえた取組が求められておりまして、無期転換申込
権の発生前の雇い止めの抑制等を図る方針もしっか
りと履行してまいりたいというふうに思っておりま
す。

このため、改正労働契約法の周知、有期労働契約
に関する労働基準法の規定の遵守の徹底、それから
無期転換に取り組む企業へのコンサルティングの実
施等、個別企業への支援についても来年度概算要求
にも必要な経費を計上しておりまして、無期転換ル
ールの定着のための施策ということで要求額九千二
百万を上げているところでございます。こうした予
算も活用しながら、例えば監督署やそれからハロー
ワークにおいて、求職者や求人企業も含めた労使へ
の周知等に積極的に取り組んでまいりたいと思って
おります。
○長沢広明君 終わります。ありがとうございまし
た。
○委員長（丸川珠代君） 本日の質疑はこの程度に
とどめ、これにて散会いたします。

平成 26 年 10 月 23 日 参議院厚生労働委員会（参考
人質疑）
○委員長（丸川珠代君） ただいまから厚生労働委
員会を開会いたします。

委員の異動について御報告をいたします。
昨日までに、石田昌宏君、高野光二郎君及び高階

恵美子君が委員を辞任され、その補欠として酒井庸
行君、太田房江君及び井原巧君が選任されました。
○委員長（丸川珠代君） 専門的知識等を有する有
期雇用労働者等に関する特別措置法案を議題といた
します。

本日は、本案の審査のため、三名の参考人から御
意見を伺います。

御出席をいただいております参考人は、一般社団
法人日本経済団体連合会労働法制本部統括主幹鈴木
重也君、日本労働組合総連合会総合労働局長新谷信
幸君及び東京大学大学院法学政治学研究科教授岩村
正彦君でございます。

この際、参考人の方々に一言御挨拶を申し上げま
す。

本日は、御多忙のところ当委員会に御出席をいた
だきまして、誠にありがとうございます。

参考人の皆様から忌憚のない御意見をお述べをい
ただきまして、本案の審査の参考にさせていただき
たいと存じますので、よろしくお願いを申し上げま
す。

次に、議事の進め方でございますが、まず、参考
人の皆様からお一人十五分以内で順次御意見をお述
べいただき、その後、委員からの質疑にお答えをい
ただきたいと存じます。

なお、参考人、質疑者共に発言は着席のままで結
構でございます。

それでは、まず鈴木参考人にお願いをいたします。
鈴木参考人。
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○参考人（鈴木重也君） 経団連労働法制本部の鈴
木と申します。

先生方におかれましては、日頃より我が国の雇用
労働環境の改善に向けて御尽力をいただいておりま
すことにつきまして、この場をお借りいたしまして
厚く御礼申し上げたいと存じます。

本日は、専門的知識等を有する有期雇用労働者等
に関する特別措置法案について、これを賛成する立
場から使用者側の考え方を説明させていただきます。

御案内のとおり、二〇一三年四月一日に改正労働
契約法が全面施行されました。とりわけ同法第十八
条の無期転換ルールは、企業の経営、人事労務管理
に大きな影響があるため、経団連では、これまで延
べ約一千六百名の企業担当者に対し説明会、セミナ
ーを開催し、法令の周知徹底をお願いしているとこ
ろでございます。

また、本日、配付資料の中に経団連が毎年取りま
とめております経営労働政策委員会報告の抜粋を入
れさせていただきました。ここでも、法律の円滑な
施行に向けて改正法の留意点を盛り込むなど、広く
呼びかけを行っているところでございます。

労働政策研究・研修機構の調査によりますと、企
業の対応方針として、フルタイム契約労働者を何ら
かの形で無期転換にしていくとする回答が四二・
二％と最も多くなっております。対応方針は未定、
分からないとする回答も三八・六％ございますので、
確とは申し上げられませんが、多くの企業は無期転
換に積極的と言うことができるかと存じます。特に、
有期雇用労働者から勤務地や職務、職種を限定した
無期雇用労働者、いわゆる多様な正社員へ転換する
仕組みを導入する企業が増えております。これは、
無期転換後の働き方として、典型的な正社員のよう
に転勤、配転があり、また一年ごとに徐々に難しい
役割が与えられるとなると、結果として無期社員と
して就労がしにくくなる方がいらっしゃるかと存じ
ます。多様な正社員制度はこうした課題の改善策と
して有益だというふうに考えております。政府にお
かれましてもその普及拡大に推進をされております
が、経団連としても、積極的に多様な正社員のメリ
ットなどを説明するなど、無期転換の推進を支援し
ているところでございます。

さて、今回の特別措置法案は、国家戦略特別区域
法附則第二条に基づき、労働政策審議会での議論を
経まして、閣法として提出があったものでございま
す。労働政策審議会におきまして使用者側は、労働
契約法の改正趣旨あるいは高年齢者雇用安定法の改
正趣旨を逸脱しないことを大前提として、その見直
しの提案をさせていただいたところでございます。
本法案は、高度専門労働者と定年後継続雇用者を対
象に、適切な雇用管理の措置とセットで無期転換ル
ールの特例措置を設けることにより、我が国の産業
競争力の強化やグローバルな経済活動拠点の形成促
進、加えて雇用機会の創出に大きく寄与することが
期待されており、労働者、使用者の双方にメリット
のある法案だというふうに思っております。

まず、高度専門的知識等を有する有期雇用労働者
に対する特例措置についてでございますが、世界規

模の企業間競争の激化と少子高齢化による市場変化
への対応を背景といたしまして、魅力ある商品、サ
ービスをいかに提供できるかが企業間競争の勝敗の
分かれ目になっております。各社ではイノベーショ
ンを通じた付加価値の創造に真剣に取り組んでいる
ところでございますが、こうした付加価値の創造の
担い手は人材であり、とりわけ高度な専門的知識等
を有する労働者に負うところも大きいというふうに
考えております。企業競争力の向上を通じて処遇の
改善、雇用機会の拡大、ひいては経済の好循環につ
なげていくためにも、高度専門労働者がその持てる
能力を十分発揮していただける環境を整備すること
が重要だというふうに考える次第でございます。

大企業一社で数名程度と少ないものの、現在でも、
優秀な人材に働いていただくため、一千万円を超え
る年収で有期契約を結んでいるケースがございます。
具体的に申し上げますと、新規事業を立ち上げる際
の研究者、技術者、大型資源プロジェクトを受注し
た際の専門家、さらにはインフラ金融に関わるファ
ンドマネジャー、ＰＦＩによる事業のプロジェクト
マネジャー、世界規模の大型イベントのプロジェク
トマネジャーなど、専門分野は多岐にわたっており
ます。また、事業のグローバル化に対応するため、
特定の国・地域で市場開拓を行うため当該国・地域
の法律やビジネス慣行などの知識を持つ方を積極的
に採用する企業は今後増えていくものと想像をして
いるところでございます。

一方で、有期プロジェクトの実態は必ずしも五年
未満に限られるものではございません。高度な専門
的知識を有し、比較的高い年収を得ている方は国内
外からヘッドハントされる対象で、交渉力を持って
いるというふうに私どもは理解をしておるところで
ございます。こうした方々を対象に無期転換ルール
の特例を設けることは、企業にとりまして五年を超
えるプロジェクトを立ち上げやすくなり企業競争力
の維持強化に資するとともに、高度専門労働者にと
りましては有期プロジェクトを通じた能力発揮やキ
ャリア形成の場が広がることになりますので、労使
双方に有益なものと考えるところでございます。

また、第一種計画におきます能力の維持向上を自
主的に図る機会に関する措置その他につきましては、
専門的知識、技術、経験を最大限発揮してもらった
りブラッシュアップしてもらう必要から、重要な仕
組みであるというふうに理解をしております。ただ
し、有効かつ適切な措置内容は、例えば長期雇用を
前提にキャリアを形成をする労働者などとはおのず
から異なる面もあるというふうに考えております。
例えば、必要な機材の導入や専門雑誌などの購入、
学会への参加奨励、弾力的な労働時間制度の適用な
ど、現状行っている施策内容を基本に各社が選択で
きることが適切ではないかというふうに考えており
ます。

続きまして、定年後の継続雇用者に対する特例措
置について申し上げたいと存じます。

我が国が対応を迫られている大きな課題といたし
まして、労働力人口の減少への対応というものがご
ざいます。そのため、女性労働者に活躍をしてもら
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えるよう、仕事の効率化や職場の意識改革を通じ、
短い時間でも働ける環境を整えていく、あるいは多
様な就業形態の選択肢を増やしていくことが重要に
なってまいります。そうした施策と併せまして、六
十歳以降の高齢者への活躍支援が不可欠な政策にな
ろうかと思っております。

六十歳以上の就業者数は、二〇一三年平均で一千
二百五十一万人、就業者全体の約二割を占めます。
高齢従業員の雇用機会を拡大することは、社会保障
の担い手を増やし、社会保障制度の安定にも寄与す
ると期待されております。企業といたしましても、
高齢従業員が持つ知識、経験、技術を職場で十分発
揮していただくとともに、次の世代への着実な技術
継承を図るため、高齢従業員を重要な戦力と位置付
け、積極的に活用を図っているところでございます。

労働契約法第十八条の無期転換ルールは、全ての
有期労働者を対象とするため、定年後の継続雇用者
にも適用されます。もとより、無期転換ルールは、
若者を中心に、不本意な形で非正規労働に従事され
ている場合、そうした方々を対象に、より安定的な
雇用機会を提供することを目的として創設されたも
のであると理解をしております。

二〇一三年度の総務省労働力調査によりますと、
六十五歳から六十九歳層の雇用者は百九十四万人い
らっしゃいますが、このうち非正規雇用者は七割と
なっております。これは、高齢者の場合、加齢によ
り健康面あるいは業務遂行能力などにおいて個人差
が広がるということを踏まえ、働き方を確認しなが
ら一年ごとに契約を更新することが高齢者の就業実
態に合っているからということが言えるかと存じま
す。すなわち、定年後の継続雇用者に対しまして無
期転換ルールの特例措置を設けるということは、労
働契約法第十八条の趣旨を没却するものではないと
いうふうに理解をしておるところでございます。

事業主は、企業現場の実態を踏まえ、六十五歳以
降も働いていただきたいという気持ちを持っており
ますので、本法案により高齢者の雇用機会を広げる
という意義は大変大きいというふうに考えておりま
す。

次に、第二種計画における配置、職務及び職場環
境に関する配慮その他の雇用管理について申し上げ
ます。

各社における定年後の継続雇用者に対する雇用管
理は、例えば健康状態などに応じて仕事の負荷を軽
減すること、さらには仕事内容や評価に応じて適切
な処遇を行うことなど、実に多様な取組が行われて
おります。多くの定年後の継続雇用者の就労の場を
提供するため、職域の拡大にも各社取り組んでいる
ところでございますので、こうした企業の実情を十
分踏まえたものとするということが必要ではないか
と考えております。

最後に、認定の手続について申し上げたいと思い
ます。

本法案は、国家戦略特別区域法附則第二条を契機
として議論が始まったところでございますが、厚生
労働大臣の基本指針の策定、行政機関による計画の
認定、さらには認定を取り消すことができるという

一連の行政機関の関与がスキームに盛り込まれてお
り、このことは使用者側として十分理解をしている
ところでございます。ただし、民事上のルールであ
る労働契約に対する特例を設けることから、例えば
認定に係る基本指針や審査の基準は可能な限り明確
にしていただくということをお願いしたいというふ
うに思っているところでございます。

有期特別措置法案は、労働者の多様な働き方の選
択肢を用意することで、雇用機会の拡大と企業競争
力の強化の双方を促進することができるものという
ふうに考えております。とりわけ、高度専門職の能
力発揮を促すとともに、高齢者が働き続けられる基
盤整備として大変重要なものと考えておりますので、
法案の早期成立をお願いしたいと存じます。

私からの意見陳述は以上でございます。
御清聴いただきまして、ありがとうございました。

○委員長（丸川珠代君） ありがとうございました。
次に、新谷参考人にお願いいたします。新谷参考

人。
○参考人（新谷信幸君） 連合で労働法制を担当し
ております新谷と申します。本日はお招きいただき
ましてありがとうございます。

私は、この有期特措法のベースになりました労働
契約法の三か条の改正、二〇一二年に成立をいたし
ておりますけれども、この法改正の際の労働政策審
議会の委員も労働者側代表として務めさせていただ
きました。また、この有期特措法の審議をいたしま
した部会の委員も務めさせていただきましたので、
本日は、資料も提出をさせていただいておりますが、
この労政審で我々労働側が主張をした点を中心に意
見の開陳をさせていただきたいと思っております。

まず、この有期の特措法でございますけれども、
私ども労働側といたしましては、雇用の安定を図る、
かつ全ての民事ルールに適用される労働契約法がこ
ういう形で例外、特例扱いが設けられるということ
に対しては反対という立場で労働政策審議会、意見
を申し上げてきた内容でございます。

まず、めくっていただきまして、一ページのとこ
ろでございます。

二〇一三年の四月にいわゆる無期転換ルール、労
働契約法の十八条が施行されたわけでありますけれ
ども、昨年の年末にこの有期特措法の論議が始まっ
たわけでございますけれども、この時点では、本当
に施行されてから間もない中でこういう見直しが行
われるということに対して非常に遺憾であったとい
うことをまず申し上げたいと思っております。また、
その見直しの論議の経過についても、私どもとして
は非常に違和感があったということを申し上げたい
と思います。

その一つが、この見直しの契機になりましたのが、
国家戦略特区のワーキングというところで検討が始
められたわけでありまして、九月の二十日に産業競
争力会議の課題別会合の中でこの国家戦略特区ワー
キングからの意見というものが出されておりまして、
それが、元々がこの十八条の無期転換権を事前に放
棄をさせるという提案がなされたということが契機
でございました。この事前放棄の問題は、元々、国

57



53

会での審議の中で、公序良俗に反して無効であると
いう立法趣旨が説明されたものでありましたけれど
も、それを見直すという方向でまず出されたという
ことが非常に違和感を持った点でございます。

また、この国家戦略特区ワーキングというのは一
部の有識者から構成される委員会というふうにお聞
きしておりますけれども、私ども労働側の代表が一
人も入っていないという中でこういう重要な見直し
が行われたということについても、ＩＬＯの三者構
成原則に反するのではないかということから、非常
に違和感を持ったわけでございます。

また、今回の有期特措法の対象者となっておりま
す定年後引き続き雇用される者ということにつきま
しても、元々、国家戦略特別区域法の附則の第二条
の中には、高度専門労働者を対象にということで法
律の授権があって労政審での検討が始まったわけで
ございますけれども、使用者側委員からの提起がご
ざいまして、この定年後引き続いて雇用される者に
ついても特例扱いとするという提案がなされ、それ
がまとめられて法案につながってきたということに
ついても、国家戦略特別区域法が要請していた範囲
を逸脱しているということは、これ主張をさせてい
ただいた内容でございます。

続きまして、二ページの方を御覧いただきたいと
思います。

有期労働契約に関する基本的な考え方ということ
でございます。

非常にいい資料をお作りになられておりますので、
せっかくですから御覧いただければと思いますが、
この調査室でお作りになられた資料の百十二ページ
に有期契約労働者の現状という資料がございます。
これは元々厚生労働省がお作りになられた資料でご
ざいますけれども、役員を除く雇用者五千二百万人
のうち非正規労働者が一千九百万人いると。実は、
一千九百万人のうち約一千四百万人が有期労働契約
で働いておられるという現状でございます。実は、
この有期労働契約の労働者の数はなかなか把握でき
なかったわけでありますけれども、昨年の一月から
この数字が統計として表れてくるということでござ
います。

この有期労働契約でございますけれども、私ども
としては、雇用の原則としては期間の定めのない直
接雇用であるべきというふうに考えてございます。
有期労働契約で働いておられる方の中には、雇用の
不安定さであるとか処遇が低いといった様々な問題
が指摘をされておりますし、また、いわゆる契約期
間が満了したときに次の契約がなされるかどうか、
いわゆる雇い止めの恐怖の中で、年次有給休暇であ
るとか産前産後の休暇、あるいは時間外労働の支払
といった、労働者として当たり前の権利の行使がな
かなかできないといった課題が指摘されていたわけ
でございます。

私どもとしては、この有期労働契約については、
雇用の原則に対する例外的なものとして、入口の規
制を設けるであるとか、繰り返し有期労働契約を反
復更新して濫用的な扱われ方がされると、こういっ
たものを規制するべきであるということで労働契約

法の改正に至ったということでございます。
次のページを御覧いただきたいと思います。
まず、労働契約法十八条の無期転換ルールについ

てでございます。
この労働契約法の十八条は、まさしく労働契約に

関する基本的な民事ルールとして定められた法律で
ございますので、その規定は労働契約関係にある全
ての労働者にひとしく適用されるべきであるという
ことがまず原則としてあるわけでございます。

この無期転換ルールは、有期労働契約の濫用的な
利用を抑制し、有期労働契約者の雇用の安定を図る
ために二〇一三年四月から実施されたばかりであり
まして、これは施行から五年を経過する二〇一八年
の四月以降に基本的に無期転換が発生するというこ
とでございますので、いまだにいわゆる見直しを必
要とする立法事実が存在していないのではないかと
いうことでございます。

また、現行の労働基準法の十四条の第一項により
まして、一定の事業の完了するまでの間に必要な労
働契約の期間を設けられるわけでありまして、特例
を設けずとも契約期間五年を超える有期労働契約の
締結は可能でございまして、わざわざこういった短
い労働契約の期間を設けるということは雇用の安定
とは反するのではないかということを主張させてい
ただきました。

また、この無期転換ルールに特例を設けるという
ことの問題につきまして、個別法によって特例で穴
を開けていくと、こういう仕組み、枠組み自体が民
事ルールの在り方に照らして問題があると私どもは
考えてございます。

続きまして、四ページでございます。
今回の特別措置法の中に設けられました第一種計

画に定められる高度専門労働者でございます。この
高度専門労働者につきましても、特例措置を講じる
場合にあってもこれは慎重であるべきというふうに
考えてございます。

この特例措置を講じるのであれば、元々労働契約
法の十八条が法目的としておりました、濫用的な利
用を抑制する、また労働者の雇用の安定を図るとい
う無期転換ルールの本旨を損なわない範囲に限定さ
れるべきであるというふうに考えてございます。そ
のために、高度専門労働者の範囲、無期転換の申込
権が発生するまでの期間の長さ等々については、
元々国家戦略特区法で定められておりました産業競
争力の強化に直接貢献できると言えるような、真に
高度な専門能力を有する労働者に限定するというこ
とが必要ではないかというふうに考えてございます。

また、この要件、特に年収要件等々については法
律に規定をされてございませんので、この要件を設
定するに当たっては厳格な歯止めを設けるべきであ
るということを考えているわけでございます。また、
万一この特例措置が濫用的に利用されるということ
であれば、この原則であります無期転換ルールに復
するということを明確に定めるべきであるというこ
とを考えてございます。

続きまして、五スライドでございます。
これは、もう一つの類型、第二種計画の類型でご
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ざいます、定年後引き続いて雇用される者について
でございます。これにつきましても、特例措置を講
ずるということについては慎重であるべきであると
いうふうに考えてございます。

これは高年齢者雇用安定法の適用を受ける労働者
ということでございますが、その高年齢者雇用安定
法が定めております対象者、すなわち、定年退職後
に引き続き同一の事業主の下で有期労働契約を反復
更新している労働者ということに限定されるべきで
あるというふうに考えてございます。これにつきま
しても、濫用的な利用が行われた場合には、原則に
復するということを明確に講じなければならないと
思ってございます。

それと、四つ目のところでございますが、有期労
働契約者を含めました希望者全員の六十五歳までの
雇用が確実に確保されるための対応も取られるべき
であるということでございます。

これにつきましては、ちょっと分かりにくい点も
ございますので、ちょうどいい資料をお作りになら
れておりますので、これも資料を御覧いただきたい
と思います。済みません、二十八ページを御覧いた
だきたいと思います。

ここに今の対象者の類型が三類型書いてございま
すが、特にこのＡの類型、六十歳の定年を迎えまし
て、六十五歳までの無期転換が生ずるまでの図示が
ございますけれども、今申し上げておりますのは、
多くの企業では、定年六十後、一年ごとの有期労働
契約で六十五歳まで雇用を継続するというパターン
が非常に多いわけでございますけれども、問題は、
その六十一歳、六十二歳、六十三歳といったところ
のいわゆる雇い止めの基準、更新基準が、今法律の
中ではこれを必ず更新するということが規定をされ
てございません。

ですから、無期転換権が発生するまでの六十五歳
までの雇用を必ずこれ継続させるということでない
と、使用者側がこの特措法の中に設けるべきである
ということについてはなかなか実現が難しいのでは
ないかと考えておりまして、必ずこの六十五歳まで
雇用が継続する、更新基準についてもこれは明確に
しなければならないというふうに考えてございます。
それが次のページに記載をしてございます①の部分
でございます。

それと、二つ目のところでございます。
実は、この高年齢者雇用安定法はいわゆる定年が

ある労働者にのみ適用されますので、いわゆる六十
歳時点で定年ではない方、すなわち有期契約を反復
更新されて六十歳をお迎えになられた方には、この
高年齢者雇用安定法の適用はございません。そうい
った意味では、定年扱いと同じような扱いをしてい
る有期労働契約者につきましても、高齢法の趣旨を
踏まえた雇用安定措置を明確にするべきであるとい
うことでございます。

三つ目につきましては、六十五歳までの雇用確保
措置の対象外となるところ、これは②の適用にもな
らない労働者でございますけれども、有期契約で六
十歳を迎える方についても雇用安定措置を講ずべき
であるということを申し上げたいと思っております。

それと、七ページでございます。
これは、行政が関与するという形での仕組みにつ

いての見解でございます。今回、事業主が作成した
計画に対して厚生労働大臣が認定という形で関与す
る仕組みが設けられております。この点につきまし
ては、二点指摘を申し上げたいと思っております。

労働者が有する民事上の権利について行政庁が認
定を行うというのは非常に異例な取組ではないかと
思っておりまして、我が国の法体系の中では極めて
異例であるということをまず指摘を申し上げたいと
思っております。認定に関する基準につきまして法
律上に明記せず、行政庁の裁量に委ねるということ
につきましては、この高齢者の対象者が非常に多い
ということからいっても異例であるということを申
し上げておきます。

それと、無期転換ルール、これは民事ルールでご
ざいますので、特例を講ずるということにつきまし
ても、行政が関与する仕組みとすることについては
慎重であるべきだというふうに思っておりますし、
万一、行政庁が関与するこの認定という仕組みに対
して、行政庁の判断によって私人の権利保障が損な
われる事態とならないように、適切な手当てが必要
であると。また、その認定が適切じゃないとなった
場合に労働者はそれをどのように争うことができる
のか、いわゆる紛争解決のシステムについてもこれ
は十分な手当てが必要であるということでございま
す。

最後、八スライドでございます。
今回、計画の作成、申請ということが行われるわ

けでございますけれども、私どもとしては、こうい
った労働者の権利を特例扱いにするということにつ
きましては、使用者が、事業主がその申請を出す、
計画をするといった段階であらかじめ過半数労働組
合の意見を聴取するということが労使のコミュニケ
ーションからいっても必要ではないかということで
ございます。

また、この法律には入ってございませんが、私ど
もが非常に懸念いたしますのは、元々、労働契約法
の十八条の五年の無期転換ルール、これの期限の到
達直前での雇い止め、これに対する手当てが十分に
なされるべきだというふうに考えてございます。

以上、私からの意見の開陳とさせていただきます。
どうもありがとうございました。

○委員長（丸川珠代君） ありがとうございました。
次に、岩村参考人にお願いをいたします。岩村参

考人。
○参考人（岩村正彦君） 私は、東京大学の大学院
法学政治学研究科に所属しております岩村と申しま
す。本日は、意見を述べる機会を与えていただきま
してありがとうございます。

私は、今回の特別措置法案の制定を建議しました
労働政策審議会労働条件分科会の有期雇用特別部会
の部会長を務めさせていただきました。この有期雇
用特別部会は、昨年の臨時国会で成立しました国家
戦略特別区域法の附則二条が、高度専門職で比較的
年収の高い方などを対象としまして労働契約に基づ
く無期転換申込権の発生までの期間の在り方である
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とか、その際に労働契約が適切に行われるための必
要な措置について労働政策審議会において早急に検
討を行うこととされたことを踏まえて設置されまし
た。こうした措置の検討が労働者代表、使用者代表
そして公益代表から成る労働政策審議会に委ねられ
たということは、非常に適切なことだというふうに
考えております。

有期雇用特別部会は、昨年の十二月二十五日に第
一回を開催しまして、以後、今年の二月二十日まで
の短期間ではありましたが、集中的に合計六回の審
議を行い、建議を取りまとめたところでございます。
その上で、特別措置法案の要綱に関する厚生労働大
臣の諮問に対しましておおむね妥当と考える旨の答
申を行っております。

まず、今回、特例法案の対象となっている労働契
約法の無期転換ルールの内容と制定の経緯について
簡単に述べさせていただきます。

社会経済の構造的な変化に伴いまして有期雇用労
働者の数が増加してきた折に、二〇〇八年九月のリ
ーマン・ショックの影響で雇い止めの問題が社会的
に大きくクローズアップされました。この状況を受
けまして、厚生労働省が学識経験者を参集しまして
有期労働契約研究会というものを開催し、二〇一〇
年の九月にその報告書がまとめられております。

これを踏まえて、労働政策審議会労働条件分科会
が有期労働契約に関する議論を行いまして、その結
果として、二〇一一年の十二月には、有期労働契約
の在り方についてと冠する報告を取りまとめ、厚生
労働大臣に建議を行っております。大臣からは、二
〇一二年二月に労働契約法の改正案要綱の諮問が労
働政策審議会にございまして、同年三月にこの審議
会でおおむね妥当と答申をしております。これを受
けまして、法律案が同じ三月に国会に提出され、八
月に成立したところでございます。

こうした経緯をたどって成立した法律でございま
すが、大きく三つの内容を含みます。

一つ目は、有期労働契約の更新を使用者側が拒否
する雇い止めについて、一定の場合に解雇権濫用法
理を類推する判例を条文化するという雇い止め法理
の法定化でございます。二つ目は、同一の使用者と
労働契約を締結している有期契約労働者と無期契約
労働者との間で労働条件の違いがある場合にはその
違いが不合理と認められるものであってはならない
という、不合理な労働条件の禁止というものです。
そして、最後の三つ目が、今回の特別措置法案に関
係する無期転換ルールです。

この無期転換ルールは、同一の使用者との間で有
期労働契約が通算で五年を超えて繰り返し更新され
たときには、労働者の申込みにより、その有期労働
契約を無期労働契約に転換するというものです。こ
のルールは、労働契約の濫用的利用というものを抑
制し、雇い止めの不安のない無期雇用への転換を促
進することによりまして労働者の雇用の安定を図る
ということを目的としております。なお、通算契約
期間のカウントの対象になるのは、このルールの施
行日である昨年四月一日以降に開始した有期労働契
約となります。この無期転換ルールは、雇い止め法

理の法定化、不合理な労働条件の禁止とともに、有
期雇用の労働者に対して一定の保護を与えるものと
言うことができます。

こうして採用され、施行されました無期転換ルー
ルでございますが、現政権の下で設けられました国
家戦略特区ワーキンググループで無期転換ルールの
特例を設けるべきとの議論が出てまいりました。こ
の議論を受けて、その後、政府部内で様々な議論と
関係閣僚間の調整というものを経まして、昨年十月
の日本経済再生本部の決定で、特区に限らない全国
規模の規制改革ということで無期転換ルールの特例
を検討することとなりました。

具体的には、新規開業直後の企業やグローバル企
業を始めとする企業などの中で重要かつ時限的な事
業に従事している有期雇用労働者であって、高度専
門的知識等を有している者で比較的高収入を得てい
る者などを対象に、無期転換申込権発生までの期間
の在り方と、その間に有期労働契約が適切に行われ
るための必要な措置などにつきまして労働政策審議
会で早急に検討を行い、その結果を踏まえて今年の
通常国会に所要の法案を提出するということとされ
ました。この内容が、初めに申し上げた国家戦略特
区法の附則二条に盛り込まれたということになりま
す。

こうした経緯を経まして、私が部会長を務めまし
た有期雇用特別部会におきまして、昨年十二月から
今年の二月にかけまして、先ほど申し上げましたよ
うに、無期転換ルールの特例についての議論を行っ
たところでございます。

部会では、先ほどそれぞれのお立場から意見が述
べられたところではありますけれども、やはり同じ
ように、労働者代表の側からは、労働契約法の民事
上の基本ルールについては労働契約を締結する当事
者についてひとしく適用されるべきであり、特例を
設けることについては慎重であるべきといった意見
とともに、無期転換申込権発生前での雇用の雇い止
めの抑制策の検討を行うべきといった意見を述べら
れました。他方で、使用者側代表の意見は、高度専
門職だけでなく、高齢者についてもその雇用実態な
どに即して能力の活用や雇用機会の拡大につながる
よう特例を設けるべきであるといったものでござい
ました。

先ほど申し上げました集中的な議論の結果としま
して、特別部会では、厚生労働大臣に対する建議と
しまして、有期労働契約の無期転換ルールの特例等
についてというものを取りまとめております。以下、
その内容のポイントを六つお話しさせていただきた
いと思います。

第一のポイントは、特例の枠組みというものであ
ります。

建議では、有期労働契約の濫用的利用というもの
が行われて雇用の安定性が損なわれるといったおそ
れの少ない二つの類型の労働者について、その能力
を十分に有効に発揮できるよう、それぞれの特性に
応じた適切な雇用管理を実施するとともに、無期転
換申込権が発生するまでの期間の特例を設けるべき
としております。
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対象となる一つ目の類型は、一定の期間内に完了
する業務に従事する高収入かつ高度な専門的知識、
技術又は経験を有する有期契約労働者、二つ目の類
型は、定年後引き続いて雇用される有期契約労働者
です。

第二のポイントは、特例の対象となる労働者の具
体的要件であります。

高度な専門的知識などを有する労働者は、まず、
企業内の期間限定のプロジェクト業務のうち、高度
な専門的知識等を必要とするものなど、一定の範囲
の業務に従事する者といたしました。さらに、年収
や高度な専門的知識などの要件は、現行の労働基準
法第十四条第一項に基づく告示が一定の国家資格な
どを有する者や一定期間の実務経験を有する年収一
千七十五万円以上の技術者、システムエンジニア、
デザイナーなどを定めていることを参考としまして、
法案成立後に改めて労働政策審議会で検討の上、厚
生労働省令などで定めることが適当というふうにし
ております。

もう一つの、定年後引き続いて雇用される労働者
は、定年後、同一の事業主やその事業主と一体とな
って高年齢者の雇用機会を確保する高年齢雇用安定
法上の特殊関係事業主に引き続いて雇用される者と
しております。一方で、その他の高齢者につきまし
ては、引き続き無期転換ルールによって雇用の安定
が図られることが重要と述べております。

三番目のポイントは、特例の対象となる事業主の
具体的な要件でございます。

特例の対象事業主は、特例の対象労働者がその能
力を有効に発揮するための適切な雇用管理を実施す
べきであるとしております。例えば、高度専門的知
識などを有する労働者は、労働者が自ら能力の維持
向上を図る機会の付与を、また、定年後引き続いて
雇用される労働者につきましては、高年齢者雇用安
定法の趣旨を踏まえた高年齢者の配置、職務などに
関する配慮をそれぞれ行うべきということになろう
と思います。

そこで、厚生労働大臣は、対象労働者に応じた適
切な雇用管理の実施に関する基本的な指針を策定す
べきこと、また、その指針に沿った対応が取られる
と厚生労働大臣が認定した事業主をこの特例の対象
とすべきことを併せて建議では述べております。

ポイントの四番目は、特例の具体的内容でござい
ます。

無期転換ルールに基づく無期転換申込権は、高度
の専門的知識などを有する労働者に関しては、プロ
ジェクトの完了までの期間は発生しないが、十年を
超える場合は発生すべきこと、次に、定年後引き続
いて雇用される労働者については、継続して雇用さ
れている期間は通算契約期間には算入しないことと
すべきとしております。

五番目のポイントは、労働契約が適切に行われる
ために必要な具体的措置です。

無期転換ルールの特例の適用を明確にするために、
事業主は、労働契約の締結、更新の際に、特例の対
象となる労働者に対して無期転換申込権発生までの
期間を書面で明示すべきとしております。また、高

度の専門的知識などを有する有期契約労働者に対し
ましては、モデル労働条件通知書の見直しと併せて、
特例の対象となる業務の具体的な範囲も書面で明示
する仕組みとするため必要な省令改正、つまり労働
基準法施行規則の改正を行うことが適当であるとし
ております。

最後に、六番目のポイントとなります。この六番
目のポイントは、無期転換ルールの円滑な施行でご
ざいます。

無期転換ルールの施行に際して、無期転換申込権
が発生する直前の雇い止めについての懸念があると
いうことを踏まえまして、厚生労働行政において、
好事例や留意点を紹介しながら効果的な周知を行う
べきこと、また、有期労働契約に関する関係法令の
遵守徹底を図るべきこと、さらに事業主を支援する
助成金を効果的に活用すべきことを提示しておりま
す。

有期雇用特別部会は、その集中的な審議の過程に
おきまして、労使それぞれの意見をきちんと伺いま
して、さらにそれをしんしゃくした上で、以上を内
容とする建議を厚生労働大臣に行ったところでござ
います。そして、その内容が反映されました今回の
特別措置法案の要綱につきまして厚生労働大臣から
諮問を受けて、審議の上、おおむね妥当と考える旨
の答申を行ったという次第でございます。

したがいまして、私といたしましては、公労使の
三者構成である労働政策審議会の意見というものが
反映されました本法案は適切な内容のものであると
考えているところでございます。したがいまして、
本委員会における迅速な御審議をお願いしたいと思
います。

以上をもちまして、私の意見の陳述とさせていた
だきたいと思います。

御清聴ありがとうございました。
○委員長（丸川珠代君） ありがとうございました。

以上で参考人からの意見の聴取は終わりました。
○委員長（丸川珠代君） この際、委員の異動につ
いて御報告をいたします。

本日、太田房江君が委員を辞任され、その補欠と
して高階恵美子君が選任されました。
○委員長（丸川珠代君） これより参考人に対する
質疑を行います。

質疑のある方は順次御発言を願います。
○大沼みずほ君 自由民主党の大沼みずほでござい
ます。

本日は、お忙しい中、参議院までお越しいただき、
貴重な御意見賜りましたことを心より感謝申し上げ
ます。

私からは、この特別措置法案について、まずもっ
て、安倍政権に替わりまして、日本のデフレ脱却を
目指してグローバル社会の中でやはり産業力の強化、
また経済力を向上させるために、今後、柔軟な働き
方、グローバル社会に適応した働き方というものは
どんなものであるかということを考えていく際に、
本法案は非常にそういう意味でもグローバル化され
た社会の中で必要な一つの法案であるというふうに
考えております。
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終身雇用が当たり前でなくなった今、私が学生時
代からインターンのようなものが始まって、多くの
学生が早くからキャリアに対して意識が高くなって
きていると思いますし、私自身、四つの職場を経験
して今ここの席に座っている状態でございます。

今回、この法案、とはいっても、いろいろな特例
措置の中で、高度専門労働者の範囲、まあ知識であ
るとか収入の要件といったものについて多くの議論
がなされたと承知しています。

そこで、鈴木参考人と新谷参考人にそれぞれお伺
いいたします。

今回の特にこの高度専門労働者に関しまして、知
識及び収入の要件というものに関しまして、使用者
側また労働者側の立場からこの範囲についての取決
めについてどのようにお考えか、まずお聞かせいた
だければと思います。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

まず、先生の冒頭の御発言で、グローバルへの対
応のためにも措置が必要ではないかということは御
指摘のとおりだというふうに思っております。

御質問いただきました高度専門的知識等を有する
労働者に対する業務要件あるいは年収要件について
の中身についての御質問かと存じます。

まず、業務についてでございますけれども、先ほ
ど申し上げたところと重複するところがございます
けれども、新規事業立ち上げ時の研究者、技術者、
それから大型支援プロジェクトを受注した際の専門
家等々の方々、そしてグローバル化対応ということ
では、これは会員企業のニーズも大変強うございま
すけれども、海外の特定の国・地域の知見を持つ専
門家といった方々を想定をしているところでござい
ます。

年収水準につきましては、一千七十五万円を参考
として議論するということとなっておりまして、私
どもこれをベースにしっかりと議論をさせていただ
きたいというふうに思っております。

私からは以上でございます。
○参考人（新谷信幸君） 今先生のお話の中にあり
ましたグローバル社会の中での働き方ということを
目指すべきだということにつきましては異論はござ
いませんが、安倍政権として今目指すとされており
ます、世界トップレベルの労働環境の実現というこ
とが政府の方針で決められておりますけれども、私
は、本当にグローバルな基準の中で我が国の働き方
の基準が設けられるべき、本当にイコールフッティ
ングという形で世界の基準が一体どこにあるのかと
いうことをよく見ていく必要があるというふうに思
ってございます。

その上で、御質問のございました高度専門労働者
の要件ということでございますけれども、私の先ほ
ど開陳いたしました資料の四ページのところにも記
載をさせていただきましたが、この特例措置を講じ
る範囲についてもやっぱり慎重であるべきだという
ふうに考えてございますし、元々の労働契約法十八
条にございます無期転換ルールの本旨を損なうおそ
れのない範囲のものに限定するべきであるというふ
うに考えているところでございます。

かつ、この要件につきましては今後また労政審に
おいて具体的に策定するということでございますが、
これは省令に委任するということでございます。私
どもとしては、今参考にとされる一千七十五万とい
うのが例示で挙がっておりますけれども、こうした
要件については法律できちっと明定をして歯止めを
掛けていくべきではないかというふうに、これは労
政審でも主張しておりましたし、その方向であるべ
きだというふうに考えてございます。

以上でございます。
○大沼みずほ君 ありがとうございます。

次に、岩村参考人にお尋ねいたします。
諸外国におきましては、有期雇用に対して、解雇

補償金、金銭解決の仕組みというものが導入されて
おります。日本は民法上解雇は原則自由であります
けれども、解雇権濫用法理は、不当解雇をその権利
の濫用と捉え、解雇そのものを無効にする、つまり
原職復帰を使用者に義務付けているものと理解して
おります。

やはり、雇い止め法理の法制化というものも非常
に重要で、それがまさに二〇〇八年のリーマン・シ
ョックの後に議論になって法制化への歩みになった
と思いますけれども、やはり将来的には有期雇用に
も金銭的解決を導入し、将来的にも無期雇用と金銭
解決の仕組みを統合化することも視野に入れるべき
という意見もあると承知しております。

特に、高度専門知識を持つ労働者の方々がそのプ
ロジェクトが終わった後に更なる飛躍をしていくと
いう意味においても、こうした金銭解決の仕組みを
導入して、また、そのことをステップに自分自身も
キャリアアップ更にしていくというようなことも将
来的には考えていくべきではないかなというふうに
私個人としては思っております。

つまり、雇い止めの法制化よりも自分自身のスキ
ルアップをどういうふうにしていくのかと。国とい
たしましても、そこのスキルアップ、ジョブ型の仕
事に対して積極的に様々な支援をしていくと。そし
て、それも、民間もそれができるような形にしてい
くというようなことに関してはどのようにお考えで
しょうか。
○参考人（岩村正彦君） ありがとうございます。

雇い止めを法制化した大きな理由は、有期労働契
約で雇用されている労働者というものがどうしても
交渉力が弱く、したがって、労働条件の交渉の面に
おいても、あるいは労働法の様々な法規が定めてい
る権利行使という面においても非常に弱い立場に置
かれ、しばしば権利が行使できない状態になるとい
うようなことから、これを防止するという観点で設
けられたものでございます。したがいまして、金銭
解決というものについては、余り安易に持ち込むと
いうことは私としてはやや消極的に考えております。

ただ、最終的に紛争になったときにそれを金銭で
解決するということは実務上行われているところで
あり、そのこと自体を否定する趣旨ではありません
が、立法化するということについては私個人として
は慎重に検討すべきではないかというふうに考えて
いるところでございます。
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○大沼みずほ君 ありがとうございます。
最後に、もう時間もありませんので、鈴木参考人

にお尋ねいたします。
昨日、政府は政労使会議の中で年功の見直しと賃

金の両立をということで、特に子育て世代に力点を
置いた賃金の在り方というものを提示しております。
今後、日本において、やはり少子高齢化の中、また
賃金体系というものに関して既にいろんな会社では
こういった取組もなされておりますけれども、子育
て世代に力点を置いた賃金体系の在り方について最
後に御意見賜ればと思います。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

ただいま先生おっしゃられた、時代の変化に伴っ
て、そのあるべき賃金制度の見直しということが今
話題になって、それを各社でも模索をしているとい
うこと、大変重要な御指摘だというふうに思ってお
ります。

私ども経団連では、賃金に関しましては様々な職
種、就業形態、属性などを持っている方々に対して
公正で納得性の高いものにするということが重要で
はないか、そのためにも、年功ですとか、あと勤続
年数ということではなくて仕事、役割に応じた賃金
ということを模索すべきではないかということを申
し上げております。そのことが、ひいては活躍され
る女性の方にもプラスになるものだというふうに思
っております。

私からは以上でございます。
○大沼みずほ君 これで質問を終わります。本日は
どうもありがとうございました。
○石橋通宏君 民主党・新緑風会の石橋通宏です。
冒頭、会派を代表いたしまして、本日おいでをいた
だきました三人の参考人の皆様方に感謝を申し上げ
たいと思います。

〔委員長退席、理事福岡資麿君着席〕
その上で、皆様方にいろいろとお聞きしたいこと

があるんですが、時間が十分と限られておりますの
で、鈴木参考人に質問が集中してしまうかもしれな
いことを冒頭お許しをいただきまして、進めさせて
いただきたいと思います。

まず鈴木参考人に、高度の専門職の労働者につい
て幾つかお伺いをしたいと思います。

現状でも、当然、五年以上のプロジェクトという
のはあるはずです。労働契約法施行後現在に至るま
で、この五年以上の長期のプロジェクトについて、
企業というのはどのように具体的に有期、対応され
ているんでしょうか。若しくは、経団連として具体
的にどのような指導をそれらの企業に対してされて
いるのか、まずお聞かせください。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

現状認識ということでは、私どもちょっと十分承
知をしていないところがございます。

その五年を超えるプロジェクトということに関し
ましては、例えばでございますけれども、あるメー
カーのところでは、新規のプロジェクト、それまで
やっていなかった医薬品の分野に進出をするという
ことで、自社の方にはいらっしゃらない薬事、医療
の専門家に中途で来ていただくというようなこと。

そのために、五年、事業が軌道に乗るかどうかとい
うことを経営者としては判断をするわけでございま
すけれども、その判断が必ずしも五年未満には限ら
れないというようなことで、五年を超えた有期のプ
ロジェクトを一年の更新の中でしていくということ
が行われているというふうに聞いております。
○石橋通宏君 今、鈴木参考人から、まだ余りどの
ような実態があるか分からないという御発言があっ
たので、まさにそこが、今回残念ながら立法事実が
ないのではないかという我々の懸念にもつながると
ころなんですけれども。

その上で、先ほど来、この特定の高度専門職の労
働者については大変交渉力もありというようなお話
もございました。

鈴木参考人にお伺いしたいんですが、今、現状で
大変交渉力のある、年収も非常に要件高い職種が十
年後にどうなっているのか、我々はそこの予測が付
くんでしょうか。十年後にも同様に高度であって、
一千万円以上の高収入を保障されているような職種
というのが一体どれだけあるのか、経団連の立場で
どのようにお考えですか。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

御指摘のとおり、時代の変化によって何が高度か
というのは変わり得るところもあるというふうには
十分理解をしておるところでございます。

〔理事福岡資麿君退席、委員長着席〕
しかしながら、とりわけ研究職、技術職、そうい

った方々というのは、その分野の先端性というとこ
ろについては変わり得るかもしれませんけれども、
基本的には今後ともその専門性というのが担保され
るというふうに思っております。

この前提は、あくまでも外形標準的に相当程度年
収が高いというところのセットでこの問題を考えて
いくということが必要ではないか。そのため、先ほ
ど申し上げましたけれども、今回議論の中では、労
働基準法十四条の対象業務となっております年収要
件一千七十五万円を参考に議論をするということで
ございますので、そのことと併せて議論をするとい
うことが適切ではないかというふうに考えておると
ころでございます。
○石橋通宏君 我々も、これまでの歴史を振り返る
と、十年たったら全然状況が変わってしまった業種、
職種というのは多数あるわけです。そういう意味で
は、今回の例外措置によって、今は大変競争力、交
渉力があるかもしれないけれども、しかし、十年の
長きにわたって無期転換ルール、申込権という権利
を剥奪される方々が出てきてしまうということにつ
いて大変懸念を持っているので、今お伺いをしたわ
けであります。

今、鈴木参考人もおっしゃられました今回の法案
でも、国家戦略の附則の二条で、一般労働者、これ
一般の同等の正規の労働者という比較だと思います
が、年収がはっきり明確に高いということを要件と
すべしということが決まっているわけですが、そう
しますと、一般の正規の高度専門職の労働者であれ
ば、当然十年、五年以上十年という長きにわたれば、
その間に昇進があり、昇格があり、昇給があり、そ
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れがまた様々な、退職後の年金なりそういったとこ
ろにも直結をしてくる、それだけ大きな影響が生涯
賃金ベースで出てくるわけです。

ところが、今回の例外措置によって、今現在その
高度な知識なり、高収入を得られている方でも、十
年近く有期として反復更新でされてしまうと。それ
によって、長期的に見れば、これらの方々には相当
な不利益が結局生じてしまうのではないか。それを
考えれば、この十年、じゃどうやって同等以上の待
遇を保障するかといったときに、単純に年収だけを
比較をして、いや、年収が高いからということでは
駄目であって、むしろ総合的に、一般労働者であれ
ば十年たてばどれぐらいの年収見込みを含めた待遇
があるのかということも勘案した上での年収換算と
いうことで保障されなければいけないと私は理解を
いたしますが、経団連としてのお考えあればお聞か
せください。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

先生御指摘のとおり、将来的な雇用の問題も踏ま
えてこの問題は考えていくということが重要な視点
だというのは私どもも理解をしているところでござ
います。

ただ、先ほどとちょっとスタンスが違ってしまう
かもしれませんけれども、都度都度総合的に労働者
の保護に資さない、言い換えますと、労働契約法十
八条の趣旨を没却しないということをするためには、
その要件の改廃ということも場合によっては考えら
れるところでございますが、これは安易に改廃を行
うということの趣旨ではございませんでして、あく
までも労働政策審議会という労使の代表が入ったと
ころでその都度都度必要な見直しというのを考えて
いくということがよろしいのではないかというふう
に考えているところでございます。
○石橋通宏君 ありがとうございます。

その点についても本当はお伺いしたいんですが、
ちょっと時間がありませんので。

高度専門職の最後に、今回、先ほど岩村参考人の
ポイントにもございましたように、契約締結時に書
面で無期転換権発生までの期間を明示すべしという
ことがありました。これはつまり、無期転換、例え
ばそれが七年なのか九年なのか、それぞれにあると
思いますが、その明示された無期転換権発生までの
その前に雇い止めになるようなことはないと、それ
が経団連の思いであり、決意であるということでよ
ろしいでしょうか。
○参考人（鈴木重也君） 先生おっしゃるように、
労働契約で明示された期間というものを基本に、例
えば高度専門的な知識等を有する方については、そ
のプロジェクトの期間ということが基本的には雇用
の保障の対象になるというふうに方向性としては思
っておるところでございます。

ただしということでお聞きいただければと思うん
ですが、どうしても有期事業の場合には何らかの事
情でそのプロジェクトが終了するというようなケー
スがあるところでございます。そういう意味では、
その都度都度、毎年毎年更新をしていくということ
の仕組み自体は担保するということが必要ではない

かというふうに思っております。
○石橋通宏君 ありがとうございます。

それでは、もう時間もないのですが、高齢者のと
ころについても二問だけお伺いできればと思います。

一つは、新谷参考人からございました、もしこの
例外措置を定年後の再雇用継続労働者について例外
規定を設けるのであれば、まずはその六十五歳まで、
高年齢者雇用安定法に基づく六十五歳までの雇用の
確実な施行を担保すべしという御発言がありました。
この点について、経団連として、確実に六十五歳ま
でまず担保されるべき、それについて取り組むとい
う決意でおられるのか、お聞かせください。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

現行高齢法の六十五歳までの継続雇用をしっかり
徹底するということはそのとおりだというふうに思
っておりますし、私どももセミナーですとか説明会
等で会員企業に周知を図っていきたいというふうに
思っております。

ただ、一点だけ補足させていただきたいと思いま
すけれども、更新基準というのは対象者基準と異な
りまして就業規則等により定めることができ、厚生
労働省のＱアンドＡの中でも、「六十五歳までは、
原則として契約が更新されること」とされた後に、
括弧書きで「ただし、能力など年齢以外を理由とし
て契約を更新しないことは認められます。」という
ふうにされておるところでございます。高齢者の場
合、加齢により健康面、業務遂行面での個人差が大
きいということもございますので、企業の中には、
毎年毎年就業状況を確認しながら更新することが実
態に合っているという声があるということでござい
ますので、その点も十分御理解をいただきたいとい
うふうに思っております。
○石橋通宏君 時間が参りましたので終わりにいた
します。ほかの二人の参考人の皆さん、済みません、
質問できませんで。おわびを申し上げて、私の質問
を終わります。

ありがとうございました。
○長沢広明君 公明党の長沢広明です。

本日は、参考人の皆様、大変お忙しい中、本院ま
でお越しをいただき、大変貴重な御意見をいただい
ていることに感謝を申し上げたいと思います。

早速質問に入らせていただきます。まず、岩村参
考人にお伺いしたいと思います。

今回の特措法が、いわゆる労働契約法に定められ
ている無期転換ルールについていわゆる特例を定め
るということで、これはもう、民事上の基本ルール
と言える労働契約法に行政の関与の下に特定の労働
者を適用除外とするということについては批判の声
もあったというふうに聞いております。先ほど、鈴
木参考人も新谷参考人もこの点についてそれぞれの
お立場で触れられておりました。一方、新谷参考人
からは極めて異例と、こういう御指摘もございまし
たけれども、これまでにも、民事ルールに行政が関
与して一定の特例を認めるという例が決してなかっ
たわけではないというふうに思っております。

そこで、今回の法案で、これは岩村参考人に、座
長というよりはいわゆる学識者のお立場としてお考
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えをお伺いしたいわけなんですが、今回の法案で、
いわゆる民事上の基本ルールである労働契約法につ
いて行政が関与することの必要性、またあわせて、
この特例を実施するに当たって、関与する行政の側
の、そちらに求められる役割というものはどのよう
にお考えか、お伺いしたいと思います。
○参考人（岩村正彦君） ありがとうございます。

おっしゃるとおり、今回の特別措置法では、二つ
の類型についての特例を認めるに当たって、行政が
関与するという仕組みを取っております。

このような仕組みを取ったことの必要性というこ
とを端的に申し上げますと、やはり、この労働契約
法の基本ルールから外れる類型を認める、それにつ
いて適切な労働者の地位の確保、先ほども申し上げ
ましたけれども、雇用の安定であるとか、それから
濫用の抑制といったような観点から、行政が介入す
ることによってそこをしっかりと見ていくというこ
とにあるのだというふうに理解しております。その
意味では、行政の役割というのは、私自身は非常に
重要であるというふうに考えております。

というのは、こういった仕組みがありませんと
個々の労働者が個々の事業主と個人で向かい合わな
ければいけないということになり、場合によっては
必ずしも十分な、適切な雇用管理等が行われないと
いう、そういうおそれがあると。そういう意味では、
行政としても、この特別措置法で認められている例
外的な二つの類型についてきちんとした雇用管理そ
の他が行われているか、法の目的に合致した雇用管
理等が行われているかということについてやはり見
ていくということが、監視していく、監督していく
ということが求められるというふうに私は考えてお
ります。
○長沢広明君 ありがとうございます。

まさに適切な雇用管理という、計画をきちんと認
定するというこの手続は非常に大事な部分であると
いうふうに思っております。

ちょっとこれに関係をして、鈴木参考人と新谷参
考人にお伺いしたいと思います。

今申し上げたとおり、今回の特例を利用するに当
たっては、事業主に作成が義務付けられている雇用
管理に関する計画、これについて、その認定手続は
法案が成立した後に省令で定められるということに
なっております。今回の特例で特に私どもも大変注
目をしているのは、定年後引き続き雇用される労働
者、つまり高齢者に係る特例の部分。この部分は、
いわゆる大企業だけではなく、高齢者が勤めてきた
ところで定年を迎えてその後の雇用ということに関
わりますので、中小企業が非常に大きく関わってく
るわけなんです。中小企業が関わってくるという中
で、いわゆる雇用管理に関する計画を出し、そして
認定を受けるということになりますが、中小企業に
とってはその認定手続については余り煩雑なもので
あっては良くないのではないかというふうに思って
おります。この点について、まず鈴木参考人に使用
者側のお立場としての御意見を伺いたいというのが
一つ。

それからもう一つは、あわせて、計画を作成し申

請する段階で、今回の法案では、法律上では、労働
者側の意見を聴取するということは法律上の要件に
なっておりません。その上で、望ましい対応、いわ
ゆる計画を作成し申請するという段階で労働者側の
意見を聴取するという段取りはこの法案の要件には
なっていないんですが、望ましい対応について、鈴
木参考人、新谷参考人、それぞれのお立場でどうお
考えになるか、御意見を伺いたいと思います。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

先生おっしゃられましたとおり、認定に関わる雇
用管理の措置への対応、とりわけ人員等の体制が十
分でないところも少なくない中小企業にとっても、
自治対応で、リーズナブルと申しますか、現実的に
対応が可能なものにするということは大変重要なこ
とだというふうに思っております。全くそのとおり
だというふうに思っております。

とりわけ、高齢者に対する雇用管理というのは
様々でございます。例えば、私どもが承知をしてい
る範囲でも、健康状態に応じて仕事の負荷を軽減を
するでありますとか、あるいは体力が落ちたときに
短時間や隔日勤務というような制度を入れる、ある
いは処遇の面で比較的、定年後継続雇用者だから一
律幾らというような企業もございますけれども、や
はり意欲と能力を持って働いていただくために、そ
の仕事内容等あるいは評価に応じて適切な処遇を行
うというような様々な取組をされておるというふう
に聞いております。また、新しい仕事を提供すると
いうような場合には親切に丁寧に教育をする、上司
からのアドバイスをするということも重要なことで
ありまして、企業で様々な形でやっているものをベ
ースに、こういった雇用管理の仕組みについて議論
を深めていくということが重要ではないかというふ
うに思っております。

それから二点目の御質問でございますけれども、
今回、労働者の方からの意見聴取ということについ
ての法的な措置というのはございませんでしたけれ
ども、一般論といたしまして、労働条件については
労務管理上、労使でよくよく話合いをして納得のい
くものをつくっていくということが大変重要だとい
うふうに思っております。そういった労務管理上、
労使で話合いの場を持っていくということは大変重
要だというふうに思っております。

私からは以上です。
○参考人（新谷信幸君） この特措法によって民事
上の基本ルールであります労働契約法の特例扱いを
するということでございますので、その扱いについ
ては慎重であるべきであるというのは繰り返し申し
上げてきた点でございます。

事業主がこの雇用計画を策定するという行為は、
当該事業所に働く労働者にとって極めて重要な計画
となるわけでございます。それが事業所で働く労働
者に全く知らされずに、労働者の意見を聞くことな
く事業主が計画を出すということはあってはならな
いと私どもは考えておりまして、十分な労使のコミ
ュニケーションを取るということからも、この雇用
管理計画の作成、申請に当たっては、あらかじめ過
半数労働組合等の意見を聴取するということを法律
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に義務付けるべきであるということは労政審の場に
おいても私どもが主張した点でございますけれども、
残念ながら法律には今回盛り込まれていないという
ことでございます。

私どもとしては、少なくとも意見聴取を行うべき
だということは重ねて申し上げておきたいと思いま
す。

以上です。
○長沢広明君 ありがとうございました。

終わります。
○山口和之君 みんなの党の山口和之でございます。

すぐ質問に入らせていただきたいんですけれども、
まずちょっとはっきりしていないので全員の方にお
伺いしたいんですが、想定されている一千七十五万
円あるいは国家資格等々が出てくるんですけれども、
一千七十五万円かつ国家資格なのか、又はなのか、
ちょっとはっきりしないんですけれども、岩村参考
人さんの資料からすると、一定の国家資格等を有す
る者や一定期間の実務経験を有する年収一千七十五
万円以上の技術者、システムエンジニア、デザイナ
ー等を参考に定めることが適当であると言われてい
るんですけれども、これについて全員の御意見を伺
いたいと思います。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

私どもといたしましては、年収一千七十五万円を
参考にした高い水準の年収要件かつ高度な専門的知
識、技術、経験を有する方というふうな要件だとい
うふうに理解をしています。

ただ、先生おっしゃられた国家資格ということに
ついて、ちょっとテクニカルで恐縮でございますけ
れども、例えば先ほど申し上げました特定の国・地
域における法律ですとかビジネス慣行に熟知した方
というのは、実は国家資格ということではなかなか
拾い切れないというようなところがございますので、
そこは現場実態に応じて高度専門職たる方々という
のは幅広に広げていただきたいというふうに考えて
いるところでございます。

以上です。
○参考人（新谷信幸君） 私どもも、この年収要件
というのは、全ての例示で挙がってございます国家
資格、システムエンジニア、デザイナー等の例示が
挙がっておりますけれども、全ての要件に共通する
ルールとして年収要件を定めるべきだというふうに
考えてございます。この年収要件の例示の一千七十
五万以上というのがございますけれども、これはや
っぱり労働市場においてやはり使用者と対等な交渉
力を有するという、代理変数的にこれは使われてい
るものでございますので、これは全ての要件に共通
するルールとして設けるべきだということは私ども
も考えているところでございます。

以上です。
○参考人（岩村正彦君） 建議のところにおきまし
ては、労働基準法の十四条第一項第一号の規定に基
づく告示というもの、それが今御質問の中で触れら
れた具体的中身を持っているわけですけれども、そ
の告示の中身というものを参照して改めて労働政策
審議会で議論をするということでございます。

したがって、現時点においてどのようにその年収
とあるいは国家資格を定めるかということについて
の明確な方針が決まっているわけでは必ずしもない
というふうに理解しておりまして、今後これは労働
政策審議会の方で議論させていただきたいというふ
うに考えております。
○山口和之君 それでは、岩村参考人にお伺いした
いんですけれども、その一千七十五万という年収水
準というのは先生の考えの中では妥当性はどうなん
でしょうか。
○参考人（岩村正彦君） あくまでも今これは告示
の中で一千七十五万という金額が挙がっているとい
うことでございます。ただ、統計的には一千七十五
万以上の労働者の方、年収を持っている労働者の数
というのが非常に限られておりますし、また当然の
ことながら、一定の交渉力というものをお持ちであ
るということも十分考えられるわけで、一つの指標
になるだろうというふうには思ってはおります。
○山口和之君 新谷参考人にお伺いしたいんですけ
れども、この同じく一千七十五万についてはボーダ
ーラインとして極めて重要なのか、またそれ以上を
求めるのかということをお伺いしたい。
○参考人（新谷信幸君） 先ほども申し上げました
けれども、労働契約法の十八条が目指した雇用の安
定、濫用的な有期契約の防止ということからいえば、
当該労働者が使用者に対して対等以上の、対等の交
渉力を持っていないと駄目だと私は考えてございま
す。そのときに、測る目安としては年収が一つのメ
ルクマールになるというふうに考えてございますの
で、ここでは労基法の十四条の基準を例と挙げてお
りますけれども、私はやっぱり交渉力の強さという
ことからいえば、より高い年収であるべきだという
ふうに考えているところでございます。

以上です。
○山口和之君 それでは、もう一度、鈴木参考人に
お伺いしたいんですけれども、この一千七十五万円
のラインというのはしっかり守られて、もしこれで
通れば守られていくものなのか、もっと低い要件で
というのは希望されるのか、お伺いしたいんですけ
れども。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

繰り返しとなりますが、年収要件に関しましては、
あくまでも一千七十五万円を参考に議論するという
ことになっておりますので、その労側の意見も十分
踏まえながら検討させていただきたいと思います。

ただし、使用者側の意見ということでの御質問で
したので申し上げたいと思いますが、議論では、こ
の労働基準法第十四条の告示に書かれている業務に
係っているこの一千七十五万円、これを定めた根拠
というものを改めて確認するという作業が必要だと
いうふうに思っておりますし、また、労働基準法の
十四条に係る告示業務では年収が課せられていない
業務もございます。これに対して、先ほど申し上げ
ましたように、有期特措法の対象業務、高度専門的
な知識等を有する方の業務というのは、年収があま
ねく対象になるということもございますので、そう
いったことを総合的に勘案していきたいというふう
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に思っているところでございます。
○山口和之君 国家資格等々、ここには出てくるん
ですけれども、なかなかイメージができないところ
があるんですが、鈴木参考人の方にお伺いしたいん
ですが、国家資格等々と出てくるところでのイメー
ジを教えていただければと思います。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

もちろん、国家資格を有する方に対しての業務も
認めていただきたいという気持ちはございますが、
ただ、グローバル競争への対応ということで、先ほ
ど来申し上げさせていただいておりますけれども、
新規事業立ち上げの研究者、技術者、大型資源プロ
ジェクトを受注した際の専門家、インフラ、金融に
係るファンドマネジャー、そして、繰り返しですが、
海外の特定の国や地域の知見を持つ専門家といった
方々が網羅されるような対象としていただきたいと
いうふうに、このように思っておるところでござい
ます。
○山口和之君 鈴木参考人にお伺いしたいんですが、
ボリューム感で、その高度専門労働者というのはニ
ーズとして今お話しされている内容があるんだと思
いますけれども、どれぐらいあるものなんでしょう
か。どれぐらいと言われてもちょっと難しいかもし
れませんけれども、想定しているのはどれぐらいの
ボリューム感なんですか。
○参考人（鈴木重也君） これは、先ほども申し上
げましたように、大企業でも一千万円を超えるよう
な高度専門職で有期の方というのは数名程度でござ
います。そういう意味では、それほどボリューム感
としては多くない現状にあるというふうに認識をし
ておりますが、ただ、将来的にこうした方々が企業
の成長を引っ張っていく、そういう存在ということ
になりますと、より対象者は増えるんではないかと
いうふうに思っているところでございます。
○山口和之君 新谷参考人にお伺いしたいんですけ
れども、いただいた資料の四ページのところに、高
度専門労働者の範囲、万が一特例措置を講じるので
あればということであるんですけれども、真に高度
な専門能力を有する労働者に限定することができる
ような制度設計ということなんですけれども、この
辺具体的に、あるいは期間についても、もし御意見
があればお聞きしたいんですが。
○参考人（新谷信幸君） 元々この特措法の検討を
始める契機となりました国家戦略特別区域法並びに
産業競争力会議等々の論議では、産業競争力の強化
に資する人材を対象にするということでございます
ので、まさしく我が国の競争力に直結するような人
材といえば、本当に高度な専門能力を持った方々に
限定されるべきではないかというふうに考えている
次第でございます。

その測る目安が、やっぱり労働市場におけるその
労働力の価値ということでいえば年収というものが
具体的な数値として出てくるのではないか、だから
それはより高い水準であるべきではないかというの
が私どもの考え方でございます。

それと、期間につきましても、これは極力短くす
る、今十年という数字になっておりますけれども、

短く限定するべきであるということは私どもも労政
審で主張してきた内容でございます。

以上でございます。
○山口和之君 時間となりましたので、どうもあり
がとうございました。
○東徹君 維新の党の東徹でございます。

本日は、参考人としてわざわざこの参議院の方ま
でお越しいただきまして、ありがとうございます。

私も、先ほどからほかの委員の先生そしてまた参
考人のお話も聞いておりまして、一つは、やはりこ
れからの産業の競争力をやっぱり高めていく、寄与
していかないといけないというふうな中で、新規開
業直後の企業及びグローバル企業等が優秀な人材を
やっぱり確保していく、そういったことにおいて今
回の法改正、非常に重要だというふうに思っており
ます。

是非、鈴木参考人の方にお聞きしたいんですが、
これまでそういったニーズの把握とか例えばアンケ
ート調査とか、何かそういったことをしてきたこと
があるのかどうか、もしあるんだったら、どの程度
の回答があったのかとか、その辺のところについて
まずお聞かせいただければというふうに思います。
○参考人（鈴木重也君） 特に調査等はしておりま
せん。経団連事務局が十五社程度の企業にヒアリン
グをさせていただきますと、ほぼほぼ数名程度のそ
の一千万を超えるような有期の専門労働者の方がい
らっしゃっていたという事実を把握したところでご
ざいます。
○東徹君 その辺がいつもちょっとなかなか本当に
あるのかなと腑に落ちないところもちょっと若干あ
るんですけれども、よく今回の中で、これまでも時々
例えばというふうな中でオリンピックの話とか出て
きたこともあったかというふうに思っておるんです
が、ただ、オリンピックももう間近になってきては
いるわけでして、五年を超えて一体どうなのかなと
いうふうに思ったりもするわけなんです。

じゃ、この法律が施行されるのがこれ来年の四月
一日というふうな今この法律になっておるわけです
けれども、まず一つは、四月一日の施行に向けてこ
れ周知が果たしてどうなのかなというふうに思って
おるんですが、その点、鈴木参考人、最初に、冒頭
にちょっとお話もありましたけれども、その点につ
いてちょっと感想を、思いをちょっと詳しく述べて
いただければと思うんですが。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

先生方に早期にこの法案を成立していただきます
れば、その後、労働政策審議会の特別部会で詳細の
議論が進められるところでございますので、そこも
早く集中的に議論をしていただきまして、私どもも
こういった特例措置を望んでいらっしゃる企業に直
接説明会等も開きながら周知を徹底を図っていきた
いというふうに思っておるところでございます。
○東徹君 非常に時間が短いというふうには思わな
いでしょうかね。
○参考人（鈴木重也君） 私の理解としましては、
これまでの六回の労働政策審議会の中でその公労使
の方向性というのはある程度見えてきている中で詰
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めの作業をするということで、集中的な議論で対応
できるのではないかというふうに考えておるところ
でございます。
○東徹君 続きまして、新谷参考人の方にお伺いを
したいと思います。

私、定年後も引き続いて雇用される者という方に
ついても今回の適用、なるというふうなことで、こ
れからの本当に少子高齢社会、やっぱり高齢者の労
働力というのは非常に大事だと思いますし、また高
い経験、能力を持った方というのはやっぱりたくさ
んおられると思いますので、できるだけそういった
方が年齢に関係なく仕事ができる環境を整えていく
ということは非常に大事だというふうに思っておる
んですが、ここについても、新谷参考人の方からは
慎重であるべきということで先ほど三点お話があっ
たというふうに思うんですが、やっぱりここは一歩
前進しているんじゃないのかなというふうに思うん
ですが、いかがでしょうか。
○参考人（新谷信幸君） 我が国の高齢社会の現状
からいえば、能力と意欲を持った方が生き生きと働
き続けられる環境をつくるというのは重要な政策だ
と思っております。ただ、これは、申し上げており
ますように、民事上の基本ルールである労働契約法
に特別な扱いをするという例外扱いを設ける仕組み
でございますので、その例外の在り方については慎
重であるべきというふうに申し上げているわけでご
ざいます。

先生がおっしゃったように、定年後も引き続き働
き続ける環境をつくるということでございますけれ
ども、私申し上げたように、この高齢法、いわゆる
高年齢者雇用安定法という法律の適用になりますの
はいわゆる無期雇用、正社員の方だけでございます。
ですから、いわゆる有期雇用の方で六十歳を迎えら
れる方は定年という扱いが元々ございませんし、そ
こから引き続き雇用するというのが法律的に実は担
保されていないんですね。ですから、そういう方々
が実は全労働者の三割ぐらいおられますので、実は
この法律は七割しか適用されていないわけでござい
ます。ですから、申し上げたように、正社員じゃな
い方で六十歳を迎える方をどうやって六十五まで雇
用をつなげていくのかというところの手当てが十分
になされておりませんので、そこの手当てを同時に
やっておかないといけないというふうに私どもは考
えています。

それともう一つは、高齢法の適用は六十歳で適用
されるわけでありますけれども、その瞬間の切替え
のところは高齢法で担保されておりますけれども、
申し上げたように、六十一歳のとき、六十二歳のと
き、六十三といったような有期契約を更新する際の、
必ず更新しないといけないというところが法律的に
何も決まっておりませんでして、これがいわゆる更
新基準とかいうところでございまして、ここの手当
てをやっぱりしておかないといけないということを
先ほど意見として申し上げたところでございます。

以上でございます。
○東徹君 もう一点、新谷参考人の方にお聞きした
いと思うんですが、事業主が行う計画の作成、申請

というところなんですけれども、ここは非常にこの
法律が施行されるのであれば大事だというふうに考
えておられるというふうに思うんですが、こういっ
た内容、中身、どういったことをやっぱり重視すべ
きというふうにお考えなのか、この点についてお聞
きしたいと思います。
○参考人（新谷信幸君） この計画は二種類、第一
種と第二種がございます。特に私が問題とするのは
この第二種の先生から御質問のあった高齢者の部分
の計画がどうなるかというところで、非常に気にし
てございます。それは、今申し上げましたように、
高齢法で担保されていない有期契約を更新されてい
くときの更新基準が、その会社の計画の中にきちっ
と六十五まで雇用をつなぐということがやっぱり明
確に書き込まれないと、元々これ、冒頭に申し上げ
たように、国家戦略特区法の授権を受けた高度専門
労働者じゃないところで使用者側からの求めに応じ
て中に組み込まれた問題でありますから、必ず六十
五まで、要するに無期転換するところまで必ず雇用
を継続するんだということがあって初めて検討に値
する内容でございますので、必ずこの計画の中には
六十五までの雇用をきちっと確保するということが
書き込まれるべきだというふうに考えてございます。

以上です。
○東徹君 ありがとうございます。

続きまして、鈴木参考人の方にお伺いしたいと思
うんですが、今回、法律の中に教育訓練を受けるた
めの有給休暇の付与ということも入っておるんです
けれども、実際にそういう能力向上の機会の付与と
いうことを義務付けておるわけですが、これ、そも
そも高度専門職で非常に能力の高い方、こういった
部分というのは必要なのかどうか、ちょっと参考ま
でにお聞かせいただければと思います。
○参考人（鈴木重也君） 先生御指摘のとおり、高
度専門的知識を有し、高い年収を持って働く方でご
ざいますので、企業側といたしましても、期待する
役割をすぐに発揮をしていただくというところを期
待するところでございます。そういう意味では御指
摘の問題点というのはあろうかというふうに思って
おります。

しかしながら、高度専門的知識を有する方、その
専門が先端性を有するようなことになれば、当然知
識とか技能といったところのブラッシュアップをし
ていくというようなことも一方では必要だというふ
うに思っております。先ほども申し上げさせていた
だきましたけれども、企業では、学会参加への奨励
というようなことでの配慮とか、実態に合った形で
の支援をしているところでございまして、そういっ
た雇用管理をしっかりやっていくということは一つ
重要な点ではないかというふうに考えております。
○東徹君 ありがとうございました。

これで終わらせていただきます。
○小池晃君 日本共産党の小池晃です。

参考人の皆さん、ありがとうございました。
新谷参考人にお伺いしたいと思うんですが、この

無期転換権のルールというのは実際には発動してい
ないわけですよね、一年半しかたっていないわけで
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すから。私、政府に質問して、こういう実際に効果
が現れる前に法改正というのはあったのかというふ
うに聞いたらば、これは、そういうものは今まであ
りませんでしたと。同時に、労働者派遣法について
は、これは施行効果が及ぶ前の制度改正が含まれて
いると。やっぱり、ちょっと最近のやり方はおかし
いんじゃないかなと。実際に国会で法改正して、そ
の効果が現れる前にまた変えてしまうと。

こういうノンルールのやり方がはびこっているこ
とについて、連合は派遣法も厳しく批判されていま
すけれども、そもそも最初に特区法で枠にはめる、
あるいは労働代表が参加しない場で大枠を決めると
いうやり方も含めて、こういう昨今の労働政策立法
の在り方についてどのようにお考えか、まずお聞か
せいただきたいと思います。
○参考人（新谷信幸君） これは先ほど国家戦略特
区法のワーキングの検討の進め方の際にも申し上げ
ましたけれども、元々、労働政策、労働立法におい
ては、国際労働機関、ＩＬＯの中に三者構成原則と
いう考え方がありまして、もうこれは御承知のとお
りでございますけれども、これが国際標準、いわゆ
るグローバルスタンダードになっているわけでござ
います。そういった意味でいきますと、最近の政府
の労働政策に対する政策決定プロセスに労働者の代
表が少なくとも入っていない中で大きな枠組みがど
んどん決められてくるということに関しては、非常
に違和感を持っておりますし、ＩＬＯの原則に反す
るのではないかということは常々私どもも主張して
いるところでございます。

そういった例は、この有期特措法もそうですし、
労働時間の法制、今労政審でやっておりますけれど
も、あれも枠組みをはめられて細部を検討せよとい
う指示が来たわけでございますけれども、本当に、
そういった意味では、ＩＬＯの原則に従った三者構
成原則を貫いていただきたいというふうに思ってご
ざいます。

さて、立法事実がないではないかという御質問も
いただいたわけでございまして、まさしくこの法律
は昨年の四月に施行されたばかりでありまして、こ
の無期転換ルールは基本的には五年ということでご
ざいますので、二〇一八年まで基本的には発生しな
いと。これ特殊な例は多分あって、例えば三年契約
を三年たったときにもう一回契約しますと、三年と
一日で無期転換権が発生しますので、そういう特殊
な例はありますけれども、基本的には五年待たない
と無期転換権、具体的には発動されないということ
でありますので、そういった、どうして法改正が必
要なのかという全く立法事実がないというふうに私
どもも認識をしております。

以上です。
○小池晃君 岩村参考人にお伺いしたいんですけれ
ども、二〇一二年十二月のジュリストの座談会で、
五年経て更新されてからということになりますので
まだかなり時間がありますと、それまで労使が向き
合って新しい有期労働契約労働者の処遇の在り方に
ついて再検討していく必要があるというふうに参考
人はおっしゃっているんですけれども、まさかこの

時点で例外規定を作るような法案が出るというふう
にこの時点ではお考えになっていたでしょうか。
○参考人（岩村正彦君） 私としましては、閣議決
定されて、こういうものを議論せよということで労
働政策審議会の方に話があったということでありま
して、それに基づいて議論をさせていただいたとい
うことだというふうに理解はしております。

あと、もう一点、ちょっと大変申し訳ないんです
が、先ほどの山口議員の御質問を私余りうまく理解
できておりませんで、年収要件というのは全ての専
門的知識のある労働者に関わります。申し訳ござい
ませんでした。
○小池晃君 立法事実という点でもう一つ、立法事
実というか、その閣議決定の土台になったような議
論の中で、これは新谷参考人にお伺いしたいんです
が、日本経済再生本部は、有期雇用の特例をつくる
理由として、オリンピックなどのプロジェクトの場
合は七年限定で更新する代わりに無期転換権を発生
させることなく高い待遇を提示して優秀な人材を集
めることは現行制度上はできないと言っているんで
すけど、これ労基法の十四条の一項で、一定の事業
の完了に必要な期間はこれは有期雇用契約五年を超
えて結べるわけで、そもそもこの日本経済再生本部
なるところの認識は僕は事実誤認ではないかと思う
んですが、この点いかがお考えですか。
○参考人（新谷信幸君） その点は、労政審におい
て私ども労働側代表としても政府の見解をただした
ところでございます。

先生御指摘のとおり、労働契約法の十四条によれ
ば、一回の労働契約の期間が五年を超える有期プロ
ジェクト、有期事業について五年を超える契約が締
結が可能ということになってございます。確かに御
指摘の点は昨年の十月の十八日に出された内容でご
ざいますけれども、これは現行ではできないという
認識は事実誤認ではないかなと、私どもはそういう
理解をしているところでございます。
○小池晃君 もう立法事実もない、事実誤認に基づ
く、そういう方向で出されてきて、それで閣議決定
で、ちょっとこういうやり方は本当にいかがなもの
かというふうに思うんです。

今朝の朝日新聞には、有期雇用契約の労働者の同
僚が退職したという四十五歳の女性の投書が出てい
て、こういう五年の申込みと、しかし、皮肉にも法
を骨抜きにするように五年未満の期限付で募集する
企業が多くなっているという、そういう実態も出さ
れているし、私は、やっぱりやるべきことは、五年
後のことを、いまだに立法事実もないことをやるん
じゃなくて、やっぱりこういう有期雇用労働者の権
利をどうやって守っていくか、同一労働、同一賃金
の問題も含めて。

それから、新谷参考人が言われたような定年後の
問題も、六十五歳以降のことをやるより、まず六十
五歳まできちっとやっぱり雇用を確保していくため
に何が必要なのかということこそ議論すべきであっ
て、それを全部やらないで飛び越えたところばっか
りやっても、私は、これは労働者の権利が次々と奪
われていくだけだというふうに思うんですが、新谷
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参考人、いかがお考えでしょうか。
○参考人（新谷信幸君） 先生御指摘の点も、私ど
も労働政策審議会で主張してきた点と重なる部分が
非常に多くございます。そういった意味では、思い
は同感でございます。

以上です。
○小池晃君 岩村参考人には、是非、今日は学者、
研究者としての御発言ということでお願いしてはい
るんですが、公益委員ということでも参加されてい
ます。是非、労使双方の、特にやっぱり労働契約法
というのは労働者は弱い立場なんですから、やっぱ
り労働者の声をしっかり酌み取って、労働政策立法
に力を尽くしていただきたいというふうに思うんで
すが、今後、これから労政審に委ねられている部分
が多々あります。例えば、労働組合の関与、計画決
定に当たってどうするか、あるいはその対象をどう
するかということも議論がございます。きちっとや
っぱり現場の労働者の実態、声に耳を傾けて進めて
いただくということを私は強く希望したいというふ
うに思いますが、御意見をお聞かせください。
○参考人（岩村正彦君） 私の意見の陳述でも申し
上げましたように、労働政策審議会というのは、公
益委員、それから労働者代表、そして使用者代表と
いう三者で構成され、とりわけそこにおいて労使の
御意見を伺いつつ様々な法案その他のものについて
審議をさせていただいておりますので、今後も、労
使の委員の御意見というものを酌み取りつつ議論を
させていただきたいというふうに考えております。
○小池晃君 とりわけやっぱり労働者の声にしっか
り耳を傾けていただくことが大事ではないかなとい
うふうに思いますので、そういう役割を果たしてい
ただきたいというふうに思います。

終わります。
○福島みずほ君 社民党の福島みずほです。

今日は本当にありがとうございます。
私は、この法案は、ホワイトカラーエグゼンプシ

ョンのような年収が高いということで例外規定を設
ける、あるいは派遣法と一緒で専門職、限られた業
種、年収が高いといって法律を作り、今どんどん拡
大をしている、例外が原則を食い破っていくという
ことになるのではないかというふうに危惧を持って
いるんですが、まず鈴木参考人にお聞きをします。
先ほど、年収要件が高ければ交渉力があるとおっし
ゃいましたが、なぜ年収が千万で交渉力があると言
えるんでしょうか。
○参考人（鈴木重也君） ありがとうございます。

先生御指摘のとおり、年収だけでこの交渉力とい
うのを考えるべきではないというふうに思っており
ます。総合的に勘案するということが必要でござい
ます。技術者、研究者を中心に有期で高い年収を持
っていらっしゃるという方は、新規のプロジェクト
をベースにキャリアを形成をされていくというよう
な方もいらっしゃるというふうに思っております。

そういう意味では、高度専門的な業務、知識を有
するという方についての対象について、今後、先生
の御意見も踏まえながら検討していきたいというふ
うに思っております。

○福島みずほ君 先ほど、鈴木参考人は特例措置を
望んでいる企業とおっしゃいましたが、どういう企
業が望んでいるんですか。
○参考人（鈴木重也君） これは、例えば海外の市
場開拓をするということでは、例えばメーカーであ
りますとか商社といったようなところからの希望と
いうのが出ておるところでございますし、研究者、
技術者についてはメーカーからの御要望があるとこ
ろでございます。
○福島みずほ君 私も、この法案の立法理由、立法
趣旨がどこにあるのか。一条の目的のところで、専
門的知識等を有する有期雇用労働者等の能力の維持
向上及び活用を図ることがその専門的知識等を有す
る労働者の有効な発揮になるというふうに書いてあ
るんですが、本当にそうなのか、この法律の目的は
何なのか。

それほどまでに優秀でそれほどまでに知識があっ
てそれほどまでにグローバルだったら、その人は勝
手に辞めることも、あるいはどこかに行くことも、
あるいは、何だってできますよね、そんな交渉力あ
る人。そんな限られた人は何だってできますよ、だ
って引く手あまたなんだから。ところが、ほとんど
の労働者はそうではない。この立法理由が本当にお
かしいと思っているんですね。

新谷参考人、いかがでしょうか。
○参考人（新谷信幸君） 今先生御指摘の点は、私
どもも、これもまた労働政策審議会で立法の理由が
分からないということを申し上げました。これは、
経緯でもございますように、元々が国家戦略特区ワ
ーキングの中から無期転換権の事前放棄というもの
が出されて、それが政府の中で、十月十八日に方針
が高度専門職については特例扱いをするというふう
に変わってきた経緯からいえば、まさしく政府の方
で決定をされてきた内容でございますし、労使でこ
れを改正してほしいということを望んだわけではご
ざいません。

それと、先生が冒頭におっしゃられました例外が
原則を食い破っていく。私は、今回のこの有期の特
措法はそれ自体が問題だと思っております。基本的
な民事ルールをこういった特別法によって例外でぼ
んぼん穴を空けていくという、この枠組み自体が大
きな問題を抱えているというふうに考えております。

労政審の場においても使用者側から、今回はまあ
高齢者でございますけれども、労政審の場で使用者
側から特例で設けるべきだという主張をされたのが、
オリンピックに向けて企業が雇用する有期契約のス
ポーツ選手についても特例扱いにするべきだという
主張がなされてきたのもまた事実でございまして、
こういう枠組みをつくれば、これもこれもというこ
とで歯止めが掛からないことになりかねないという
ことでございまして、この点も十分御論議をいただ
ければというふうに思っております。

以上です。
○福島みずほ君 そのとおりだと思います。

先ほど鈴木参考人は対象者が増えていくというふ
うにおっしゃいましたが、どういう意味ですか。
○参考人（鈴木重也君） 例えば、海外の市場進出
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する企業というのはこれから増えていくのではない
か、それに伴って、専門的な知識を有する方に中途
採用なりで来ていただくという方が増えるのではな
いかという趣旨で申し上げたところでございます。
○福島みずほ君 これ、プロジェクト事業というの
は問題ではないか。これ、条文では「五年を超える
一定の期間内」とありますので、十年以内とは言わ
れていますが、これ二十年、三十年もあり得るわけ
ですよね。ただ、私がもし経営者だとしたら、社内
で正社員なんか雇わずに、プロジェクト事業と銘打
って八年とかやりますよ。というふうにやって、で
もプロジェクト事業そのものが危ないじゃないです
か。

例えば、新谷参考人、いかがでしょうか。女性で
七年のプロジェクト事業に入った、育休取れるでし
ょうか、産休取れるでしょうかという問題も起きて
くる。要するに、プロジェクト事業が終わったら首
ということがどんどん広がっていったらどうなるの
か。企業側は、じゃプロジェクト事業、条文には五
年以上しかありませんから、二十年のプロジェクト
チームというのを社内に立ち上げてやる、皆さん二
十年ですよ、もしかしたら八年ですよ、全員発令が
終わったら首、しかし優秀な人材だけは有期雇用で
雇っていきますなんということも可能となってしま
うんじゃないか。プロジェクト事業期間中は産休、
育休取れない、こんなことになっちゃうんじゃない
か。

新谷参考人、いかがでしょうか。
○参考人（新谷信幸君） 冒頭に申し上げましたよ
うに、私どもとしては、雇用の原則は直接雇用の無
期と限るべきであるという原則からいえば、有期雇
用については本当に例外とするべきであると。しか
も、これは例外の例外をまたつくるということでご
ざいますので、その範囲については限定するべきで
あるということをまず冒頭に申し上げておきたいと
思います。

それと、有期事業についても、現行の労基法の十
四条で非常に長期にわたる契約が可能になっており
ますので、今枠組みが、それがあるのになぜ使わな
いのかということが非常に不思議でございます。あ
えて有期雇用の中で反復更新させるという、契約の
細切れを誘発するような例外をなぜつくるのかとい
うことを労政審の場で申し上げてきたところであり
ます。契約が細切れになりますと、やはり先生御指
摘のような労働者の権利の行使に対してやっぱりこ
れはマイナスにしかなりませんので、より安定した
雇用をやっぱり実現するべきであるというふうに考
えてございます。

以上です。
○福島みずほ君 人は人生の中で働いて、その間に
子供を産んだり育てたりというのは、これは必然的
に起きると。

鈴木参考人にお聞きします。こういう形で無期雇
用の転換を認めない例えば八年プロジェクト、十年
プロジェクト、二十年プロジェクト、三十年プロジ
ェクト、女性が産休取ったり、男女とも育休取れる、
こんなことはできるんでしょうか。あなたは八年で

雇っているんだから、その間は働け、八年間は会社
に奉仕せよ、そんなことにならないでしょうか。
○参考人（鈴木重也君） そういったところも含め
て、懸念を払拭する形で制度設計なり運用を考えて
いかなければいけないというのは御指摘のとおりだ
というふうに思っております。

まず、その期間についてでございますけれども、
私どもは、法案にございますとおり、十年が適当と
いうふうに考えておるところでございます。

また、育児・介護休業が取れなくなるんではない
かということにつきましては、これ育児・介護休業
法、使用者の義務でございますので、そういったこ
とのないよう徹底することが重要ではないかという
ふうに思っております。
○福島みずほ君 先ほど新谷参考人が、事前に無期
雇用転換を事前放棄することが公序良俗に反すると
いうことで、この委員会でのことを教えていただい
たんですが、そのとおりで、これ、うっかりすると、
国会でもし立法が成立すれば、国会と政府によって
事前放棄を組織的、構造的に行うことになっちゃう
んじゃないか、これ公序良俗に反するんじゃないか。
優秀で、もう私はこの会社から去りたいという人は
それでいいです。しかし、無期雇用の転換権をあら
かじめ奪ってしまう、国会が、内閣が、これについ
ていかがでしょうか。
○参考人（新谷信幸君） その点は、労働契約法の
十八条を創設した際の労働政策審議会でも問題視い
たしまして、交渉力が労と使では格段の差がござい
ますので、使用者側の強い圧力の中で事前放棄をさ
せられる懸念というのがあったわけでございます。
その点は、国会での法案審議の中で、政府の方から、
そうした事前放棄については公序良俗に反して無効
であるという立法に際しての見解が示されておりま
すので、そのとおりに従って法が運用されるべきで
あるというふうに思っております。

いずれにしましても、この事前放棄の点は国家戦
略特区ワーキングで出された内容でありまして、ほ
かにも、実は解雇ルールの契約条項を裁判規範にす
るといったようなことも出されておりまして、本当
にこの辺の論議はかなり乱暴ではないかというふう
に私は考えております。

以上です。
○福島みずほ君 ちょっと初歩的なことで済みませ
んが、条文の二条の三項の一号では「五年を超える
一定の期間内」と書いてあるんですね。どうしてこ
れを、私はこの法案、問題だと思いますが、よく十
年に限るとか言われていますが、先ほど鈴木参考人
も十年が上限だとおっしゃいましたが、この法律で
そういうふうに読めるんでしょうか。
○参考人（鈴木重也君） 訂正をさせていただきた
いと思います。

私ども使用者側の思いとして、今回の特例措置、
高度専門的知識等を有する有期労働者に対する特例
措置の上限は十年だと考えているということで訂正
をさせていただきたいと思います。
○福島みずほ君 よく十年と言うけど、条文は五年
以上なんですよね。そうすると、プロジェクト事業
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というのがはびこっていくんじゃないでしょうか。
あっ、岩村参考人、何かおっしゃりたいんですか。
いいですか。というふうに思っております。

じゃ、時間ですので終わります。どうも本当にあ
りがとうございました。
○委員長（丸川珠代君） 以上で参考人に対する質
疑は終了いたしました。

参考人の方々には、長時間にわたり貴重な御意見
をお述べいただきまして、ありがとうございました。
委員会を代表いたしまして厚く御礼を申し上げます。
（拍手）

本日はこれにて散会をいたします。

平成 26 年 10 月 28 日 参議院厚生労働委員会
○委員長（丸川珠代君） ただいまから厚生労働委
員会を開会いたします。

委員の異動について御報告をいたします。
去る二十三日、酒井庸行君及び井原巧君が委員を

辞任され、その補欠として武見敬三君及び三原じゅ
ん子君が選任されました。
○委員長（丸川珠代君） 政府参考人の出席要求に
関する件についてお諮りをいたします。

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する
特別措置法案の審査のため、本日の委員会に、理事
会協議のとおり、厚生労働省労働基準局長岡崎淳一
君外六名を政府参考人として出席を求め、その説明
を聴取することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○委員長（丸川珠代君） 御異議ないと認め、さよ
う決定いたします。
○委員長（丸川珠代君） 専門的知識等を有する有
期雇用労働者等に関する特別措置法案を議題とし、
質疑を行います。

質疑のある方は順次御発言願います。
○藤田幸久君 では、法案の方について質問させて
いただきます。基本的なちょっと認識をまず伺いた
いと思います。

大臣、この有期雇用法案ですけれども、まず、雇
用ということは大臣はどう認識されているんでしょ
う、雇用ということについて。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生、哲学的なお話が
よく、昔からよく私もお話をしていましたが、まさ
に雇用とは何なのかということでありますが、当然
のことながら、働くことの喜びとかいうことがなけ
ればいけませんし、一方で、働くということは、や
はり所得を得るために働くということも当然のこと
でありますから、そういう意味で、雇用というのは
我々にとっては本当に基本的に大事なことではない
かなというふうに思っております。

雇用という問題について申し上げるとすれば、そ
ういうことではないかなというふうに思います。
○藤田幸久君 そんな考え方だろうと思いますが、
私なりにそれを整理すると、雇用とは、やはり生活
者にとって生きる手段だろうという認識で雇用とい
う問題を、これからいろいろ派遣法の問題も含めて
ありますけれども、生きる手段だという認識で当た

っていただきたいということを申し上げておきたい
と思います。

同じように、では労働者というのはどういうふう
に大臣、認識されますでしょうか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 個人個人の働く人とい
うことだろうと思います。

当然のことながら、一人一人ということになれば、
会社と、会社の一員になれば、会社は組織でありま
すから、その組織の下で働くということになると、
その力関係は歴然としているわけであって、雇う側
と雇われる側ということになると、我々も事務所を
それぞれ先生方も含めて抱えているということは、
そこで働いている人たちがいるということで、その
際に我々がどういうふうな接し方をするのかという
ことは極めて働く側にとっては重要な要素になるわ
けでありまして、我々としては、働く側の論理と働
いてもらう側の論理がうまくやっぱり一致をすると
いうことが大事であって、お互いウイン・ウインに
なって、そのことが仕事のアウトプットも良くなる
ということがあって、働いている人にとってはアウ
トプットをつくり出すその喜びもやっぱり当然のこ
とながらあるわけであります。

ですけれども、一つ大事なことは、ですから、一
人一人の個々人の働く人の言ってみれば権利をどう
ちゃんと守って立場を尊重していくかということを
念頭にきちっと入れながら、一緒に共通目標である、
例えば会社なら会社、我々だったら事務所の目的を
達成していくということに一緒にスクラムを組める
というのが一番大事なことではないかなというふう
に思います。
○藤田幸久君 大変いいお答えをいただきまして、
ありがとうございます。

それから三つ目なんですが、雇い止めということ
についてはどうお考えでしょうか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど、先生、働くと
いうことは、雇用ということは生きるすべだという
ことをおっしゃったと思いますけれども、要するに
賃金を得るということであって、所得を得る。

この雇用を通じて、言ってみれば、一人一人の方々
は所得を得て毎日の生計を立てるということになっ
て、家族を養って、まさに我々一人一人、どんなこ
とがあったって最後は家庭で幸せかどうかというの
が一番大事なことでありますので、その働くことが
家庭の幸せにつながるようにしなきゃいけないので
あって、そうなると、今お話があった雇い止めとい
うことがありましたが、どういう形でそういう事態
が起きるのかというのは、これは千差万別だと思い
ますが、不合理な形で雇い止めと言われていること
が起きるならば、それは生活をしていく上にも大き
な影響を与えてしまうわけでありますから、それは
やはり我々としては、法律でもって、法令でもって
そういう不測の事態が本人の了解もなしに起きると
いうことがないようにするというのが大事なことで
はないかなというふうに思います。
○藤田幸久君 いい御答弁いただいて、ありがとう
ございました。

私は、したがって、雇い止めというのは生殺与奪
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権の行使だろうと思っております。したがって、い
かにこの雇い止めということが重要かということを
是非認識をしていただいて、これから行政に当たっ
ていただきたいと思っております。

法案について幾つか質問をさせていただきます。
質問通告細かく出しておりますので、私の方でそれ
申し上げますので、簡潔にお答えをいただきたいと
思います。

まず最初は、無期転換ルールというものを見直す
ために立法事実が存在していないということは、こ
れは行政の恣意的な制度運用とか法律解釈につなが
り得ると。これが労働者にとって不利益をもたらす
ことも考えられるわけですが、この点について、大
臣、お答えいただきたいと思います。
○副大臣（山本香苗君） お答えさせていただきま
す。

本法案につきましては、御存じのとおり、労政審
におきまして、有期労働者のうちで限定して、高度
な専門的知識等を有する者と定年後に継続雇用され
る高齢者という形に限定させていただいて、それぞ
れの対象者の特性に応じた雇用管理の下で労働契約
法に基づく無期転換申込権が発生するまでの期間の
特例を設けることとさせていただいているわけであ
りまして、労働者に一方的に不利益を強いるもので
はないと考えております。

また、私どもといたしましては、こうした特例等
を通じまして、高度な専門能力の有効な発揮や高齢
者の労働参加の拡大を通じて活力のある社会の実現
につながると思っておりますし、また、この特例が
設けられなければ、企業がプロジェクトの進捗状況
等に応じて必要な高度専門職を雇用しにくくなった
り、六十五歳を超える高齢者の継続雇用に慎重にな
るなど、そういった問題があることも労政審で指摘
をされていたところでございます。こうした不都合
が生じる前に、この本法案を是非とも成立させてい
ただきたいと考えております。
○藤田幸久君 成立後の計画の認定手続についてで
すが、大企業もそうなんですが、中小企業も利用す
るケースがあると。そうすると、中小企業にとって
計画の作成、申請に当たって過大な負担とならない
ようにすべきではないかと思いますが、お願いいた
します。
○副大臣（山本香苗君） 御指摘のとおり、過度な
ものにならないようにしてまいりたいと思っており
ます。

このため、認定の具体的な事務手続を定める省令
策定の際には、労政審でしっかりと労使双方からも
意見を出していただいて、それを踏まえつつ過度な
ものにならないようにしてまいりたいと思っており
ますし、また、計画の内容につきましても、高度専
門職に対する措置につきましては、企業の実態に応
じまして、教育訓練を受けるための有給休暇の付与
に限らず、経費の援助だとか教育訓練を受けるため
の勤務時間の短縮など、幅広いそうした措置が対象
となると考えておりますし、また、高齢者に対する
配置、職務、職場環境に関する配慮につきましては、
高年齢者雇用安定法に基づいて対応している企業が

通常行っている措置を考えておりますので、いずれ
も対象となる中小企業も含めて、過度な負担になら
ないようにしていきたいと考えております。
○藤田幸久君 無期転換回避のために雇い止めは許
されないということの周知徹底が必要だろうと思い
ますことと、プロジェクト期間中に雇い止めを行わ
ないように認定事業主に周知すべきではないかと思
いますが、お答えいただきます。
○副大臣（山本香苗君） 御指摘の御懸念のありま
す点につきましては、厚生労働省といたしまして、
しっかり雇い止めの抑制に努力してまいりたいと考
えております。

具体的に、おっしゃったように、改正労働契約法
の周知や有期労働契約に関する労働基準法の規定の
遵守の徹底、そして無期転換に取り組む企業へのコ
ンサルティングの実施など、個別企業に対しての支
援等についても、来年度の概算要求等におきまして
必要な経費、これを今計上させていただいていると
ころでございます。

こうした予算も活用しながら、しっかり監督署や
ハローワークにおきまして、求職者や求人企業も含
めた労使への周知に積極的に取り組んでまいりたい
と考えております。
○藤田幸久君 高齢者について、高年齢者雇用安定
法によれば、希望する全ての労働者が六十五歳まで
雇用継続が求められていると。企業に対して六十五
歳までの雇用確保というこの趣旨をもう一度周知徹
底すべきではないかと思っておりますことと、今回
の特例の認定を受ける事業主においては、この法律
の趣旨に基づいて六十五歳以降の雇用継続も確保で
きるよう努力すべきではないかと思いますが、その
二点についてお答えをいただきます。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生御指摘のように、
この高年齢者雇用安定法というのが改正をされて、
希望される方は六十五歳まで働けるということに相
なったわけでございまして、当然のことながらこの
趣旨を没却するようなことがあってはならないとい
うふうに考えておりまして、雇用管理はきちっとや
っていかなきゃいけないということだろうと思いま
す。

これについて、御指摘のとおり周知徹底を図ると
いうこととともに、こうした措置が適切に講じられ
ていない場合には、当然のことながらハローワーク
において是正に向けた助言や指導を徹底的にやって
いかなきゃいかぬというふうに考えているところで
ございます。

今回、法案では、定年後引き続いて雇用される高
齢者を特例の対象とすることで、六十五歳時点で雇
い止めをされるということがなく、六十五歳以降も
継続して雇用が図られる環境整備に資するものだと
思っておりまして、特例の認定を受ける事業主に対
しては雇用管理に関する措置についての計画が着実
に実施されるよう必要な助言等を行うとともに、六
十五歳を超える継続雇用制度や定年の引上げなどを
導入した場合の事業主に対する助成を行っています
し、それから、六十五歳以降も働ける職場づくりに
向けた事業主への相談援助などの支援策も活用して、
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六十五歳以上の雇用継続を促進をしていかなければ
いけないなというふうに思うわけであります。もち
ろん、これは希望をする方に対しての措置として、
希望どおり、働きたいと考える方は働けるようにす
べきではないかということだと思います。
○藤田幸久君 先ほど雇用とか労働者について伺っ
たときに、雇う側の人、雇われる側の人、その両方
の立場が一致してというふうなお話をしていただき
ましたが、ということは、先ほどの片目失明者に戻
りますけれども、やはり失明をした方々が一番苦労
をしておられるわけですから、そういう方々と行政、
そして眼科医の方々がそういった方々を救済しよう
としているわけですから、そういう現場で苦労され
ている方の立場に立った、是非、片目失明者に関し
て対応を同じようにいただくことを要請して、質問
を終わります。よろしくお願いします。
○石橋通宏君 民主党・新緑風会の石橋通宏でござ
います。

藤田委員に続きまして、本法案について質疑をさ
せていただきたいと思います。質問多岐にわたりま
すけれども、時間が限られておりますので、大臣ほ
か政務三役の皆さんにおかれましては、簡潔明快な
答弁を是非よろしくお願いをいたしたいと思います。

最初に、今、藤田委員からも最後のところでござ
いました。私たちも、先週の質疑、また参考人の質
疑も通じましていろいろと問題点を追及させていた
だいておりますが、改めて今回の法案、やはり立法
事実が存在しないところが最大の問題ではないかと
いうふうに思っております。先ほど山本副大臣から、
いや、問題が生じる前に云々というお話もございま
したけれども、先週、経団連の参考人の方に、この
一年半の運用の中で具体的な問題があるのかと聞い
たら、問題ないというような答弁も、参考人の経団
連の側から答弁もあったところでございます。

まだ立法事実がない、そして、そもそもの今回の
法案の発端が、国家戦略特区ワーキンググループが
議論を始めて、法律に縛りを掛けて今回の法案提出
につながったという、そもそものプロセスの問題に
ついても私ども指摘をさせていただいております。

本来、労働契約関係にある全ての労働者にひとし
く適用されるべき無期転換申込権、これは労働者の
権利でありまして、この権利を一方的に本法案によ
ってまた新たに二つのカテゴリーの労働者について
制限を掛けてしまうということは、我々は大変大き
な問題であるというふうに思っております。

そこで、大臣にまず見解をお聞かせいただきたい
と思いますが、これは、二つの労働者について今回
の法案によって権利に制限を加えると。それについ
ては、もちろん十分な代償措置を今回の法案によっ
てひとしく保障すべきだというふうに考えておりま
すが、大臣もそういう見解でよろしいかどうかとい
う点と、今回の法案によってそれが十分にこの二つ
のカテゴリーの労働者について保障を担保されてい
るとお考えかどうか、その二点について確認をお願
いいたします。
○国務大臣（塩崎恭久君） このところ、いろいろ
な雇用法制につきまして問題提起を政府の側からも

させていただいているわけで、その一つがこれ有期
雇用の特措法ということでございますが。

〔委員長退席、理事福岡資麿君着席〕
大きな状況を考えてみると、やはり、今経団連の

お話をされましたけれども、我々は別に経団連の言
いなりになっているわけでもないし、経団連の言う
ことだけを聞いて物を決めることはないわけであっ
て、我々がやっぱり一番考えなきゃいけないのは、
いろいろなパターンの働き方をされたいと思ってい
る方々がおられる、そしてまた、企業の方もいろい
ろな形の雇用形態があった方がいろいろな面でプラ
スだというところがあって、そこの折り合いの付く
ところはどういうところだろうかということで、今
いろいろな新しい雇用法制が考えられているのでは
ないかというふうに私は思っているところでありま
して、今先生、制限というお言葉をお使いになられ
ましたけれども、どちらかというと我々は、制限と
いうよりは当然の、おっしゃるとおり無期転換ルー
ルという、押しなべてこれは当てはめられなければ
いけない権利だというお話でありましたが、それに
ついて、その権利を外してもらった方が都合がいい
という方も中にはおられるということがあるのかな
ということを感じながら今の御質問を拝聴しており
ました。

〔理事福岡資麿君退席、委員長着席〕
この法案については、もう先生御案内のように、

特区の法律の中の検討規定を受けて、労使の代表の
参集しております労政審議会で検討結果が出て、そ
れを踏まえて今お話しの二つの人たちのグループ、
高度の専門的知識等を有する者と定年後に継続雇用
される高齢者に限定をして、これらの対象者の特性
に応じた雇用管理の下で、労働契約法に基づく無期
転換申込権が発生するまでの期間の特例を設けると
いうことで、むしろ高度な専門的知識等を有する者
はそういうような形の方が働きやすいと考えている
方々がおられるのではないか、まあ割合、人数は限
定的ではありますけれども。

それともう一つは、これは別に特区の議論から出
てきたわけではなくて、むしろ労政審の中で定年後
の継続雇用される高齢者というのは出てきたわけで
ありますので、先生今おっしゃったように、そうい
うような様々なことをお考えの方々の、高齢者を含
めて、労働参加の拡大を広げることが経済社会の発
展に結び付くんじゃないかなというふうに思います。
○石橋通宏君 大臣、なるべく質問に簡潔に答えて
いただければと思いますが。

今のような答弁ですと、そもそもの改正労契法の
十八条の趣旨をちょっと余りきちんと踏まえられて
いないのではないかなと。

大臣、労働者がいろんな働き方をしたい、それは
そのとおりです。しかし、労契法十八条というのは、
労働者の側に無期転換申込権を発生させるという、
そういう措置でありますから、もし大臣がおっしゃ
るような趣旨であれば、労働者がそういうふうに無
期転換申込権を行使しなければいいわけでありまし
て、七年間、八年間のプロジェクトで、いや、僕は
七年間、八年間のプロジェクトで働いて、それで次
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へ行けばいいんだと思えば無期転換申込権を行使し
なければいいわけでありますから、それをあたかも、
労働者の権利をこれによって、いや、いろんな働き
方をしたい労働者がいるから制限をしてもいいんだ
というのは全く趣旨が違うということを断言させて
いただきたいと思います。

その上で、幾つかちょっとまず第一種計画の部分
について確認をしておきたいと思いますが、これ、
第一種計画認定手続を受けるということになってお
ります。十年近くにも及ぶ長期プロジェクトですの
で、そのプロジェクトの中には様々な特定有期業務
を含むものだというふうに理解をいたします。認定
を受ける第一種計画の中には、この第一種の特別な
技能を持った方々を雇用すべき特定有期業務全てに
ついてきちんとその業務の内容と、そして始まりと
終わりの期日を書き込まなければいけない、それが
認定をするに当たっての認定要件になるという理解
でよろしいですか。
○大臣政務官（高階恵美子君） お尋ねの第一種計
画におきまして記載すべき中身についてですけれど
も、まず申請の段階で何を書くかということ、法案
第四条の二項に規定をさせていただいております。

この中で、今御指摘の有期雇用労働者が就く特定
有期業務の内容、その開始及び完了の日について記
載をするということ、あるいは事業主が行う対象有
期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置
の内容、その他厚生労働省令で定める事項等につい
て記載するということが新設することとなってござ
います。

いずれにしても、過度な内容とならないような工
夫が必要だというふうに考えておりますが、その件
につきましては、法案の成立後に労政審において検
討いただくというふうな状況になってございます。
○石橋通宏君 質問は、法文上の規定ではこれが具
体的に分からないのでちょっと確認をしているわけ
です。

これ、業務の、これはお認めになると思うんです、
プロジェクトの中には様々な特定の高度専門職の方
が介在すべき特定有期業務なるものが含まれるんだ
と思うので、一つじゃないので、つまりプロジェク
ト一つで、いや、このプロジェクトはここから始ま
ってここで終わるよということではなくて、そのプ
ロジェクトの中に含まれる全ての特定有期の方が必
要な業務がきちんと書き込まれないと、これ後々に
検証のしようがないじゃないですか。どの労働者が
どこから始まって、その中のある業務の特定技能の
方は、例えば九年のプロジェクトでも、九年丸々要
らないかもしれない、六年か七年かもしれない。い
ろんな形があり得るわけですね。そういうことでし
ょう。

であれば、特定業務については、きちんと始まり
と終わりのところを書き込まなければ、そしてその
それぞれの特定業務について、後に議論をさせてい
ただく年収要件を含めたところがはっきりと分から
なければいけないわけですから、それを明示せずに
認定して、プロジェクトってばくっと認定してしま
ったら検証のしようがないし、先ほど大臣が言われ

た、いや、これは労働者のためなんだと言ったって、
それを担保するすべがなくなると思いますのでこれ
を聞いているんです。

この計画の中には全ての業務について明確に明示
をされて、それを厚生労働大臣が認定するというこ
とでよろしいですね。
○大臣政務官（高階恵美子君） 確かに御懸念の点
はあると思います。そして、具体的な中身、プロジ
ェクトの微に入り細に入りどこまでを書かせるのか
といったような中身につきましても、法案の成立後
に労政審におきまして丁寧に議論をしていただくと、
このように考えてございます。
○石橋通宏君 ここがこの法案の一つの大きな問題
でありまして、何でもかんでも、法律上明確になっ
ていなくて、後で決めます、後で議論します、これ
省令に委ねますと、いろんなものが委ねられている
ので、我々もこれ本当に議論のしようがないわけで
ありますが、じゃ、ちょっと別の観点から聞きます。

既にこれ答弁で、この認定された計画に基づいて
個々の特定の有期第一種の労働者と契約する際には、
その個別の雇用契約の中に開始の日と完了の日が書
き込まれると。つまり、それぞれの労働者について、
いつまではこの無期転換申込権が発生しないんだと、
いつからは発生するんだということが分かるように
明示しますという答弁があったと思いますが、それ
はそういうことでよろしいんですね。確認です。
○大臣政務官（高階恵美子君） そのとおりでござ
います。
○石橋通宏君 ということは、先ほどのお話で、全
てのこれ契約を結ぶ労働者は、この認定を受けた開
始の日と完了の日、この完了の日とあった、例えば
九年のプロジェクトなら九年間ということで、完了
の日を併せて契約をされる、それが個別の契約書に
書かれるということになるんでしょうか。
○大臣政務官（高階恵美子君） そのように理解を
しております。

本法案による特例措置の対象となる労働者につい
ては、通常の有期労働者とは無期転換申込権が発生
するまでの期間が異なるわけですから、その期間が
より長くなるということをきちっと明確にするとい
うこと、そして、本年二月の労政審での建議にも書
かれておりますとおり、特例の対象となる個々の労
働者との労働契約の締結あるいは更新に際しまして、
無期転換申込権発生までの期間、そして高度専門職
については特例の対象となる業務の具体的な範囲を
書面で明示しなければならない旨、義務付けを行う
こととしております。
○石橋通宏君 これはとっても大事なところなので、
この認定される計画と、それの中に記載される業務
と、そして個々の労働者、それに応じて、じゃ、こ
の業務についてこの労働者を雇い入れると、そこで
契約書の中にきちんとその条件含めて明示をしてい
ただくということですので、これは非常に大事なと
ころなので、是非確保していただきたいと思います
が。

ということは、この個別の労働契約の中に開始の
日と完了の日、つまり五年以上十年未満という理解
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ですが、の基本的には期間が書き込まれるというこ
とですから、その時点で、契約の時点で、当然、そ
の契約する労働者の側には九年なら九年という明示
された期間の雇用継続期待権が発生するというふう
に思います。ということは、労働契約法十九条に照
らし合わせれば、当然その契約に明示をされた期間
の間は雇い止めが行われないという期待権が発生す
るものと理解しますので、それ以前の合理的な理由
のない雇い止めは当然禁止をされるということでよ
ろしいでしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回決まることにつ
きましては、無期転換権が生じるまでの期間につい
て明示するというのが今回労働条件の明示の際にす
ることであります。その部分と、それぞれの労働者
の、労働契約法の十九条の話とはこれはまた別の話
でありますが、その十九条の話については個別具体
的な状況の下で判断されると。ですから、ここで九
年と定めたらそこで期待権がすぐに生じるというこ
とではないというふうに理解しております。
○石橋通宏君 今の答弁はちょっと問題で、大臣、
そうすると雇い止めはありということですか。大臣、
答弁してください、ちゃんと。雇い止めはありとい
う答弁ですか、今。
○国務大臣（塩崎恭久君） これは民事の契約でご
ざいますので、それはいろいろなケースがあり得る
ということだというふうに思います。
○石橋通宏君 大臣、じゃ、雇い止めは、これは民
事なので、これで契約書にちゃんとその期間を明示
したとしても、それ以前に、それはまあどうぞ勝手
に雇い止めするならやってくださいと、そういうこ
とですか。それではそもそもの趣旨が違うじゃない
ですか。

大臣、これ大事なところですよ。雇い止めが、そ
れはもう現場の状況に応じてどうぞ勝手にやってく
ださいということなんですね。
○政府参考人（岡崎淳一君） 無期転換権がいつか
ら生じるかということを明示するという話と、それ
から雇い止めが可能かどうかということについては
別の問題ではありますが、ただ、再三大臣からも御
説明していますように、不合理な雇い止めにつきま
しては、それはその問題とは別の問題として我々は
しっかり対応する必要があるというふうに考えてお
ります。

したがいまして、どんどん雇い止めしてください
という姿勢で対応するつもりはありませんし、労働
契約法十九条の考え方にのっとってしっかりとした
指導をしていきたいというふうに考えているという
ことでございます。
○石橋通宏君 これは、大臣、先ほどの説明の趣旨
と全然違うじゃないですか。無期転換申込権がいつ
から発生するか。それは、イコール今回五年以上の、
そして十年未満の長期のプロジェクトがあると。こ
の長期のプロジェクトでしっかり能力を発揮してい
ただく、しかし、一般の労働者以上に条件もしっか
り担保していただく、そうやって七年、八年一生懸
命働いていただける高度の能力を持った労働者がお
られる。それで、これ例外規定を設けて権利制限を

して、しかし七年間、八年間働いていただくために
これやるわけでしょう。にもかかわらず、それを明
示しておきながら、いや、でも雇い止めはあり得る
ねと、これは全然趣旨が違うじゃないですか、大臣。
本当にそんなことでいいんですか。

ちょっとこれ整理してくださいよ。これ大変な答
弁ですよ。
○委員長（丸川珠代君） 速記を止めてください。

〔速記中止〕
○委員長（丸川珠代君） 速記を起こしてください。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど先生からお話が
ありましたように、あるいはまた岡崎局長から申し
上げたように、今回のこの法律でもって無期転換申
込み発生までの期間というのを明示しているわけで
ありますけれども、この一番大事なことは無期転換
ルールの特例ということで、それを定めている法律
であります。

雇い止めというような話と必ずしもこれと一〇
〇％リンクするわけではないわけであって、ですか
らそれはまた少し別の話で、ですから、今岡崎局長
が言ったように、雇い止めという問題は、もうそれ
は今回の法律以前の問題として、我々としてはそれ
を起きないようにするというふうに指導していくこ
とが大事だということだと思います。
○石橋通宏君 大臣、じゃ、特別な専門性を持った
方が、七年、八年、九年というプロジェクトで、い
や、このプロジェクトのために頑張りたいと、報酬
もきちんともらいながらもそのプロジェクトのため
に頑張って能力を発揮したいと。で、九年間、長く
て、本当は五年超で無期転換の申込権が出るのに、
それすら放棄させられて、でもこの八年、九年のプ
ロジェクトのために頑張るんだと言っていたら、六
年たったら雇い止めになりましたと。理由も何かよ
く分かりませんけど、いろんな理由を付けられて、
それで放り出されて、それでオーケーなんですか。
そういう趣旨の法律だということですか。

これはまさに労働者の権利を強制的に、さっき大
臣は違うと言ったけれども、これはまさにそんなこ
とを許してしまったら、労働者の権利を一方的に破
棄しておきながら、労働者の保護が全く十分に保障
されていない法案をここで通そうということになる
じゃないですか。そんなことは絶対に認められませ
んよ。

大臣、ちょっと整理されているけど、それでよろ
しいですか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 元々、労働契約法第十
九条で、労働者において、有期労働契約の契約期間
の満了時にその有期労働契約が更新されると期待す
ることについて、合理的な理由があると認められる
もの等を使用者が雇い止めすることについて、客観
的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると
認められないときは、そうした雇い止めが認められ
ぬ旨が規定をされているわけでございます。ですか
ら、この労働契約法の第十九条で雇い止めが認めら
れないということを明記しているわけでございます
ので、それと矛盾するということではないと思いま
す。
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○石橋通宏君 だから、そこのところを、十九条に
基づくとさっき私、元々の質問のときにも申し上げ
たので、十九条に基づいて、やっぱり雇用契約書に
明示されるわけですから、そうすれば当然に、まさ
に十九条の趣旨から鑑みれば期待権がありますよね
と、それを合理的な理由なしに途中で雇い止めをす
るようなことはこれは認めちゃいけませんよねとい
う、それが趣旨だったわけで、それは大臣、それで
いいんですね。（発言する者あり）

大臣、ちょっとこれは大臣。いいですと言ってい
ただければいいんです。そのとおりですと言ってい
ただければいいんです。
○政府参考人（岡崎淳一君） 法律上求められてい
るのは無期転換権が発生するまでの期間であります。
ただ、雇われる際の種々のやり取りの中で期待権が
生じているかどうかということについては十九条に
基づいて判断すべき話でありますし、そこのところ
については個々の状況の中で判断する。

したがいまして、この無期転換権が発生するまで
のことが、法律上、明示したからといってすぐにで
はありませんが、全体の状況の中で期待権が生じて
いる場合は当然あると思いますし、そういう場合に
つきましては雇い止めをしないようにということで、
我々もきちっと対応していく必要があるというふう
に考えております。
○石橋通宏君 ちょっとこの問題でこんなに時間使
うとは思わなかった。

雇用契約書に期間が、完了日が明記されるという
ことは、その時点で十九条の言う合理的な期待権は
発生しなきゃおかしいですよ。それを認めなかった
らそもそもの趣旨が違うと私は言っているわけで、
今のことに明快な答弁がいただけないということは、
まさにこの法案は大いに問題ありと言わざるを得な
いと思いますので、このことはもう繰り返し言って
おきたいと思います。

それで、残念ながらちょっと時間がなくなってし
まったんですが、併せて年収要件についてちょっと
確認をしておきたいと思いますが、ちょっと今ので
大変不安になりました。

それで、今回、一般の労働者に比して高い年収要
件を確保すべしと。それは、こういった高度な専門
的な能力を持たれた方だから、一般の労働者よりも
有利な条件で交渉力もあるということでこの規定が
あるということだと思いますが、とすると、この高
い水準の年収、今回要請される高い水準の年収要件
というのは、これ当然に、同一の事業種で同等の仕
事をされる同じ高いレベルの高度な専門性を持った
方々が通常もらっておられる賃金や様々な各種手当、
そして社会保障制度を含めた、福利厚生施設へのア
クセスを含めた、そういったことを総合的に勘案を
して、八年なら八年、九年なら九年、そういう契約
のスパンでトータルで考えた上での、当然、水準以
上の要件が確保されるべきである、そういう趣旨だ
というふうに私は理解をしますが、大臣、その趣旨
でよろしいですね。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今の高度の専門的な知
識等を有する有期雇用労働者を対象にした特例を設

けるに当たっての有期労働契約の濫用的な利用を抑
制して雇用の安定を図るという労働契約法の第十八
条の趣旨を没却させないことが必要であって、この
ため、特例の対象となる労働者全体に年収要件を掛
けているということであって、一定の交渉力がある
労働者に対象を限定しているということが大事なと
ころだと思っています。

これは、国家戦略特区で出てきた第二条の考え方
と同じであって、また、具体的な年収要件について
は、何度もこれ答弁を申し上げておりますけれども、
労働政策審議会の建議を踏まえて千七十五万円をベ
ースに検討していく方針でありますけれども、今お
話がありましたけれども、この年収水準は常時雇用
される一般の労働者の平均年収の四百七十四万の二
倍以上でもありますし、それから、有期雇用労働者
全体の三・六％を占める高度技能活用型の有期雇用
労働者のうちの年収一千万円以上の方々は二・一％
程度に限られているということであって、そうなる
と、少なくとも、一般の労働者の皆さんと比較して
も、それから他の有期雇用労働者と比較しても、今
お話があった、同様な高度の専門知識を持った、専
門技能を持った方々の相当程度の高い水準であると、
こうした労働者が相当の交渉力を有してこういう形
で契約を結ぶということだと思います。
○石橋通宏君 大臣、質問の趣旨が違うんですが、
私が問題視しているのは、まさに大臣、今千七十五
万円という具体的な数字を言われたけれども、僕は
それが独り歩きするのがかえって問題だというふう
に思っているわけです。

比較されるべきは、特別な高度な技術を持った方
が本来その企業に無期雇用、正規雇用として雇用さ
れていた場合に当然享受されるべき労働条件という
のはあるわけです。しかし、今回は無期転換権を剥
奪をして長期の有期反復更新を認めるわけでありま
すから、当然にそれらの方々には、その同等、もし
無期になったとしたら保障されるべき労働者と同等
以上の労働条件、それと社会保障を含めたトータル
の報酬というものが保障されなきゃいけないでしょ
うと。一千七十五万円云々というのはあくまで一つ
の全体的な目安ですが、比較対象となるべきはその
絶対水準ではなくて、当該事業種における同等の正
規の雇用の労働者と比較されないとおかしいですよ
ねと、そういう趣旨で今回の法案は組まれているん
ですよねということを確認したいわけです。

もう繰り返し答弁されていますが、なぜ今回そも
そも有期雇用にこの労契法で規制を掛けたかといえ
ば、有期の皆さんというののやっぱり濫用があるか
ら、正規の職員と、無期の方々と比べて大きな格差
があるから。それは決して、高度専門職を持った方
でも一概にその権利を剥奪してもいいということに
はならないわけです。だからこそ、ここでしっかり
とその趣旨を踏まえて、一定の水準以上の労働条件
を確保しなきゃいかぬということを確認してもらわ
ないとおかしなことになるわけですよ。

大臣、ちょっと時間がないので、その点だけ、趣
旨としては、この一定水準以上というのは当然そう
いう水準を確保するということだと、そこだけ大臣、
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しっかりと確認してください。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先生おっしゃるように、
当然高い技能を持っているわけでありますから、そ
れに相応するだけの他の、これは無期転換権を行使
した後の働く人たちと、それは当然、何というか、
比較可能な給料水準というのが当然想定をされるわ
けだと思います。
○石橋通宏君 全くお答えいただいていませんが、
時間が参りましたので終わりますが、ちょっと今の
ような答弁ですと、全くもって本法案の質疑、不十
分だと言わざるを得ないと思います。その点を御指
摘して、質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。
○薬師寺みちよ君 みんなの党の薬師寺みちよでご
ざいます。

今日も質問をたくさん作っておりますので、早速
質問に移らせていただきたいと思います。

参考人の質疑の中で、私、新谷参考人の発言で大
変驚いたものがございました。有期契約労働者の労
働者数というものが今までなかなか把握できなかっ
たんだと、昨年の一年からこの数字が統計として表
れてくれたと、大変感謝を、その言葉をいただいた
わけですけれども、そんなに日本の中で有期労働者
という皆様方の数値が取られてこなかった歴史があ
ったんだということを改めて認識をいたしました。

私も調べましたら、昨年の一月、労働力調査で初
めて有期契約労働者数というものが公表されたと。
この調査で明らかになったのは、有期契約労働者と
いうものがございます。

じゃ、この有期契約労働者というものと本法案に
ある有期雇用労働者と定義は違うんでしょうか。ち
ょっと教えていただけますか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 労働力調査で、先生
おっしゃいますように、昨年一月から有期契約労働
者数が公表されています。

これは、常雇の人、臨時雇いの人、それから日雇
の人と三つに分けておりますが、これは基本的に契
約期間で分けてあるだけでございまして、契約期間
がある方をこの三つのカテゴリーに分けて発表され
ているというふうに認識しておりますので、今回の
法案において考えていますものと基本的には同じと
いうふうに考えております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

ということは、同じ意味合いでも言葉が違うとい
うことですよね。その確認でよろしゅうございます
か。
○政府参考人（岡崎淳一君） おっしゃるとおりで
ございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

皆様方に資料一を配付させていただきました。
私も様々な今回の統計のデータを拝見いたしまし

たら、その省庁若しくは調査によってそれぞれの言
葉の定義が違うということが分かってまいりました。
ここにパート労働者の定義というものを表にさせて
いただいております。総務省と厚生労働省と、その
厚生労働省の中でもそれぞれ定義を分けて使ってい
らっしゃる。パート労働者と一言に言っても、じゃ、

どの定義を使ったらいいのか、比較さえもできない
ということが分かってまいりました。

じゃ、このパートの定義というものは本当に違う
のか、違う場合にはなぜ違うのかという理由を、総
務省そして厚労省から教えていただけますでしょう
か。
○政府参考人（井波哲尚君） お答えを申し上げま
す。

総務省では、労働力調査それから就業構造基本調
査を実施しているわけでございますけれども、両調
査とも就業の時間とか日数で区別するのではなくて、
勤め先でパートタイマー、あるいはそれに近い名称
で呼ばれているかどうかということでパートを定義
してございます。

両調査とも世帯を対象とした調査でございまして、
雇用者の方の中には自らの雇用契約の内容を詳細に
把握していない方もおられるということから、勤め
先の呼称という分かりやすいメルクマールにより調
査を行うことで回答を容易にし、かつ回答者の負担
を軽減することを考慮してこのような定義にしてい
るということでございます。
○大臣政務官（高階恵美子君） 厚労省の方でお尋
ねいただいております賃金構造基本統計調査とそれ
からパートタイム労働者総合実態調査における定義
についてお話を申し上げますと、賃金構造基本統計
調査におきましては、パートタイム労働者という表
記ではございませんで、短時間労働者と呼んでおり
ます。その定義は、同一事業所の一般の労働者より
も一日の所定労働時間が短い又は一日の所定労働時
間が同じでも一週間の所定労働日数が少ない労働者
としておりまして、お配りいただきました資料のと
おりでございます。

また、パートタイム労働者総合実態調査におきま
しては、パートタイム労働者の定義を、正社員以外
の労働者で、パートタイマー、アルバイト、嘱託、
契約社員、臨時社員、準社員などの名称にかかわら
ず、一週間の所定労働時間が正社員よりも短い労働
者としてございます。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

これ、調査目的が違ったとしても、多分、私たち
がリンゴと言ったら一つのものしか想像できません
けれども、リンゴと言ったら全く別のものが出てく
るといったような事態が起こってくる可能性が高い
と思うんですね。

ですから、総務省、厚労省、ちょっとお尋ねした
いんですけれども、やっぱり調査目的が違っても、
調査対象の定義というものは省庁で統一すべきでは
ないかと考えますけれども、いかがでしょうか。
○政府参考人（田家修君） お答えいたします。

統計調査におきます用語につきましては、それぞ
れの調査を所管する官庁におきまして、その調査目
的に従って調査を実施する上で必要な定義を行って
きておりまして、同種の用語が違う定義で用いられ
ている例もあるところでございます。

御指摘のパートにつきましてもこうした例の一つ
であるというふうに考えますが、本年三月に閣議決
定をされました公的統計の整備に関する基本的な計
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画におきましては、非正規雇用の実態等をより的確
に捉える労働者区分の整理、見直しなどを進めると
いうことにしておりまして、企業活動の変化や働き
方の多様化等に対応した労働統計の整備の観点から、
ただいま府省横断的に検討を進めているところでご
ざいます。こうした検討結果に基づきまして、順次
調査の見直しを行うことにしておるところでござい
ます。
○政府参考人（岡崎淳一君） 現状、今総務省から
お話があったとおりでございます。

私ども、政策を立案していく中では、やはりでき
るだけ同じ概念というのは必要だと思いますが、そ
れぞれの経緯の中で来たことも事実でございます。

いずれにしましても、今ありました閣議決定の中
で、しっかりとした議論に参加しながら対応してい
きたいというふうに考えております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

じゃ、大臣からも是非一言いただきたいんですけ
れども、やっぱりこのように定義が違って、我々が
一つ一つデータを精査する際にも、その定義が違え
ばまたその数値の読み方も違ってまいります。同じ
パートというもの若しくは有期雇用労働者というも
の、様々な言葉のその定義からまた調べ直さなけれ
ばならなくなる、また比較することもできない、こ
んな現状についてやはり統一すべきだという、是非
一言お願いいたします。
○国務大臣（塩崎恭久君） 私もかつて日銀という
ところにいて、いろんなデータを使って調査統計局
というところで仕事をしたこともありますが、今お
話があったように、それぞれ政策目的によってデー
タの取り方が違うということは十分あり得ることだ
と思うんです。それは、自分のところでデータを作
るんだったらば、自分の政策目的に合ってないとい
けないということです。

しかし、先生がおっしゃるように、裏返してみる
と、使い勝手が、共通項がないものだから、なかな
かないということであって、そうなると、先ほどあ
った、閣議決定で今年の三月に、公的統計の整備に
関する基本的な計画というので、労働者区分の整理、
見直しなどの取組を推進するというふうになってい
るわけでありますから、労働関係統計もできる限り
やっぱり統一をされた使い方ができるように整理を
すべきかなというふうに思います。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

前向きに御答弁いただいたというふうに受け止め
ておりますので、私もこれからしっかりデータを活
用させていただきたいと思います。

○薬師寺みちよ君 では、済みません、一問飛ばし
まして次の質問とさせていただきます。

本法案の第三条では、特定有期雇用労働者の特性
に応じた雇用管理に関する措置に関する基本的な指
針を定めることになっております。この法案にかか
わらず、一般的に、事業主が行う雇用慣行には、産
休、育休制度は含まれておりますでしょうか。教え
てください。
○政府参考人（岡崎淳一君） 一般的に、雇用管理

の中には、産前産後休暇でありますとか育児休暇は
含まれております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

本法案は、特定有期雇用労働者という方々が最大
限に実力を発揮していただき、ステップアップをし
ながら学んでいただく機会であったり、男女共に更
にそのスペシャリティーを発揮するための環境整備
というものがなされなければならないと私は理解を
いたしております。

ということは、十年間無期転換ルールというもの
が適用されなければ、女性が出産、妊娠をし、子育
てをするという機会が増えるということにもなって
まいります。ですから、厚生労働大臣の基本指針で
定める雇用慣行に関する措置の内容といたしまして、
専門的知識を有する女性有期雇用労働者の産休、育
休の取得促進ができるような環境整備というものを
明確に規定していただきたいと思うんですけれども、
いかがでしょうか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今回の法律で、事業主
が実施する雇用管理に関する措置について、厚生労
働大臣は基本方針を策定するということでありまし
て、今先生の御指摘のように、この基本方針の中に
何を入れるのかということが問題だということでご
ざいます。

その具体的な内容は、もう言うまでもなく、法案
の成立後、労政審で議論するということになってお
りますけれども、それを踏まえてもちろん我々とし
ては策定をしてまいりますけれども、御指摘の産前
産後休業あるいは育児休業の取得ができる環境整備
についても、当然その中で労使の御意見を伺いなが
ら検討すべきかというふうに思っております。
○薬師寺みちよ君 ありがとうございます。

○山口和之君 みんなの党の山口和之でございます。
ただいまの質問に若干継続させていただきたいと

思うんですけれども、労政審の報告では、法案成立
後、厚生労働大臣が作る基本方針の中身について、
高度専門労働者は労働者が自ら能力の維持向上を図
る機会の付与、高齢者においては高年齢者雇用安定
法の趣旨を踏まえた高年齢者の配置等に関する配慮
など盛り込まれておるんですけれども、わざわざ盛
り込む理由とそれぞれのポイントについて、もう一
度お伺いしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回、この特例を定
めるに当たりまして、それぞれ、高度専門労働者あ
るいは高齢者の方々でございますが、その特性に応
じてしっかりとした雇用管理がされることを前提と
しまして無期転換権について特例を設けようと、こ
ういう議論でございました。

したがいまして、そこのところがしっかりされて
いないと、ただ無期転換権の特例が定められただけ
ということになるというふうに思います。したがい
まして、それぞれの労働者の方の状況も守りながら
ということで定めることになったことでありますの
で、ここはしっかりとしていく必要があるというふ
うに認識しております。
○山口和之君 そうしますと、今までの有期雇用者
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にそういった危惧されていたことがたくさん起きて
いたということになるんでしょうか。つまり、今、
例えば育児休暇、介護休暇もありましたけれども、
そういうことを含めて有期雇用の場合は不利になっ
ている方が多かったというふうに考えてよろしいん
でしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 今回、特例に際しま
して、計画で雇用管理措置を特に定めると、ここの
部分につきましては、むしろ今回、無期転換権の特
例を設けるに際して更に必要なことということで書
いたものでございます。

しかしながら、先ほど来議論がありましたように、
現行の中で有期雇用の方の状況がどうかということ
につきましては、それはこの法律とは関係なく、し
っかりとこれはこれで対応しなきゃいけない問題で
あるというふうに認識しております。
○山口和之君 恐らく過去の例で有期雇用に対する
労働環境は余り良くないというふうな判断もどこか
に入っているんだと思いますし、先ほど来、データ
をしっかり取っていく必要があるでしょうというこ
とも含めて考えていきますと、そこをしっかりしな
いと、まずこの法案について、賛成する、賛成しな
いというところでは大きな問題になってくると思い
ます。

無期転換ルールの特例対象について、事業主が計
画を作成して国が認定します。そして、その認定す
る要件が適切に雇用に反映されているかどうかとい
うことが危惧されるんですけれども、そこをどうや
って確認していくのか、教えていただきたいと思い
ます。
○政府参考人（岡崎淳一君） 最初の段階で事業主
の方が作成しました計画につきましては厚生労働大
臣が認定することになっております。

具体的に実施された後につきまして、法案の第十
条によりまして、事業主が認定された計画に係る措
置を十分に実施していないというような場合につき
まして、厚生労働大臣が必要な指導、助言を行うと
いう規定がございます。さらに、法案の第十一条で
ございますが、計画の認定を受けた事業主から必要
な報告を求めることができるという規定もございま
す。

これらの規定も用いながら、しっかりと計画に定
めた対応を事業主がしていることを確保していきた
いというふうに考えております。
○山口和之君 済みません、もう一度なんですけれ
ども、どのように確認をするんでしょうか。しっか
りと施行されているぞと、守ってやっているぞとい
うことをどうやって確認するのか、教えていただき
たい。
○政府参考人（岡崎淳一君） これは計画を厚生労
働大臣が認定するわけでありますので、どこの事業
場でこの措置がとられるかと、これは確認、確認と
いうか、認識できるわけでございます。それらのと
ころにつきまして施行後どういう状況かということ
につきまして、先ほど申しました規定も用いながら、
我々としてはしっかりとしたフォローアップをする、
そういう中で対応していきたいというふうに考えて

いるわけでございます。
○山口和之君 出てきたもので認定をします。それ
は計画ですね、あくまでもこういうふうにしますよ
という。実際計画は出しているんだけれども、守ら
れているかどうかを確認する作業はどのように行う
んでしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 当然、当該労働者等
の方から情報が入ったというふうな場合には、先ほ
ど申しました規定を用いながら報告を求めるという
ことになるというふうに思いますが、それ以外にも、
新たにつくる制度でございますので、状況を見なが
ら、そういう情報がなくても、しっかりやれている
かどうかのフォローアップについては検討してまい
りたいというふうに考えております。
○山口和之君 そうすると、守られていないですよ
という労働者の方からの報告があって、その後、確
認をするということが今考えられることだというこ
とでしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 情報があった場合に
は、当然、先ほど申しました規定も用いながら必要
な指導をするという、これは当然だと思いますが、
それ以外にも、新たな対応でございますので、状況
を把握するようなことについては考える必要がある
というふうに認識しております。
○山口和之君 是非しっかり確認できるようにして
いただきたいのと、どうやって取り消すのかも含め
て検討していただきたいなと思います。

○東徹君 続きまして、今回の専門的知識等を有す
る有期雇用労働者等に関する特別措置法案について
質問をさせていただきます。

まず、今回の法案ですけれども、今回の法案が本
当に企業のグローバル化が進展する中で産業の競争
力を高めていくことに寄与していくということであ
れば、これは必要であるというふうに考えておるわ
けですけれども、あわせて、また、今回の法案によ
って高齢者雇用が進んでいくというのであれば、こ
れも必要であるというふうに考えておるわけでござ
いますが。

そこで、本年六月四日の衆議院厚生労働委員会で
中野政府参考人は、無期転換権が発生しないような
形態であれば雇用機会が広がることもあり得るとい
うふうに答弁をされております。雇用機会の広がり
を本法案を成立させるメリットとして述べられてお
るわけでありますけれども、どの程度の広がりがあ
り、それが我が国にとってどのような利益をもたら
すというふうに考えているのか、まず見解をお伺い
したいと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今回、二つのグループ
がこの対象になるわけでありますが、まず、高度専
門職の対象者数でありますけれども、もちろん現時
点でどのくらいの人数が増えるのかというのを見通
すのはなかなかこれ難しいと思っておりますが、何
度か御紹介申し上げておりますけれども、高度技能
活用型の有期雇用労働者で年収一千万円以上の人数
というのは一万一千人弱だと、こう言われているわ
けでございまして、なおかつそれに五年超のプロジ
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ェクトに従事する者が特例の対象になり得るという
のが今回の法律の立て付けでございます。

企業へのヒアリングを通じて具体的なニーズも確
認されるとともに、大手企業へのアンケート結果に
よりますと、二五％を超える企業が特例を活用する
余地があると回答をしてきているところでございま
す。どういうところがあるかというのは、もう既に
いろいろ先端的なところで、特に海外絡みのいろい
ろな特殊能力をお持ちの方々、あるいはライフサイ
エンスなどで専門分野でいろんな技術、能力を持っ
ていらっしゃる方々などが主に対象になるのであろ
うと思うので、働く側も雇用する側もお互いに、ま
あ言ってみれば、考えが一致するという形で増えて
いくのかなと。

それともう一つは高齢者でありますけれども、高
年齢者雇用状況報告、これによりますと、定年後、
引き続き六年以上雇用できる制度を既に導入してい
る企業というのは八・六％でございます。これらの
企業で過去一年間に定年に到達し継続雇用された
方々、今の会社の数でいきますと一万二千二百四十
七社というのが八・六％なんですが、その中で継続
雇用された定年に達した方は三万八百十一人に上っ
ております。

これが一つの目安ではありますけれども、いずれ
にしても、高度専門職の多様な能力の発揮とか、あ
るいは継続雇用される高齢者の雇い止めの防止とい
うのが期待をされて、競争力の強化あるいは活力あ
る社会の実現に寄与できるのではないかというふう
に思っております。
○東徹君 私は、今塩崎大臣がそのように御答弁さ
れましたけれども、この法案が仮に施行されたとし
て、実際に、そういった産業の競争力に寄与してき
たとか、高齢者雇用というものがどんどんどんどん
と進んできたとか、こういったことが検証できるよ
うな仕組みになっているのかどうか、その検証がす
ごく大事であるというふうに考えておりまして、こ
の法案が成立した後、きちっとそういった検証をし
ていくことを考えているのかどうか、お聞きしたい
と思います。また、考えているんだったら、どのよ
うにやっていくのか、そこも併せてお聞かせいただ
ければと思います。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今のこの法案の効果と
かあるいはインパクトの大きさということなんだろ
うと思うんですけれども、それを検証をどうするの
かということでありますが、この特例措置について
は、事業主が策定した計画について、先ほど来お話
に出ている基本方針というのを厚労大臣が作るわけ
でありますけれども、それに沿ったものとして認定
されて効力が初めて生じるということで、法案が成
立して施行されると、計画の申請そして認定、この
状況について随時把握ができるようになると。これ
を踏まえて、どの程度の企業において特例が利用さ
れていくかなどの状況把握あるいは検証、今後の労
働政策の検討に生かすべく、できる限りこの把握、
検証をしていきたいというふうに思っております。
○東徹君 特別措置法という形で今回やるわけです
から、是非、この検証をやっていくことが非常に大

事だというふうに思っておりますので、そういった
評価の仕組みを検討していただきたいというふうに
思います。

続きまして、ちょっと時間の関係もありますので
一つ飛ばさせていただきまして、高度専門職の年収
要件のことについてお伺いさせていただきたいと思
います。

高度専門職につきましては、その対象を事業者と
対等に交渉できる者に限定するため、一つの指標と
して年収要件を定めておるということでありますけ
れども、これにつきましては何度も議論がありまし
たが、労働政策審議会、労政審の建議では、労働基
準法十四条の専門的知識等を有する労働者の範囲を
定める大臣告示の中にある年収要件を、一千七十五
万円を参考にすることが適当というふうなことにさ
れております。

一方で、先日の参考人質疑でもありましたが、労
政審における使用者側の代表である経団連の鈴木参
考人からは、使用者側の意見として、一千七十五万
円を参考にしながらも、一千七十五万円とする根拠
の確認が必要であり、また、労働基準法十四条の大
臣告示の中には年収要件を課せられていない業務も
あることを勘案していきたいというふうなことを述
べておられました。

鈴木参考人の意見からすれば、厚生労働委員会で
年収要件を一千七十五万円以上であることが半ば前
提として議論をしておっても、その前提が変わる可
能性もあるのかなというふうに思われるわけであり
ますが、そこで、この高度専門職に関する年収要件
を一千七十五万円以上とすることの妥当性について
お伺いをしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 確かに、労働基準法
十四条の方の特例につきましては年収要件のあるも
のとないものがございます。ただ、今回の特例につ
きましては、提案する際の議論の過程の中で、全体
として、一定の交渉力がある労働者に限るというた
めの一つの手法として年収要件が必要だろうと、全
体として必要だろうと、こういう議論になったとこ
ろでございます。

その際の参考としまして、趣旨は違いますが、労
働基準法の十四条にあります千七十五万円をベース
にということは、私どもとしては、労使それぞれの
思いの中ではありますけれども、最終的にはこれを
参考にするということで、建議の段階ではある程度
労使の考え方が整理されているというふうに思って
います。

この額自体の適正性ということでありますが、や
はりそれなりの高い水準ということは必要だという
ふうに思っておりますが、常時雇用される一般の労
働者の平均年収が四百七十四万円であるというよう
なことでありますとか、あるいは有期雇用労働者全
体に占める高度技能活用型の有期労働者、そのうち
の年収一千万円以上の方の比率、これ二・一％でご
ざいます。そういった全体の状況を見ればそれなり
の高い水準ではないかというふうには思いますが、
いずれにしても、これらの経緯を踏まえながら労政
審の中で最終的に労使で御議論いただきたいと、い
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ただいた上で決めたいというふうに思っております。
○東徹君 最後は労政審で決めたいといういつもの
お答えになるわけですけれども、ちょっと時間がな
いので、続けて質問させていただきます。

高齢者の雇用促進についてでありますが、少子高
齢化の進む我が国におきましては、高齢者にも社会
保障制度を支える役割を担っていただく上で非常に
重要だというふうに考えております。

安倍内閣は、日本再興戦略改訂二〇一四年の中で、
高齢者の活躍促進に向けた環境を整備することとい
うふうにしておりまして、具体的な目標として、六
十歳から六十四歳の就業率を二〇一二年の五八％か
ら二〇二〇年には六五％へ引き上げるというふうな
ことをしております。そして、その具体的な対策と
して、この特措法によって無期転換ルールの特例を
設けることを掲げておりますが、これで対策として
十分なのか、十分でないならばほかにどのような対
策を講じていくのか、見解をお伺いしたいと思いま
す。
○副大臣（山本香苗君） 御指摘のとおり、高齢者
の雇用確保は極めて重要な課題であると認識してお
ります。

そこで、厚労省といたしましても、高年齢者雇用
安定法に基づく六十五歳までの雇用確保措置の履行
確保を図るために、しっかりハローワークによる個
別企業に対する指導をしてまいりますし、高年齢者
の新たな雇入れや高年齢者の雇用環境の整備を行う
事業主に対する助成を行います。また、ハローワー
クにおける高齢者の就労支援、こういったものに取
り組んできたところでありまして、引き続きこの高
齢者の雇用確保には全力で取り組んでまいりたいと
考えております。
○東徹君 是非とも高齢者の雇用促進に向けて取り
組んでいただきたいと思います。

先日の参考人質疑で、新谷参考人からは、高年齢
者雇用安定法の適用になるのは全労働者の七割を占
める無期雇用の方で、残りの約三割の有期雇用で六
十歳を迎える方には適用されないため、このような
方の雇用を六十五歳までつないでいく手当てをしな
ければならないという趣旨の意見を述べておられま
した。我が国では年金の支給開始年齢が六十五歳ま
で段階的に引き上げられていくというところであり
まして、六十五歳までの生活資金の確保の観点も非
常にここは大事になってくるというふうに思います。

新谷参考人の言う手当てを行うことは非常に重要
でありますが、厚生労働省としてどのようにお考え
なのか、お聞かせいただきたいと思います。
○副大臣（山本香苗君） 御指摘のとおり、高年齢
者雇用安定法に基づく雇用確保措置の対象とならな
いような有期雇用労働者につきましても、安心して
老後働き続けられることができるような雇用の安定
措置が必要だと考えております。

そうした中で、先ほども申し上げましたけれども、
高年齢者の雇用環境の整備を行う事業主への支援、
これしっかりやらせていただきたいと思いますし、
また、高齢者が働きやすい職場づくりに向けた事業
主への相談とか援助、こういったこともしっかり取

り組ませていただきまして、六十五歳以上の雇用継
続というものを促進してまいりたいと考えておりま
す。
○東徹君 是非ともちょっと具体的な対応策を御検
討いただきたいというふうに思います。

最後に、今回の法案については施行が二十七年の
四月ということでありまして、既に半年を切ってい
るわけでありまして、先日もちょっとお聞きしまし
たが、少なくとも各県で説明会を開催するという答
弁でありましたが、説明会の開催以外にどのような、
周知方法も含めてどのように周知していくのか、具
体的にお伺いしたいと思います。
○政府参考人（岡崎淳一君） 先日答弁いたしまし
たように、各労働局では必ず説明会は開催いたしま
すが、それ以外にも、労使団体等を通じましての周
知でありますとか、あるいはホームページやメール
マガジン等もありますので、そういったものを含め
て周知をしっかりやっていきたいというふうに考え
ておるところでございます。
○東徹君 時間になりましたので、終わらせていた
だきます。
○委員長（丸川珠代君） 午後四時に再開すること
とし、休憩いたします。
○委員長（丸川珠代君） ただいまから厚生労働委
員会を再開いたします。

休憩前に引き続き、専門的知識等を有する有期雇
用労働者等に関する特別措置法案を議題といたしま
す。

この際、塩崎厚生労働大臣から発言を求められて
おりますので、これを許します。塩崎厚生労働大臣。
○国務大臣（塩崎恭久君） 午前中、石橋議員から、
特定有期業務の期間中の雇い止めについての御質問
がありました。その際、十分明確にお答えできず、
貴重な質疑時間をこのやり取りに費やすことになっ
たことをおわびを申し上げますとともに、改めてお
答えを申し上げたいと思います。

専門的知識等を有する有期雇用労働者については、
特定有期業務の期間中の雇用の安定や労働契約法第
十九条の趣旨も踏まえて、合理的な理由のない雇い
止めを回避することが望ましい旨、認定事業主に対
し周知徹底してまいります。
○委員長（丸川珠代君） これより質疑を行います。

質疑のある方は順次御発言願います。
○小池晃君 日本共産党の小池晃です。

泉南アスベストの原告団と会っていただいたこと
はよかったというふうに思います。これ出発点です
から、あくまで。これは補償のために全力を挙げて
いただきたいというふうに思います。

今の大臣の発言を受けてお聞きしたいと思うんで
すが、先ほど議論もあったように、無期転換権を奪
われながら有期で働いたら今度は雇い止め、こうい
うのは絶対に本来はあってはならない話だと私は思
うんですね。

局長にお伺いしますけれども、今回の専門的知識
等を有する有期雇用労働者については、これは五年
を超える一定の期間の事業における契約になるわけ
ですから、労働契約法第十九条で言う雇用契約更新
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の期待権はより高まることになるし、やっぱりこれ
本来は認められるべきだというふうに思うんですが、
いかがですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 労働契約法第十九条
におきましては、有期労働契約の契約期間の満了時
にその有期労働契約が更新されると期待されること
について合理的な理由があると認められるもの等に
ついては使用者が雇い止めすること、これにつきま
して、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相
当であると認められないときということで、そうし
た雇い止めが民事上認められないということになっ
ております。

今回の特例につきまして、無期転換申込権発生ま
での期間を書面で明示するということでございます
が、これは無期転換申込権の発生の期間ということ
でございますので、これをもって直ちに期待が合理
的であるというところまではいかないわけでありま
すが、先生おっしゃいますように、全体の状況の中
でそのことも含めて考慮する、勘案する一つの要素
になっていくというふうに考えております。その上
で、全体として、最終的には司法判断ということに
なるわけでありますが、私どもとしましても、労働
契約法十九条がしっかり守られるということは非常
に重要だというふうに考えております。

したがいまして、大臣から今申し上げましたとお
り、専門的知識等を有する有期雇用労働者につきま
して、特定有期業務の期間中の雇用の安定、あるい
は労働契約法第十九条の趣旨も踏まえまして、合理
的な理由のない雇い止めを回避するということが望
ましいということを認定事業主に対してしっかりと
周知して対応してまいりたいと、こういうふうに考
えております。
○小池晃君 これはしっかりそういう趣旨なんだと
いうことをくれぐれも、労働行政の上でもやはりし
っかり据えるべきだということを重ねて申し上げた
いと思います。

定年後引き続き雇用される労働者の問題について
聞きますが、そもそもこの項目は労政審で使用者側
から突然出てきたもので、前回の委員会でメリット
を聞かれて、基準局長は、無期に転換するとなると
労使それぞれいろんな問題を生じる場合もあると。
これでは分からないわけで、一体いろんな問題とい
うのは何ですかと。無期転換権を剥奪してどんな定
年後の労働者にメリットがあるのか、私には全く分
からないので説明してほしい。
○政府参考人（岡崎淳一君） 前回、いろいろな問
題という言い方をしてしまいましたが、具体的に使
用者側から出た問題意識につきましては、六十歳で
定年を迎えられる、その方を有期雇用で継続雇用し
ていくといった場合に、五年を超えた場合には無期
転換になるとした場合には、六十五歳までは高齢法
に基づきまして継続雇用の義務があるわけでござい
ますが、その時点で無期転換を避けるために雇い止
めせざるを得なくなるという可能性があるんだとい
うような問題意識を経営側が言ったわけです。

そういうことをその審議会の中で議論してほしい
ということがありまして、それを前提に労使で議論

した結果、雇用継続を望む労働者の方、あるいは労
働者の能力を継続的に発揮を望む使用者の双方のい
ろんな議論の中で、両方にとってそういう場合につ
きましては特例を設けるということが必要ではない
かと、こういう結論になったということでございま
す。
○小池晃君 無期転換を認めちゃったら雇用がしに
くくなるという使用者側の言い分を認めちゃったら、
これは労働行政敗北だと私は思うんですよね。しか
も大臣は、都合がいい人もいると先ほど言ったけれ
ども、これは権利なわけですから、あくまでも。義
務じゃないわけですから。だから、無期転換申込権
を付与されても全て申し込むとは限りませんし、い
ろんな事情があって退職することだってもちろんあ
るわけで、やっぱり逆に一律に定年六十歳超えとい
うところで権利を奪ってしまうということがあって
いいのかと。これはやっぱり事実上の年齢差別にな
るんじゃないかというふうに私は思うんですね。

それから、現実に正社員だといっても、結局リス
トラとか違法な退職勧奨が今広がっていますから、
定年までなかなか働けないわけです。先ほどもあっ
たように、たとえ定年にたどり着いても、一〇〇％
の継続雇用にはなっておりません。これは義務化さ
れたはずの定年後の雇用確保制度、いまだに七・七％、
実数で一万一千を超える会社で行われてないわけで、
希望しても再雇用されない労働者も年間四千四百三
十一人もおられます。

私は、定年後の雇用確保を義務化するというなら、
まずやっぱりこれを解決すべきなんではないか。希
望者が六十五歳まで働くことができる継続雇用制度
というのは、これは年金受給開始年齢を先送りした
ことに伴う措置なわけですから、これは本来一〇
〇％が当然なわけで、どうやって一〇〇％にするの
か。厚労省としてはそこはどう考えているんですか。
○政府参考人（生田正之君） 委員御指摘のとおり、
企業における高齢者雇用確保措置の実施状況につき
ましては、昨年六月一日現在で九二・三％となって
ございます。これにつきましては、希望者全員につ
きまして六十五歳までの雇用確保措置の実施を企業
に義務付けた高齢者雇用安定法の改正が施行された
直後ということもございまして、就業規則の改定等
が間に合わなかったという原因があるんじゃないか
というふうに考えてございます。

この問題につきましては、やっぱり一〇〇％の実
施を目指す必要が当然あるというふうに思っており
まして、確保措置未実施企業に対しましては、改正
高齢者雇用安定法に基づきます指導に従わない場合
については、最終的には企業名公表の措置もあると
いうことを念頭に置きながら、原則、全ての未実施
企業に対して個別訪問指導を実施するなどして強力
に指導していきたいと考えてございます。
○小池晃君 企業名公表をやっていただきたいと思
いますよ、これ本当に。しかし、やっぱりこういっ
たことを解決することこそ私は先決課題だというふ
うに言いたいわけであります。

定年後働く理由については、前回の委員会でも、
やっぱり生活の糧を得るためだと答えている方が本
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当に多いわけですね。定年後も働かないと家計は厳
しい。そして多くの方は、定年前の企業に再雇用さ
れても大幅賃金ダウンの上、有期雇用なわけですよ。
実際にはいつ雇い止めになるか分からないという状
況になっている、これが最大の問題です。

昨年の調査では、定年制廃止、それから六十五歳
以上を定年制にしている企業は全体で一七・三％、
中小企業では一八・六％まで来ています。私、エー
ジレスな社会というのであれば、大臣、少なくとも
継続雇用制度を、これを一〇〇％徹底するとともに、
特に大企業を中心に六十五歳までの定年制の延長、
これが最大の担保になるはずだと。希望者がやっぱ
り六十五歳まで働くことができる定年延長制広げて
いく、このことが急がれるんじゃないかと思います
が、大臣はいかがですか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 今、継続雇用制度につ
いて、本来一〇〇％であるべきだということを先生
御指摘になられまして、私どもの方としてもできる
限りそれを慫慂していくということが大事だという
ふうにまず思っていますが。

定年の問題は、先生先ほどちょっとおっしゃった
んですけれども、米国のように年齢差別禁止法みた
いなものがあって定年そのものがないという国もあ
るわけですけれども、我が国においては、定年の引
上げということがずっと議論になってきて、取りあ
えず継続雇用制度ということで、こういう形で今来
ているわけですけれども。

その引上げについて、一つは、現在六十歳の定年
制が広く定着をして機能していて、企業の労務管理
上の大きな影響を、仮に引き上げると及ぼすという
こと、それから、六十歳以降は働き方や暮らし方に
対する働く側のニーズがこれまた多様であるという
こともあって、直ちに六十五歳に引き上げるという
ことはなかなか難しいのかなというふうに考えてお
ります。この点については、雇用と年金の接続とい
うことが課題になった高年齢者雇用安定法の平成二
十四年の改正時の労政審の議論においても議論がか
なり深められたところでありまして、労使の合意の
下に現行の制度が導入されたということだと思って
います。

一方で、御指摘のように、雇用と年金の接続とい
うのが非常に大事でもありますし、この間の財政検
証においてもいろいろなケースを出し、またオプシ
ョン試算まで出しているわけでありまして、そうい
う意味では、六十五歳までの雇用確保が重要である
と我々も考えているわけでありまして、六十五歳ま
では原則として契約が更新されるべきとの高年齢者
雇用安定法の趣旨を没却することがないように、ハ
ローワークにおける助言、指導等を更に徹底してま
いりたいと思います。
○小池晃君 年金と接続していないわけだから、実
態は、だからそこをつなげるためにいろんな知恵を
出すべきだし、私は、やっぱり定年制を拡張してい
くということを真剣に考えるべきだと。

今回のやはり特例は、六十五歳までの安定した雇
用の確保も、それ以降にきちっと安定した仕事に就
くことの希望も、その保証も見出せないわけで、や

っぱり労働者に付与したばかりの権限に穴を空ける
ということは私は許されないということを改めて申
し上げたいと思います。
○福島みずほ君 社民党の福島みずほです。

専門的知識を有する有期雇用労働者に関する特別
措置法についてなんですが、先ほど大臣が発言をさ
れました。私は、そもそもプロジェクトチームとし
て八年、九年というふうに決まっているのであれば、
仮に半年、一年の有期契約の更新を繰り返したとし
ても、期待権として自分は八年このプロジェクトを
やるんだ、九年プロジェクトをやるんだというふう
に思っていると思うんですね。

大臣、この期待権、プロジェクトの期間中は少な
くとも雇い止めされないという期待権がある、そう
いう理解でよろしいですか。
○国務大臣（塩崎恭久君） 先ほど冒頭に発言申し
上げたように、労働契約法第十九条の趣旨を踏まえ
て、合理的な理由のない雇い止めを回避することが
望ましい旨認定事業主に対して周知徹底してまいり
ますということで、無期転換の特例をつくるという
中で、このプロジェクトの存在の中で期間を設定す
る契約について、やはりこの十九条の趣旨はしっか
り踏まえて、雇い止めを合理的な理由がないままに
行われるようなことは、これは回避することが望ま
しいということは厚労省としてもしっかりとやって
いかなきゃいけないなというふうに思っています。
○福島みずほ君 いや、ちょっと違うんですよ。労
契法十九条は、雇い止めをする場合には合理的理由
がなければならないと書いてあるんです。それはそ
のとおりです。

しかし、私が言いたいことは、このプロジェクト
チームでほかの労働者とは違う、無期転換権が剥奪
されているわけだから、通常の雇い止めとは違って、
そのプロジェクトの期間内は少なくとも雇い止めは
ない、仮に反復継続していたとしても、そのプロジ
ェクトの期間中は雇い止めは基本的にないという期
待権を持っているんじゃないかということなんです。

つまり、聞きたいのは、十九条よりもより保障さ
れているんじゃないですかということなんです。だ
って、ほかの人は無期転換権を持っているんですよ。
この人たちは持っていないんですよ、剥奪されるん
ですよ。だとしたら、十九条を超えて、というか、
言っている論点がちょっと違うんです。十九条より
重いんじゃないか。プロジェクトの期間中は、その
間は雇い止めが起きないという期待権を持っている
という理解でよろしいかということなんです。

いや、違う、大臣。ごめんなさい、岡崎さん、結
構です。大臣、お願いします。
○政府参考人（岡崎淳一君） 十九条の中でどう判
断するか。確かに、先ほども答弁いたしましたよう
に、こういうプロジェクトでありますので、そうい
う状況であることも含めて全体として判断されると
いうことでありますが、一義的に必ずそうなるとい
うことではないというふうに理解しているというこ
とであります。
○福島みずほ君 だったら踏んだり蹴ったりじゃな
いですか。だって、みんなは無期転換権を持ってい
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るんですよ、五年働いたら。この人たちはあらかじ
め無期転換権を剥奪されるんですよ、法律によって、
国会によって、厚生労働省によって剥奪されるんで
すよ。で、ほかのと一緒で一義的に言えないといっ
たら、踏んだり蹴ったりじゃないですか。どうです
か。
○政府参考人（岡崎淳一君） 法律の中では、こう
いうプロジェクト形式の場合に、五年を超えた場合
でも十年の範囲内でということと、そのために必要
な雇用管理をしていただくということで計画を策定
すると、そういう中で今回の無期転換権の特例を認
めたということであります。

ただ、全体としてそういう中で十九条をどう判断
していくかと。それは最後は個別の状況に基づいて
ということでありますが、そういう状況であるとい
うことも含めて判断されるというのは、それはそれ
でまた当然のことと思いますし、そういう中で、特
定有期業務の期間中の雇用の安定や労働契約法十九
条の趣旨をも踏まえた対応はしっかりさせていただ
きたいと、こういうふうに思っているということで
ございます。
○福島みずほ君 いや、根本的に駄目ですよ。だっ
て、無期転換権は剥奪されて、でも私は九年のプロ
ジェクトだと思って、無期転換権剥奪されて、五年
と半年で、あなた悪いけれども雇い止めと言われた
ら、たまらないじゃないですか。

少なくともプロジェクトチームの期間中は雇い止
めは基本的に起きない。じゃ、これでよろしいです
か。
○政府参考人（岡崎淳一君） 再度の答弁になりま
すが、私どもとしては、特定有期期間中の雇用の安
定ということは重要だというふうに思っていますし、
そういう中で労働契約法第十九条の趣旨をも踏まえ
た合理的な理由のない雇い止め、これは回避すると
いうのが必要だというふうに思っていますので、そ
ういう対応をさせていただきたいと考えております。
○福島みずほ君 最後の答弁にならないですよ。

十九条は合理的でない雇い止めは駄目と言ってい
るわけでしょう。今回はそれとは違ってまた例外を
認めるわけだから、せめてプロジェクトの期間中は
雇い止めは基本的にないということをしなければ全
然守られないじゃないですか。だって、解雇はでき
るんですよ。その人の勤務態度が悪いとか、無断欠
勤、無断遅刻とか、解雇理由に当たれば解雇できる
わけで、その人は五年たっても無期転換権を剥奪さ
れている、法律によって。にもかかわらず、十九条
の解釈ですといったら何にもいいことないじゃない
ですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 剥奪されるというか、
五年ではなくて、プロジェクトの期間の範囲内で十
年以内ということで、無期転換権はそこの段階で発
生する、これが法律の特例だというふうに思います。

そういう中で、必要な計画による雇用管理措置と
いうことがある中で法律を提案しているということ
と、それから、再三申し上げますが、やはりそれは
特定有期業務という中での雇用でありますので、そ
の期間中の雇用の安定そのものについては非常に重

要な要素だというふうにも考えているということも
大臣からも答弁したとおりでございます。

ただ、そういう中で、期待権がこういう方につい
て必ず一義的に生じるかということについては、そ
こはそうではないけれども、私どもとしては、合理
的な理由のない雇い止めを回避する、こういうこと
が望ましいということでしっかりと周知、指導をし
ていきたいと、こういうふうに考えているというこ
とでございます。
○福島みずほ君 いや、言質を取りたいので。この
ままでは大変なことになるので。

無期転換権が剥奪されているわけだから、通常の
無期転換を持っている有期契約の雇い止めとは違っ
て、より保護される、より期待権が大きいという理
解でよろしいか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 無期転換権がという
よりは、そういうプロジェクトに雇用されるという
こともあるわけでありますので、そういう中で、再
三申し上げますが、特定有期業務の期間中の雇用安
定ということは当然一つの要素だというふうに考え
ておりますし、そういうことを含めて最終的な判断
がされるということであります。

ただ、再三申し上げますが、そういうプロジェク
トで有期雇用されるということでありますので、当
然、そういう個別の状況にもよりますが、期待され
る場合が多いということは確かにおっしゃるとおり
だというふうに思います。
○福島みずほ君 二〇一二年七月二十五日の衆議院
厚生労働委員会で西村厚生労働副大臣は、有期契約
労働者が、無期転換の申込権が発生する契約の締結
以前に申込権を放棄することを認めることは、労使
の交渉力の格差を背景として、使用者が事実上、権
利の放棄を強要する状況を招きかねず、新設される
労働契約法十八条の無期転換ルールの趣旨を没却す
るものとなる問題がある、このため、無期転換の申
込権を事前に放棄する旨の労働者の意思表示は、公
序良俗に反し、無効であると答弁をしています。

個別に放棄することは公序良俗に反し無効であれ
ば、法律によって剥奪することも公序良俗に反し、
無効ではないですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 法律で定めたルール
の中で事前放棄を強要するということは公序良俗に
反するということであります。

今回は、法律で新たに枠組みをつくるということ
でありますから、その法律に従ったということが公
序良俗に反するということにはならないんではない
かというふうに考えております。
○福島みずほ君 個別に剥奪したら公序良俗に反し
て、一括して奪ったら公序良俗に反しないというこ
とではないですよ。そもそも、この法律が公序良俗
に反するんですよ。

お聞きします。
経団連の人は、年収が高ければ交渉力が高まると

言いました。これはホワイトカラーエグゼンプショ
ンの考え方にも共通するんですが、私には分かりま
せん。年収が一千万だったら、というか、年収が高
ければ何で交渉力が高くなるんですか。
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○政府参考人（岡崎淳一君） 年収につきましては、
その労働者の職業能力を判断した上で年収が決まっ
てくるということだろうというふうに思っておりま
す。

そういう中で、それなりに高い年収の方について
は、低い方に比べれば交渉力があるということであ
ろうというふうに思いますし、そういう議論の中で、
あの審議会の建議でも年収を一つの要件にするとい
うことになったというふうに理解しております。
○福島みずほ君 説明になってないですよ。年収が
高ければ交渉力が高まるなんということは、労働法
の考え方からはあり得ないですよ。何で年収が少し
高いと交渉力が高まるんですか。全くこれは分から
ないです。年収が高い人は交渉力が高まるんだった
ら、労働法なんか要らないですよ。みんな一律に強
行規定できちっと規制しているのが労働法じゃない
ですか。年収が高ければ交渉力が高くなるなんて、
あり得ないですよ。

そもそも、この法律の射程距離というか立法理由
が分からないんですね。オリンピックが二〇二〇年
あるまでのオリンピックの選手という言われ方がさ
れたり、いや、プロジェクトチームで二〇二〇年ま
でのプロジェクトチームと言われたり、この間の経
団連の参考人は、新規事業立ち上げの研究者、技術
者、大型資源プロジェクトを受注した際の専門家、
インフラ金融に関わるファンドマネジャー、海外の
特定の国や地域の知見を持つ専門家という方々がな
るとなっているんですが、一体誰を対象にしている
のか。幾らでも広がるじゃないですか。どうですか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 国家戦略特区等での
議論の中でオリンピックという話もあったかもしれ
ませんが、今回の法律については、そういう期限を
切った法律として提案したわけではありません。

そうではなくて、企業が五年を超えるいろんなプ
ロジェクトを行う場合がある、その場合に有期雇用
の形で高度の専門職を雇って対応する必要があると、
そういう議論の中で、労使の議論を含めまして、そ
ういう必要性もある部分があるということで今回提
案したということでございます。

やはり企業がそれなりにしっかりしたプロジェク
トをやるためには、通常企業が雇っている方とは違
う能力を持った方が必要だと、こういう議論であっ
たというふうに理解しております。
○福島みずほ君 経団連の参考人の方が、対象労働
者がどんどん拡大していくだろうと、より対象者は
増えるのではないかというふうに思っていますとい
うふうに言っていますが、これ、小さく産んで大き
く育てる、派遣法が二十六業種で始まったのに、派
遣法の改悪法が今日衆議院で本会議で質疑入りです
が、その二十六業種すら取っ払う、つまり、小さく
産んで大きく育てる。はっきりと参考人は、より対
象者は増えるのではないかと言っていますが、こん
なことで増えていいんですか。
○副大臣（山本香苗君） 対象がどんどん拡大する
のではないかということでございますけれども、こ
れは本年二月の労政審の建議で示された考え方を踏
まえて、法案成立後に労政審で検討を行うことは労

使の共通理解です。したがって、対象者が労使のコ
ンセンサスを超えて拡大することはないものだと、
私たちはかねがね答弁しているところでございます。
○福島みずほ君 でも、厚労省の省令で決まるわけ
だから、拡大する可能性もあるじゃないですか。省
令をどんどんどんどん変えていけば拡大しますよ。
現に、拡大するだろうと参考人は言っているじゃな
いですか。

結局、無期雇用の転換権をこの国会が決めた、そ
れに風穴を開けて、悔しいじゃないけど、風穴を開
けて例外をつくっているというのがこの法律なんで
すよ。それはディーセントワークを実現するという
ことに根本的に反していますよ。だから、これはや
っぱり認めてはならない。

どうでしょうか、そのプロジェクトをつくる場合
に、結局八年から九年の単位で雇ってあとは使い捨
てということが起きるんじゃないですか。どうです
か。
○政府参考人（岡崎淳一君） これはそもそもそう
いう期限付のプロジェクトがあるかどうかというこ
とだろうというふうに思います。期限付でやるプロ
ジェクトでもないのに、それをそのようなふりをし
てということは、それはあってはならない話である
というふうに思います。

そこのところは計画を策定していただいて、厚生
労働大臣が認定するということでありますので、そ
れはそういう期限を設けて企業がやる必要のあるプ
ロジェクトかどうかということを含めてしっかりと
認定作業の中で対応していきたいというふうに考え
ております。
○福島みずほ君 期限のあるプロジェクト以外は適
用されないということでよろしいですね。
○政府参考人（岡崎淳一君） 法律の構成上そうい
うふうになっております。
○福島みずほ君 私が経営者だったら、場合によっ
ては全部期限付のプロジェクトにしますよ。そして、
プログラマーでもシステムエンジニアでも三十代、
四十代の元気で働き盛りで脂の乗り切った人たちを
雇って、その人たちが定年まで働かないように、八
年、九年単位のプロジェクトチームをつくって使い
捨てにする。そんなことが起きるんじゃないんです
か。

だって、ずうっと雇わなくちゃいけないんじゃな
くて、そのプロジェクトの期間中だけ雇えばいいわ
けですし、場合によっては雇い止めをするというこ
とになってしまう。とすると、企業ってやっぱりた
くさんのいろんなプロジェクトがあるので、その考
え方でいけば、結局、正社員で雇うという人が少な
くなる、定年まで働く人が減ってしまう、こういう
批判についてはいかがでしょうか。
○政府参考人（岡崎淳一君） 企業の経営者が企業
経営を考えていく場合に、いろんな手法はあるとい
うふうに思います。ただ、全てをプロジェクトだら
けにするということが本当にあるのかどうかという
ことも考えなきゃいけないかなというふうに思って
います。

いずれにしましても、そこが脱法的にプロジェク
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トのふりをするというようなものについては、それ
は認定の中でしっかりと対応させていただきたいと
いうふうに考えております。
○福島みずほ君 プロジェクトだらけになるという
わけではないが、結局その期間しかその人たちを雇
わない、あとは使い捨てにする、無期転換にならな
いようにするんだと。例えば六年プロジェクトでも
いいわけじゃないですか。五年五か月プロジェクト
もいいわけじゃないですか。物すごく優秀な人は、
自分でその人間は雇うとか別のプロジェクトで採用
する。幾らでもできますよ。ちゃんと長期に定年ま
で無期雇用で働かせるという、そういうことと反す
るじゃないですか。

無期雇用の方が有期雇用よりもディーセントワー
クだと。人間あと八年働けると思っても、その後自
分が失職するかもしれないと思ったら、展望見えな
いですよ。子供が大学に行くときに自分は首になる
と思って、安心した働き方というふうに言えるでし
ょうか。やっぱりこれは邪道だというふうに思いま
す。

大臣は午前中に、その人にとって都合がいいとお
っしゃったんですよね。でも、その人にとって都合
がよければその人がずっと有期契約で働き続ければ
よくて、問題なのは、労働者がやっぱり使用者より
も力が弱くて、というか、この法律の問題点は、無
期雇用の転換、やりたくなければやらなきゃいいん
ですよ、権利なわけだから。私はこの会社を五年し
か、四年しかいたくないと思えば無期雇用の転換な
んてやらなければいいわけですよ。でも人々は、無
期にしてもらいたいから無期雇用の転換、言うわけ
じゃないですか。

つまり、何が言いたいかというと、誰からも引く
手あまたでどこでも働ける人は、むしろこういうの
は要らない。でも、ほとんどの人たちは無期雇用の
転換権を望んでいる。だから、その人にとって都合
がいいなんということはないんですよ。いかがです
か。
○国務大臣（塩崎恭久君） やはり世の中はいろい
ろな方々がおられて、それで、先ほど、いろいろプ
ロジェクトだらけにして自分だったらやるとおっし
ゃったんですけれども、企業もやはり評価を受ける
わけで、世の中から、その評価に堪えられない企業
はやはりなかなか長続きしないと私は思うんですね。

したがって、この会社は働く人たちを、今先生お
っしゃったような極端な形でのプロジェクトに全部
押し込んでいくみたいなことをやるような企業であ
れば、恐らくそういう評価しか受けなくなるので結
局うまくいかないし、また働いている人たちだって
やる気がなくなってしまうならば、つまり自分の意
思に反してそんなことになるんだとすれば、それは
もうやる気のないということはいい仕事ができない
ということだと思うので、私は、これはもう何度も
答えていますけれども、高度技能活用型で年収一千
万円以上で有期の雇用労働者数というのは一万一千
人弱で、なおそれを今度五年超のプロジェクトに従
事する者ということで更に絞っていくとなると相当
限界的な数になるわけですね、全体の就業者数から

してみれば。
ですから、そんなに御懸念のことは私はないし、

むしろ自分で選んでこういう方がいいという人たち
は必ず私はいると思いますし、しかしそれはずっと、
年齢にもよると思うんですね、働いている人たちの。
ある一定のところまで行ったら、やっぱりちゃんと
無期転換してそのまま正社員でいきたいという人た
ちだって多いと思うので。だから、それはいろいろ
な年齢とかあるいは能力とか、そういうものによっ
ていろいろなものを用意しておくということの私は
一つではないかなというふうに思っています。
○福島みずほ君 今は雇用がとても劣化して雇用条
件が悪いので、悪いところが没落してという話では
なく、どこも問題が生ずる。今の話でも、一割ぐら
いのホワイトカラーというか年収が高い人たちはま
た絞り込まれるというけれど、今後何が起きるかと
いうと、貧困も増えるが、ホワイトカラー層という
か、中間層の没落が始まるんですよ。こういう人た
ちが将来の展望が見えなくなったら本当に困ったこ
とになると。

大臣は、泉南アスベストに関して、ちゃんと原告
に会っていただいて謝罪していただいて、これから
スタートということについては感謝をいたします。
でも、労働法制に関して、午前中、民事契約だとか
いう認識は間違っています。民事契約というか、労
働契約ですよ。民事契約でやれるんだったら労働省
要らないですよ。労働省は何のためにあるか。労働
法を、労働者を、労働契約を、通常の民事契約とは
違って保護しなくちゃいけない。労働者のために頑
張る省がなかったら困るじゃないですか。

ということを強く申し上げ、この法案の欠陥を申
し上げ、質問を終わります。
○委員長（丸川珠代君） 他に御発言もないようで
すから、質疑は終局したものと認めます。

これより討論に入ります。
御意見のある方は賛否を明らかにしてお述べ願い

ます。
○石橋通宏君 民主党・新緑風会の石橋通宏です。

私は、会派を代表し、議題となっております専門
的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措
置法案に対し、反対の立場で討論を行います。

以下、反対の理由を具体的に申し述べます。
第一に、今回の法案にそもそも立法事実が存在し

ていないことです。
五年無期転換ルールを導入した改正労働契約法は

二〇一三年四月に完全施行になったばかりで、実質
的にはまだ誰も無期転換ルールの対象となっておら
ず、具体的、客観的な問題は発生しておりません。
しかるに本法案は、労働契約に関する基本的な民事
ルールを定める労働契約法に行政側が個別法をもっ
て例外を設けるもの。つまり、本来、労働契約関係
にある全ての労働者にひとしく適用されるべき無期
転換申込権を対象となる二つのカテゴリーの労働者
について権利制限してしまうものです。

昨年の臨時国会で成立した改正研究開発力強化法
に続いて、立法事実もないままにまたもや今回例外
を設けようとすることは、有期雇用契約の濫用を防
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ぎ、労働者の保護、利益を強化することを目的とし
た改正労働契約法の趣旨を損なうものであり、認め
ることはできません。

第二に、今回、無期転換ルールの見直し議論に至
った過程に深刻な瑕疵があることです。

今回の見直しは、昨年、国家戦略特区ワーキング
グループの議論で突然飛び出してきたものですが、
労働者の代表が一人も含まれていない会議体で、雇
用の在り方の原則にも関わる重要案件について勝手
に意思決定を行うことなど言語道断であります。こ
れは、雇用労働政策に関する議論は三者構成の労働
政策審議会で行うという基本原則を踏みにじるもの
であって、断固容認できません。

第三に、本法案は、本来ごく限定的かつ厳格に定
めるべき専門的知識等を有する労働者の具体的要件
を法律の条文で明確に定めることなく省令等に委任
をしており、将来的にその範囲が拡大され、制度が
濫用されるおそれがあることです。

加えて、本法案の趣旨からいえば、対象となる高
度専門労働者の処遇は、同一労働に従事をする一般
労働者に比して均等以上のものが保障されるべきで
あり、かつ中途の雇い止めは原則禁止されるべきで
すが、そのことが法文上は一切担保されておりませ
ん。これでは制限される権利の内容と比して適切な
保障がなされているとは言えず、到底認められる法
案ではありません。

第四に、定年後の継続雇用労働者に対する例外措
置については、それが同一事業主の下で異なる権利
を持つ高齢有期雇用労働者を存在させ、かえって雇
用継続や処遇などにおける差別的取扱いなどの混乱
を現場に生じさせてしまうおそれがあることです。

今やらなければならないのは、改正高年齢者雇用
安定法の趣旨を踏まえ、希望者全員の六十五歳まで
の継続雇用を確実に確保することであり、六十歳定
年以前から有期雇用であった高齢者への対応を含め、
政府としてその対策を強化することであり、本法案
はその観点からも賛同できるものではありません。

以上、四点に絞って本法案に対する反対理由を申
し述べました。

良識ある本委員会の委員の皆様方が立法府の意思
としてそろって反対していただくことを要請し、私
の反対討論を終わります。

ありがとうございました。
○小池晃君 私は、日本共産党を代表し、ただいま
議題となりました専門的知識等を有する有期雇用労
働者等に関する特別措置法案に反対の討論を行いま
す。

反対の第一の理由は、本法案が労働契約法改定に
よる非正規雇用から正規雇用への僅かな流れを壊す
ものだからです。

有期雇用五年後の無期転換申込権は、安心して働
き続けたいという有期契約労働者の要求を反映し、
全ての有期契約労働者を対象としたもので、専門的
知識や年収などの特定の条件を付け、制限すること
は認められません。元々、無期転換権は、労働者が
行使しなければ発生せず、五年を超えても必要な期
間だけ働くことを妨げるものではなく、特例を設け

る必要はないものです。
また、定年後の継続有期労働者への制限は、定年

後働く全期間で制限されますが、定年後の労働者の
六割は有期雇用で、働く理由も経済的理由が最も多
く、安定した雇用の確保が求められるのは当然で、
年齢によって申込権を奪う特例は許されません。

第二の理由は、改正労働契約法の施行から僅か一
年半しかたっておらず、五年後の無期化の事実もな
く、特例を設ける立法事実がないことです。

効果も検証できない下で特例を設けることは、労
働関係法では前例がなく、異常極まりないものです。
無期転換に関する企業調査では、四割は何らかの形
で無期化を検討しており、この流れの加速こそ求め
られています。

第三に、特例の対象を国会審議なしに省令で変更
可能としており、その対象がなし崩し的に拡大する
懸念が大きいことです。

厚労省は、特例対象を労基法十四条の専門的知識
を有する一千七十五万円の年収以上の者を参考とし、
具体的には労政審で審議するとしていますが、要件
がこれ以上広がらないという保証はありません。国
会の審議を経ずに全ての労働者に付与された無期雇
用申込権の権利制限を行政が行える仕組みであり、
この方式が広がれば、労働時間法制や解雇規制でも
悪用されることが懸念されます。

最後に指摘したいのは、本法案が、労働政策立法
は公労使三者協議を経て決められるというＩＬＯ条
約の大原則を踏みにじって提出されたという事実で
す。

労働者代表が入らない国家戦略特区ワーキンググ
ループという政府に都合のいい人物だけで構成した
組織が出した結論を基に成立した特区法の附則の規
定を理由に立法化を労政審に押し付けたもので、こ
んなやり方は戦後の労働立法の中で初めてのことで
す。

あるべきルールも無視し、その内容も安定雇用、
正規雇用の流れに反する法案は廃案以外にはないと
いうことを述べて、反対討論とします。
○福島みずほ君 私は、社民党を代表して、専門的
知識を有する有期雇用労働者に関する特別措置法案
に反対の立場から討論をします。

そもそもこの法案の成り立ちそのものに極めて問
題があります。参考人の新谷参考人もおっしゃいま
したが、二〇一三年の四月に無期転換ルールについ
て労働契約法の十八条が施行されましたが、その施
行が現実的に効果を出す前に有期特措法の論議が始
まりました。施行されてから間もないときで、この
ような議論の仕方そのものが大問題です。

また、国家戦略特区ワーキングチームの中で、労
働者の代表が一人も入っていない中で重要な見直し
が行われたことが契機であるということも極めて問
題です。また、定年後引き続いて雇用される者につ
いても特別に無期転換権を制限するという提案がな
されたということについても、国家戦略特区が要請
をしていた範囲を明確に逸脱しています。

さらに、新谷参考人が参考人質疑で述べたとおり、
雇用の安定を図る全ての民事ルールに適用される労
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働契約法がこういう形で特例扱いが設けられるとい
うことに関しても極めて問題です。

そもそもこの法律には立法趣旨がありません。な
ぜ限られた労働者が一般法の労働契約法の適用がな
いのか、説明がありません。また、専門的知識を有
する労働者の範囲に関して指針で定めるということ
になっており、その中身が明らかではありません。
また、専門的知識というものがなぜ無期転換ルール
から排除されるのか、全く理解ができません。また、
経団連の鈴木重也参考人が、より対象者が増えるん
ではないかというふうに思っているところでござい
ますと述べていることも重大です。

小さく産んで大きく育てる、派遣法が極めて例外
的、専門的な業種に限るとしていたものが今回の派
遣法改悪法案で二十六業種を全て撤廃するとなった
というように、例外が小さいかのように思われなが
ら対象の範囲が拡大をしていくのではないかと大き
な危惧を持ちます。

さらに、プロジェクトという名の下に五年から十
年の有期契約にして、システムエンジニアやデザイ
ナーや事務職などの人々を五年から十年の使い捨て
にしてしまうのではないでしょうか。結局、プロジ
ェクトという名の下に終身雇用をさせないための仕
組みになってしまうのではないでしょうか。

無期転換権があらかじめ剥奪されているという問
題だけではありません。この有期労働契約の期間中、
賃金の上昇や、産休や育休を取るということが困難
になる労働者になってしまうのではないでしょうか。
プロジェクトという働かせ方に根本的な問題がある
と考えます。これが横行すれば、企業の中で終身雇
用でまともに働かせるということがなくなってしま
います。

労働者は、収入が若干高くても、いかに専門職で
も、企業と対等な立場にはなりません。対等な交渉
力を持っている労働者など存在しません。だからこ
そ、労働者に労働基本権が与えられ、労働法制は強
行規定であるのです。例外を設けることは、労働法
制に対する冒涜です。

この法案は、労働法というよりも企業の便宜のた
めの法律ではないでしょうか。ホワイトカラーエグ
ゼンプションの先取りとも言える悪法です。雇用を
壊すこのような法案には賛成することはできません。

以上で反対討論といたします。
○委員長（丸川珠代君） 他に御意見もないようで
すから、討論は終局したものと認めます。

これより採決に入ります。
専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する

特別措置法案に賛成の方の挙手を願います。
〔賛成者挙手〕

○委員長（丸川珠代君） 多数と認めます。よって、
本案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決
定いたしました。

この際、津田君から発言を求められておりますの
で、これを許します。津田弥太郎君。
○津田弥太郎君 私は、ただいま可決されました専
門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別
措置法案に対し、自由民主党、民主党・新緑風会、

公明党、みんなの党及び維新の党の各派共同提案に
よる附帯決議案を提出いたします。

案文を朗読いたします。
専門的知識等を有する有期雇用労働者等に

関する特別措置法案に対する附帯決議（案）
政府は、本法の施行に当たり、次の事項につい

て適切な措置を講ずるべきである。
一、民事上のルールとして定められている無期転

換ルールについて行政の関与の下に特例を定めるこ
とはあくまで例外であることに鑑み、特例の対象と
なる専門的知識等を有する有期雇用労働者の具体的
要件については、無期転換ルールによる労働者保護
の趣旨が損なわれることのないよう、慎重に検討を
行うとともに、労使のコンセンサスを得た上で決定
すること。その際、特に年収要件については、一般
の労働者の賃金水準と比較して相当程度を超える額
に設定すること。

二、専門的知識等を有する有期雇用労働者につい
ては、本法の特例の対象となることで、本来全ての
労働者に等しく保障されるべき無期転換申込権が制
限されることに鑑み、その処遇及び雇用管理につい
ては、契約締結時の年収水準以外の社会保険、諸手
当、福利厚生、企業内職業訓練等についても、一般
の労働者との均衡を考慮したものとなるよう、認定
事業主に対し周知徹底を行うこと。

三、専門的知識等を有する有期雇用労働者につい
ては、特定有期業務の期間中の雇用の安定や、労働
契約法第十九条の趣旨も踏まえて、合理的な理由の
ない雇止めを回避することが望ましい旨、認定事業
主に対し周知徹底すること。

四、特定有期雇用労働者の雇用管理に関する措置
についての計画の認定手続については、事業主に過
大な負担が生じないよう簡素な仕組みとするととも
に、労働者の意見がその計画に適切に反映される仕
組みについて十分な検討を行うこと。

五、基本指針の策定に当たっては、女性の活躍推
進に向けた就労支援の充実が求められているにもか
かわらず、有期雇用労働者の育児休業取得率がいま
だ低い状況にあることに鑑み、雇用管理に関する措
置の内容に関する事項として、特例の対象となる女
性有期雇用労働者の産前産後休業及び育児休業の取
得が促進できる環境整備を図ることを明確に示すよ
う検討すること。あわせて、女性有期雇用労働者に
対する妊娠、出産、育児休業取得等を理由とする雇
止めの実態について、十分な調査を行い、その結果
に基づき適切な対応策を遅滞なく講ずること。

六、無期転換ルールの本格的な適用開始に向けて、
労働者及び事業主双方への周知、相談体制の整備等
に万全を期すとともに、無期転換申込権発生を回避
するための雇止めを防止するため、実効性ある対応
策を講ずること。特に、六十歳未満から有期労働契
約を反復更新しており、高年齢者雇用安定法におけ
る高年齢者雇用確保措置の対象外となる労働者につ
いては、引き続き無期転換ルールにより雇用の安定
が図られることが重要であることに十分留意するこ
と。

七、高年齢者については、事業主が継続雇用制度
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を導入し、定年後に有期労働契約によって引き続き
雇用する際は、原則六十五歳までは契約更新がされ
るものであるとの高年齢者雇用安定法の趣旨に沿っ
た適切な雇用管理がなされる必要がある旨の周知徹
底を強化するとともに、違反事業主に対する指導等
を通じて制度の適正な運用確保に努めること。その
上で、本法の特例の対象となる定年後に引き続き雇
用される有期雇用労働者の雇用管理については、六
十五歳以降においてもその雇用が継続できる環境が
整備されるよう、認定事業主に対して必要な指導等
を行うこと。

八、雇用労働政策の決定や法律の制定改廃に当た
っては、ＩＬＯの三者構成原則の趣旨を十分に踏ま
え、公労使の三者で構成される労働政策審議会にお
いて十分な時間を掛けた議論を積み重ねるという原
則を変更しないこと。

右決議する。
以上でございます。
何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。

○委員長（丸川珠代君） ただいま津田君から提出
されました附帯決議案を議題とし、採決を行います。

本附帯決議案に賛成の方の挙手を願います。
〔賛成者挙手〕

○委員長（丸川珠代君） 多数と認めます。よって、
津田君提出の附帯決議案は多数をもって本委員会の
決議とすることに決定をいたしました。

ただいまの決議に対し、塩崎厚生労働大臣から発
言を求められておりますので、この際、これを許し
ます。塩崎厚生労働大臣。
○国務大臣（塩崎恭久君） ただいま御決議になら
れました附帯決議につきましては、その趣旨を十分
尊重いたしまして努力いたす所存でございます。
○委員長（丸川珠代君） なお、審査報告書の作成
につきましては、これを委員長に御一任願いたいと
存じますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○委員長（丸川珠代君） 御異議ないと認め、さよ
う決定いたします。

本日はこれにて散会いたします。
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専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案に対する附帯決議 

 

平成 26 年 10 月 28 日 

参議院厚生労働委員会 

 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、民事上のルールとして定められている無期転換ルールについて行政の関与の下に特例を

定めることはあくまで例外であることに鑑み、特例の対象となる専門的知識等を有する有

期雇用労働者の具体的要件については、無期転換ルールによる労働者保護の趣旨が損なわ

れることのないよう、慎重に検討を行うとともに、労使のコンセンサスを得た上で決定す

ること。その際、特に年収要件については、一般の労働者の賃金水準と比較して相当程度

を超える額に設定すること。 

二、専門的知識等を有する有期雇用労働者については、本法の特例の対象となることで、本

来全ての労働者に等しく保障されるべき無期転換申込権が制限されることに鑑み、その処

遇及び雇用管理については、契約締結時の年収水準以外の社会保険、諸手当、福利厚生、

企業内職業訓練等についても、一般の労働者との均衡を考慮したものとなるよう、認定事

業主に対し周知徹底を行うこと。 

三、専門的知識等を有する有期雇用労働者については、特定有期業務の期間中の雇用の安定

や、労働契約法第十九条の趣旨も踏まえて、合理的な理由のない雇止めを回避することが

望ましい旨、認定事業主に対し周知徹底すること。 

四、特定有期雇用労働者の雇用管理に関する措置についての計画の認定手続については、事

業主に過大な負担が生じないよう簡素な仕組みとするとともに、労働者の意見がその計画

に適切に反映される仕組みについて十分な検討を行うこと。 

五、基本指針の策定に当たっては、女性の活躍推進に向けた就労支援の充実が求められてい

るにもかかわらず、有期雇用労働者の育児休業取得率がいまだ低い状況にあることに鑑み、

雇用管理に関する措置の内容に関する事項として、特例の対象となる女性有期雇用労働者

の産前産後休業及び育児休業の取得が促進できる環境整備を図ることを明確に示すよう

検討すること。あわせて、女性有期雇用労働者に対する妊娠、出産、育児休業取得等を理

由とする雇止めの実態について、十分な調査を行い、その結果に基づき適切な対応策を遅

滞なく講ずること。 
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六、無期転換ルールの本格的な適用開始に向けて、労働者及び事業主双方への周知、相談体

制の整備等に万全を期すとともに、無期転換申込権発生を回避するための雇止めを防止す

るため、実効性ある対応策を講ずること。特に、六十歳未満から有期労働契約を反復更新

しており、高年齢者雇用安定法における高年齢者雇用確保措置の対象外となる労働者につ

いては、引き続き無期転換ルールにより雇用の安定が図られることが重要であることに十

分留意すること。 

七、高年齢者については、事業主が継続雇用制度を導入し、定年後に有期労働契約によって

引き続き雇用する際は、原則六十五歳までは契約更新がされるものであるとの高年齢者雇

用安定法の趣旨に沿った適切な雇用管理がなされる必要がある旨の周知徹底を強化する

とともに、違反事業主に対する指導等を通じて制度の適正な運用確保に努めること。その

上で、本法の特例の対象となる定年後に引き続き雇用される有期雇用労働者の雇用管理に

ついては、六十五歳以降においてもその雇用が継続できる環境が整備されるよう、認定事

業主に対して必要な指導等を行うこと。 

八、雇用労働政策の決定や法律の制定改廃に当たっては、ＩＬＯの三者構成原則の趣旨を十

分に踏まえ、公労使の三者で構成される労働政策審議会において十分な時間を掛けた議論

を積み重ねるという原則を変更しないこと。 

右議決する。 

76



写 
 

基発１１２８第１号 

平成２６年１１月２８日 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法の

施行について 

 

 

労働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条の規定の適用に関する特

例等について規定した「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別

措置法」（平成２６年法律第１３７号。以下「法」という。）が、本日公布さ

れ、一部を除き平成２７年４月１日から施行される。 

労働契約法第１８条においては、同一の使用者との間で、期間の定めのある

労働契約が通算５年を超えて反復更新された場合には、有期雇用労働者（期間

の定めのある労働契約を締結している労働者をいう。以下同じ。）の申込みに

より、期間の定めのない労働契約に転換させる仕組み（以下「無期転換ルール

」という。）が規定されているところである。 

法は、高度な専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続いて雇

用される有期雇用労働者が、その能力を有効に発揮し、活力ある社会を実現で

きるよう、これらの有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する特別の措

置が行われる場合に、無期転換ルールに関する特例を設けるものである。 

ついては、法の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、十分に了知の上、

その円滑な施行に遺漏なきを期されたい。 

ただし、法第２条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準の内容、

法第３条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基本指針の内容並びに

法第２条第３項第１号、第４条第１項及び第２項第３号、第６条第１項及び第

２項第２号、第１３条第１項及び第２項並びに第１４条の規定に基づき厚生労

働省令で定める内容については、制定後おって通達する。 

なお、併せて平成２４年８月１０日付け基発０８１０第２号「労働契約法の

施行について」について、これを改正する通達を別紙のとおり発出している旨
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留意されたい。 
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第１ 法制定の背景及び趣旨等 

  期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）については、

契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新されずに終了する場合がある

一方で、労働契約が反復更新され、長期間にわたり雇用が継続する場合も少

なくない。こうした中で、有期労働契約を締結している労働者（第１におい

て「有期雇用労働者」という。）については、雇止め（使用者が有期労働契

約の更新を拒否することをいう。）の不安があることによって、年次有給休

暇の取得など労働者としての正当な権利行使が抑制されるなどの問題が指

摘されている。 

こうした有期労働契約の現状を踏まえ、平成２５年４月１日に施行された

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号）による改正後

の労働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条において、同一の使用

者との間で、有期労働契約が通算５年を超えて反復更新された場合には、有

期雇用労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約に転換させる仕組

み（以下「無期転換ルール」という。）が規定されているところである。 

  一方で、平成２５年１２月７日に成立した国家戦略特別区域法（平成２５

年法律第１０７号）附則第２条においては、産業の国際競争力の強化及び国

際的な経済活動の拠点の形成の推進を図る観点から、高収入かつ高度な専門

的知識等を有する有期雇用労働者等について、無期転換申込権発生までの期

間の在り方等について検討を行い、平成２６年の通常国会に所要の法案の提

出を目指す旨が規定された。 

  このような経緯を踏まえて制定された「専門的知識等を有する有期雇用労

働者等に関する特別措置法」（平成２６年法律第１３７号。以下「法」とい

う。）は、高度な専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続い

て雇用される有期雇用労働者が、その能力を有効に発揮し、活力ある社会を

実現できるよう、これらの有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する

特別の措置が行われる場合に、無期転換ルールに関する特例を設けるもので

あること。 

  なお、法は、労働契約法第１８条の規定の趣旨を変更するものではないこ

と。 

 

第２ 法の内容 

１ 目的（法第１条関係） 

⑴ 趣旨 

法第１条は、法の目的を明らかにしたものであること。 

⑵ 内容 

法は、専門的知識等を有する有期雇用労働者等の能力の維持向上及び
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活用を図ることが当該専門的知識等を有する有期雇用労働者等の能力の

有効な発揮及び活力ある社会の実現のために重要であることに鑑み、専

門的知識等を有する有期雇用労働者がその有する能力を維持向上するこ

とができるようにするなど有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関

する特別の措置を講じ、併せて労働契約法の特例を定め、もって国民経

済の健全な発展に資することを目的とすること。 

 

２ 定義（法第２条関係） 

⑴ 趣旨 

法第２条は、法に規定する「専門的知識等」、「有期雇用労働者」及

び「特定有期雇用労働者」について、その定義を明らかにしたものであ

ること。 

⑵ 専門的知識等（法第２条第１項関係） 

法において「専門的知識等」とは、専門的な知識、技術又は経験であ

って、高度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当するものをい

うものとすること。 

⑶ 有期雇用労働者（法第２条第２項関係） 

法において「有期雇用労働者」とは、事業主と有期労働契約を締結し

ている労働者をいうものとすること。 

⑷ 特定有期雇用労働者（法第２条第３項関係） 

法において「特定有期雇用労働者」とは、次のア又はイのいずれかに

該当する有期雇用労働者をいうものとすること。 

ア 専門的知識等を有する有期雇用労働者（事業主との間で締結された

有期労働契約の契約期間に当該事業主から支払われると見込まれる賃

金の額を１年間当たりの賃金の額に換算した額が厚生労働省令で定め

る額以上である者に限る。）であって、当該専門的知識等を必要とす

る業務（５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている

ものに限る。以下「特定有期業務」という。）に就くもの（イに掲げ

る有期雇用労働者に該当するものを除く。） 

イ 定年（６０歳以上のものに限る。以下同じ。）に達した後引き続い

て当該事業主（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年

法律第６８号）第９条第２項に規定する特殊関係事業主にその定年後

に引き続いて雇用される場合にあっては、当該特殊関係事業主。以下

同じ。）に雇用される有期雇用労働者 

 

３ 基本指針（法第３条関係） 

⑴ 趣旨 
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法第３条は、厚生労働大臣は、事業主が行う特定有期雇用労働者の特

性に応じた雇用管理に関する措置に関する基本的な指針（以下「基本指

針」という。）を定めなければならないものとし、基本指針に定める事

項及び基本指針に係る手続を定めたものであること。 

⑵ 内容 

ア 厚生労働大臣は、基本指針を定めなければならないものとすること。 

イ 基本指針に定める事項は、次のとおりとすること。 

① 特定有期雇用労働者の雇用の動向に関する事項 

② 事業主が行う特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関す

る措置の内容に関する事項 

ウ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとすると

きは、労働政策審議会の意見を聴かなければならないものとすること。 

エ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならないものとすること。 

 

４ 第一種計画の認定（法第４条関係） 

⑴ 趣旨 

法第４条は、事業主は、当該事業主が行う第一種特定有期雇用労働者

（特定有期雇用労働者のうち２の⑷のアに掲げる者をいう。⑵のイの①

において同じ。）の特性に応じた雇用管理に関する措置についての計画

（以下「第一種計画」という。）を作成し、これを厚生労働大臣に提出

して、その第一種計画が適当である旨の認定を受けることができるもの

とし、第一種計画に記載すべき内容や認定要件について定めたものであ

ること。 

⑵ 内容 

ア 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、第一種計画を作成

し、これを厚生労働大臣に提出して、その第一種計画が適当である旨

の認定を受けることができるものとすること。 

イ 第一種計画には、次に掲げる事項を記載しなければならないものと

すること。 

① 当該事業主が雇用する第一種特定有期雇用労働者（以下「計画対

象第一種特定有期雇用労働者」という。）が就く特定有期業務の内

容並びに開始及び完了の日 

② 計画対象第一種特定有期雇用労働者がその職業生活を通じて発揮

することができる能力の維持向上を自主的に図るための教育訓練を

受けるための有給休暇（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第

３９条の規定による年次有給休暇として与えられるものを除く。）
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の付与に関する措置その他の能力の維持向上を自主的に図る機会の

付与に関する措置（ウの③において「有給教育訓練休暇付与等の措

置」という。）その他の当該事業主が行う計画対象第一種特定有期

雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容 

③ その他厚生労働省令で定める事項 

ウ 厚生労働大臣は、アの認定の申請があった場合において、その第一

種計画が次の①から③までのいずれにも適合するものであると認める

ときは、その認定をするものとすること。 

① イの①に規定する特定有期業務が２の⑵の厚生労働大臣が定める

基準に該当する専門的知識等を必要とする業務であること。 

② イの②及び③に掲げる事項が基本指針に照らして適切なものであ

ること。 

③ ②に定めるもののほか、有給教育訓練休暇付与等の措置その他の

当該事業主が行う雇用管理に関する措置の内容が計画対象第一種特

定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置として有効

かつ適切なものであること。 

エ アの認定は、行政処分性を有するものであること。 

 

５ 第一種計画の変更等（法第５条関係） 

⑴ 趣旨 

法第５条は、第一種計画の変更及び認定の取消しについて定めたもの

であること。 

⑵ 内容 

ア ４の⑵のアの認定に係る事業主（以下「第一種認定事業主」という。）

は、４の⑵のアの認定に係る第一種計画を変更しようとするときは、

厚生労働大臣の認定を受けなければならないものとすること。 

イ 厚生労働大臣は、４の⑵のアの認定に係る第一種計画（アによる変

更の認定があったときは、その変更後のもの。以下「第一種認定計画」

という。）が４の⑵のウの①から③までのいずれかに適合しなくなっ

たと認めるときは、その認定を取り消すことができるものとすること。 

ウ アの変更に係る認定及びイの認定の取消しは、行政処分性を有する

ものであること。 

 

６ 第二種計画の認定（法第６条関係） 

⑴ 趣旨 

   法第６条は、事業主は、当該事業主が行う第二種特定有期雇用労働者

（特定有期雇用労働者のうち２の⑷のイに掲げる者をいう。⑵のイの①
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において同じ。）の特性に応じた雇用管理に関する措置についての計画

（以下「第二種計画」という。）を作成し、これを厚生労働大臣に提出

して、その第二種計画が適当である旨の認定を受けることができるもの

とし、第二種計画に記載すべき内容や認定要件について定めたものであ

ること。 

⑵ 内容 

ア 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、第二種計画を作成

し、これを厚生労働大臣に提出して、その第二種計画が適当である旨

の認定を受けることができるものとすること。 

イ 第二種計画には、次に掲げる事項を記載しなければならないものと

すること 

① 当該事業主が雇用する第二種特定有期雇用労働者（以下「計画対

象第二種特定有期雇用労働者」という。）に対する配置、職務及び

職場環境に関する配慮その他の当該事業主が行う計画対象第二種特

定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容 

② その他厚生労働省令で定める事項 

ウ 厚生労働大臣は、アの認定の申請があった場合において、その第二

種計画が次の①及び②のいずれにも適合するものであると認めるとき

は、その認定をするものとすること。 

① イの①及び②に掲げる事項が基本指針に照らして適切なものであ

ること。 

② ①に定めるもののほか、イの①に掲げる配置、職務及び職場環境

に関する配慮その他の当該事業主が行う雇用管理に関する措置の内

容が計画対象第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に

関する措置として有効かつ適切なものであること。 

エ アの認定は、行政処分性を有するものであること。 

 

７ 第二種計画の変更等（法第７条関係） 

⑴ 趣旨 

法第７条は、第二種計画の変更及び認定の取消しについて定めたもの

であること。 

⑵ 内容 

ア ６の⑵のアの認定に係る事業主（以下「第二種認定事業主」という。）

は、６の⑵のアの認定に係る第二種計画を変更しようとするときは、

厚生労働大臣の認定を受けなければならないものとすること。 

イ 厚生労働大臣は、６の⑵のアの認定に係る第二種計画（アによる変

更の認定があったときは、その変更後のもの。以下「第二種認定計画」
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という。）が６の⑵のウの①又は②のいずれかに適合しなくなったと

認めるときは、その認定を取り消すことができるものとすること。 

ウ アの変更に係る認定及びイの認定の取消しは、行政処分性を有する

ものであること。 

 

８ 労働契約法の特例（法第８条関係） 

⑴ 趣旨 

法第８条は、計画対象第一種特定有期雇用労働者及び計画対象第二種

特定有期雇用労働者に係る労働契約法第１８条第１項の規定の適用に関

する特例を定めたものであること。 

⑵ 内容 

ア 第一種認定事業主と当該第一種認定事業主が雇用する計画対象第一

種特定有期雇用労働者との間の有期労働契約に係る労働契約法第１８

条第１項の規定の適用については、同項中「５年」とあるのは、「第

一種認定計画に記載された特定有期業務の開始の日から完了の日まで

の期間（当該期間が１０年を超える場合にあっては、１０年）」とす

ること。 

イ 第二種認定事業主と当該第二種認定事業主が雇用する計画対象第二

種特定有期雇用労働者との間の有期労働契約に係る労働契約法第１８

条第１項の規定の適用については、定年後引き続いて当該第二種認定

事業主に雇用されている期間は、同項に規定する通算契約期間に算入

しないものとすること。 

 

９ 援助（法第９条関係） 

⑴ 趣旨 

法第９条は、国の第一種認定事業主に対する援助について定めたもの

であること。 

⑵ 内容 

国は、第一種認定計画に係る計画対象第一種特定有期雇用労働者の特

性に応じた雇用管理に関する措置を講ずる第一種認定事業主に対して、

必要な助成その他の援助を行うよう努めるものとすること。 

 

１０ 指導及び助言（法第１０条関係） 

⑴ 趣旨 

法第１０条は、厚生労働大臣による指導及び助言について定めたもの

であること。 

⑵ 内容 
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厚生労働大臣は、第一種認定事業主又は第二種認定事業主に対し、第

一種認定計画又は第二種認定計画に係る措置の的確な実施に必要な指導

及び助言を行うものとすること。 

 

１１ 報告の徴収（法第１１条関係） 

⑴ 趣旨 

法第１１条は、厚生労働大臣による報告の徴収について定めたもので

あること。 

⑵ 内容 

厚生労働大臣は、第一種認定事業主又は第二種認定事業主に対し、第

一種認定計画に記載された４の⑵のイの②若しくは③に掲げる事項又は

第二種認定計画に記載された６の⑵のイの①若しくは②に掲げる事項の

実施状況について報告を求めることができるものとすること。 

 

１２ 適用除外（法第１２条関係） 

⑴ 趣旨 

法第１２条は、法の適用除外について定めたものであること。 

⑵ 内容 

ア 法は、国家公務員、地方公務員及び船員法（昭和二十二年法律第百

号）の適用を受ける船員については、適用しないものとすること。 

イ 法は、同居の親族のみを使用する事業については、適用しないもの

とすること。 

 

１３ 権限の委任（法第１３条関係） 

⑴ 趣旨 

法第１３条は、法に定める厚生労働大臣の権限の委任について定めた

ものであること。 

⑵ 内容 

ア 法に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところに

より、その一部を都道府県労働局長に委任することができるものとす

ること。 

イ アの規定により都道府県労働局長に委任された権限は、厚生労働省

令で定めるところにより、労働基準監督署長に委任することができる

ものとすること。 

 

１４ 厚生労働省令への委任（法第１４条関係） 

⑴ 趣旨 
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法第１４条は、法の施行に関し必要な事項に関する厚生労働省令への

委任について定めたものであること。 

⑵ 内容 

法に定めるもののほか、法の実施のための手続その他法の施行に関し

必要な事項は、厚生労働省令で定めるものとすること。 

 

１５ 附則（法附則第１条～法附則第６条関係） 

⑴ 趣旨 

法附則は、施行期日、施行前の準備、経過措置及び関係法律の整備に

ついて定めたものであること。 

⑵ 内容 

ア 施行期日  

法は、平成２７年４月１日から施行するものとすること。ただし、

イ及びウの②は、公布の日から施行するものとすること。 

イ 施行前の準備  

① 厚生労働大臣は、法の施行前においても、３の⑵のアからウまで

の例により、基本指針を定めることができるものとすること。 

② 厚生労働大臣は、①により基本指針を定めたときは、遅滞なく、

これを公表しなければならないものとすること。 

③ ①により定められた基本指針は、法の施行の日（以下「施行日」

という。）において３の⑵のアからウまでにより定められた基本指

針とみなすものとすること。 

ウ 経過措置  

① 特定有期雇用労働者であって施行日前に労働契約法第１８条第１

項に規定する通算契約期間が５年を超えることになった者に係る同

項に規定する期間の定めのない労働契約の締結の申込みについては、

なお従前の例によるものとすること。 

② ①のほか、法の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定めるもの

とすること。 

エ 関係法律の整備 

その他関係法律について、所要の規定の整備を行うこと。 
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基発１１２８第２号 

平成２６年１１月２８日 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「労働契約法の施行について」の一部改正について 

 

 

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号）による改正後

の労働契約法（平成１９年法律第１２８号）については、「労働契約法の施行

について」(平成２４年８月１０日付け基発０８１０第２号。以下「通達」とい

う。)により法の趣旨及び内容を示したところである。 

今般、研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究

開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一

部を改正する法律（平成２５年法律第９９号）が施行されたこと及び専門的知

識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法（平成２６年法律第１３７

号）が公布されたことに伴い、通達の一部を別添の新旧対照表のとおり改正す

ることとしたので、了知の上、周知に遺漏なきを期されたい。

（別紙） 
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別添 

 

新旧対照表 

 

○ 平成２４年８月１０日付け基発０８１０第２号「労働契約法の施行について」 

 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

目次 

第１～第４ （略） 

第５  

１～５ （略） 

６ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止

（法第２０条関係）……………………………………………

…… 34 

第６ 雑則（法第５章関係） 

１ 船員に関する特例（法第２１条関係） …………………

………… 36 

２ 適用除外（法第２２条関係） ……………………………

………… 36 

第７ 附則 

１ （略） 

２ 労働基準法その他関係法律の一部改正（附則第２条－第

６条関係）37 

第８ 改正法附則 

１ 改正法の施行期日（改正法附則第１項関係） …………

………… 37 

２ 経過措置（改正法附則第２項関係） ……………………

………… 37 

３ （略） 

目次 

第１～第４ （略） 

第５  

１～５ （略） 

６ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止

（法第２０条関係）…………………………………………

……… 33 

第６ 雑則（法第５章関係） 

１ 船員に関する特例（法第２１条関係） ………………

…………… 35 

２ 適用除外（法第２２条関係） …………………………

…………… 35 

第７ 附則 

１ （略） 

２ 労働基準法その他関係法律の一部改正（附則第２条－

第６条関係）36 

第８ 改正法附則 

１ 改正法の施行期日（改正法附則第１項関係） ………

…………… 36 

２ 経過措置（改正法附則第２項関係） …………………

…………… 36 

３ （略） 
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別紙 （略） 

別添 （略） 

 

第１～第４ （略） 

 

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係） 

 １～３ （略） 

 ４ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換（法

第１８条関係） 

 ⑴ （略） 

⑵ 内容 

ア～シ （略） 

   ス 研究開発法人、大学等の研究者等についての無期転

換ルールの適用に当たっては、｢研究開発システムの改

革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等

の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期

に関する法律の一部を改正する法律｣（平成２５年法律

第９９号）により、法第１８条について、無期転換申

込権が発生する通算契約期間を１０年とする特例が設

けられているものであること（平成２６年４月１日施

行）。 

当該特例の詳細については、平成２５年１２月１３日

付け基発１２１３第４号｢研究開発システムの改革の

推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効

率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関

する法律の一部を改正する法律の施行について｣が発

出されているものであること。 

   セ 専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引

き続いて雇用される有期雇用労働者についての無期転

別紙 （略） 

別添 （略） 

 

第１～第４ （略） 

 

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係） 

 １～３ （略） 
４ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換（法

第１８条関係） 
 ⑴ （略） 
⑵ 内容 
ア～シ （略） 
（新設） 
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換ルールの適用に当たっては、｢専門的知識等を有する

有期雇用労働者等に関する特別措置法｣（平成２６年法

律第１３７号）により、法第１８条に関する特例が設

けられているものであること（一部を除き平成２７年

４月１日施行）。 

当該特例の詳細については、平成２６年１１月２８

日付け基発１１２８第１号｢専門的知識等を有する有

期雇用労働者等に関する特別措置法の施行について｣

が発出されているものであること。 

５・６ （略） 
 

第６～第８ （略） 

 

別紙 （略） 

 

別添 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５・６（略） 

 

第６～第８ （略） 

 

別紙 （略） 

 

別添 （略） 
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写
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基 発０８ １０第 ２号

平成２４年８月１０日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

（ 公 印 省 略 ）

労働契約法の施行について

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号。以下「改正法」

という。）については、本日公布され、一部は本日から施行される。

今般の改正は、有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を

解消し、また、期間の定めがあることによる不合理な労働条件を是正すること

により、有期労働契約で働く労働者が安心して働き続けることができる社会を

実現するため、有期労働契約の適正な利用のためのルールとして改正法による

改正後の労働契約法（平成１９年法律第１２８号。以下「法」という。）第１８

条から第２０条までの規定を追加するものである。

ついては、法の趣旨及び内容は、下記のとおりであるので、それらについて

周知に遺漏なきを期されたい。

なお、本通達の施行に伴い、平成２０年１月２３日付け基発第０１２３００

４号「労働契約法の施行について」は、廃止する。

記

目次

第１ 法制定の趣旨等

１ 背景及び趣旨 ………………………………………………………… ３

２ 労働基準法及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律との関係 ３

第２ 総則（法第１章関係）

１ 目的（法第１条関係） ……………………………………………… ４

２ 定義（法第２条関係） ……………………………………………… ５

（平成２４年１０月２６日一部改正）

（平 成 ２５年 ３月 ２ ８日一 部改 正）

（平成２６年１１月２８日一部改正）
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３ 労働契約の原則（法第３条関係） ………………………………… ６

４ 労働契約の内容の理解の促進（法第４条関係） ………………… ７

５ 労働者の安全への配慮（法第５条関係） ………………………… ９

第３ 労働契約の成立及び変更（法第２章関係）

１ 総論 …………………………………………………………………… 10

２ 労働契約の成立（法第６条・第７条関係） ……………………… 11

３ 労働契約の内容の変更（法第８条関係） ………………………… 14

４ 就業規則の変更による労働契約の内容の変更

（第９条・第１０条関係）……………… 15

５ 就業規則の変更に係る手続（法第１１条関係） ………………… 19

６ 就業規則違反の労働契約（法第１２条関係） …………………… 20

７ 法令及び労働協約と就業規則との関係（法第１３条関係） …… 21

第４ 労働契約の継続及び終了（法第３章関係）

１ 出向（法第１４条関係） …………………………………………… 22

２ 懲戒（法第１５条関係） …………………………………………… 23

３ 解雇（法第１６条関係） …………………………………………… 23

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係）

１ 総論 …………………………………………………………………… 24

２ 契約期間中の解雇（法第１７条第１項関係） …………………… 25

３ 契約期間についての配慮（法第１７条第２項関係） …………… 26

４ 期間の定めのない労働契約への転換（法第１８条関係）………… 26

５ 有期労働契約の更新等（法第１９条関係）………………………… 32

６ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止

（法第２０条関係）………………………………………………… 34

第６ 雑則（法第５章関係）

１ 船員に関する特例（法第２１条関係） …………………………… 36

２ 適用除外（法第２２条関係） ……………………………………… 36

第７ 附則

１ 法の施行期日（附則第１条関係）…………………………………… 36

２ 労働基準法その他関係法律の一部改正（附則第２条－第６条関係）37

第８ 改正法附則

１ 改正法の施行期日（改正法附則第１項関係） …………………… 37

２ 経過措置（改正法附則第２項関係） ……………………………… 37

３ 検討規定（改正法附則第３項関係） ……………………………… 37

別紙 労働契約法第十八条第一項の通算契約期間に関する基準を定める省令

第１条第１項について

別添 参考となる主な裁判例
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第１ 法制定の趣旨等

１ 背景及び趣旨

労働関係を取り巻く状況をみると、就業形態が多様化し、労働者の労働

条件が個別に決定され、又は変更される場合が増加するとともに、個別労

働関係紛争が増加している。しかしながら、我が国においては、最低労働

基準については労働基準法（昭和２２年法律第４９号）に規定されている

が、個別労働関係紛争を解決するための労働契約に関する民事的なルール

については、民法（明治２９年法律第８９号）及び個別の法律において部

分的に規定されているのみであり、体系的な成文法は存在していなかった。

このため、個別労働関係紛争が生じた場合には、それぞれの事案の判例

が蓄積されて形成された判例法理を当てはめて判断することが一般的とな

っていたが、このような判例法理による解決は、必ずしも予測可能性が高

いとは言えず、また、判例法理は労働者及び使用者の多くにとって十分に

は知られていないものであった。

一方、個別労働関係紛争の解決のための手段としては、裁判制度に加え、

平成１３年１０月から個別労働関係紛争解決制度が、平成１８年４月から

労働審判制度が施行されるなど、手続面における整備が進んできたところ

である。

このような中、個別の労働関係の安定に資するため、労働契約に関する

民事的なルールの必要性が一層高まり、今般、労働契約の基本的な理念及

び労働契約に共通する原則や、判例法理に沿った労働契約の内容の決定及

び変更に関する民事的なルール等を一つの体系としてまとめるべく、労働

契約法が制定された。

労働契約法（以下「法」という。）の制定により、労働契約における権利

義務関係を確定させる法的根拠が示され、労働契約に関する民事的なルー

ルが明らかになり、労働者及び使用者にとって予測可能性が高まるととも

に、労働者及び使用者が法によって示された民事的なルールに沿った合理

的な行動をとることが促されることを通じて、個別労働関係紛争が防止さ

れ、労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資することが期待

されるものであること。

２ 労働基準法及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律との関係

労働基準法は、罰則をもって担保する労働条件の基準（最低労働基準）

を設定しているものであるが、法は、これを前提として、労働条件が定め

られる労働契約について、合意の原則その他基本的事項を定め、労働契約

に関する民事的なルールを明らかにしているものであり、その締結当事者

である労働者及び使用者の合理的な行動による円滑な労働条件の決定又は

- 4 -

変更を促すものであること。

また、労働基準法については労働基準監督官による監督指導及び罰則に

より最低労働基準の履行が確保されるものであるが、法については労働基

準監督官による監督指導及び罰則による履行確保は行われず、法の趣旨及

び内容の周知により、また、法に規定する事項に関する個別労働関係紛争

について、個別労働関係紛争の迅速かつ適正な解決を図ることを目的とす

る個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成１３年法律第１１２

号）による総合労働相談コーナーにおける相談、都道府県労働局長による

助言及び指導、紛争調整委員会によるあっせん等が行われ、その防止及び

早期解決が図られることにより、法の趣旨及び内容に沿った合理的な労働

条件の決定又は変更が確保されることを期するものであること。

第２ 総則（法第１章関係）

１ 目的（法第１条関係）

⑴ 趣旨

法第１条は、法の目的を明らかにしたものであること。

⑵ 内容

ア 法第１条は、労働契約が合意により成立し、又は変更されるという

合意の原則その他労働契約に関する基本的事項として民事的効力を明

らかにする規定等を定めることにより、労働者及び使用者による合理

的な労働条件の決定又は変更が円滑に行われるようにすることを通じ

て、労働者の保護を図りつつ、個別の労働者及び使用者の間において

個別労働関係紛争が生じることのない円滑な関係の維持を図っていく

こと、すなわち「労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に

資すること」が法の目的であることを規定したものであること。

イ 法第１条の「労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、労働契約が

合意により成立し、又は変更されるという合意の原則」には、法第３

条第１項の労使対等の原則、法第６条の労働契約の成立についての合

意の原則及び法第８条の労働契約の変更についての合意の原則が含ま

れるものであること。

ウ 法第１条の「その他労働契約に関する基本的事項」には、法第３条

第１項以外の法第１章の労働契約の原則等を定める規定、法第６条及

び第８条以外の法第２章の就業規則と労働契約との法的関係等を定め

る規定、法第３章の出向、懲戒及び解雇に関する権利濫用禁止規定及

び法第４章の期間の定めのある労働契約に関する規定が含まれるもの

であること。

エ イ及びウのような規定を法に定めることにより、法第１条の「合理

92



- 5 -

的な労働条件の決定又は変更が円滑に行われる」ことが促されること

によって、個別労働関係紛争が防止されることとなり、これにより「労

働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資する」こととなる

ものであること。

２ 定義（法第２条関係）

⑴ 趣旨

法第２条は、法の対象である「労働契約」の締結当事者としての「労

働者」及び「使用者」について、その定義を明らかにしたものであるこ

と。

  ⑵ 労働者（法第２条第１項関係）

ア 法第２条第１項の「労働者」とは、「使用者」と相対する労働契約の

締結当事者であり、「使用者に使用されて労働し、賃金を支払われる者」

のすべてが含まれるものであること。

イ 法第２条第１項の「労働者」に該当するか否かは、同項に「使用者

に使用されて」と規定されているとおり、労務提供の形態や報酬の労

務対償性及びこれらに関連する諸要素を勘案して総合的に判断し、使

用従属関係が認められるか否かにより判断されるものであり、これが

認められる場合には、「労働者」に該当するものであること。これは、

労働基準法第９条の「労働者」の判断と同様の考え方であること。

ウ 民法第６２３条の「雇用」の労働に従事する者は、法第２条第１項

の「労働者」に該当するものであること。

また、民法第６３２条の「請負」、同法第６４３条の「委任」又は非

典型契約で労務を提供する者であっても、契約形式にとらわれず実態

として使用従属関係が認められる場合には、法第２条第１項の「労働

者」に該当するものであること。

エ 法第２条第１項の「賃金」とは、賃金、給料、手当、賞与その他名

称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべて

のものをいうものであること。これは、労働基準法第１１条の「賃金」

と同義であること。

  ⑶ 使用者（法第２条第２項関係）

法第２条第２項の「使用者」とは、「労働者」と相対する労働契約の締

結当事者であり、「その使用する労働者に対して賃金を支払う者」をいう

ものであること。したがって、個人企業の場合はその企業主個人を、会

社その他の法人組織の場合はその法人そのものをいうものであること。

これは、労働基準法第１０条の「事業主」に相当するものであり、同条

の「使用者」より狭い概念であること。
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３ 労働契約の原則（法第３条関係）

  ⑴ 趣旨   

法第３条は、労働契約の基本的な理念及び労働契約に共通する原則を

明らかにしたものであること。

  ⑵ 労使対等の原則（法第３条第１項関係）

当事者の合意により契約が成立し、又は変更されることは、契約の一

般原則であるが、個別の労働者及び使用者の間には、現実の力関係の不

平等が存在している。

このため、法第３条第１項において、労働契約を締結し、又は変更す

るに当たっては、労働契約の締結当事者である労働者及び使用者の対等

の立場における合意によるべきという「労使対等の原則」を規定し、労

働契約の基本原則を確認したものであること。これは、労働条件の決定

について労働者と使用者が対等の立場に立つべきことを規定した労働基

準法第２条第１項と同様の趣旨であること。

⑶ 均衡考慮の原則（法第３条第２項関係）

法第３条第２項は、労働契約の締結又は変更に当たり、均衡を考慮す

ることが重要であることから、労働契約の締結当事者である労働者及び

使用者が、労働契約を締結し、又は変更する場合には、就業の実態に応

じて、均衡を考慮すべきものとするという「均衡考慮の原則」を規定し

たものであること。

⑷ 仕事と生活の調和への配慮の原則（法第３条第３項関係）

法第３条第３項は、近年、仕事と生活の調和が重要となっていること

から、この重要性が改めて認識されるよう、労働契約の締結当事者であ

る労働者及び使用者が、労働契約を締結し、又は変更する場合には、仕

事と生活の調和に配慮すべきものとするという「仕事と生活の調和への

配慮の原則」を規定したものであること。

⑸ 信義誠実の原則（法第３条第４項関係）

当事者が契約を遵守すべきことは、契約の一般原則であり、「権利の行

使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない」旨を規

定した民法第１条第２項は労働契約についても適用されるものであって、

労働契約が遵守されることは、個別労働関係紛争を防止するために重要

である。

このため、法第３条第４項において、労働者及び使用者は、労働契約

を遵守するとともに、信義に従い誠実に、権利を行使し、及び義務を履

行しなければならないことを規定し、「信義誠実の原則」を労働契約に関

して確認したものであること。これは、労働条件を定める労働協約、就

業規則及び労働契約の遵守義務を規定した労働基準法第２条第２項と同
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様の趣旨であること。

⑹ 権利濫用の禁止の原則（法第３条第５項関係）

当事者が契約に基づく権利を濫用してはならないことは、契約の一般

原則であり、「権利の濫用は、これを許さない」旨を規定した民法第 1 条

第３項は労働契約についても適用されるものであるが、個別労働関係紛

争の中には、権利濫用に該当すると考えられるものもみられるところで

ある。

このため、法第３条第５項において、労働者及び使用者は、労働契約

に基づく権利の行使に当たっては、それを濫用することがあってはなら

ないことを規定し、「権利濫用の禁止の原則」を労働契約に関して確認し

たものであること。

なお、法第３章において、出向、懲戒及び解雇に関する権利濫用を禁

止する旨を規定しているが、同章で規定していない場面においても、法

第３条第５項の「権利濫用の禁止の原則」が適用されるものであること。

４ 労働契約の内容の理解の促進（法第４条関係）

⑴ 趣旨

労働契約は、労働契約の締結当事者である労働者及び使用者の合意の

みにより成立する契約（諾成契約）であるが、契約内容について労働者

が十分理解しないまま労働契約を締結又は変更し、後にその契約内容に

ついて労働者と使用者との間において認識の齟齬が生じ、これが原因と

なって個別労働関係紛争が生じているところである。労働契約の内容で

ある労働条件については、労働基準法第１５条第１項により締結時にお

ける明示が義務付けられているが、個別労働関係紛争を防止するために

は、同項により義務付けられている場面以外においても、労働契約の締

結当事者である労働者及び使用者が契約内容について自覚することによ

り、契約内容があいまいなまま労働契約関係が継続することのないよう

にすることが重要である。

このため、法第４条において、労働契約の内容の理解の促進について

規定したものであること。

⑵ 労働者の理解の促進（法第４条第１項関係）

ア 法第４条第１項は、労働条件を提示するのは一般的に使用者である

ことから、使用者は労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容に

ついて労働者の理解を深めるようにすることを規定したものであるこ

と。

イ 法第４条第１項は、労働契約の締結前において使用者が提示した労

働条件について説明等をする場面や、労働契約が締結又は変更されて
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継続している間の各場面が広く含まれるものであること。これは、労

働基準法第１５条第１項により労働条件の明示が義務付けられている

労働契約の締結時より広いものであること。

ウ 法第４条第１項の「労働者に提示する労働条件」とは、労働契約の

締結前又は変更前において、使用者が労働契約を締結又は変更しよう

とする者に提示する労働条件をいうものであること。

エ 法第４条第１項の「労働契約の内容」は、有効に締結又は変更され

た労働契約の内容をいうものであること。

オ 法第４条第１項の「労働者の理解を深めるようにする」については、

一律に定まるものではないが、例えば、労働契約締結時又は労働契約

締結後において就業環境や労働条件が大きく変わる場面において、使

用者がそれを説明し又は労働者の求めに応じて誠実に回答すること、

労働条件等の変更が行われずとも、労働者が就業規則に記載されてい

る労働条件について説明を求めた場合に使用者がその内容を説明する

こと等が考えられるものであること。

⑶ 書面確認（法第４条第２項関係）

ア 法第４条第２項は、労働者及び使用者は、労働契約の内容について、

できる限り書面で確認することについて規定したものであること。

イ 法第４条第２項は、労働契約が締結又は変更されて継続している間

の各場面が広く含まれるものであること。これは、労働基準法第１５

条第１項により労働条件の明示が義務付けられている労働契約の締結

時より広いものであること。

ウ 法第４条第２項の「労働契約の内容」については、⑵エと同様であ

ること。

エ 法第４条第２項の「（期間の定めのある労働契約に関する事項を含

む。）」は、期間の定めのある労働契約が締結される際に、期間満了時

において、更新の有無や更新の判断基準等があいまいであるために個

別労働関係紛争が生じていることが少なくないことから、期間の定め

のある労働契約について、その内容をできる限り書面により確認する

ことが重要であることを明らかにしたものであること。

「期間の定めのある労働契約に関する事項」には、労働基準法施行

規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第５条において、労働契約の締

結の際に使用者が書面により明示しなければならないこととされてい

る更新の基準が含まれるものであること。

なお、法第４条第１項等法の他の規定における「労働契約の内容」

についても、期間の定めのある労働契約に関する事項は含まれるもの

であること。
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オ 法第４条第２項の「できる限り書面により確認する」については、

一律に定まるものではないが、例えば、労働契約締結時又は労働契約

締結後において就業環境や労働条件が大きく変わる場面において、労

働者及び使用者が話し合った上で、使用者が労働契約の内容を記載し

た書面を交付すること等が考えられるものであること。

５ 労働者の安全への配慮（法第５条関係）

⑴ 趣旨

ア 通常の場合、労働者は、使用者の指定した場所に配置され、使用者

の供給する設備、器具等を用いて労働に従事するものであることから、

判例において、労働契約の内容として具体的に定めずとも、労働契約

に伴い信義則上当然に、使用者は、労働者を危険から保護するよう配

慮すべき安全配慮義務を負っているものとされているが、これは、民

法等の規定からは明らかになっていないところである。

このため、法第５条において、使用者は当然に安全配慮義務を負う

ことを規定したものであること。

イ これについては、次の裁判例が参考となること（別添）。

○ 陸上自衛隊事件（最高裁昭和５０年２月２５日第三小法廷判決。最高裁判所民事

判例集２９巻２号１４３頁）

○ 川義事件（最高裁昭和５９年４月１０日第三小法廷判決。最高裁判所民事判例集

３８巻６号５５７頁）

⑵ 内容

ア 法第５条は、使用者は、労働契約に基づいてその本来の債務として

賃金支払義務を負うほか、労働契約に特段の根拠規定がなくとも、労

働契約上の付随的義務として当然に安全配慮義務を負うことを規定し

たものであること。

イ 法第５条の「労働契約に伴い」は、労働契約に特段の根拠規定がな

くとも、労働契約上の付随的義務として当然に、使用者は安全配慮義

務を負うことを明らかにしたものであること。

ウ 法第５条の「生命、身体等の安全」には、心身の健康も含まれるも

のであること。

エ 法第５条の「必要な配慮」とは、一律に定まるものではなく、使用

者に特定の措置を求めるものではないが、労働者の職種、労務内容、

労務提供場所等の具体的な状況に応じて、必要な配慮をすることが求

められるものであること。

なお、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）をはじめとする

労働安全衛生関係法令においては、事業主の講ずべき具体的な措置が
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規定されているところであり、これらは当然に遵守されなければなら

ないものであること。

第３ 労働契約の成立及び変更（法第２章関係）

１ 総論

労働契約は、その締結当事者である労働者及び使用者の合意により成立

し、又は変更されるものである。

一方、我が国においては、個別に締結される労働契約では詳細な労働条

件は定められず、就業規則によって統一的に労働条件を設定することが広

く行われている。また、労働契約関係は、一定程度長期にわたる継続的な

契約関係であるのが通常であり、社会経済情勢の変化を始めとする契約当

事者を取り巻く事情の変化に応じて、当初取り決めた労働契約の内容を統

一的に変更する必要が生じる場合があることから、就業規則の変更により

労働契約の内容である労働条件を変更することが広く行われてきたところ

である。

この就業規則の法的性質については、秋北バス事件最高裁判決（昭和

４３年１２月２５日最高裁大法廷判決。最高裁判所民事判例集２２巻１３

号３４５９頁）において、「合理的な労働条件を定めているものであるかぎ

り、経営主体と労働者との間の労働条件は、その就業規則によるという事

実たる慣習が成立しているものとして、その法的規範性が認められるに至

っている」と判示され、また、就業規則によって労働条件を不利益に変更

する効力については、「新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権

利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課することは、原則とし

て、許されないと解すべき」であるが、「当該規則条項が合理的なものであ

る限り、個々の労働者においてこれに同意しないことを理由として、その

適用を拒否することは許されない」と判示され、その後の累次の最高裁判

決においても同様の考え方がとられ、判例法理として確立しているもので

ある。

しかしながら、就業規則に労働契約における権利義務関係を確定させる

法的効果を認める法的根拠が成文法上は存在せず、また、判例法理は、労

働者及び使用者の多くにとって十分には知られておらず、どのような場合

に就業規則による労働条件の変更が有効に認められるのかについての予測

可能性は必ずしも高くない状況にあった。

このような状況の中で、個別労働関係紛争が多く発生していることにか

んがみれば、労働契約の内容の決定及び変更の枠組みを明らかにし、実態

として多く行われている就業規則の変更による労働条件の変更に当たって

は、変更後の就業規則を労働者に周知させること及び就業規則の変更が合

95



- 11 -

理的なものであることが必要であること等を判例法理に沿って明らかにす

ることにより、使用者は安易に一方的に就業規則を変更することにより労

働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできない

こと等が明らかとなり、その結果、使用者が就業規則において合理的な労

働条件を定めることが促され、これにより、就業規則において不合理な労

働条件が定められ、又は不合理な労働条件の変更が行われたこと等を契機

とした個別労働関係紛争の防止につながることが期待されるものである。

このため、法第２章において、労働契約が合意により成立し、又は変更

されるという「合意の原則」を定めた上で、我が国における労務管理実務

において定着している就業規則について、労働契約との法的関係等を規定

することにより、労働契約の内容の決定及び変更に関するルールを明らか

にしたものであること。

これらの内容は、判例法理に沿って規定したものであり、判例法理を変

更するものではないこと。

２ 労働契約の成立（法第６条・第７条関係）

⑴ 法第６条 

ア 趣旨

当事者の合意により契約が成立することは、契約の一般原則であり、

労働契約についても当てはまるものであって、法第６条は、この労働

契約の成立についての基本原則である「合意の原則」を確認したもの

であること。

イ 内容

(ｱ) 法第６条は、労働契約の成立は労働者及び使用者の合意によるこ

とを規定するとともに、「労働者が使用者に使用されて労働」するこ

と及び「使用者がこれに対して賃金を支払う」ことが合意の要素で

あることを規定したものであること。

(ｲ) 法第６条に「労働者が使用者に使用されて労働し」と規定されて

いるとおり、労働契約は、使用従属関係が認められる労働者と使用

者との間において締結される契約を把握する契約類型であり、労働

者側からみた場合には、一定の対価（賃金）と一定の労働条件のも

とに、自己の労働力の処分を使用者に委ねることを約する契約であ

ること。

(ｳ) 民法第６２３条の「雇用」は、労働契約に該当するものであるこ

と。

また、民法第６３２条の「請負」、同法第６４３条の「委任」又は

非典型契約であっても、契約形式にとらわれず実態として使用従属
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関係が認められ、当該契約で労務を提供する者が法第２条第１項の

「労働者」に該当する場合には、当該契約は労働契約に該当するも

のであること。

(ｴ) 法第６条の「賃金」については、第２の２(2)エと同様であること。

(ｵ) 法第６条に「合意することによって成立する」と規定されている

とおり、労働契約は、労働契約の締結当事者である労働者及び使用

者の合意のみにより成立するものであること。したがって、労働契

約の成立の要件としては、契約内容について書面を交付することま

では求められないものであること。

また、法第６条の労働契約の成立の要件としては、労働条件を詳

細に定めていなかった場合であっても、労働契約そのものは成立し

得るものであること。

⑵ 法第７条 

ア 趣旨

(ｱ) 我が国においては、個別に締結される労働契約では詳細な労働条

件は定められず、就業規則によって統一的に労働条件を設定するこ

とが広く行われているが、就業規則で定める労働条件と個別の労働

者の労働契約の内容である労働条件との法的関係については法令上

必ずしも明らかでない。

このため、法第７条において、労働契約の成立場面における就業

規則と労働契約との法的関係について規定したものであること。

(ｲ) これについては、次の裁判例が参考となること（別添）。

○ 労働契約と就業規則との関係について、秋北バス事件最高裁判決

○ 秋北バス事件最高裁判決を踏襲した電電公社帯広局事件最高裁判決（最高裁昭

和６１年３月１３日第一小法廷判決）及び日立製作所武蔵工場事件最高裁判決

（最高裁平成３年１１月２８日第一小法廷判決）

○ 就業規則が拘束力を生ずるために周知が必要であるとしたものとして、フジ興

産事件最高裁判決（最高裁平成１５年１０月１０日第二小法廷判決）

イ 内容

(ｱ) 法第７条は、労働契約において労働条件を詳細に定めずに労働者

が就職した場合において、「合理的な労働条件が定められている就業

規則」であること及び「就業規則を労働者に周知させていた」こと

という要件を満たしている場合には、就業規則で定める労働条件が

労働契約の内容を補充し、「労働契約の内容は、その就業規則で定め

る労働条件による」という法的効果が生じることを規定したもので

あること。

これは、労働契約の成立についての合意はあるものの、労働条件
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は詳細に定めていない場合であっても、就業規則で定める労働条件

によって労働契約の内容を補充することにより、労働契約の内容を

確定するものであること。

(ｲ) 法第７条本文に「労働者及び使用者が労働契約を締結する場合に

おいて」と規定されているとおり、法第７条は労働契約の成立場面

について適用されるものであり、既に労働者と使用者との間で労働

契約が締結されているが就業規則は存在しない事業場において新た

に就業規則を制定した場合については適用されないものであること。

また、就業規則が存在する事業場で使用者が就業規則の変更を行っ

た場合については、法第１０条の問題となるものであること。

(ｳ) 法第７条本文の「合理的な労働条件」は、個々の労働条件につい

て判断されるものであり、就業規則において合理的な労働条件を定

めた部分については同条の法的効果が生じ、合理的でない労働条件

を定めた部分については同条本文の法的効果が生じないこととなる

ものであること。

就業規則に定められている事項であっても、例えば、就業規則の

制定趣旨や根本精神を宣言した規定、労使協議の手続に関する規定

等労働条件でないものについては、法第７条本文によっても労働契

約の内容とはならないものであること。

(ｴ) 法第７条の「就業規則」とは、労働者が就業上遵守すべき規律及

び労働条件に関する具体的細目について定めた規則類の総称をいい、

労働基準法第８９条の「就業規則」と同様であるが、法第７条の「就

業規則」には、常時１０人以上の労働者を使用する使用者以外の使

用者が作成する労働基準法第８９条では作成が義務付けられていな

い就業規則も含まれるものであること。

(ｵ) 法第７条の「周知」とは、例えば、

① 常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付けること

② 書面を労働者に交付すること

③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、

かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器

を設置すること

等の方法により、労働者が知ろうと思えばいつでも就業規則の存在

や内容を知り得るようにしておくことをいうものであること。この

ように周知させていた場合には、労働者が実際に就業規則の存在や

内容を知っているか否かにかかわらず、法第７条の「周知させてい

た」に該当するものであること。

なお、労働基準法第１０６条の「周知」は、労働基準法施行規則
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第５２条の２により、①から③までのいずれかの方法によるべきこ

ととされているが、法第７条の「周知」は、これらの３方法に限定

されるものではなく、実質的に判断されるものであること。

(ｶ) 法第７条本文の「労働者に周知させていた」は、その事業場の労

働者及び新たに労働契約を締結する労働者に対してあらかじめ周知

させていなければならないものであり、新たに労働契約を締結する

労働者については、労働契約の締結と同時である場合も含まれるも

のであること。

(ｷ) 法第７条は、就業規則により労働契約の内容を補充することを規

定したものであることから、同条本文の規定による法的効果が生じ

るのは、労働契約において詳細に定められていない部分についてで

あり、「就業規則の内容と異なる労働条件」を合意していた部分につ

いては、同条ただし書により、法第１２条に該当する場合（合意の

内容が就業規則で定める基準に達しない場合）を除き、その合意が

優先するものであること。

３ 労働契約の内容の変更（法第８条関係）

⑴ 趣旨 

当事者の合意により契約が変更されることは、契約の一般原則であり、

労働契約についても当てはまるものであって、法第８条は、この労働契

約の変更についての基本原則である「合意の原則」を確認したものであ

ること。

  ⑵ 内容 

ア 法第８条は、「労働者及び使用者」が「合意」するという要件を満た

した場合に、「労働契約の内容である労働条件」が「変更」されるとい

う法的効果が生じることを規定したものであること。

イ 法第８条に「合意により」と規定されているとおり、労働契約の内

容である労働条件は、労働契約の締結当事者である労働者及び使用者

の合意のみにより変更されるものであること。したがって、労働契約

の変更の要件としては、変更内容について書面を交付することまでは

求められないものであること。

ウ 法第８条の「労働契約の内容である労働条件」には、労働者及び使

用者の合意により労働契約の内容となっていた労働条件のほか、法第

７条本文により就業規則で定める労働条件によるものとされた労働契

約の内容である労働条件、法第１０条本文により就業規則の変更によ

り変更された労働契約の内容である労働条件及び法第１２条により就

業規則で定める基準によることとされた労働条件が含まれるものであ
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り、労働契約の内容である労働条件はすべて含まれるものであること。

４ 就業規則の変更による労働契約の内容の変更（法第９条・第１０条関係）

⑴ 趣旨 

ア 労働契約関係は一定の期間にわたり継続するという特徴を有してお

り、その継続する期間においては、労働契約の内容が変更される場合

が少なくない。

この労働契約の内容である労働条件の変更については、法第８条の

「合意の原則」によることが契約の一般原則であるが、我が国におい

ては、就業規則によって労働条件を統一的に設定し、労働条件の変更

も就業規則の変更によることが広く行われており、その際、就業規則

の変更により自由に労働条件を変更することができるとの使用者の誤

解や、就業規則の変更による労働条件の変更に関する個別労働関係紛

争もみられるところである。

このため、法第９条において、法第８条の「合意の原則」を就業規

則の変更による労働条件の変更の場面に当てはめ、使用者は就業規則

の変更によって一方的に労働契約の内容である労働条件を労働者の不

利益に変更することはできないことを確認的に規定した上で、法第

１０条において、就業規則の変更によって労働契約の内容である労働

条件が変更後の就業規則に定めるところによるものとされる場合を明

らかにしたものであること。

これらの規定により、就業規則の変更によって生じる法的効果を明

らかにし法的安定性を高めるとともに、使用者の合理的な行動を促す

ことを通じ、労働条件の変更に関する個別労働関係紛争の防止に資す

るようにすることとしたものであること。

イ これについては、次の裁判例が参考となること（別添）。

○ 労働契約と就業規則との関係について、秋北バス事件最高裁判決

○ どのような場合に就業規則の変更が「合理的なものである」と判断されるのかを

明らかにしたものとして、大曲市農業協同組合事件最高裁判決（最高裁昭和６３年

２月１６日第三小法廷判決）

○ 就業規則の変更が「合理的なものである」か否かを判断するに当たって考慮すべ

き７つの要素を明らかにしたものとして、第四銀行事件最高裁判決（最高裁平成９

年２月２８日第二小法廷判決）

○ 一部の労働者のみに大きな不利益が生じる就業規則の変更による労働条件の変

更事案について、就業規則の変更の合理性を否定したものとして、みちのく銀行事

件最高裁判決（最高裁平成１２年９月７日第一小法廷判決）

○ 就業規則が拘束力を生ずるために周知が必要であるとしたものとして、フジ興産
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事件最高裁判決

ウ 法第９条及び第１０条は、イの確立した最高裁判所の判例法理に沿

って規定したものであり、判例法理に変更を加えるものではないこと。

⑵ 法第９条の内容 

ア 法第９条本文は、法第８条の労働契約の変更についての「合意の原

則」に従い、使用者が労働者と合意することなく就業規則の変更によ

り労働契約の内容である労働条件を労働者の不利益に変更することは

できないという原則を確認的に規定したものであること。

法第９条ただし書は、法第１０条の場合は、法第９条本文に規定す

る原則の例外であることを規定したものであること。

イ 法第９条の「就業規則」については、２⑵イ(ｴ)と同様であること。 

ウ 法第９条の「労働者の不利益」については、個々の労働者の不利益

をいうものであること。

⑶ 法第１０条の内容 

ア 法第１０条は、「就業規則の変更」という方法によって「労働条件を

変更する場合」において、使用者が「変更後の就業規則を労働者に周

知させ」たこと及び「就業規則の変更」が「合理的なものである」こ

とという要件を満たした場合に、労働契約の変更についての「合意の

原則」の例外として、「労働契約の内容である労働条件は、当該変更後

の就業規則に定めるところによる」という法的効果が生じることを規

定したものであること。

イ 法第１０条は、就業規則の変更による労働条件の変更が労働者の不

利益となる場合に適用されるものであること。

なお、就業規則に定められている事項であっても、労働条件でない

ものについては、法第１０条は適用されないものであること。

ウ 法第１０条の「就業規則の変更」には、就業規則の中に現に存在す

る条項を改廃することのほか、条項を新設することも含まれるもので

あること。

エ 法第１０条の「就業規則」及び「周知」については、２⑵イ(ｴ)及び

(ｵ)と同様であること。

オ 法第１０条本文の合理性判断の考慮要素

(ｱ) 法第１０条本文の「労働者の受ける不利益の程度、労働条件の変

更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との交

渉の状況」は、就業規則の変更が合理的なものであるか否かを判断

するに当たっての考慮要素として例示したものであり、個別具体的

な事案に応じて、これらの考慮要素に該当する事実を含め就業規則

の変更に係る諸事情が総合的に考慮され、合理性判断が行われるこ
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ととなるものであること。

(ｲ) 法第１０条本文の「労働者の受ける不利益の程度」については、

実際に紛争となる事例は、就業規則の変更により個々の労働者に不

利益が生じたことに起因するものであり、個々の労働者の不利益の

程度をいうものであること。

また、法第１０条本文の「変更後の就業規則の内容の相当性」に

ついては、就業規則の変更の内容全体の相当性をいうものであり、

変更後の就業規則の内容面に係る制度変更一般の状況が広く含まれ

るものであること。

(ｳ) 法第１０条本文の「労働条件の変更の必要性」は、使用者にとっ

ての就業規則による労働条件の変更の必要性をいうものであること。

(ｴ) 法第１０条本文の「労働組合等との交渉の状況」は、労働組合等

事業場の労働者の意思を代表するものとの交渉の経緯、結果等をい

うものであること。

「労働組合等」には、労働者の過半数で組織する労働組合その他

の多数労働組合や事業場の過半数を代表する労働者のほか、少数労

働組合や、労働者で構成されその意思を代表する親睦団体等労働者

の意思を代表するものが広く含まれるものであること。

(ｵ) 法第１０条本文の「その他の就業規則の変更に係る事情」は、「労

働者の受ける不利益の程度、労働条件の変更の必要性、変更後の就

業規則の内容の相当性、労働組合等との交渉の状況」を含め就業規

則の変更に係る諸事情が総合的に考慮されることをいうものである

こと。

(ｶ) 法第１０条本文の合理性判断の考慮要素と判例法理との関係につ

いては、次のとおりであり、同条本文は、判例法理に沿ったもので

あること。

○ 就業規則の変更の合理性判断に関する裁判例として、⑴イに掲げた第四銀行

事件最高裁判決においては、

① 就業規則の変更によって労働者が被る不利益の程度

② 使用者側の変更の必要性の内容・程度

③ 変更後の就業規則の内容自体の相当性

④ 代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況

⑤ 労働組合等との交渉の経緯

⑥ 他の労働組合又は他の従業員の対応

⑦ 同種事項に関する我が国社会における一般的状況

という７つの考慮要素が列挙されているが、これらの中には内容的に互いに関

連し合うものもあるため、法第１０条本文では、関連するものについては統合
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して列挙しているものであること。

具体的には、第四銀行事件最高裁判決において示された「①就業規則の変更

によって労働者が被る不利益の程度」「②使用者側の変更の必要性の内容・程度」

「③変更後の就業規則の内容自体の相当性」「⑤労働組合等との交渉の経緯」に

ついて、法第１０条本文ではそれぞれ「労働者の受ける不利益の程度」「労働条

件の変更の必要性」「変更後の就業規則の内容の相当性」「労働組合等との交渉

の状況」として規定したものであること。

このうち、法第１０条の「変更後の就業規則の内容の相当性」には、就業規

則の内容面に係る制度変更一般の状況が広く含まれるものであり、第四銀行事

件最高裁判決で列挙されている考慮要素である「③変更後の就業規則の内容自

体の相当性」のみならず、「④代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況」

「⑦同種事項に関する我が国社会における一般的状況」も含まれるものである

こと。また、これらの考慮要素に含まれない事項についても、「その他の就業規

則の変更に係る事情」という文言で包括的に表現されているものであること。

また、法第１０条の「労働組合等との交渉の状況」の労働組合等には、労働

者の過半数で組織する労働組合その他の多数労働組合や事業場の過半数を代表

する労働者のほか、少数労働組合や、労働者で構成されその意思を代表する親

睦団体等労働者の意思を代表するものが広く含まれるものであり、第四銀行事

件最高裁判決で列挙されている「⑤労働組合等との交渉の経緯」「⑥他の労働組

合又は他の従業員の対応」はこれに該当するものであること。

したがって、法第１０条の規定は判例法理に沿った内容であり、判例法理に

変更を加えるものではないこと。

○ ⑴イに掲げた大曲市農業協同組合事件最高裁判決においては、「特に、賃金、

退職金など労働者にとつて重要な権利、労働条件に関し実質的な不利益を及ぼ

す就業規則の作成又は変更については、当該条項が、そのような不利益を労働

者に法的に受忍させることを許容できるだけの高度の必要性に基づいた合理的

な内容のものである場合において、その効力を生ずるものというべきである。」

と判示されており、法第１０条の規定は、この判例法理についても変更を加え

るものではないこと。

○ ⑴イに掲げたみちのく銀行事件最高裁判決においては、２⑵ア(ｲ)に掲げた秋

北バス事件最高裁判決、大曲市農業協同組合事件最高裁判決及び第四銀行事件

最高裁判決の判旨を引用した上で、「本件における賃金体系の変更は、短期的に

みれば、特定の層の行員にのみ賃金コスト抑制の負担を負わせているものとい

わざるを得ず、その負担の程度も前示のように大幅な不利益を生じさせるもの

であり、それらの者は中堅層の労働条件の改善などといった利益を受けないま

ま退職の時期を迎えることとなるのである。就業規則の変更によってこのよう

な制度の改正を行う場合には、一方的に不利益を受ける労働者について不利益
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性を緩和するなどの経過措置を設けることによる適切な救済を併せ図るべきで

あり、それがないままに右労働者に大きな不利益のみを受忍させることには、

相当性がないものというほかはない。」と判示され、また、「本件では、行員の

約 73％を組織する労組が本件第一次変更及び本件第二次変更に同意している。

しかし、Ｘらの被る前示の不利益性の程度や内容を勘案すると、賃金面におけ

る変更の合理性を判断する際に労組の同意を大きな考慮要素と評価することは

相当ではないというべきである。」と判示されており、法第１０条の規定は、こ

の判例法理についても変更を加えるものではないこと。

カ 就業規則の変更が法第１０条本文の「合理的」なものであるという

評価を基礎付ける事実についての主張立証責任は、従来どおり、使用

者側が負うものであること。

キ 法第１０条本文の「当該変更後の就業規則に定めるところによるも

のとする」という法的効果が生じるのは、同条本文の要件を満たした時

点であり、通常は、就業規則の変更が合理的なものであることを前提に、

使用者が変更後の就業規則を労働者に周知させたことが客観的に認め

られる時点であること。

ク 法第１０条ただし書の「就業規則の変更によっては変更されない労

働条件」として合意していた部分については、同条ただし書により、

法第１２条に該当する場合（合意の内容が就業規則で定める基準に達

しない場合）を除き、その合意が優先するものであること。

ケ なお、法第７条ただし書の「就業規則の内容と異なる労働条件を合

意していた部分」については、将来的な労働条件について

① 就業規則の変更により変更することを許容するもの

② 就業規則の変更ではなく個別の合意により変更することとするも

の

のいずれもがあり得るものであり、①の場合には法第１０条本文が適

用され、②の場合には同条ただし書が適用されるものであること。

５ 就業規則の変更に係る手続（法第１１条関係）

⑴ 趣旨 

就業規則に関する規定は、法第２章のほか、労働基準法第９章におい

ても定められており、使用者は、就業規則に関して、法の規定の趣旨及

び内容を理解するとともに、労働基準法の規定について遵守しなければ

ならないものである。

特に、労働基準法第８９条及び第９０条に規定する就業規則に関する

手続は、法第１０条本文の法的効果を生じさせるための要件ではないも

のの、就業規則の内容の合理性に資するものである。
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このため、法第１１条において、就業規則の変更の手続は、労働基準

法第８９条及び第９０条の定めるところによることを規定し、それらの

手続が重要であることを明らかにしたものであること。

⑵ 内容 

ア 法第１０条は、就業規則の変更により労働契約の内容である労働条

件を変更することができる場合について規定しているが、法第１１条

は、労働基準法において、就業規則の変更の際に必要となる手続が規

定されていることを規定したものであること。

イ 就業規則の変更の手続については、

① 労働基準法第８９条により、常時１０人以上の労働者を使用する

使用者は、変更後の就業規則を所轄の労働基準監督署長に届け出な

ければならないこと

② 労働基準法第９０条により、就業規則の変更について過半数労働

組合等の意見を聴かなければならず、①の届出の際に、その意見を

記した書面を添付しなければならないこと

とされているものであること。

ウ 労働基準法第８９条及び第９０条の手続が履行されていることは、

法第１０条本文の法的効果を生じさせるための要件ではないものの、

同条本文の合理性判断に際しては、就業規則の変更に係る諸事情が総

合的に考慮されることから、使用者による労働基準法第８９条及び第

９０条の遵守の状況は、合理性判断に際して考慮され得るものである

こと。

６ 就業規則違反の労働契約（法第１２条関係）

⑴ 趣旨 

就業規則は、労働条件を統一的に設定するものであり、法第７条本文、

第１０条本文及び第１２条においては、一定の場合に、労働契約の内容

は、就業規則で定めるところとなることを規定しているところである。

一方、就業規則の内容と異なる労働条件を合意していた場合及び就業

規則の変更によっては変更されない労働条件を合意していた場合には、

それぞれ、法第７条ただし書及び第１０条ただし書によりその合意が優

先されることとなるものであるが、就業規則を下回る個別の合意を認め

た場合には、就業規則の内容に合理性を求めている法第７条本文及び第

１０条本文の規定の意義が失われ、個別労働関係紛争をも惹起しかねな

いものである。

このため、個別労働関係紛争の防止にも資するよう、法第１２条にお

いて、就業規則を下回る労働契約の効力について規定したものであるこ
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と。

⑵ 内容  

ア 法第１２条は、就業規則を下回る労働契約は、その部分については

就業規則で定める基準まで引き上げられることを規定したものである

こと。

イ 法第１２条の「就業規則」については、２⑵イ(ｴ)と同様であること。 

ウ 法第１２条の「就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める

労働契約」とは、例えば、就業規則に定められた賃金より低い賃金等

就業規則に定められた基準を下回る労働条件を内容とする労働契約を

いうものであること。

エ 法第１２条は、就業規則で定める基準以上の労働条件を定める労働

契約は、これを有効とする趣旨であること。

オ 法第１２条の「その部分については、無効とする」とは、就業規則

で定める基準に達しない部分のみを無効とする趣旨であり、労働契約

中のその他の部分は有効であること。

カ 法第１２条の「無効となった部分は、就業規則で定める基準による」

とは、労働契約の無効となった部分については、就業規則の規定に従

い、労働者と使用者との間の権利義務関係が定まるものであること。

キ なお、労働基準法第９３条については、法附則第２条による改正に

より、「労働契約と就業規則との関係については、労働契約法第１２条

の定めるところによる」旨を規定したところであり、これは、改正前

と同内容であること。

７ 法令及び労働協約と就業規則との関係（法第１３条関係）

⑴ 趣旨 

就業規則が法令に反してはならないこと及び労働組合と使用者との間

の合意により締結された労働協約は使用者が作成する就業規則よりも優

位に立つことは、法理上当然であり、就業規則は法令又は労働協約に反

してはならないものである。

一方、法第７条、第１０条及び第１２条においては、一定の場合に就

業規則で定める労働条件が労働契約の内容となることを規定しているが、

就業規則が法令又は労働協約に反している場合においても当該就業規則

で定める労働条件が労働契約の内容となることは適当ではない。

このため、法第１３条において、法令又は労働協約に反する就業規則

の効力について規定したものであること。

⑵ 内容 

ア 法第１３条は、就業規則で定める労働条件が法令又は労働協約に反
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している場合には、その労働条件は労働契約の内容とはならないこと

を規定したものであること。

なお、法第１３条は、労働基準法第９２条第１項と同趣旨の規定で

あり、就業規則と法令又は労働協約との関係を変更するものではない

こと。

イ 法第１３条の「就業規則」については、２⑵イ(ｴ)と同様であること。 

ウ 法第１３条の「法令」とは、強行法規としての性質を有する法律、

政令及び省令をいうものであること。なお、罰則を伴う法令であるか

否かは問わないものであり、労働基準法以外の法令も含むものである

こと。

エ 法第１３条の「労働協約」とは、労働組合法（昭和２４年法律第

１７４号）第１４条にいう「労働組合と使用者又はその団体との間の

労働条件その他に関する」合意で、「書面に作成し、両当事者が署名し、

又は記名押印したもの」をいうものであること。

また、法第１３条の「労働協約に反する場合」とは、就業規則の内

容が労働協約において定められた労働条件その他労働者の待遇に関す

る基準（規範的部分）に反する場合をいうものであること。

オ 法第１３条の「労働協約の適用を受ける労働者との間の労働契約に

ついては」とは、事業場の一部の労働者のみが労働組合に加入してお

り、労働協約の適用が事業場の一部の労働者に限られている場合には、

労働協約の適用を受ける労働者（労働組合法第１７条及び第１８条に

より労働協約が拡張適用される労働者を含む。）に関してのみ、法第

１３条が適用されることをいうものであること。

第４ 労働契約の継続及び終了（法第３章関係）

１ 出向（法第１４条関係）

⑴ 趣旨 

出向は大企業を中心に広く行われているが、出向の権利濫用が争われ

た裁判例もみられ、また、出向は労務の提供先が変わることから労働者

への影響も大きいと考えられることから、権利濫用に該当する出向命令

による紛争を防止する必要がある。

このため、法第１４条において、権利濫用に該当する出向命令の効力

について規定したものであること。

⑵ 内容 

ア 法第１４条は、使用者が労働者に出向を命ずることができる場合で

あっても、その出向の命令が権利を濫用したものと認められる場合に

は無効となることを明らかにするとともに、権利濫用であるか否かを
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判断するに当たっては、出向を命ずる必要性、対象労働者の選定に係

る事情その他の事情が考慮されることを規定したものであること。

イ 法第１４条の「出向」とは、いわゆる在籍型出向をいうものであり、

使用者（出向元）と出向を命じられた労働者との間の労働契約関係が

終了することなく、出向を命じられた労働者が出向先に使用されて労

働に従事することをいうものであること。

ウ 法第１４条の「使用者が労働者に出向を命ずることができる場合に

おいて」とは、労働契約を締結することにより直ちに使用者が出向を

命ずることができるものではなく、どのような場合に使用者が出向を

命ずることができるのかについては、個別具体的な事案に応じて判断

されるものであること。

２ 懲戒（法第１５条関係）

⑴ 趣旨 

懲戒は、使用者が企業秩序を維持し、企業の円滑な運営を図るために

行われるものであるが、懲戒の権利濫用が争われた裁判例もみられ、ま

た、懲戒は労働者に労働契約上の不利益を生じさせるものであることか

ら、権利濫用に該当する懲戒による紛争を防止する必要がある。

このため、法第１５条において、権利濫用に該当するものとして無効

となる懲戒の効力について規定したものであること。

⑵ 内容 

ア 法第１５条は、使用者が労働者を懲戒することができる場合であっ

ても、その懲戒が「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当で

あると認められない場合」には権利濫用に該当するものとして無効と

なることを明らかにするとともに、権利濫用であるか否かを判断する

に当たっては、労働者の行為の性質及び態様その他の事情が考慮され

ることを規定したものであること。

イ 法第１５条の「懲戒」とは、労働基準法第８９条第９号の「制裁」

と同義であり、同条により、当該事業場に懲戒の定めがある場合には、

その種類及び程度について就業規則に記載することが義務付けられて

いるものであること。

３ 解雇（法第１６条関係）

⑴ 趣旨 

ア 解雇は、労働者に与える影響が大きく、解雇に関する紛争も増大し

ていることから、解雇に関するルールをあらかじめ明らかにすること

により、解雇に際して発生する紛争を防止し、その解決を図る必要が
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ある。

このため、法第１６条において、権利濫用に該当する解雇の効力に

ついて規定したものであること。

イ これについては、次の裁判例が参考となること（別添）。

○ 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当として是認することができ

ない場合には、権利の濫用として無効になると判示した日本食塩製造事件最高裁判

決（最高裁昭和５０年４月２５日第二小法廷判決）

⑵ 内容 

ア 法第１６条は、最高裁判所判決で確立しているいわゆる解雇権濫用

法理を規定し、解雇が「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相

当であると認められない場合」には、権利濫用に該当するものとして

無効となることを明らかにしたものであること。

なお、法第１６条は、法附則第２条による改正前の労働基準法第

１８条の２と同内容であること。

イ 法附則第２条による改正前の労働基準法第１８条の２については、

「解雇権濫用の評価の前提となる事実のうち、圧倒的に多くのものに

ついて使用者側に主張立証責任を負わせている現在の裁判実務を何ら

変更することなく最高裁判所判決で確立した解雇権濫用法理を法律上

明定したもの」であり、「最高裁判所で確立した解雇権濫用法理とこれ

に基づく民事裁判実務の通例に則して作成されたものであることを踏

まえ、解雇権濫用の評価の前提となる事実のうち圧倒的に多くのもの

について使用者側に主張立証責任を負わせている現在の裁判上の実務

を変更するものではない」ことが立法者の意思であることが明らかに

されており、これについては法第１６条においても同様であること。

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係）

１ 総論

期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）については、

使用者のみならず労働者のニーズもあることから、有期労働契約が良好な

雇用形態となるようにすることが重要であるが、その実態をみると、契約

の終了場面において紛争がみられるところである。有期労働契約の予期せ

ぬ終了は、有期労働契約により労働する労働者（以下「有期契約労働者」

という。）への影響が大きいことから、有期労働契約の終了場面における紛

争を防止する必要がある。

このため、法第１７条において、契約期間中の解雇及び契約期間につい

ての配慮について規定することにより、有期労働契約の終了場面に関する

ルールを明らかにしたものであること。
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また、有期労働契約は、パート労働、派遣労働を始め、いわゆる正社員

以外の多くの労働形態に共通してみられる特徴になっているが、有期労働契

約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消していくことや、期間

の定めがあることによる不合理な労働条件を是正していくことが課題とな

っていることに対処し、労働者が安心して働き続けることができる社会を実

現するため、有期労働契約の適正な利用のためのルールを整備するものとし

て、法第１８条から第２０条までの規定が設けられたものであること。

２ 契約期間中の解雇（法第１７条第１項関係）

⑴ 趣旨 

有期契約労働者の実態をみると、契約期間中の雇用保障を期待してい

る者が多くみられるところである。この契約期間中の雇用保障に関して

は、民法第６２８条において、「当事者が雇用の期間を定めた場合であっ

ても、やむを得ない事由があるときは、各当事者は、直ちに契約の解除

をすることができる」ことが規定されているが、「やむを得ない事由があ

るとき」に該当しない場合の取扱いについては、同条の規定からは明ら

かでない。

このため、法第１７条第１項において、「やむを得ない事由があるとき」

に該当しない場合は解雇することができないことを明らかにしたもので

あること。

⑵ 内容 

ア 法第１７条第１項は、使用者は、やむを得ない事由がある場合でな

ければ、契約期間中は有期契約労働者を解雇することができないこと

を規定したものであること。

イ 法第１７条第１項の「やむを得ない事由」があるか否かは、個別具

体的な事案に応じて判断されるものであるが、契約期間は労働者及び

使用者が合意により決定したものであり、遵守されるべきものである

ことから、「やむを得ない事由」があると認められる場合は、解雇権濫

用法理における「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であ

ると認められない場合」以外の場合よりも狭いと解されるものである

こと。

ウ 契約期間中であっても一定の事由により解雇することができる旨を

労働者及び使用者が合意していた場合であっても、当該事由に該当す

ることをもって法第１７条第１項の「やむを得ない事由」があると認

められるものではなく、実際に行われた解雇について「やむを得ない

事由」があるか否かが個別具体的な事案に応じて判断されるものであ

ること。
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エ 法第１７条第１項は、「解雇することができない」旨を規定したもの

であることから、使用者が有期労働契約の契約期間中に労働者を解雇

しようとする場合の根拠規定になるものではなく、使用者が当該解雇

をしようとする場合には、従来どおり、民法第６２８条が根拠規定と

なるものであり、「やむを得ない事由」があるという評価を基礎付ける

事実についての主張立証責任は、使用者側が負うものであること。

３ 契約期間についての配慮（法第１７条第２項関係）

⑴ 趣旨 

有期労働契約については、短期間の契約が反復更新された後に雇止め

されることによる紛争がみられるところであるが、短期間の有期労働契

約を反復更新するのではなく、当初からその有期契約労働者を使用しよ

うとする期間を契約期間とする等により全体として契約期間が長期化す

ることは、雇止めに関する紛争の端緒となる契約更新の回数そのものを

減少させ、紛争の防止に資するものである。

このため、法第１７条第２項において、その有期労働契約により労働

者を使用する目的に応じて適切に契約期間を設定するよう、使用者は配

慮しなければならないことを規定したものであること。

⑵ 内容 

ア 使用者が有期労働契約により労働者を使用する目的は、臨時的・一

時的な業務の増加に対応するもの、一定期間を要する事業の完成のた

めのもの等様々であるが、法第１７条第２項は、当該目的に照らして

必要以上に短い契約期間を設定し、その契約を反復して更新しないよ

う使用者は配慮しなければならないことを明らかにしたものであるこ

と。

例えば、ある労働者について、使用者が一定の期間にわたり使用し

ようとする場合には、その一定の期間において、より短期の有期労働

契約を反復更新するのではなく、その一定の期間を契約期間とする有

期労働契約を締結するよう配慮しなければならないものであること。

イ 法第１７条第２項の「その労働契約により労働者を使用する目的に

照らして、必要以上に短い期間」に該当するか否かは、個別具体的な

事案に応じて判断されるものであり、同項は、契約期間を特定の長さ

以上の期間とすることまでを求めているものではないこと。

４ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換（法第１８条関係）

(1) 趣旨

有期労働契約（期間の定めのある労働契約をいう。以下同じ。）につい
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ては、契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新されずに終了する場合

がある一方で、労働契約が反復更新され、長期間にわたり雇用が継続する

場合も少なくない。こうした中で、有期契約労働者（有期労働契約を締結

している労働者をいう。以下同じ。）については、雇止め（使用者が有期

労働契約の更新を拒否することをいう。以下同じ。）の不安があることに

よって、年次有給休暇の取得など労働者としての正当な権利行使が抑制さ

れるなどの問題が指摘されている。

こうした有期労働契約の現状を踏まえ、法第１８条において、有期労働

契約が５年を超えて反復更新された場合は、有期契約労働者の申込みによ

り期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」という。）に転換さ

せる仕組み（以下「無期転換ルール」という。）を設けることにより、有

期労働契約の濫用的な利用を抑制し労働者の雇用の安定を図ることとし

たものであること。

(2) 内容

ア 法第１８条第１項は、同一の使用者との間で締結された２以上の有期

労働契約の契約期間を通算した期間（以下「通算契約期間」という。）

が５年を超える有期契約労働者が、使用者に対し、現に締結している有

期労働契約の契約期間が満了する日までの間に、無期労働契約の締結の

申込みをしたときは、使用者が当該申込みを承諾したものとみなされ、

現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日の翌日から労

務が提供される無期労働契約が成立することを規定したものであるこ

と。

イ 法第１８条第１項の「同一の使用者」は、労働契約を締結する法律上

の主体が同一であることをいうものであり、したがって、事業場単位で

はなく、労働契約締結の法律上の主体が法人であれば法人単位で、個人

事業主であれば当該個人事業主単位で判断されるものであること。

ただし、使用者が、就業実態が変わらないにもかかわらず、法第１８

条第１項に基づき有期契約労働者が無期労働契約への転換を申し込む

ことができる権利（以下「無期転換申込権」という。）の発生を免れる

意図をもって、派遣形態や請負形態を偽装して、労働契約の当事者を形

式的に他の使用者に切り替えた場合は、法を潜脱するものとして、同項

の通算契約期間の計算上「同一の使用者」との労働契約が継続している

と解されるものであること。

なお、派遣労働者の場合は、労働契約の締結の主体である派遣元事業

主との有期労働契約について法第１８条第１項の通算契約期間が計算

されるものであること。

ウ 無期転換申込権は、「二以上の有期労働契約」の通算契約期間が５年
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を超える場合、すなわち更新が１回以上行われ、かつ、通算契約期間が

５年を超えている場合に生じるものであること。したがって、労働基準

法第１４条第１項の規定により一定の事業の完了に必要な期間を定め

るものとして締結が認められている契約期間が５年を超える有期労働

契約が締結されている場合、一度も更新がないときは、法第１８条第１

項の要件を満たすことにはならないこと。

エ 無期転換申込権は、当該契約期間中に通算契約期間が５年を超えるこ

ととなる有期労働契約の契約期間の初日から当該有期労働契約の契約

期間が満了する日までの間に行使することができるものであること。

なお、無期転換申込権が生じている有期労働契約の契約期間が満了す

る日までの間に無期転換申込権を行使しなかった場合であっても、再度

有期労働契約が更新された場合は、新たに無期転換申込権が発生し、有

期契約労働者は、更新後の有期労働契約の契約期間が満了する日までの

間に、無期転換申込権を行使することが可能であること。

オ 無期転換申込権が発生する有期労働契約の締結以前に、無期転換申込

権を行使しないことを更新の条件とする等有期契約労働者にあらかじ

め無期転換申込権を放棄させることを認めることは、雇止めによって雇

用を失うことを恐れる労働者に対して、使用者が無期転換申込権の放棄

を強要する状況を招きかねず、法第１８条の趣旨を没却するものであり、

こうした有期契約労働者の意思表示は、公序良俗に反し、無効と解され

るものであること。

カ 法第１８条第１項の規定による無期労働契約への転換は期間の定め

のみを変更するものであるが、同項の「別段の定め」をすることにより、

期間の定め以外の労働条件を変更することは可能であること。この「別

段の定め」は、労働協約、就業規則及び個々の労働契約（無期労働契約

への転換に当たり従前の有期労働契約から労働条件を変更することに

ついての有期契約労働者と使用者との間の個別の合意）をいうものであ

ること。

この場合、無期労働契約への転換に当たり、職務の内容などが変更さ

れないにもかかわらず、無期転換後における労働条件を従前よりも低下

させることは、無期転換を円滑に進める観点から望ましいものではない

こと。

なお、就業規則により別段の定めをする場合においては、法第１８条

の規定が、法第７条から第１０条までに定められている就業規則法理を

変更することになるものではないこと。

キ 有期契約労働者が無期転換申込権を行使することにより、現に締結し

ている有期労働契約の契約期間が満了する日の翌日から労務が提供さ
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れる無期労働契約がその行使の時点で成立していることから、現に締結

している有期労働契約の契約期間が満了する日をもって当該有期契約

労働者との契約関係を終了させようとする使用者は、無期転換申込権の

行使により成立した無期労働契約を解約（解雇）する必要があり、当該

解雇が法第１６条に規定する「客観的に合理的な理由を欠き社会通念上

相当であると認められない場合」には、権利濫用に該当するものとして

無効となること。

また、現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日前に使

用者が当該有期契約労働者との契約関係を終了させようとする場合は、

これに加えて、当該有期労働契約の契約期間中の解雇であり法第１７条

第１項の適用があること。

なお、解雇については当然に労働基準法第２０条の解雇予告等の規定

の適用があるものであること。

ク 有期労働契約の更新時に、所定労働日や始業終業時刻等の労働条件の

定期的変更が行われていた場合に、無期労働契約への転換後も従前と同

様に定期的にこれらの労働条件の変更を行うことができる旨の別段の

定めをすることは差し支えないと解されること。

また、無期労働契約に転換した後における解雇については、個々の事

情により判断されるものであるが、一般的には、勤務地や職務が限定さ

れている等労働条件や雇用管理がいわゆる正社員と大きく異なるよう

な労働者については、こうした限定等の事情がない、いわゆる正社員と

当然には同列に扱われることにならないと解されること。

ケ 法第１８条第２項は、同条第１項の通算契約期間の計算に当たり、有

期労働契約が不存在の期間（以下「無契約期間」という。）が一定以上

続いた場合には、当該通算契約期間の計算がリセットされること（いわ

ゆる「クーリング」）について規定したものであること。

法及び「労働契約法第十八条第一項の通算契約期間に関する基準を定

める省令」（平成２４年厚生労働省令第１４８号。以下「基準省令」と

いう。）の規定により、同一の有期契約労働者と使用者との間で、１か

月以上の無契約期間を置いて有期労働契約が再度締結された場合であ

って、当該無契約期間の長さが次の①、②のいずれかに該当するときは、

当該無契約期間は法第１８条第２項の空白期間に該当し、当該空白期間

前に終了している全ての有期労働契約の契約期間は、同条第１項の通算

契約期間に算入されない（クーリングされる）こととなること。

なお、無契約期間の長さが１か月に満たない場合は、法第１８条第２

項の空白期間に該当することはなく、クーリングされないこと（基準省

令第２条。シ参照）。
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① ６か月以上である場合

② その直前の有期労働契約の契約期間（複数の有期労働契約が間を置

かずに連続している場合又は基準省令第１条第１項で定める基準に

該当し連続するものと認められる場合にあっては、それらの有期労働

契約の契約期間の合計）が１年未満の場合にあっては、その期間に２

分の１を乗じて得た期間（１か月未満の端数は１か月に切り上げて計

算する。）以上である場合

コ 基準省令第１条第１項は、法第１８条第２項の「契約期間が連続する

と認められるものとして厚生労働省令で定める基準」を規定したもので

あること。具体的には、次の①から③までのとおりであること。

なお、ケ①のとおり、６か月以上の空白期間がある場合には当該空白

期間前に終了している全ての有期労働契約の契約期間は通算契約期間

に算入されない。このため、通算契約期間の算定に当たり、基準省令第

１条第１項で定める基準に照らし連続すると認められるかどうかの確

認が必要となるのは、労働者が無期転換の申込みをしようとする日から

遡って直近の６か月以上の空白期間後の有期労働契約についてである

こと。

① 最初の雇入れの日後最初に到来する無契約期間から順次、無契約期

間とその前にある有期労働契約の契約期間の長さを比較し、当該契約

期間に２分の１を乗じて得た期間よりも無契約期間の方が短い場合

には、無契約期間の前後の有期労働契約が「連続すると認められるも

の」となり、前後の有期労働契約の契約期間を通算すること。

② ①において、無契約期間の前にある有期労働契約が他の有期労働契

約と間を置かずに連続している場合、又は基準省令第１条第１項で定

める基準に該当し連続すると認められるものである場合については、

これら連続している又は連続すると認められる全ての有期労働契約

の契約期間を通算した期間と、無契約期間の長さとを比較すること。

③ 基準省令第１条第１項各号の「二分の一を乗じて得た期間」の計算

において、１か月に満たない端数を生じた場合は、１か月単位に切り

上げて計算した期間とすること。また、「二分の一を乗じて得た期間」

が６か月を超える場合は、無契約期間が６か月未満のときに前後の有

期労働契約が連続するものとして取り扱うこと。

すなわち、次の表の左欄に掲げる有期労働契約の契約期間（②に該

当する場合は通算後の期間）の区分に応じ、無契約期間がそれぞれ同

表の右欄に掲げる長さのものであるときは、当該無契約期間の前後の

有期労働契約が連続すると認められるものとなること。
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有期労働契約の契約期間（②に該

当する場合は通算した期間）

無契約期間

２か月以下 １か月未満

２か月超～４か月以下 ２か月未満

４か月超～６か月以下 ３か月未満

６か月超～８か月以下 ４か月未満

８か月超～１０か月以下 ５か月未満

１０か月超～ ６か月未満

①から③までの説明を図示すると、別紙のとおりであること。

サ 基準省令第１条第２項は、同条第１項で定める基準に該当し無契約期

間の前後の有期労働契約を通算する際に、１か月に満たない端数がある

場合には、３０日をもって１か月とすることを規定したものであること。

また、１か月の計算は、暦に従い、契約期間の初日から起算し、翌月

の応当日の前日をもって１か月とすること。具体例を示すと次のとおり

であること。

前の契約 平成25年4月5日～同年7月15日（3か月＋11日）

次の契約 平成25年8月3日～同年10月1日（1か月＋29日）の場合

（３か月＋１１日）＋（１か月＋２９日）

＝４か月＋４０日

＝５か月＋１０日 として、コ③の表に当てはめ、無契約期間が３か

月未満であるときは前後の有期労働契約が連続すると認められる。

なお、法第１８条第１項の通算契約期間の計算においても、これと同

様に計算すべきものと解されること。

シ 基準省令第２条は、法第１８条第２項の「二分の一を乗じて得た期間

を基礎として厚生労働省令で定める期間」を規定したものであること。

具体的には、コ③と同様、１か月に満たない端数を生じた場合は、１

か月単位に切り上げて計算した期間とすること。すなわち、次の表の左

欄に掲げる有期労働契約の契約期間の区分に応じ、空白期間がそれぞれ

同表の右欄に掲げる長さのものであるときは、当該空白期間前に満了し

た有期労働契約の契約期間は、通算契約期間に算入しない（クーリング

される）こととなること。

有期労働契約の契約期間 空白期間

２か月以下 １か月以上

２か月超～４か月以下 ２か月以上

４か月超～６か月以下 ３か月以上

６か月超～８か月以下 ４か月以上
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８か月超～１０か月以下 ５か月以上

１０か月超～１年未満 ６か月以上

ス 研究開発法人、大学等の研究者等についての無期転換ルールの適用に

当たっては、「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の

強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の

任期に関する法律の一部を改正する法律」（平成２５年法律第９９号）

により、法第１８条について、無期転換申込権が発生する通算契約期間

を１０年とする特例が設けられているものであること（平成２６年４月

１日施行）。

当該特例の詳細については、平成２５年１２月１３日付け基発１２１

３第４号「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化

及び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期

に関する法律の一部を改正する法律の施行について」が発出されている

ものであること。

セ 専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引き続いて雇用さ

れる有期雇用労働者についての無期転換ルールの適用に当たっては、

「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」（平成

２６年法律第１３７号）により、法第１８条に関する特例が設けられて

いるものであること（一部を除き平成２７年４月１日施行）。

当該特例の詳細については、平成２６年１１月２８日付け基発１１２

８第１号「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法

の施行について」が発出されているものであること。

５ 有期労働契約の更新等（法第１９条（平成２５年４月１日前は法第１８条。

以下同じ。）関係）

(1) 趣旨

有期労働契約は契約期間の満了によって終了するものであるが、契約が

反復更新された後に雇止めされることによる紛争がみられるところであ

り、有期労働契約の更新等に関するルールをあらかじめ明らかにすること

により、雇止めに際して発生する紛争を防止し、その解決を図る必要があ

る。

このため、法第１９条において、最高裁判所判決で確立している雇止め

に関する判例法理（いわゆる雇止め法理）を規定し、一定の場合に雇止め

を認めず、有期労働契約が締結又は更新されたものとみなすこととしたも

のであること。

(2) 内容

ア 法第１９条は、有期労働契約が反復して更新されたことにより、雇止
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めをすることが解雇と社会通念上同視できると認められる場合（同条第

１号）、又は労働者が有期労働契約の契約期間の満了時にその有期労働

契約が更新されるものと期待することについて合理的な理由が認めら

れる場合（同条第２号）に、使用者が雇止めをすることが、客観的に合

理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないときは、雇止

めは認められず、したがって、使用者は、従前の有期労働契約と同一の

労働条件で労働者による有期労働契約の更新又は締結の申込みを承諾

したものとみなされ、有期労働契約が同一の労働条件（契約期間を含

む。）で成立することとしたものであること。

イ 法第１９条は、次に掲げる最高裁判所判決で確立している雇止めに関

する判例法理（いわゆる雇止め法理）の内容や適用範囲を変更すること

なく規定したものであること。

法第１９条第１号は、有期労働契約が期間の満了毎に当然更新を重ね

てあたかも期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態で存在し

ていた場合には、解雇に関する法理を類推すべきであると判示した東芝

柳町工場事件最高裁判決（最高裁昭和４９年７月２２日第一小法廷判

決）の要件を規定したものであること。

また、法第１９条第２号は、有期労働契約の期間満了後も雇用関係が

継続されるものと期待することに合理性が認められる場合には，解雇に

関する法理が類推されるものと解せられると判示した日立メディコ事

件最高裁判決（最高裁昭和６１年１２月４日第一小法廷判決）の要件を

規定したものであること。

ウ 法第１９条第１号又は第２号の要件に該当するか否かは、これまでの

裁判例と同様、当該雇用の臨時性・常用性、更新の回数、雇用の通算期

間、契約期間管理の状況、雇用継続の期待をもたせる使用者の言動の有

無などを総合考慮して、個々の事案ごとに判断されるものであること。

なお、法第１９条第２号の「満了時に」は、雇止めに関する裁判例に

おける判断と同様、「満了時」における合理的期待の有無は、最初の有

期労働契約の締結時から雇止めされた有期労働契約の満了時までの間

におけるあらゆる事情が総合的に勘案されることを明らかにするため

に規定したものであること。したがって、いったん、労働者が雇用継続

への合理的な期待を抱いていたにもかかわらず、当該有期労働契約の契

約期間の満了前に使用者が更新年数や更新回数の上限などを一方的に

宣言したとしても、そのことのみをもって直ちに同号の該当性が否定さ

れることにはならないと解されるものであること。

エ 法第１９条の「更新の申込み」及び「締結の申込み」は、要式行為で

はなく、使用者による雇止めの意思表示に対して、労働者による何らか
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の反対の意思表示が使用者に伝わるものでもよいこと。

また、雇止めの効力について紛争となった場合における法第１９条の

「更新の申込み」又は「締結の申込み」をしたことの主張・立証につい

ては、労働者が雇止めに異議があることが、例えば、訴訟の提起、紛争

調整機関への申立て、団体交渉等によって使用者に直接又は間接に伝え

られたことを概括的に主張立証すればよいと解されるものであること。

オ 法第１９条の「遅滞なく」は、有期労働契約の契約期間の満了後であ

っても、正当な又は合理的な理由による申込みの遅滞は許容される意味

であること。

６ 期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止（法第２０条関係）

(1) 趣旨

有期契約労働者については、期間の定めのない労働契約を締結している

労働者（以下「無期契約労働者」という。）と比較して、雇止めの不安が

あることによって合理的な労働条件の決定が行われにくいことや、処遇に

対する不満が多く指摘されていることを踏まえ、有期労働契約の労働条件

を設定する際のルールを法律上明確化する必要がある。

このため、有期契約労働者の労働条件と無期契約労働者の労働条件が相

違する場合において、期間の定めがあることによる不合理な労働条件を禁

止するものとしたものであること。

(2) 内容

ア 法第２０条は、有期契約労働者の労働条件が期間の定めがあることに

より無期契約労働者の労働条件と相違する場合、その相違は、職務の内

容（労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度をいう。以下同

じ。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、

有期契約労働者にとって不合理と認められるものであってはならない

ことを明らかにしたものであること。

したがって、有期契約労働者と無期契約労働者との間で労働条件の相

違があれば直ちに不合理とされるものではなく、法第２０条に列挙され

ている要素を考慮して「期間の定めがあること」を理由とした不合理な

労働条件の相違と認められる場合を禁止するものであること。

イ 法第２０条の「労働条件」には、賃金や労働時間等の狭義の労働条件

のみならず、労働契約の内容となっている災害補償、服務規律、教育訓

練、付随義務、福利厚生等労働者に対する一切の待遇を包含するもので

あること。

ウ 法第２０条の「同一の使用者」は、労働契約を締結する法律上の主体

が同一であることをいうものであり、したがって、事業場単位ではなく、
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労働契約締結の法律上の主体が法人であれば法人単位で、個人事業主で

あれば当該個人事業主単位で判断されるものであること。

エ 法第２０条の「労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度」

は、労働者が従事している業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度を、

「当該職務の内容及び配置の変更の範囲」は、今後の見込みも含め、転

勤、昇進といった人事異動や本人の役割の変化等（配置の変更を伴わな

い職務の内容の変更を含む。）の有無や範囲を指すものであること。「そ

の他の事情」は、合理的な労使の慣行などの諸事情が想定されるもので

あること。

例えば、定年後に有期労働契約で継続雇用された労働者の労働条件が

定年前の他の無期契約労働者の労働条件と相違することについては、定

年の前後で職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲等が変更

されることが一般的であることを考慮すれば、特段の事情がない限り不

合理と認められないと解されるものであること。

オ 法第２０条の不合理性の判断は、有期契約労働者と無期契約労働者と

の間の労働条件の相違について、職務の内容、当該職務の内容及び配置

の変更の範囲その他の事情を考慮して、個々の労働条件ごとに判断され

るものであること。とりわけ、通勤手当、食堂の利用、安全管理などに

ついて労働条件を相違させることは、職務の内容、当該職務の内容及び

配置の変更の範囲その他の事情を考慮して特段の理由がない限り合理

的とは認められないと解されるものであること。

カ 法第２０条は、民事的効力のある規定であること。法第２０条により

不合理とされた労働条件の定めは無効となり、故意・過失による権利侵

害、すなわち不法行為として損害賠償が認められ得ると解されるもので

あること。また、法第２０条により、無効とされた労働条件については、

基本的には、無期契約労働者と同じ労働条件が認められると解されるも

のであること。

キ 法第２０条に基づき民事訴訟が提起された場合の裁判上の主張立証

については、有期契約労働者が労働条件が期間の定めを理由とする不合

理なものであることを基礎づける事実を主張立証し、他方で使用者が当

該労働条件が期間の定めを理由とする合理的なものであることを基礎

づける事実の主張立証を行うという形でなされ、同条の司法上の判断は、

有期契約労働者及び使用者双方が主張立証を尽くした結果が総体とし

てなされるものであり、立証の負担が有期契約労働者側に一方的に負わ

されることにはならないと解されるものであること。

第６ 雑則（法第５章関係）
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１ 船員に関する特例（法第２１条（平成２５年４月１日前は法第１９条。

以下同じ。）関係）

⑴ 法第２１条第１項は、法第１２条については、船員法（昭和２２年法

律第１００号）第１００条に同趣旨の規定が定められていることから、

船員に関しては適用しないこととしたものであること。

また、船員法における雇入契約は、有期契約が原則となっているが、

雇入契約の解除事由については、船員法第４０条及び第４１条に具体的

な規定が定められていることなどから、法第４章については、船員に関

しては適用しないこととしたものであること。

⑵ 法第２１条第２項は、船員に関して法を適用するに当たって必要とな

る読替えを規定したものであること。

２ 適用除外（法第２２条（平成２５年４月１日前は法第２０条。以下同じ。）

関係）

⑴ 国家公務員及び地方公務員（法第２２条第１項関係） 

法は労働者と使用者との間において成立する労働契約についての基本

的規範を定めるものであるが、国家公務員及び地方公務員は、任命権者

との間に労働契約がないことから、法が適用されないことを確認的に規

定したものであること。

⑵ 同居の親族のみを使用する場合の労働契約（法第２２条第２項関係） 

ア 法第２２条第２項は、親族については、民法において、夫婦の財産、

親子の財産等に関する様々な規定が定められており、中でも同居の親

族についてはその結びつき（特に経済的関係）が強く、一般の労働者

及び使用者と同様の取扱いをすることは適当でないことから、同居の

親族のみを使用する場合の労働契約については、法を適用しないこと

としたものであること。

イ 法第２２条第２項の「同居」とは、世帯を同じくして常時生活を共

にしていることをいうものであること。

ウ 法第２２条第２項の「親族」とは、民法第７２５条にいう６親等内

の血族、配偶者及び３親等内の姻族をいい、その要件については、民

法の定めるところによるものであること。

第７ 附則

１ 法の施行期日（附則第１条関係）

法の趣旨及び内容の周知に必要な期間を勘案して、「公布の日から起算し

て３月を超えない範囲内において政令で定める日」を施行期日としたもの

であり、労働契約法の施行期日を定める政令（平成２０年政令第１０号）
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により、法の施行期日は、平成２０年３月１日とされたものであること。

２ 労働基準法その他関係法律の一部改正（附則第２条－第６条関係）

法の制定に伴い、労働基準法第１８条の２を削除すること、労働基準法

第９３条を改正し労働契約と就業規則との関係については労働契約法第１

２条の定めるところによる旨を規定すること等の労働基準法その他の関係

法律の規定の整理を行ったものであること。

第８ 改正法附則

１ 改正法の施行期日（改正法附則第１項関係）

法第１９条（有期労働契約の更新等）は、改正法の公布日から施行される

ものであること。また、法第１８条（有期労働契約の期間の定めのない労働

契約への転換）及び第２０条（期間の定めがあることによる不合理な労働条

件の禁止）の施行期日は、これらの規定の趣旨及び内容の周知に必要な期間

を勘案して、「労働契約法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める

政令」（平成２４年政令第２６７号）により、平成２５年４月１日とされた

ものであること。

２ 経過措置（改正法附則第２項関係）

法第１８条（有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換）の規定

は、同条の施行の日（平成２５年４月１日）以後の日を契約期間の初日とす

る期間の定めのある労働契約について適用し、当該施行の日前の日が初日で

ある有期労働契約の契約期間は、同条第１項の通算契約期間には算入しない

ものとされたものであること。

３ 検討規定（改正法附則第３項関係）

法第１８条に基づく無期転換申込権が多くの労働者に生じる時期である

同条の施行の日（平成２５年４月１日）以後５年を経過する時期から３年を

経過した時期として、同条の施行後８年を経過した場合に、施行状況を勘案

しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとされたものであること。検討の対象は、法第１８条、す

なわち無期転換ルール全体であること。

(別紙)

労働契約法第十八条第一項の通算契約期間

に関する基準を定める省令第１条第１項について

・・・・・・・・
① ② ③ ④ n-1

現在の契約
最初の雇入れ日

第n-1無契約期間第一無契約期間 第二無契約期間 第三無契約期間 第四無契約期間

1 2 3 4 5 n-1 n

号 無契約期間の位置 次の基準を満たすときは、左欄の無契約期間

の前後の有期労働契約が連続すると認めら

れる

一 ①（最初の雇入れの日

後最初に到来する無契

約期間）

①の期間が、１に２分の１を乗じて得た期

間(★)未満であるときは、１と２が連続す

ると認められる。

二 ② 次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める

ものであるときは、２と３が連続すると認

められる。

イ １と２が連続すると認

められる場合

②の期間が、（１＋２）に２分の１を乗じ

て得た期間(★)未満であること。

ロ イに掲げる場合以外の

場合

②の期間が、２に２分の１を乗じて得た期

間(★)未満であること。

三 ③ 次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める

ものであるときは、３と４が連続すると認

められる。

イ ３以前の全ての有期労

働契約が連続すると認

められる場合

③の期間が、（１＋２＋３）に２分の１を

乗じて得た期間(★)未満であること。

ロ ２と３が連続すると認

められる場合

③の期間が、（２＋３）に２分の１を乗じ

て得た期間(★)未満であること。

ハ イ又はロに掲げる場合

以外の場合

③の期間が、３に２分の１を乗じて得た期

間(★)未満であること。

四 ④以降の無契約期間 当該無契約期間が、前三号の例により計算し

て得た期間未満であること。

※ ★印は「６か月を超えるときは６か月とし、１か月に満たない端数を生

じたときは、これを１か月として計算した期間とする。」の略。
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